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評価書様式 
様式１－１－１ 中期目標管理法人 年度評価 評価の概要様式  
 

１．評価対象に関する事項 

法人名 独立行政法人勤労者退職金共済機構 

評価対象事業年

度 

年度評価 令和７年度（第５期） 

中期目標期間 令和５～令和９年度 
 

２．評価の実施者に関する事項 

主務大臣 厚生労働大臣 

 法人所管部局 雇用環境・均等局勤労者生活課 担当課、責任者  

 評価点検部局 政策統括官 担当課、責任者  

主務大臣  

 法人所管部局  担当課、責任者  

 評価点検部局  担当課、責任者  
 

 

３．評価の実施に関する事項 

 

 

 

４．その他評価に関する重要事項 
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様式１－１－２ 中期目標管理法人 年度評価 総合評定様式 
 

１．全体の評定 

評定 

（Ｓ、Ａ、Ｂ、Ｃ、

Ｄ） 

 （参考）本中期目標期間における過年度の総合評定の状況 

令和５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度 

Ｂ Ｂ    

評定に至った理由  

 
 

２．法人全体に対する評価 

法人全体の評価  

全体の評定を行う上で

特に考慮すべき事項 

 

 

３．項目別評価における主要な課題、改善事項など 

項目別評定で指摘した

課題、改善事項 

 

その他改善事項  

主務大臣による改善命

令を検討すべき事項 

 

 
 

４．その他事項 

監事等からの意見  

 

その他特記事項  
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様式１－１－３ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定総括表様式 

中期計画（中期目標） 年度評価 項目別 

調書№ 

備考 

 

 中期計画（中期目標） 年度評価 項目別

調書№ 

備考 

  令和 5

年度 

6年度 7年度 8年度 9年度   令和 5

年度 

6年度 7年度 8年度 9年度 

Ⅰ．国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項  Ⅱ．業務運営の効率化に関する事項 

 第１ 国民に対して提供するサービ

スその他の業務の質の向上に関する

目標を達成するためとるべき措置 

         第 2 業務運営の効率化に関する目標を

達成するためとるべき措置 
Ｂ Ｂ Ｂ   

２－１ P96 

  1 効率的かつ効果的な業務実施体制

の確立等 
  

   

Ⅰ 退職金共済事業 Ａ Ｂ Ｂ   

１－１ P４ 

1 資産の運用 ○重 ○重 ○重     2 業務運営の効率化に伴う経費削減      

（1）制度の特徴及び運用の目的        3 給与水準の適正化      

（2）資産運用の目標        4 業務の電子化に関する取組 ○重 ○重 ○重   

（3）運用の目標達成に向けた取組        5 契約の適正化の推進      

（4）スチュワードシップ責任に係

る取組 
 

     Ⅲ.財務内容の改善に関する事項 

  第 3 財務内容の改善に関する事項 Ａ Ｂ Ｂ   ３－１ P110 

 （5）労働政策審議会と資産運用委

員会の連携等 

      Ⅳ. その他の事項 

  第 4 その他業務運営に関する重要事項 Ｂ Ｂ Ｂ   

４－１ P113 

2 一般の中小企業退職金事業 Ｂ Ｂ Ｂ   

１－２ P18 

   1 ガバナンスの徹底 ○重 ○重 ○重   

（1）加入促進対策の効果的実施 ○重 ○重 ○重      （1）内部統制の徹底      

（2）サービスの向上        （2）情報セキュリティ対策の推進等      

 （3）中退共システム再構築 ○重 ○重 ○重     （3）事業及び制度の改善・見直しに

向けた取組 

     

（4）確実な退職金の支給に向けた

取組 
 

           

2 人事に関する事項      

 3 建設業退職金共済事業 Ｂ Ｂ Ｂ   

１－３ P40 

  第 5 予算、収支計画及び資金計画 

Ｂ Ｂ Ｂ   ５－１ P127 

（1）加入促進対策の効果的実施 ○重 ○重 ○重   第 6 短期借入金の限度額 

 （2）サービスの向上 ○重 ○重 ○重     第 7 重要な財産を譲渡し、又は担保に

供しようとするときは、その計画 （3）確実な退職金の支給に向けた

取組 
 

    

第 8 剰余金の使途 

4 清酒製造業退職金共済事業 Ｂ Ｂ Ｂ   

１－４ P63 

  第 9 積立金の処分に関する事項 

（1）加入促進対策の効果的実施 ○重 ○重 ○重             

（2）サービスの向上                

（3）確実な退職金の支給に向けた

取組 
 

              

          

5 林業退職金共済事業 Ａ Ｂ Ｂ   

１－５ P74 

          

（1）累積欠損金の処理 ○重 ○重 ○重             

 （2）加入促進対策の効果的実施 ○重 ○重 ○重             

 （3）サービスの向上                

 （4）確実な退職金の支給に向けた

取組 
 

              

          

 Ⅱ 財産形成促進事業 Ｂ Ｂ Ｂ   

１－６ P88 

          

1 融資業務の着実な実施                

2 利用促進対策の効果的実施                

3 財務運営                

Ⅲ 雇用促進融資事業 Ｂ Ｂ Ｂ   １－７ P94           
※重要度を「高」と設定している項目については、各評語の横に「○」を付す。困難度を「高」と設定している項目については、各評語に下線を引く。重点化の対象とした項目については、各標語の横に「重」を付す。 
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様式１－１－４－１ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（国民に対して提供するサービスその他業務の質の向上に関する事項）様式 
 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

１―１ Ⅰ 退職金共済事業 １ 資産の運用 
業務に関連する政策・施

策 

豊かで安定した勤労者生活の実現を図ること（厚生労働省 政策体

系 基本目標Ⅳ-施策大目標 3-2）  

当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 
中退法第 70条第 1項 

当該項目の重要度、難易

度 

【重要度 高、困難度 高】 
（１）制度の特徴及び運用の目的 
（２）資産運用の目標 
（３）運用の目標達成に向けた取組 
（４）スチュワードシップ責任に係る取組 
（５）労働政策審議会と資産運用委員会の連携等 
 
【指標】 
資産運用委員会が作成する資産運用に関する評価報告書において、
運用実績を踏まえ、年間を通じて上記（３）（４）の対応が適切に実
施されたとの評価を受けること。 
 
（理由） 
共済契約者から納められた掛金を運用し、一定の利回りを付与した
上で被共済者に退職金を支払うことが退職金共済制度の根幹であ
り、資産運用業務は退職金共済事業の運営において主要な役割を果
たすことから、重要度を高とする。 
また、資産運用委員会に年間を通じて上記（３）（４）の対応が適切
に実施されたとの評価を受けるためには、 
①プルーデント・エキスパート・ルール（注意義務）に則り、専門
家としての注意力、技量、思慮及び勤勉さをもって、金融経済、地
政学リスク等の環境のモニタリングや分析を行いつつ、運用機関を
適切に管理するとともに、多段階的な定量的手法による分析を用い
て基本ポートフォリオやマネジャー・ストラクチャーの見直しの必
要性を判断し、遅滞なく実施すること 
②スチュワードシップ責任を果たすための活動として運用機関に
対する働きかけを行うに当たっては、機構自らが組織のガバナンス
を実現することが前提条件となるほか、世界トップクラスの運用機
関を動かす見識を示すこと 
が必要であることから、困難度を高とする。 

関連する政策評価・行政事業

レビュー 

 

 

２．主要な経年データ 

 ① 主要なアウトプット（アウトカム）情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指 標 
達成

目標 
令和５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度 

 

 令和５年度 令和６年度 ７年度 ８年度 ９年度 

資産運用委員会

が作成する資産

運用に関する評

価報告書におい

て、運用実績を

踏まえ、年間を

通じて上記

（３）（４）の対

応が適切に実施

されたとの評価

を受ける 

同左 

資産運用委員

会が作成する

資産運用に関

する評価報告

書において、

上記（３）

（４）の対応

が適切に実施

されたとの評

価を受けた。 

資産運用委員

会が作成する

資産運用に関

する評価報告

書において、

上記（３）

（４）の対応

が適切に実施

されたとの評

価を受けた。 

資産運用委

員会が作成す

る資産運用に

関する評価報

告 書 に お い

て、上記（３）

（４）の対応

が適切に実施

されたとの評

価を受けた。 

  

予算額（千円）      

決算額（千円）      

経常費用（千円）      

経常利益（千円）      

行政コスト（千

円） 
   

 
 

従事人員数      

注）予算額、決算額は支出額を記載。 
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３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 

法人の業務実績・自己評価 
主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

 第３ 国民に対

して提供するサ

ービスその他の

業務の質の向上

に関する事項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１ 国民に対

して提供するサ

ービスその他の

業務の質の向上

に関する目標を

達成するためと

るべき措置 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１ 国民に対

して提供するサ

ービスその他の

業務の質の向上

に関する目標を

達成するためと

るべき措置 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成する

ためとるべき措置 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜評定と根拠＞ 

評定：Ｂ 

令和７年度は、基本ポ

ートフォリオの有効性

及び変更要否の検証を

行い、令和８年 10月

を目途に予定運用利回

りの変更を控える建退

共については、令和８

年４月１日付での基本

ポートフォリオ改定を

決定した。 

アクティブ運用につ

いては、スタイル分散

やポートフォリオ特性

の状況を分析した上

で、令和６年度から引

き続いて、マネジャ

ー・ストラクチャーの

見直しを順次行い、適

時のタイミングで評

価・選定を行うことが

できるマネジャー・エ

ントリー制度の導入も

実現した。また、運用

資産の多様化に向け

て、オルタナティブ投

資の検討を開始した。 

サステナビリティを

重視した運用の観点で

は、活発なスチュワー

ドシップ活動を行いつ

つ、日本版スチュワー

ドシップ・コード第三

次改訂版の受入れ、令

和６年度に続く「責任

投資活動報告書」の公

表を行った。加えて、

「アセットオーナー・

プリンシプルに関する

取組状況について」を

公表した。 

これらの活動は、資

産運用委員会が作成し

た資産運用に関する評

価報告書において、環

境変化に的確に対応し

つつ、運用の目的に即

し、運用の目標を踏ま

えて適切に実施されて

評定  
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Ⅰ 退職金共済

事業 

 

１ 資産の運用 

【重要度 高】 

【困難度 高】 

 

（１）制度の特

徴及び運用の目

的 

 

機構資産の運

用は、制度の特

徴（①従業員の

退職金の原資で

あること、②積

立型の退職金共

済という制度設

計上、収入源は

基本的に掛金と

その運用益のみ

であること、累

積欠損金が発生

しても政府や退

職金共済制度以

外の事業から補

填を受ける仕組

みがないこと）

に特に留意し、

専ら受益者たる

共済契約者及び

被共済者の利益

のために長期的

な観点から安全

かつ効率的に行

うことにより、

将来にわたって

退職金共済事業

を安定的に運営

していく上で必

要とされる収益

を長期的に確保

し、退職金を将

来にわたり確実

に給付すること

を目的として行

うこと。 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅰ 退職金共済

事業 

 

１ 資産の運用

【重要度 高】

【困難度 高】 

 

（１）制度の特

徴及び運用の目

的 

 

独立行政法人

勤労者退職金共

済機構（以下

「機構」とい

う。）資産の運用

は、制度の特徴

（①従業員の退

職金の原資であ

ること、②積立

型の退職金共済

という制度設計

上、収入源は基

本的に掛金とそ

の運用益のみで

あること、累積

欠損金が発生し

ても政府や退職

金共済制度以外

の事業から補填

を受ける仕組み

がないこと）に

特に留意し、専

ら受益者たる共

済契約者及び被

共済者の利益の

ために長期的な

観点から安全か

つ効率的に行う

ことにより、将

来にわたって退

職金共済事業を

安定的に運営し

ていく上で必要

とされる収益を

長期的に確保

し、退職金を将

 

 

 

 

 

 

 

Ⅰ 退職金共済

事業 

 

１ 資産の運用 

 

 

 

（１）制度の特

徴及び運用の目

的 

 

独立行政法人

勤労者退職金共

済機構（以下

「機構」とい

う。）資産の運用

は、制度の特徴

（①従業員の退

職金の原資であ

ること、②積立

型の退職金共済

という制度設計

上、収入源は基

本的に掛金とそ

の運用益のみで

あること、累積

欠損金が発生し

ても政府や退職

金共済制度以外

の事業から補填

を受ける仕組み

がないこと）に

特に留意し、専

ら受益者たる共

済契約者及び被

共済者の利益の

ために長期的な

観点から安全か

つ効率的に行う

ことにより、将

来にわたって退

職金共済事業を

安定的に運営し

ていく上で必要

とされる収益を

長期的に確保

し、退職金を将

 

 

 

 

 

 

 

＜その他の指標

＞ 

 

・資産運用委員

会が作成する資

産運用に関する

評価報告書にお

いて、運用実績

を踏まえ、年間

を通じて左記

（３）（４）の対

応が適切に実施

されたとの評価

を受けること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅰ 退職金共済事業 

 

 

１ 資産の運用 

 

 

 

（１）制度の特徴及び運用の目的 

 

 

 

独立行政法人勤労者退職金共済機構（以下「機構」という。）資産の運用は、制度の

特徴（①従業員の退職金の原資であること、②積立型の退職金共済という制度設計上、

収入源は基本的に掛金とその運用益のみであること、累積欠損金が発生しても政府や退

職金共済制度以外の事業から補填を受ける仕組みがないこと）に特に留意し、専ら受益

者たる共済契約者及び被共済者の利益のために長期的な観点から安全かつ効率的に行う

ことにより、将来にわたって退職金共済事業を安定的に運営していく上で必要とされる

収益を長期的に確保し、退職金を将来にわたり確実に給付することを目的として行うこ

ととなっている。 

上記に基づき、退職金支給に必要な流動性を確保しつつ、中期的に退職金共済事業の

運営に必要な利回りを最低限のリスクで確保すべく、資産運用の基本方針に定める「基

本ポートフォリオ」の運用を適切に行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

いるものと評価され

た。 

以上を踏まえ、所期

の目標を達成している

と考えられ、Ｂ評価と

する。 

 

 

 

 

・資産運用委員会が作

成した資産運用に関す

る評価報告書におい

て、運用実績を踏ま

え、年間を通じて運用

の目標達成に向けた取

組及びスチュワードシ

ップ責任に係る取組の

対応が適切に実施され

たとの評価を受けた。 
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（２）資産運用

の目標 

 

機構資産の運

用は、上記

（１）に基づ

き、退職金支給

に必要な流動性

を確保しつつ、

中期的に退職金

共済事業の運営

に必要な利回り

（予定運用利回

りに従って増加

する責任準備金

の額及び業務経

費の合計の資産

に対する比率を

いう。）を最低

限のリスクで確

保することを目

標とすること。 

ただし、清酒

製造業退職金共

済事業及び清酒

製造業退職金特

別共済事業に係

る資産において

は累積剰余金の

水準を勘案して

必要な利回りを

設定し、林業退

職金共済事業に

係る資産におい

ては、累積欠損

金の計画的な解

消を図るための

費用を加えて必

要な利回りを設

定すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

来にわたり確実

に給付すること

を目的として行

う。 

 

（２）資産運用

の目標 

 

機構資産の運

用は、上記

（１）に基づ

き、退職金支給

に必要な流動性

を確保しつつ、

中期的に退職金

共済事業の運営

に必要な利回り

（予定運用利回

りに従って増加

する責任準備金

の額及び業務経

費の合計の資産

に対する比率を

いう。）を最低限

のリスクで確保

する。 

ただし、清酒

製造業退職金共

済（以下「清退

共」という。）事

業及び清酒製造

業退職金特別共

済事業に係る資

産においては、

累積剰余金の水

準を勘案して必

要な利回りを設

定し、林業退職

金共済（以下

「林退共」とい

う。）事業に係る

資産において

は、累積欠損金

の計画的な解消

を図るための費

用を加えて必要

な利回りを設定

する。 

 

 

 

 

 

 

来にわたり確実

に給付すること

を目的として行

う。 

 

（２）資産運用

の目標 

 

機構資産の運

用は、上記

（１）に基づ

き、退職金支給

に必要な流動性

を確保しつつ、

中期的に退職金

共済事業の運営

に必要な利回り

（予定運用利回

りに従って増加

する責任準備金

の額及び業務経

費の合計の資産

に対する比率を

いう。）を最低限

のリスクで確保

する。 

ただし、清酒製

造業退職金共済

（以下「清退

共」という。）事

業及び清酒製造

業退職金特別共

済事業に係る資

産においては、

累積剰余金の水

準を勘案して必

要な利回りを設

定する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）資産運用の目標 

 

 

機構資産の運用は、上記（１）に基づき、退職金支給に必要な流動性を確保しつつ、

中期的に退職金共済事業の運営に必要な利回り（予定運用利回りに従って増加する責任

準備金の額及び業務経費の合計の資産に対する比率をいう。）を最低限のリスクで確保

することとなっている。 

令和７年度の運用利回り（手数料控除後）は（参考１）のとおりである。一般の中小

企業退職金共済（以下「中退共」という。）1.64％、建設業退職金共済（以下「建退

共」という。）1.29％、建退共（特別）1.24％、清酒製造業退職金共済（以下「清退

共」という。）0.95％、清退共（特別）0.06％、林業退職金共済（以下「林退共」とい

う。）1.36％と、中退共と建退共、林退共においては必要な利回りを上回る結果となっ

た。 

令和７年度末における利益剰余金と想定損失額の比較は（参考５）のとおりである。中

退共と建退共については、向こう５年間に想定し得る最悪の状況で発生する損失額（以

下「想定損失額」という。）を上回る利益剰余金を維持しており、財務基盤に特段の不

安はない状況である。清退共は、利益剰余金が責任準備金（10.4 億円）の２倍、清退共

（特別）については、利益剰余金が責任準備金（0.6億円）の３倍以上の水準に達して

おり、財務基盤に不安はない。林退共は、累積欠損金を解消し、2020（令和２）年 11

月に策定した累積欠損金解消計画（以下「解消計画」という。）を上回るが、想定損失

額を確保する水準には至っていない。 

また、（参考２）にあるように、令和３年度から令和７年度の５年間の通期でみた場

合、林退共を除き、運用利回りは必要な利回りを下回っている。 

 

（参考１）令和７年度実績 

（単位：％） 

 中退共 建退共 建退共

（特別） 

清退共 清退共

（特別） 

林退共 

予定運用利回り 1.00 1.30 1.30 2.30 2.30 0.10 

必要な利回り

（a） 

1.10 1.03 1.51 2.24 0.48 0.73 

運用利回り

（ｂ） 

1.64 1.29 1.24 0.95 0.06 1.36 

（ｂ）－（a） 0.54 0.26 △0.27 △1.29 △0.42 0.63 

※計数は、それぞれ四捨五入している。 

 

 

（参考２）５年平均（令和３年度～令和７年度） 

（単位：％） 

 中退共 建退共 建退共

（特別） 

清退共 清退共

（特別） 

林退共 

予定運用利回り 1.00 1.30 1.30 2.30 2.30 0.10 

必要な利回り

（a） 

1.10 1.17 1.51 2.06 0.52 0.80 

運用利回り

（ｂ） 

1.08 0.99 0.88 0.62 

 

0.02 0.91 

（ｂ）－（a） △0.02 △0.18 △0.63 △1.44 △0.50 0.11 

※計数は、それぞれ四捨五入している。 
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（３）運用の目

標達成に向けた

取組 

 

上記（２）の

運用の目標を達

成するため、以

下の取組を行う

こと。 

 中期的に必要

な利回りを最低

限のリスクで確

保するために設

定され、中期的

に確保すること

が求められてい

る資産構成割合

（以下「基本ポ

ートフォリオ」

という。）の期

待リターンと運

用実績との差異

の原因を分析

し、確認された

原因を踏まえ、

基本ポートフォ

リオの見直し、

リバランスルー

ル（資産構成割

合の変動により

基本ポートフォ

リオの資産構成

割合の乖離許容

幅を超えた場合

に資産構成割合

を乖離許容幅の

範囲内に調整す

るなどのルー

ル）の見直し、

マネジャー・ス

トラクチャー

（資産運用を担

う運用機関の構

成）の見直し

等、必要な対応

を検討し、実施

すること。 

 

 

 

 

 

 

 

（３）運用の目

標達成に向けた

取組 

 

上記（２）の

運用の目標を達

成するため、以

下の取組を行

う。 

中期的に必要

な利回りを最低

限のリスクで確

保するために設

定され、中期的

に確保すること

が求められてい

る資産構成割合

（以下「基本ポ

ートフォリオ」

という。）の期待

リターンと運用

実績との差異の

原因を分析し、

確認された原因

を踏まえ、基本

ポートフォリオ

の見直し、リバ

ランスルール

（資産構成割合

の変動により基

本ポートフォリ

オの資産構成割

合の乖離許容幅

を超えた場合に

資産構成割合を

乖離許容幅の範

囲内に調整する

などのルール）

の見直し、マネ

ジャー・ストラ

クチャー（資産

運用を担う運用

機関の構成）の

見直し等、必要

な対応を検討

し、実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）運用の目

標達成に向けた

取組 

 

上記（２）の

運用の目標を達

成するため、以

下の取組を行

う。 

中期的に必要

な利回りを最低

限のリスクで確

保するために設

定され、中期的

に確保すること

が求められてい

る資産構成割合

（以下「基本ポ

ートフォリオ」

という。）の期待

リターンと運用

実績との差異の

原因を分析し、

確認された原因

を踏まえ、基本

ポートフォリオ

の見直し、リバ

ランスルール

（資産構成割合

の変動により基

本ポートフォリ

オの資産構成割

合の乖離許容幅

を超えた場合に

資産構成割合を

乖離許容幅の範

囲内に調整する

などのルール）

の見直し、マネ

ジャー・ストラ

クチャー（資産

運用を担う運用

機関の構成）の

見直し等、必要

な対応を検討

し、実施する。 

令和７年度

は、前回マネジ

ャー・ストラク

チャー見直しか

ら６年経過し、

前回見直し時の

スタイル分散・

 

＜評価の視点＞ 

 

・基本ポートフ

ォリオの期待リ

ターンと運用実

績との差異の原

因を分析し、確

認された原因を

踏まえ、必要な

対応を検討し、

実施している

か。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・運用受託機関

による運用状況

を適時適切に点

 

（３）運用の目標達成に向けた取組 

 

 

 

上記（２）の運用の目標を達成するため、以下の取組を行うこととなっている。 

中期的に必要な利回りを最低限のリスクで確保するために設定され、中期的に確保す

ることが求められている資産構成割合（以下「基本ポートフォリオ」という。）の期待

リターンと運用実績との差異の原因を分析し、確認された原因を踏まえ、基本ポートフ

ォリオの見直し、リバランスルール（資産構成割合の変動により基本ポートフォリオの

資産構成割合の乖離許容幅を超えた場合に資産構成割合を乖離許容幅の範囲内に調整す

るなどのルール）の見直し、マネジャー・ストラクチャー（資産運用を担う運用機関の

構成）の見直し等、必要な対応を検討し、実施すること。 

取組の具体的なプロセスとして、基本ポートフォリオの期待リターンと運用実績との

差異を市場収益要因と超過収益要因に要因分解し、以下の検討と対応を行った。 

 

（参考３）運用実績（期待収益率との比較） 
（単位：％） 

 
 

※計数は、それぞれ四捨五入している。 

※本表においては、自家運用（簿価）は、国内債券（簿価）のほか、生命保険（一般勘

定）、有価証券信託及び預金を含む。委託運用（時価）は、包括信託のみである。 

 

期待リターンと運用実績との差異は、おおむね委託運用によるものである。自家運用

については、国内金利の上昇に伴い購入する債券の利回りが上昇し残存期間の長い債券

を多く購入した中退共資産においては、期待リターンを 0.22％上回る実績となった。ま

た、委託運用については、市場収益要因が△0.59％とマイナス寄与した一方で、超過収

益要因が 1.28％と大きくプラス寄与したことから、期待リターンを 0.61％上回る実績

となった。 

 

委託運用の要因分析は以下のとおり。 

 

（参考４）令和７年度の委託運用（包括信託）における超過収益率の要因分析 

                    （単位：％） 

期待収益率（Ａ） 2.23 

収益率実績（Ｂ） 2.84 

複合ベンチマーク騰落率（Ｃ） 1.64 

実績―期待（Ｂ）－（Ａ） 0.61 

 市場収益要因（Ｃ）－（Ａ） △0.59 

超過収益要因 

（Ｂ）－（Ｃ）－（Ｄ） 

 

1.28 

 資産配分効果 0.67 

 

＜評価の視点に対する

措置＞ 

・委託運用の収益上振

れを要因分解すると、

市場収益要因がマイナ

ス寄与した一方、超過

収益要因はプラス寄与

しており、収益上振れ

は超過収益要因による

ものである。超過収益

要因の内訳では、資産

配分効果と個別資産効

果のプラス寄与が同程

度となった。 

機構は基本ポートフ

ォリオの有効性及び変

更要否の検証を行い、

令和８年 10月を目途

に予定運用利回りの変

更を予定する建退共に

ついては、令和８年４

月１日付での基本ポー

トフォリオ改定を決定

した。 

アクティブ運用につ

いては、スタイル分散

やポートフォリオ特性

の状況を分析した上

で、令和６年度から引

き続いて、マネジャ

ー・ストラクチャーの

見直しを順次行い、令

和７年度は、国内株式

のマネジャーの選定を

行った。また、適時の

タイミングで評価・選

定を行うことができる

マネジャー・エントリ

ー制度の導入も実現し

た。 

機構は運用実績と期

待収益率との差異の原

因を分析、確認し、そ

の原因を踏まえて必要

な対応を検討、実施し

ているものと資産運用

委員会から評価を受け

た。 

 

 

・運用受託機関による

運用状況を適時適切に

把握している。具体的
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（具体的なプロ

セス） 

 基本ポートフ

ォリオの期待リ

ターンと運用実

績との差異を市

場収益要因と超

過収益要因に要

因分解し、運用

実績が期待リタ

ーンに満たない

場合、以下の検

討と対応を行

う。 

 

 

① 市場収益要

因がマイナスと

なるのは、資産

ごとのベンチマ

ーク収益率を資

産構成割合にて

加重した値が基

本ポートフォリ

オにおける期待

リターンを下回

ることが原因と

なるが、その場

合は検証期間に

おける市場環境

や市場要因を分

析し、それが将

来的に継続する

可能性が高いと

判断されれば基

本ポートフォリ

オの見直しの必

要性を検討す

る。具体的に

は、基本ポート

フォリオの基本

的な前提条件に

変化があるか否

かの検証を行

う。 

② 超過収益

（機構の運用実

 

 

 

 

 

 

 

（具体的なプロ

セス） 

基本ポートフ

ォリオの期待リ

ターンと運用実

績との差異を市

場収益要因と超

過収益要因に要

因分解し、運用

実績が期待リタ

ーンに満たない

場合、以下の検

討と対応を行

う。 

 

 

① 市場収益要

因がマイナスと

なるのは、資産

ごとのベンチマ

ーク収益率を資

産構成割合にて

加重した値が基

本ポートフォリ

オにおける期待

リターンを下回

ることが原因と

なるが、その場

合は、検証期間

における市場環

境や市場要因を

分析し、それが

将来的に継続す

る可能性が高い

と判断されれば

基本ポートフォ

リオの見直しの

必要性を検討す

る。具体的に

は、基本ポート

フォリオの基本

的な前提条件に

変化があるか否

かの検証を行

う。 

② 超過収益

（機構の運用実

ポートフォリオ

特性から乖離し

てきたことか

ら、マネジャ

ー・ストラクチ

ャー見直しを順

次実施する。 

（具体的なプロ

セス） 

基本ポートフ

ォリオの期待リ

ターンと運用実

績との差異を市

場収益要因と超

過収益要因に要

因分解し、運用

実績が期待リタ

ーンに満たない

場合、以下の検

討と対応を行

う。 

 

 

① 市場収益要

因がマイナスと

なるのは、資産

ごとのベンチマ

ーク収益率を資

産構成割合にて

加重した値が基

本ポートフォリ

オにおける期待

リターンを下回

ることが原因と

なるが、その場

合は、検証期間

における市場環

境や市場要因を

分析し、それが

将来的に継続す

る可能性が高い

と判断されれば

基本ポートフォ

リオの見直しの

必要性を検討す

る。具体的に

は、基本ポート

フォリオの基本

的な前提条件に

変化があるか否

かの検証を行

う。 

② 超過収益

（機構の運用実

検しているか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

個別資産効果 0.61 

複合効果 △0.00 

手数料要因（Ｄ） △0.08 

※計数は、それぞれ四捨五入している。 

※複合ベンチマーク騰落率とは、資産（国内債券・外国債券・国内株式・外国株式）全

体のベンチマーク騰落率であり、各資産のベンチマーク騰落率を基本ポートフォリオの

構成比で加重平均して算出したものである。 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 市場収益要因は、△0.59％となった。主として国内債券の価格下落がマイナスに作

用した。基本ポートフォリオの基本的な前提条件に変化があるかについて、令和７

年度の資産運用委員会において適時適切に検討を行った。令和７年９月の資産運用

委員会において、金融経済情勢の変化について検討し、中退共、清退共、林退共に

ついては基本ポートフォリオを見直すほどの変化はないと判断した。また、令和８

年 10月を目途に予定運用利回りの変更を控える建退共については、令和８年４月１

日付での基本ポートフォリオ改定を決定した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

② 超過収益要因は 1.28％となった。内訳は、資産配分効果が 0.67％、個別資産効果

が 0.61％と、資産配分効果と個別資産効果のプラス寄与が同程度となった。 

には以下のとおりであ

る。 

運用受託機関の運用

状況については毎月報

告を受け点検を行って

いるほか、定期的に運

用受託機関担当者と運

用報告会を行い、運用

状況のみならず今後の

市場見通しや運用方針

等について協議を行っ

た。 

また、資産クラス全

体としてのスタイル分

散が機能しているか、

といった観点等からも

定期的に点検を行って

いる。 

運用受託機関には

「資産運用の基本方

針」や「運用ガイドラ

イン」等に反する行為

があった場合には、直

ちに報告を行い、指示

に従うことを義務付け

ている。組織体制や人

事、経営に関する重大

な変化がある場合も速

やかな報告を求めてい

る。 

令和７年度は、運用

受託機関による「運用

ガイドライン」に反す

る行為が２件発生し

た。機構は当該運用受

託機関から速やかに発

生経緯、事象の詳細、

運用実績への影響等の

報告を受け、受益者に

とって不利益が生じな

いよう対応しており、

再発防止策の実効性を

今後注視することとし

ている。 

以上の事後対応は、

資産運用委員会から適

切なものと評価され

た。 
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績とベンチマー

ク収益率の差

異）の原因につ

いて、資産配分

効果（基本ポー

トフォリオにお

ける資産構成割

合と実際の資産

構成割合の差異

による効果）と

個別資産効果

（各資産の運用

実績とベンチマ

ーク収益率の差

異による効果）

への要因分解を

行って確認す

る。 

③ 資産配分効

果が想定以上に

大きかった場合

は、その検証期

間の市場の特殊

要因等も確認し

た上で、必要と

判断されればリ

バランスルール

の見直し要否の

検討を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

績とベンチマー

ク収益率の差

異）の原因につ

いて、資産配分

効果（基本ポー

トフォリオにお

ける資産構成割

合と実際の資産

構成割合の差異

による効果）と

個別資産効果

（各資産の運用

実績とベンチマ

ーク収益率の差

異による効果）

への要因分解を

行って確認す

る。 

③ 資産配分効

果が想定以上に

大きかった場合

は、その検証期

間の市場の特殊

要因等も確認し

た上で、必要と

判断されればリ

バランスルール

の見直し要否の

検討を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

績とベンチマー

ク収益率の差

異）の原因につ

いて、資産配分

効果（基本ポー

トフォリオにお

ける資産構成割

合と実際の資産

構成割合の差異

による効果）と

個別資産効果

（各資産の運用

実績とベンチマ

ーク収益率の差

異による効果）

への要因分解を

行って確認す

る。 

③ 資産配分効

果が想定以上に

大きかった場合

は、その検証期

間の市場の特殊

要因等も確認し

た上で、必要と

判断されればリ

バランスルール

の見直し要否の

検討を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 資産配分効果は 0.67％となった。基本ポートフォリオに対し、資産構成割合が高め

になっていた国内株式および外国株式の価格上昇、資産構成割合が低めになってい

た国内債券の価格下落がプラスに作用したものである。令和７年度の資産間リバラ

ンスは、令和７年７月末時点、令和７年 10月末時点、令和８年１月末時点、令和８

年２月末時点の計４回、資産構成割合の基本ポートフォリオからの乖離が、乖離許

容幅を超えたことを受け、リバランスルールに則って実施した。令和７年度は、市

場の変動幅が大きい環境下、計４回のリバランスにより、資産配分効果を相応に抑

制する結果となった。引き続き、市場動向等を注視し、資産配分効果等の確認を行

っていく。 

 

【包括信託の乖離幅の管理状況】 
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④ 個別資産効

果に問題が見出

された場合に

は、マネジャ

ー・ストラクチ

ャー見直しの要

否の検討を行

う。 

 

⑤ 運用実績の

結果として実現

した利益剰余金

の水準につい

て、想定損失額

との比較を行

い、差異が大き

い場合、リスク

量の適否を評価

し、その結果を

厚生労働省に提

供する。 

 上記の検討結

果を踏まえ、必

要と判断された

施策に遅滞なく

着手し、実施す

る。 

 一連の検証、

施策の実施につ

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④ 個別資産効

果に問題が見出

された場合に

は、マネジャ

ー・ストラクチ

ャー見直しの要

否の検討を行

う。 

 

⑤ 運用実績の

結果として実現

した利益剰余金

の水準につい

て、想定損失額

との比較を行

い、差異が大き

い場合、リスク

量の適否を評価

し、その結果を

厚生労働省に提

供する。 

上記の検討結

果を踏まえ、必

要と判断された

施策に遅滞なく

着手し、実施す

る。 

一連の検証、

施策の実施につ

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④ 個別資産効

果に問題が見出

された場合に

は、マネジャ

ー・ストラクチ

ャー見直しの要

否の検討を行

う。 

 

⑤ 運用実績の

結果として実現

した利益剰余金

の水準につい

て、想定損失額

との比較を行

い、差異が大き

い場合、リスク

量の適否を評価

し、その結果を

厚生労働省に提

供する。 

上記の検討結

果を踏まえ、必

要と判断された

施策に遅滞なく

着手し、実施す

る。 

一連の検証、

施策の実施につ

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜評価の視点＞ 

 

・一連の検証、

施策の実施につ

いては、適時に

資産運用委員会

において報告、

必要に応じて審

議を受け、委員

会の意見を踏ま

えて対応してい

るか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
 

 

 

 

 
④ 個別資産効果は 0.61％となった。令和６年度からマネジャー・ストラクチャーの見

直しに着手し、令和７年度には国内株式のマネジャーの選定を行った。資産別で

は、国内債券、国内株式、外国債券、及び外国株式のすべての資産においてプラス

の超過収益率を確保した。 

 

 

 
 

 

⑤ 利益剰余金の水準と想定損失額の比較については、以下のとおりである。中退共と

建退共については、想定損失額を上回る利益剰余金を維持しており、財務基盤に特

段不安のない状況である。林退共においては、累積欠損金を解消し、利益剰余金は

0.2億円となったが、想定損失額を確保する水準には至っていない。 

 

これらのプロセスについては、資産運用委員会に報告し、了承された。 

（添付資料① 令和７年度資産運用に関する評価報告書） 

 

（参考５）令和７年度末における利益剰余金と想定損失額の比較  

（単位：億円） 

 中退共 建退共 建退共

（特別） 

清退共 清退共

（特別） 

林退共 

利益剰余金

（Ａ） 

5,492 770 130 23 2 0.2 

想定損失額

（Ｂ） 

3,120 

 

535 

 

－ － － 6.3 

（Ａ）－（Ｂ） 2,372 235 － － － △6.1 

※計数は、それぞれ四捨五入している。 

※想定損失額はモンテカルロシミュレーション１%tileである。令和７年度基本ポート

フォリオ検証時の数値（データは令和７年８月時点）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜評価の視点に対する

措置＞ 

・資産運用に関する重

要事項は随時「資産運

用委員会」に諮り、了

承を得てから実施して

いる。 
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いては、適時に

資産運用委員会

において報告

し、委員会の意

見を踏まえて対

応する。 

 このような取

組を定期的に繰

り返し行ってい

くことで、定め

られた運用の目

標を達成するこ

と。 

 

 

 

 

 

（４）スチュワ

ードシップ責任

に係る取組 

 

 機構資産の運

用の目的の下

で、共済契約者

及び被共済者の

利益のために長

期的な収益を確

保する観点か

ら、市場等への

影響に留意しつ

つ、スチュワー

ドシップ責任を

果たすための活

動を一層推進す

ること。 

その際、

「「責任ある機

関投資家」の諸

原則≪日本版ス

チュワードシッ

プ・コード≫」

（平成26年２月

26日日本版スチ

ュワードシッ

プ・コードに関

する有識者検討

会取りまとめ）

を踏まえ、スチ

ュワードシップ

責任（機関投資

家が、投資先企

業やその事業環

境等に関する深

いては、適時に

資産運用委員会

において報告

し、委員会の意

見を踏まえて対

応する。 

このような取

組を定期的に繰

り返し行ってい

くことで、定め

られた運用の目

標を達成する。 

 

 

 

 

 

 

（４）スチュワ

ードシップ責任

に係る取組 

 

機構資産の運

用の目的の下

で、共済契約者

及び被共済者の

利益のために長

期的な収益を確

保する観点か

ら、市場等への

影響に留意しつ

つ、スチュワー

ドシップ責任を

果たすための活

動を一層推進す

る。 

その際、「「責

任ある機関投資

家」の諸原則≪

日本版スチュワ

ードシップ・コ

ード≫」（平成 26

年２月 26日日本

版スチュワード

シップ・コード

に関する有識者

検討会取りまと

め）を踏まえ、

スチュワードシ

ップ責任（機関

投資家が、投資

先企業やその事

業環境等に関す

る深い理解に基

いては、適時に

資産運用委員会

において報告、

必要に応じて審

議を受け、委員

会の意見を踏ま

えて対応する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）スチュワ

ードシップ責任

に係る取組 

 

機構資産の運

用の目的の下

で、共済契約者

及び被共済者の

利益のために長

期的な収益を確

保する観点か

ら、市場等への

影響に留意しつ

つ、スチュワー

ドシップ責任を

果たすための活

動を一層推進す

る。 

その際、「「責

任ある機関投資

家」の諸原則≪

日本版スチュワ

ードシップ・コ

ード≫」（平成 26

年２月 26日日本

版スチュワード

シップ・コード

に関する有識者

検討会取りまと

め）を踏まえ、

スチュワードシ

ップ責任（機関

投資家が、投資

先企業やその事

業環境等に関す

る深い理解に基

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜評価の視点＞ 

 

・スチュワード

シップ責任を果

たすための活動

を一層推進し、

その取組状況を

公表している

か。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 各資産のベンチマークに対する超過収益率は以下のとおりである。 

 

（参考６）超過収益率 

 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

国内債券 0.15％ △0.02％ 0.17％ 0.16％ 0.11％ 

国内株式 0.36％ 0.34％ 2.63％ 0.46％ 5.06％ 

外国債券 0.21％ 0.88％ 0.20％ 0.07％ 0.36％ 

外国株式 △3.21％ △0.43％ △0.47％ △2.27％ 2.64％ 

全資産 △0.62％ 0.12％ 2.03％ 0.03％ 1.28％ 

※令和７年度は、全ての資産においてプラスの超過収益を確保した。外国株式について

は、令和６年度までの４年間において、金利上昇局面でグロース株が大きくマイナスに

なったこと等から、プラスの超過収益率を確保できなかったが、令和７年度はプラスの

超過収益率を確保した。 

 
 

（４）スチュワードシップ責任に係る取組 

 

 

機構資産の運用の目的の下で、共済契約者及び被共済者の利益のために長期的な収益

を確保する観点から、市場等への影響に留意しつつ、スチュワードシップ責任を果たす

ための活動を一層推進することとなっている。 

その際、「「責任ある機関投資家」の諸原則≪日本版スチュワードシップ・コード≫」

を踏まえ、運用受託機関によるスチュワードシップ活動報告会や、大手金融機関及びそ

のグループにおけるトップマネジメントとの面談を実施した。 

また、令和７年９月に「日本版スチュワードシップ・コード（第三次改訂版）」の受

入れを公表するとともに、昨年に引き続きスチュワードシップ活動を含めた責任投資へ

の取組状況を記載した「令和６年度責任投資活動報告書」を作成し公表した（令和７年

６月）。 

さらに、令和６年９月に策定・公表した「アセットオーナー・プリンシプルに関する

受入れ及び取組方針の表明について」を踏まえ、令和７年６月に「アセットオーナー・

プリンシプルに関する取組状況について」を公表した。 

 

以上を通じて、スチュワードシップ責任を果たす上での基本的な方針に沿った対応を

行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜評価の視点に対する

措置＞ 

・運用受託機関による

スチュワードシップ活

動報告会や、大手金融

機関及びそのグループ

におけるトップマネジ

メントとの面談を実施

した。 

また、令和７年９月

に「日本版スチュワー

ドシップ・コード（第

三次改訂版）」の受入

れを公表するととも

に、昨年に引き続きス

チュワードシップ活動

を含めた責任投資への

取組状況を記載した

「令和６年度責任投資

活動報告書」を作成し

公表した（令和７年６

月）。 

さらに、令和６年９

月に策定・公表した

「アセットオーナー・

プリンシプルに関する

受入れ及び取組方針の

表明について」を踏ま

え、令和７年６月に

「アセットオーナー・

プリンシプルに関する

取組状況について」を

公表した。 

以上を通じて、スチ

ュワードシップ責任を

果たすための活動を一
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い理解に基づく

建設的なエンゲ

ージメント等を

通じて、当該企

業の企業価値の

向上や持続的成

長を促すことに

より、顧客・受

益者の中長期的

な投資収益の拡

大を図る責任を

いう。）を果た

す上での基本的

な方針に沿った

対応を行うこ

と。 

 また、毎年

度、スチュワー

ドシップ活動へ

の取組状況をま

とめて公表する

こと。 

 加えて、公的

機関のアセット

オーナーとし

て、フィデュー

シャリー・デュ

ーティーに反し

ない範囲で、持

続可能な社会の

実現を後押しす

るための活動に

ついて検討する

こと。 

 

 

 

 

 

 

 

（５）労働政策

審議会と資産運

用委員会の連携

等 

 

厚生労働省雇用

環境・均等局勤

労者生活課長を

ブリッジ役とす

る労働政策審議

会と資産運用委

員会との連携な

ど関係機関との

づく建設的なエ

ンゲージメント

等を通じて、当

該企業の企業価

値の向上や持続

的成長を促すこ

とにより、顧

客・受益者の中

長期的な投資収

益の拡大を図る

責任をいう。）を

果たす上での基

本的な方針に沿

った対応を行

う。 

また、毎年

度、スチュワー

ドシップ活動へ

の取組状況をま

とめて公表す

る。 

加えて、公的

機関のアセット

オーナーとし

て、フィデュー

シャリー・デュ

ーティーに反し

ない範囲で、持

続可能な社会の

実現を後押しす

るため、ＰＲＩ

（責任投資原

則）への署名等

の活動について

検討する。 

 

 

 

 

 

 

（５）労働政策

審議会と資産運

用委員会の連携

等 

 

厚生労働省雇

用環境・均等局

勤労者生活課長

をブリッジ役と

する労働政策審

議会と資産運用

委員会との連携

など関係機関と

づく建設的なエ

ンゲージメント

等を通じて、当

該企業の企業価

値の向上や持続

的成長を促すこ

とにより、顧

客・受益者の中

長期的な投資収

益の拡大を図る

責任をいう。）を

果たす上での基

本的な方針に沿

った対応を行

う。 

加えて、公的

機関のアセット

オーナーかつＰ

ＲＩ（責任投資

原則）の署名機

関として、フィ

デューシャリ

ー・デューティ

ーに反しない範

囲で、持続可能

な社会の実現を

後押しするため

の活動について

検討する。具体

的には、ＥＳＧ

課題の投資方針

への組入れの検

討等を行う。 

また、スチュ

ワードシップ活

動も含めた責任

投資への取組状

況をまとめてホ

ームページに公

表する。 

 

（５）労働政策

審議会と資産運

用委員会の連携

等 

 

厚生労働省雇用

環境・均等局勤

労者生活課長を

ブリッジ役とす

る労働政策審議

会と資産運用委

員会との連携な

ど関係機関との

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜評価の視点＞ 

 

・厚生労働省に

対して、資産運

用の結果その他

の財務状況や、

運用環境に関す

る情報を適時適

切に提供してい

るか。  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５）労働政策審議会と資産運用委員会の連携等 

 

 

 

 

厚生労働省雇用環境・均等局勤労者生活課長をブリッジ役とする労働政策審議会と資

産運用委員会との連携など関係機関との協力関係を維持・強化し、資産運用に係るガバ

ナンス体制を引き続き整備する。 

そのために、厚生労働省に対して、予定運用利回り等の検討に資するよう、資産運用

結果その他の財務状況や、運用環境に関する情報を定期的に提供するほか、随時の説明

や情報提供要請にも積極的に対応することとなっている。 

資産運用委員会と労働政策審議会との間のブリッジ役である厚生労働省雇用環境・均

等局勤労者生活課長に必要な情報を、随時の対応を含め、適時適切に提供した。 

層推進し、その取組状

況を公表した。 

こうした取組は、受

益者に対して長期安定

的な利益をもたらすと

いう機構の投資目的の

範囲内であり、6.7兆

円という資産規模を有

する公的アセットオー

ナーとして、スチュワ

ードシップ責任を果た

す上で適切なものであ

ると評価された。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜評価の視点に対する

措置＞ 

・厚生労働省に対して

適時適切に情報を提供

した。 

具体的には、厚生労

働省に主に以下の資料

を提供した。 

(１)月別ベンチマーク

収益率 

(２)資産運用企画会議

資料（運用計画・運用

資産残高・評価損益状
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協力関係を維

持・強化し、資

産運用に係るガ

バナンス体制を

引き続き整備す

ること。 

 

【指標】 

 資産運用委員

会が作成する資

産運用に関する

評価報告書にお

いて、運用実績

を踏まえ、年間

を通じて上記

（３）（４）の

対応が適切に実

施されたとの評

価を受けるこ

と。 

 

[目標設定等の考

え方] 

資産運用にお

ける妥当性の評

価は、専門家で

なければ困難で

あることから、

中小企業退職金

共済法に基づき

資産運用に関す

る業務の実施状

況を監視する権

限を有する資産

運用委員会によ

る評価を指標と

する。 

 

【重要度 高】 

 共済契約者か

ら納められた掛

金を運用し、一

定の利回りを付

与した上で被共

済者に退職金を

支払うことが退

職金共済制度の

根幹であり、資

産運用業務は退

職金共済事業の

運営において主

要な役割を果た

すことから、重

要度を高とす

の協力関係を維

持・強化し、資

産運用に係るガ

バナンス体制を

引き続き整備す

る。 

協力関係を維

持・強化し、資

産運用に係るガ

バナンス体制を

引き続き整備す

る。 

 そのために、

厚生労働省に対

して、予定運用

利回り等の検討

に資するよう、

資産運用結果そ

の他の財務状況

や、運用環境に

関する情報を定

期的に提供する

ほか、随時の説

明や情報提供要

請にも積極的に

対応する。 

 

厚生労働省へ提供した主な資料は次のとおりである。 

（１）月別ベンチマーク収益率 

（２）資産運用企画会議資料（運用計画・運用資産残高・評価損益状況・運用結果報告

等） 

（３）付加退職金支給率算定に係る基礎データ 

 

 

況・運用結果報告等） 

(３)付加退職金支給率

算定に係る基礎データ 

こうした対応は、関

係機関への情報提供責

任を適切に果たしたも

のと資産運用委員会か

ら評価された。 
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る。 

 

【困難度 高】 

 資産運用委員

会に年間を通じ

て上記（３）

（４）の対応が

適切に実施され

たとの評価を受

けるためには、 

①プルーデン

ト・エキスパー

ト・ルール（注

意義務）に則

り、専門家とし

ての注意力、技

量、思慮及び勤

勉さをもって、

金融経済、地政

学リスク等の環

境のモニタリン

グや分析を行い

つつ、運用機関

を適切に管理す

るとともに、多

段階的な定量的

手法による分析

を用いて基本ポ

ートフォリオや

マネジャー・ス

トラクチャーの

見直しの必要性

を判断し、遅滞

なく実施するこ

と 

②スチュワード

シップ責任を果

たすための活動

として運用機関

に対する働きか

けを行うに当た

っては、機構自

らが組織のガバ

ナンスを実現す

ることが前提条

件となるほか、

世界トップクラ

スの運用機関を

動かす見識を示

すこと 

が必要であるこ

とから、困難度

を高とする。 
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４．その他参考情報 

特になし 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 

１―２ Ⅰ 退職金共済事業 ２一般の中小企業退職金共済事業 
業務に関連する政策・施

策 

豊かで安定した勤労者生活の実現を図ること（厚生労働省 政策体

系 基本目標Ⅳ-施策大目標 3-2）  

当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 
中退法第 70条第 1項 

当該項目の重要度、難易

度 

【重要度 高】 
（１）加入促進対策の効果的実施 
① 加入促進対策の実施 ② 加入促進対策の検証と見直し 
③ 加入目標数 

 
【指標】 
中期目標期間中に新たに加入する被共済者数を 165万人以上とする
こと。 
 
個別事業主に対する勧奨を普及推進員１名あたり平均月 17 件以上
行うこと。 
 
説明会（オンライン説明会含む。）の回数 24回以上及び参加者数 300
人以上とすること。 
 
（理由） 
一般の中小企業退職金共済制度を長期的に持続可能とするために
は被共済者数の安定的な確保が不可欠であることから、重要度を高
とする。 
 
【重要度 高、困難度 高】 
（３）中退共システム再構築 
 
【指標】 
一般の中小企業退職金共済事業における中退共システムについて、
2026（令和８）年度に新システムの運用を開始することを目指し、
設計・開発の着実な進捗管理を行うとともに、想定外の事態にも適
切に対応すること。 
 
（理由） 
一般の中小企業退職金共済制度の基幹業務に関わるシステムにつ
いて、制度改正等に迅速かつ柔軟に対応するための再構築であるこ
とから、重要度を高とする。 
中退共システム再構築は基本構造とプログラミング言語を刷新す
るという大規模な再構築であること、加えて、システム再構築と並
行して、情報セキュリティを確保しつつ申請手続等のオンライン化
を実施する必要があることから、困難度を高とする。 

関連する政策評価・行政事業

レビュー 

 

 

２．主要な経年データ 

 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指 標 達成目標 令和５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度   令和５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度 

中期目標期間中の新規被

共済者目標数 
165 万人以上 

５年度目標数 

360,000 人 

６年度目標数 

345,000 人 

７年度目標数 

333,000 人 

８年度目標数 

人 

９年度目標数 

人 
予算額（千円） 398,962,644 441,724,467 515,374,918   

新規被共済者数 

【達成度】 
 

360,877 人 

100.2【％】 
354,647 人 

102.8【％】 
353,206 人 

107.0【％】 
人 

【％】 
人 

【％】 
決算額（千円） 417,171,843 433,275,540 442,428,898   

普及推進員１名あたりの

個別事業主に対する月平

均勧奨件数 

17 件以上 19.5 件 18.7 件 20.0 件 件 件 
経常費用（千

円） 
479,355,159 536,871,234 517,119,246   

同上【達成度】  【114.7％】 【110.0％】 【117.6％】 【％】 【％】 
経常利益（千

円） 
190,387,003 △87,213,048 14,335,533   
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説明会回数 

参加者数 
※オンライン説明会含む 

24 回以上 

300 人以上 

26回 

383人 

24回 

798人 

24 回 

747 人 

回 

人 

回 

人 
行 政 コ ス ト

（千円） 
479,356,169 536,879,013 517,125,960   

同上【達成度】  
【108.3％】 
【127.7％】 

【100％】 
【266.0％】 

【100％】 
【249.0％】 

【％】 
【％】 

【％】 
【％】 

 
従事人員数 187 182 182   

目標の処理期間内におけ
る退職金等支給実施 

受付日から 18
業務日以内に全

数支給 
100％ 100％ 100％ ％ ％ 

  

 関係団体等からの意見・

要望の聴取及び情報交換

の結果をとりまとめて分

析し、加入促進に活用す

る 

毎年度１回以上 1回 1回 1 回 回 回 

同上【達成度】  【100％】 【100％】 【100％】 【％】 【％】 
普及推進員・特別相談員

について、ブロック会議

等を開催し、事業主の意

向や新たな動向等に関す

る情報を共有し、サービ

スの向上や加入促進に活

用する 

年７回以上 8回 7回 7 回 回 回 

同上【達成度】  【114.3％】 【100％】 【100％】 【％】 【％】 
中退共システムについ

て、2026（令和８）年度

に新システムの運用を開

始することを目指し、設

計・開発の着実な進捗管

理を行うとともに、想定

外の事態にも適切に対応

する 

同左 

設計・開発の

着実な進捗管

理を行い、順

調に進捗させ

た。想定外の

事態にも適切

に対応した。 

設計・開発の

着実な進捗管

理を行い、順

調に進捗させ

た。想定外の

事態にも適切

に対応した。 

設計・開発の

着実な進捗管

理を行い、順

調に進捗させ

た。想定外の

事態にも適切

に対応した。 

  

請求権が発生した年度に

おける退職者数に対する

当該年度から３年経過後

の未請求者数の比率 

毎年度 2.0％以

下 
1.96％ 2.03％ 2.07％ ％ ％ 

同上【達成度】  【102.0％】 【98.5％】 【96.6％】 【％】 【％】 
請求権が発生した年度に

おける退職金総額に対す

る当該年度から３年経過

後の未請求退職金額の割

合 

毎年度 0.5％以

下 
0.63％ 0.59％ 0.65％ ％ ％ 

同上【達成度】  【79.4％】 【84.7％】 【76.9％】 【％】 【％】 
注）予算額、決算額は支出額を記載。 
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３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 

法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価  

 ２ 一般の中小

企業退職金共済

事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 一般の中小

企業退職金共済

事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 一般の中小企

業退職金共済事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 一般の中小企業退職金共済事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜評定と根拠＞ 

評定：Ｂ 

未加入事業所を対象

としたオンライン説明

会、無料相談申出事業所

に対する事業所訪問活

動の実施など個別事業

主に対する加入勧奨等

や関係団体等での各種

会議等で制度内容や加

入手続等の説明を行う

など、引き続き積極的・

効率的に加入促進活動

を行った。加えて、本部

職員が加入率の低い地

域へ積極的に訪問し関

係団体等に協力依頼し

たことや広報媒体を総

合的・有機的に組み合わ

せて、周知広報活動等を

実施したことにより加

入目標数を上回った。 
中退共システム再構

築は、システムテスト工

程、受入テスト工程を発

生した課題に適切に対

処しながら着実に推進

するとともに、新システ

ム利用に向けた業務部

門に対する教育訓練や

最終移行計画の検討等

を実施した。 
また、ｅ－Ｇｏｖを利

用した申請・届出等手続

のオンライン化を予定

どおり完了した。 
確実な退職金の支給

に向けた取組について

は３年経過後の未請求

者数の比率を毎年度

2.0％以下とすることに

関しては、未請求対象者

数の状況を踏まえ、未請

求者の９割近くを占め

る低額未請求者に対し

年度計画上は１回とさ

れているところ、手続き

要請を最大計５回実施

したことにより 2.07％

と未達ではあるが直近

評定  
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（１）加入促進

対策の効果的実

施 

【重要度 高】 

 

 

 

 

加入促進に当

たっては、中小

企業退職金共済

制度が従業員の

福祉の増進と中

小企業の振興に

寄与することを

十分踏まえつ

つ、制度を長期

的に持続可能と

するために必要

な被共済者数を

安定的に確保す

ることを目的と

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）加入促進

対策の効果的実

施 

【重要度 高】 

 

① 加入促進対

策の実施 

 

加入促進に当

たっては、中小

企業退職金共済

制度が従業員の

福祉の増 進と

中小企業の振興

に寄与すること

を十分踏まえつ

つ、制度を長期

的に持続可能と

するために必要

な被共済者数を

安定的に確保す

ることを目的と

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）加入促進対

策の効果的実施 

 

 

 

① 加入促進対策

の実施 

 

中小企業退職金

共済制度が従業員

の福祉の増進と中

小企業の振興に寄

与することを十分

踏まえつつ、制度

を長期的に持続可

能とするために必

要な被共済者数を

安定的に確保する

ことを目的とし

て、効率的かつ効

果的な加入促進対

策を講ずる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜評価の視点＞ 

 

・地方自治体、金

融機関、関係事業

主団体等との連携

強化等を行うな

ど、効率的かつ効

果的な加入促進対

策を実施している

か。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）加入促進対策の効果的実施 

 

 

 

 

①  加入促進対策の実施 

 

 

・令和６年度に引き続き、加入率が全国平均を下回る地域に職員が訪問し、協力要請を

行った(埼玉県、千葉県、神奈川県、山梨県、静岡県、愛知県、大阪府、兵庫県、奈

良県、佐賀県、徳島県）。 

また、令和７年度は加入率が全国平均を上回る地域にも職員が訪問し、加入率の差の

要因についての情報収集を含め、協力要請を行った（北海道、青森県、宮城県、山形

県、福島県、東京都、新潟県、石川県、福井県、長野県、岐阜県、滋賀県、島根県、

広島県、香川県、高知県、熊本県、宮崎県）。 

・加入率を踏まえた特定のターゲットに重点をおいた対策として、業種別加入率、中退

共認知率は高いが、人手不足が深刻なトラック・運送業及び新規加入企業へのアンケ

ート調査により、制度の重要な認知経路であることが判明した税理士に重点をおい

た対策を実施した。その結果、全国に団体があるトラック協会では訪問した協会の約

４割、運送業の企業を会員に持つ関係団体では約３割の団体で協力を得られ、会員へ

のチラシの配布や、一部団体では、団体主催の制度説明会を開催していただいた。ま

た、税理士関係団体については、訪問した税理士会では約４割、税理士協同組合では

の５年間の中で最も多

い人数に支払うことが

できた。 

また、３年経過後の未

請求退職金額の割合を

毎年度 0.5％以下とする

ことに関しては 0.65％

と未達であったが、年度

計画上は１回とされて

いるところ、高額未請求

者に対する要請を最大

計５回実施したことに

より直近の５年間の中

で最も多額の支払を行

うことができた。 

請求者数 

R3:1,613人 

R4:1,715人 

R5:1,615人 

R6:1,784人 

R7:2,047人 

退職金支払額 

R3: 997百万円 

R4:1,008百万円 

R5:1,179百万円 

R6:1,047百万円 

R7:1,406百万円 

これらを踏まえ、Ｂ

評価とする。 

 

 

 

＜評価の視点に対する

措置＞ 

・都道府県及び市区町

村や中小企業事業主団

体等が開催する各種会

議でパンフレットの配

布を行う等、制度の周

知広報を行った。 

また、地域に密着した

金融機関を定期的に訪

問し金融機関による加

入促進活動への協力の

要請を行った（82行）。 
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して、以下の取

組を実施するこ

と。 

加入企業、非

加入企業それぞ

れに対するアン

ケート調査を実

施してその結果

を分析し、その

分析に基づき、

広報の対象、内

容、手段等を検

討し、効率的か

つ効果的な加入

促進対策を講ず

ること。 

 また、集中的

な広報キャンペ

ーンを展開し、

その効果の検証

結果を活用する

とともに、Ｗｅ

ｂ会議システム

やオンライン説

明会の活用を図

ること。 

 地方自治体、

金融機関、関係

事業主団体等と

の連携強化等を

行うなど、引き

続き、中期計画

に定める効率的

かつ効果的な加

入促進対策を講

ずること。 

 

【指標】 

・中期目標期間

中に新たに加入

する被共済者数

を165万人以上と

すること。 

・個別事業主に

対する勧奨を普

及推進員１名あ

たり平均月17件

以上行うこと。 

・説明会（オン

ライン説明会含

む。）の回数24

回以上及び参加

者数300人以上と

すること。 

して、以下の取

組を実施する。 

加入企業、非

加入企業それぞ

れに対するアン

ケート調査を実

施してその結果

を分析し、その

分析に基づき、

広報の対象、内

容、手段等を検

討し、効率的か

つ効果的な加入

促進対策を講ず

る。 

また、年に１

度、集中的な広

報キャンペーン

を展開し、その

効果の検証結果

も活用する。 

Ｗｅｂ会議シ

ステムについて

は、そのコスト

効率性等を踏ま

え、一層の活用

方法を検討、実

施する。 

制度の安定的

な運営のために

は、安定的に被

共済者が増加し

ていくことが要

諦であることか

ら、オンライン

説明会の更なる

活用等を進め

る。      

地方自治体、

金融機関、関係

事業主団体等と

の連携強化等を

行うなど、引き

続き効率的かつ

効果的な加入促

進対策を講ず

る。 

勤労者財産形

成事業本部等他

の事業本部や、

独立行政法人中

小企業基盤整備

機構等他機関と

連携した施策も

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 関係機関等

（関係官公庁、金

融機関、関係団体

等）や勤労者財産

形成事業本部等の

他事業本部との連

携を強化し、デー

タに基づき地域に

よるメリハリを利

かせた施策を展開

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 広報資料や

ＳＮＳ等による周

知広報活動及び集

中的な広報キャン

ペーンを展開する

ことで広く一般に

制度の認知を図

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・勤労者財産形成

事業本部等他の事

業本部と連携した

施策を検討・実施

しているか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

約３割の団体で協力を得られ、税理士へ直接制度の説明をする機会を得られた。 

・トラック・運送業界が抱える課題解決への糸口となるような訴求ポイントと制度の

メリットを分かりやすくまとめた運送業専用チラシを作成し、会員事業所への配布

依頼や記事掲載依頼または制度説明の機会を得られるよう協力依頼を行った。 

・制度の重要な認知経路である税理士に対して、中退共制度を理解していただき、顧問

先にオンライン制度説明会や無料個別相談への参加を促してもらえるよう、税理士

が集まる研修会等で、チラシ配布（制度説明会集客チラシ等）や制度説明の時間をい

ただけるよう協力依頼を行った。 

・拠点地域(首都地域、東海地域及び近畿地域)における特別相談員会議は、令和６年

度より回数を増やして対面で開催し、戦略的な加入促進対策の方法、全国に先駆け

た試行、全国展開につながる好事例等の意見交換を行い、効率的かつ効果的な加入

促進活動について検討した。 

  首都地域 ５回 

  東海地域 ５回 

 近畿地域 ５回 

・拠点地域（首都地域、東海地域及び近畿地域）による特定のターゲット（トラッ

ク・運送業界、税理士）に対する戦略的な対策を先行的に実施し、７月に開催した

全国会議にて全国の普及推進員等に成功事例を含め情報共有を行い、全国展開し

た。また、11月に実施したブロック会議においても関係団体を訪問して得た情報や

実績を共有した。 

 

 

・地方自治体、金融機関、関係事業主団体等との連携強化等を行い、効率的かつ効果

的な加入促進対策を以下のとおり実施した。 

・都道府県及び市区町村や中小企業事業主団体等が開催する各種会議でパンフレッ

トの配布を行う等、制度の周知広報を行った。 

・地域に密着した金融機関を定期的に訪問し、金融機関による加入促進活動への協

力の要請を行った(82行)。また、金融機関に対する加入促進対策ツールとして、

金融機関の渉外担当者に中退共への関心、注目を促すことを目的とした金融機関

案内用チラシを作成した。 

 

 

 

・勤労者財産形成事業本部等他の事業本部と連携した施策を以下のとおり実施した。 

・オンラインおよび東京本部開催の中退共制度説明会実施時に、「勤労者財産形成事業

本部からのお知らせ」をご案内した（23回）。 

・東京働き方改革推進支援センターが実施する企業向けオンラインセミナーで、勤労

者財産形成事業本部と中退共本部のそれぞれの制度説明動画を再生した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・広報資料やＳＮＳを中心とした集中的な広報キャンペーンを展開し、広く制度の認

知を図った。また、その効果の検証結果を分析し、令和８年度に実施するキャンペ

ーンの調達仕様に活用した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・オンラインおよび東

京本部開催の中退共制

度説明会実施時に、「勤

労者財産形成事業本部

からのお知らせ」をご

案内した（23回）。 

東京働き方改革推進支

援センターが実施する

企業向けオンラインセ

ミナーで、勤労者財産

形成事業本部と中退共

本部のそれぞれの制度

説明動画を再生した。 
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[目標設定等の考

え方] 

・過去の実績

を、労働需給要

因、長期的トレ

ンド、制度変更

要因、コロナ禍

の影響等により

回帰分析した推

計を踏まえ、中

小企業における

退職金制度の導

入状況等も考慮

し、指標を設定

することとす

る。 

※前中期目標期

間中に新たに加

入した被共済者

数（2018（平成

30）年度～2022

（令和４）年12

月末現在）179.9

万人 

・個別事業主に

対する勧奨につ

いては、従来の

対面方式では実

施が難しかった

遠隔地所在の事

業主への対応

や、新型コロナ

ウイルス等の感

染症拡大により

訪問が困難にな

った場合の代替

手段として対面

方式に限らない

電話等による勧

奨を行うことを

踏まえ、指標を

設定することと

する。 

・説明会につい

ては、遠隔地所

在の事業主の参

加が可能となる

ことのほか、会

場設営や出張等

の費用節減効

果、新型コロナ

ウイルス等の感

染症拡大時にも

検討・実施す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 広報資料等

による周知広報

活動 

 

ⅰ）制度内容・

加入手続等を掲

載したパンフレ

ット・ポスター

等の広報資料を

配布するととも

に、ホームペー

ジやマスメディ

ア等を活用した

一般の中小企業

退職金共済（以

下「中退共」と

いう。）制度の周

知広報を実施す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

る。 

・ 興味関心を

持った層に対して

はホームページや

機構主催の説明会

等に誘導する。 

・ 加入検討段

階に入った層には

個別相談等を行

う。 

など有機的な取

組を行う。 

 

 

 

 

 

 

イ 一般的な加入

促進対策 

 

 

ⅰ）広報資料等に

よる周知広報活動

（一般に制度の認

知を図るための取

組） 

・制度内容・加入

手続等を掲載した

パンフレット・ポ

スター等の広報資

料を配布するとと

もに、ホームペー

ジやマスメディア

等を活用した制度

の周知広報を実施

する。 

あわせて、ＳＮＳ

アカウントを活用

し、ＳＮＳによる

制度の周知広報を

実施する。 

・関係機関等に対

して、広報資料の

窓口備付け、ポス

ター等の掲示及び

これらの機関等が

発行する広報誌等

へ一般の中小企業

退職金共済（以下

「中退共」とい

う。）制度に関す

る記事の掲載を依

頼する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜評価の視点＞ 

 

・独立行政法人中

小企業基盤整備機

構等他機関と連携

した施策を検討・

実施しているか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・興味関心を持った層に対してはホームページや機構主催の説明会へ誘導を行い、加

入検討段階に入った層には個別相談等を実施した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 一般的な加入促進対策 

 

 

 

ⅰ）広報資料等による周知広報活動（一般に制度の認知を図るための取組） 

・作成したポスター・チラシを加入促進強化月間前に関係機関等に発送した(9/1)。 

・ホームページにおいて、制度内容・制度説明会の開催、掛金補助を実施している助

成自治体等の情報を掲載した。 

・ホームページ及び特設サイトに制度紹介用動画へのリンクを掲載し、YouTubeで配信

した（アクセス件数：12,689件）。 

・Facebook、Instagram広告配信を実施した。 

  6/1、6/18～7/18（32日間） 

  表示回数     1,709,068回 

  クリック数        10,999回 

  平均クリック率      0.64％ 

・加入促進強化月間に複数のメディアを用いた広報キャンペーンを行うとともに、メ

ディア別の効果測定等を実施する業務を公募、総合評価落札方式の一般競争入札に

より広告代理店を選定した。 

・インターネットを用いた広告の配信結果を分析し、より効果的かつ効率的な周知広

報の方法を検討した。 

・ディスプレイ広告（Yahoo！、Google）を実施した。 

  12/14～3/13（90日間） 

  表示回数    51,133,120回 

  クリック数         104,452回 

  平均クリック率         0.45% 

・産業交流展（11/26～11/28）及びたま工業交流展(2/19～2/20）にて、来場者を対象

に、機構が開設したＳＮＳのフォロワー獲得を積極的に行う等、アカウントを活用

し、ＳＮＳによる制度、説明会及び加入促進強化月間等の周知広報を実施した。 

・関係機関等に対して、広報資料の窓口備え付け、ポスター等の掲示及びこれらの機

関等が発行する広報誌等への中退共制度に関する記事の掲載を依頼した。 

（年度当初に行った普及促進依頼 606件） 

（広報誌等への無料記事掲載依頼 6,508件） 

・職員及び普及推進員等が関係機関等に対して、記事掲載を依頼(2,155件)。 

（内訳 職員：84件、普及推進員等：2,071件） 

・令和６年度に広報誌等への無料記事掲載に協力いただいた団体をホームページに掲

載した（6/2・令和６年度分 1,008団体）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜評価の視点に対する

措置＞ 

・独立行政法人中小企

業基盤整備機構と連携

し双方のホームページ

に互いのバナーを設置

した。同機構の冊子

「経営セーフティ共済 

共済便利帳」に中退共

の記事を掲載する等他

機関と連携した施策を

検討・実施した。 

・東京都等主催の「産

業交流展」及び八王子

市及び近隣自治体等主

催の「たま工業交流

展」にブースを出展し

た。 
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開催が可能にな

ること等に鑑

み、オンライン

開催を基本とし

て、指標を設定

することとす

る。 

 

【重要度 高】 

一般の中小企

業退職金共済制

度を長期的に持

続可能とするた

めには被共済者

数の安定的な確

保が不可欠であ

ることから、重

要度を高とす

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ⅱ）関係官公庁

及び関係事業主

団体等に対し

て、広報資料の

窓口備え付け、

ポスター等の掲

示及びこれらの

機関等が発行す

る広報誌等への

中退共制度に関

する記事の掲載

を依頼する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ロ 個別事業主

に対する加入勧

奨等 

 

ⅰ）機構が委嘱

した普及推進員

等により、各種

相談等に対応す

るとともに、個

別事業主に対す

る加入勧奨（訪

問・電話等）を

１人あたり平均

月 17件以上行

う。また、説明

会（オンライン

説明会含む。）を

24回以上開催

し、300 人以上

・東京都、独立行

政法人中小企業基

盤整備機構等が開

催するイベント等

への出展や資料の

設置等を依頼する

等、関係機関等と

協力して制度の周

知広報活動を実施

する。 

 

 

 

ⅱ）関係機関等に

対する訪問等によ

る加入促進活動

（一般に制度の認

知を図るための取

組） 

・ 地域に密着し

た金融機関を定期

的に訪問し、金融

機関に対し加入促

進活動への協力の

要請を行う。 

・ 関係機関等と

の情報交換や連携

により加入促進活

動の実効性・効率

性の向上を図り、

加入促進の周知依

頼や説明会への誘

導など加入促進活

動を展開する。 

 

 

 

 

 

ⅲ）個別事業主に

対する加入勧奨等

（興味関心をもっ

た層を加入検討に

誘導するための取

組及び加入検討段

階に入った層への

取組） 

・機構が委嘱した

普及推進員等によ

り各種相談等に対

応するとともに、

個別事業主に対す

る加入勧奨を１人

あたり平均月 17

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜定量的指標＞ 

 

・個別事業主に対

する勧奨を普及推

進員１名あたり平

均月 17件以上行

うこと。 

 

 

 

・説明会（オンラ

イン説明会含

む。）の回数 24回

以上及び参加者数

300人以上とする

・独立行政法人中小企業基盤整備機構と連携し、双方のホームページに互いのバナー

を設置した（10/1～翌年9/30）。 

・東京都等主催の「産業交流展」(11/26～11/28）及び八王子市及び近隣自治体等主催

の「たま工業交流展」(2/19～2/20）に参加し、ブースを出展した（チラシ等配布数

1,300部以上）。 

・独立行政法人中小企業基盤整備機構の冊子「経営セーフティ共済 共済便利帳」に中

退共制度に関する記事を掲載し、中小企業倒産防止共済の契約者（約60万人）に発

送された（令和８年２月～）。 

 

 

 

 

 

ⅱ）関係機関等に対する訪問等による加入促進活動（一般に制度の認知を図るための

取組） 

・地域に密着した金融機関を定期的に訪問し、金融機関による加入促進活動への協力

の要請を行った(82行)。また、金融機関に対する加入促進対策ツールとして、金融

機関の渉外担当者に中退共への関心、注目を促すことを目的とした金融機関案内用

チラシを作成した。 

・職員及び普及推進員等が関係機関等（金融機関、委託事業主団体等除く）に対し説

明会等への誘導及び制度の周知広報活動への協力を依頼した。 

・10/1発行の月刊誌「しんきん経営情報」へ中退共制度の広告を掲載した（約36,000

部）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ⅲ）個別事業主に対する加入勧奨等（興味関心をもった層を加入検討に誘導するため

の取組及び加入検討段階に入った層への取組） 

・機構が委嘱した普及推進員等を活用し、各種相談等に対応するとともに、個別事業

主に対する加入勧奨を１人あたり平均17件以上行うとして以下の取組を実施した。 

未加入企業訪問数 11,656件 

 普及推進員等人数 定員55人 

(４・５月 48人、６～12月 49人、１～３月 48人)  

平均訪問数 20.0件 

・無料相談申出事業所に対し、事業所訪問活動を実施(職員172所うちＷｅｂ158所、

普及推進員等217所)。 

・未加入事業所を対象とした説明会（オンライン説明会含む）を24回開催し、参加

人数は747人であった。なお、対面開催として、9/3、2/3は東京本部、10/23は大

阪会場での説明会を実施した。 

・年度計画に記載の参加者数を達成するため、令和６年度及び新たに協力を得た関

係団体に、引き続き制度説明会の開催案内を周知した（８か所）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・機構が委嘱した普及

推進員等１名あたりの

個別事業主に対する月

平均勧奨数は 20.0件。 

 

 

 

 

・未加入事業所を対象

とした説明会（オンラ

イン説明会含む。）を 24

回開催し、参加人数は

747人であった。 
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の参加者に中退

共制度を説明す

る。 

 

ⅱ）機構から加

入促進業務を受

託した事業主団

体等や業界団体

との情報交換や

連携により加入

促進活動の実効

性・効率性の向

上を図る。 

既加入事業主

に対し、定期的

な文書送付等に

より追加加入手

続を促す。 

厚生労働省の

支援を得つつ、

関係機関等との

連携の下、全国

的な加入促進を

図るとともに、

データに基づき

地域によるメリ

ハリを利かせた

施策を講じ、効

果的かつ効率的

な加入促進活動

を展開する。 

地域に密着し

た金融機関を定

期的に訪問し、

金融機関に対し

加入促進活動へ

の協力の要請を

行う。 

 

ハ 各種会議、

研修会等におけ

る加入勧奨等 

 

関係官公庁及

び関係事業主団

体等が開催する

各種会議、研修

会等において、

制度内容や加入

手続等の説明を

行うなど、制度

の普及及び加入 

勧奨を行う。 

 

件以上行う。 

・説明会（オンラ

イン及び対面）を

24回以上開催

し、300人以上の

参加者に中退共制

度を説明し、適時

適切なフォローア

ップを実施するこ

とで新規加入の後

押しを図る。 

 ただし、令和６

年度及び直近の実

績を踏まえた取組

によって参加者数

の増加を更に図る

ものとする。 

・既加入事業主に

対し、定期的な文

書送付等により追

加加入手続を促進

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ⅳ）関係機関等

（委託事業主団体

等除く）の会合に

おける加入勧奨等

（認知及び興味関

心をもった層に対

する取組） 

・関係機関等（委

託事業主団体等除

く）が開催する会

合において、制度

こと。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   一般社団法人全国労働保険事務組合連合会 

   日本商工会議所 

   一般社団法人ＴＫＣ企業共済会 

   一般社団法人全国青色申告会総連合 

   全国商工会連合会 

   日本税理士協同組合連合会 

   全国中小企業団体中央会 

   一般社団法人 全国中小企業勤労者福祉サービスセンター 

・中退共制度説明会実施後、概ね２か月経過時に未加入事業所に対し訪問及び文書

等によりフォローアップを実施した（158件(職員17件、普及推進員等141件)）。 

 

 

 

 

 

 

 

・一定期間追加加入のない既加入事業所を対象に追加申込書を送付した（55,263件）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ⅳ）関係機関等（委託事業主団体等除く）の会合における加入勧奨等（認知及び興味

関心をもった層に対する取組） 

・職員及び普及推進員等が関係機関等（委託事業主団体等除く）が開催する各種会議

等で、制度内容や加入手続等の説明時間の確保等を依頼し、制度の普及及び加入勧

奨のための周知広報を以下のとおり実施。 

 

・地方公共団体(都道府県、市町村等) 

  東京働き方改革推進支援センター １回 

  （※財形促進事業と共同） 

  東京都労働情報相談センター   20回 

  青梅労働基準監督署       １回 
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ニ 集中的な加

入促進対策の実

施 

毎年度加入促

進強化月間を設

定し、厚生労働

省の支援を得つ

つ、期間中、全

国的な周知広報

活動等を集中的

に展開する。 

 

 

 

ホ 他制度と連

携した加入促進

対策の実施 

 

内容や加入手続等

の説明を行うな

ど、制度の普及及

び加入勧奨を行

う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ⅴ）他制度と連携

した加入促進対策

の実施（その他の

取組） 

・地方公共団体等

に対し、新規加入

者拡大のため、独

自の掛金の助成・

補助制度について

の有効性を示し、

拡大・拡充を働き

かける。 

 

 

 

ロ 集中的な加入

促進対策の実施 

 

10月を加入促進

強化月間、６月を

加入促進強化サブ

月間とし、厚生労

働省の支援を得つ

つ、全国的な周知

広報活動等を集中

的に展開する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜評価の視点＞ 

 

・パンフレット・

ポスター等の広報

資料の内容につい

て、期待する役割

を明確化し、訴求

対象、訴求内容を

意識した見直しを

行ったか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  埼玉県             １回 

  石川県             13回 

  佐賀働き方改革推進支援センター  １回 

・金融機関（銀行協会、銀行、信用組合、信用金庫、未委託の保険会社等） 

  岐阜信用金庫          １回 

・関係団体等（中小企業事業主団体・関係業界団体等の委託していない団体） 

東京都トラック協会中央支部   １回 

茨城県トラック協会水戸支部   １回 

東京税理士             10回 

千葉県税理士会         ４回 

関東信越税理士会        ５回 

北陸税理士会          ３回 

東海税理士会          ５回 

名古屋税理士会         ５回 

近畿税理士会          ３回 

中国税理士会          １回 

岡山県社会保険労務士会     １回 

兵庫県社会保険労務士会     １回 

長崎県社会保険労務士会     １回 

鎌倉食品衛生協会        １回 

 

ⅴ）他制度と連携した加入促進対策の実施（その他の取組） 

・助成自治体等に対して、独自の助成・補助内容等の確認文書を送付し(5/2･280件)、

助成自治体情報をホームページに掲載した(7/22)。 

・助成自治体等の独自の掛金助成・補助内容をまとめた「掛金助成自治体等による中

小企業退職金共済掛金補助制度の概要」を作成し送付した(10/14)。 

・独自の掛金助成・補助制度の改定を、過去10年以内に行ったと回答した70自治体に

対してアンケート調査を実施し、改定前後の加入数の伸び率や掛金助成・補助制度

の継続効果について総合的に分析を行い、掛金助成・補助制度内容の拡大・拡充に

よる効果を示した資料を作成し、独自の掛金助成・補助制度を導入済の181市町村へ

内容の拡大・拡充の勧奨文書を発送した（3/9）。 

・助成自治体数（令和７年度３月末時点） 260地域（１都１県２区168市72町16村） 

 

 

 

 

ロ 集中的な加入促進対策の実施 

 

６月を加入促進強化サブ月間とし、期間中、次のような活動を行った。 

・関係機関等に対して広報誌等への無料記事掲載依頼を送付した（5/30 6,508件）。 

・職員及び普及推進員等が関係機関等に直接訪問して集中的に記事掲載依頼を実施

（663件）。 
・トップセールスについては、訪問により関係団体等への協力依頼を実施した（７団

体）。 

 

10月を加入促進強化月間とし、期間中、次のような活動を行った。 

ⅰ） 

・７年度版のポスター・チラシの制作にかかる調達を加入促進強化月間に行う広報一

式業務に含めて総合評価落札方式で実施し、業者を決定した（6/10）。 

・作成したポスター・チラシを加入促進強化月間前に関係機関等に発送した（9/1）。 

ポスター：16,441枚、チラシ：550,500枚 

・有効な広報活動を行うため、広告代理店も活用し、以下のような複数のメディアを

用いた広報キャンペーンを実施した。 

① インターネット広告 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜評価の視点に対する

措置＞ 

・統一感のある広報活

動を展開するためにポ

スター・チラシを広報

キャンペーンの中に組

み入れた。広報キャン

ペーンでは、退職金制

度の保有率の低い個人

事業主、新規創業事業

主、加入を躊躇してい

る事業主や業種を特化

した小規模事業者等に

対し、効率的に訴求し

得るメディアを組み込

んだ。 

また、令和６年度の

広報キャンペーン後の
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独自に掛金の

助成・補助制度

を実施する地方

公共団体等の拡

大・充実を働き

かける。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ハ 委託事業主団

体等への加入促進

の支援 

 

加入促進の支援を

する観点から次の

取組を行う。 

・ 委託契約の在

り方を検討する。 

・ 共済担当者等

を対象とする説明

会の開催をすると

共に、委託事業主

団体等が主催する

会合へ説明者を派

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜評価の視点＞ 

 

・周知広報活動等

の実施結果を検証

し、翌年度におけ

る内容改善施策を

策定したか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・YouTube広告、Meta広告（Facebook、Instagram）、ディスプレイ広告（シラレ 

ル）、リスティング広告（Yahoo！、Google、Microsoft Bing）において、バナ

ー・動画・テキスト広告を配信(10/1～10/31) 

・Ｗｅｂメディアへのニュースリリース配信(10/1) 

・特設サイトの開設(10/1～翌年9/30) ※加入者の声を公開 

・前出のMeta広告（Facebook、Instagram）及びディスプレイ広告（シラレル）とは 

別に、運輸運送業に特化した広告をMeta広告（Facebook、Instagram）及びディス

プレイ広告（シラレル）において配信（10/16～10/31） 

② デジタル交通広告（LIVE BOARD）によるスクリーン広告配信（１週間・15秒） 

③ 紙媒体広告 

・物流ニッポン(運輸・物流業界の専門誌) への広告掲載（10/17） 

④ 人事・労務担当者向けポータルサイト（HR pro）の活用 

・HR proにおいて、メルマガ等と連動した広告を配信（10/20） 

・加入促進強化月間に向けて以下の取組を行った。 

・厚生労働省から関係機関等の上部団体に月間の協力依頼を通知した（8/28・131

件）。 

・関係機関等宛てに協力依頼文書を発送した（9/1・理事長名：109所、本部長名：

7,767所）。 

・トップセールスについては、訪問及び挨拶状のいずれかにより金融機関及び関係 

団体等への協力依頼を実施した（23団体）。 

・厚生労働省の支援を得て、全国の公共職業安定所(434所)、よろず支援拠点(37

所)、年金事務所(321所)、街角の年金相談センター(80所)及び働き方改革推進支

援センター(47所)にポスター・チラシを発送(9/12)と合わせ、職員及び普及推進

員等が訪問等を実施。 

 

 

ⅱ） 

・加入促進強化月間における周知広報活動や各種アンケート等の実施結果を検証し、

翌年度における周知広報活動の改善施策を策定した。具体的には、令和８年度に実施

するキャンペーンの調達仕様に活用し、引き続き加入率を踏まえた特定のターゲット

（例：地域・業種等を絞る）に向けた対策も試行する。 

 

 

 

ⅲ）加入促進月間において、厚生労働省のＳＮＳ等(X(旧Twitter)・Facebook・プレス

リリース・人事労務マガジン）に広告を掲載した。 

 

 

 

ハ 委託事業主団体等への加入促進の支援 

・加入促進を支援する観点から、手数料体系等を含め、委託契約の在り方について検

討を行った。 

・中退共制度や会員へ勧めるポイント、事務手続き等、共済担当者等を対象とした機

構主催の説明会を実施した（３回）。 

・委託事業主団体等が発行する会報誌、メルマガに対し広告掲載等の依頼や、加入検

討段階に入った層に対し、説明会・個別訪問時に委託事業主団体等へ加入手続きを促

すなど、相互にＰＲし合う支援を行うことで、加入の拡大・拡充を実施した。 

・職員及び普及推進員等が委託事業主団体等が開催する各種会合等で、制度内容や加

入手続等の説明時間の確保等を依頼し、説明者を派遣し、制度内容や加入手続等の説

明を以下のとおり実施。 

 

 全国商工会連合会          １回 

 東京都商工会連合会         １回 

 群馬県商工会連合会         １回 

調査結果等を踏まえ、

接触率の高かった、イ

ンターネット広告等を

必須業務とし幅広いメ

ディア構成を採用し

た。 

また、令和６年度に

引き続き財務基盤の強

さと資産運用の堅実

性、確実な退職金支払

（租税債務にも優先す

ること）を訴求ポイン

トとして取り上げた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜評価の視点に対する

措置＞ 

・周知広報活動等の実

施結果を検証し、令和

８年度においては、広

報媒体を総合的・有機

的に組み合わせるとと

もに、引き続き加入率

を踏まえた特定のター

ゲット（例：地域・業

種等を絞る）に対する

訴求も含めて、集中的

に展開することで、よ

り効果的かつ効率的に

周知広報活動等を実施

する内容改善施策を策

定した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



28 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 加入促進対

策の検証と見直

し 

 

講じた加入促

進対策の効果に

ついては、機構

内の統計の分析

に加え、ホーム

ページや相談セ

ンター、各コー

ナーに寄せられ

た意見・要望、

さらには、各種

アンケートや中

小企業事業主団

体・関係業界団

体及び関係労働

団体の有識者か

らの機構の業務

運営に対する意

見・要望等も積

極的に収集して

活用し、検証等

を行う。 

効果の検証結

果を踏まえ、毎

年度、加入促進

対策の見直しを

実施する。 

 

遣する。 

・ 委託事業主団

体等と機構とで相

互にＰＲし合う支

援を行うことで、

加入の拡大・拡充

を実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 加入促進対策

の検証と見直し 

 

加入促進対策の効

果については、機

構内の統計の分析

に加え、ホームペ

ージや相談センタ

ー、各コーナーに

寄せられた意見等

及び加入企業、非

加入企業それぞれ

に対するアンケー

ト調査等の実施結

果に基づき効率的

かつ効果的な加入

促進対策を講ず

る。また、中小企

業事業主団体・関

係業界団体及び関

係労働団体の有識

者からの業務運営

に対する意見等を

積極的に収集して

活用し、検討等を

行った内容を踏ま

え、加入促進対策

に活用する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜評価の視点＞ 

 

・加入企業、非加

入企業それぞれに

対するアンケート

調査の結果等を活

用し、加入勧奨対

象を的確に把握し

た上で、効率的か

つ効果的な加入促

進対策を実施して

いるか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 京都府商工会連合会         １回 

 佐賀県商工会連合会         １回 

 滋賀県商工会連合会         ３回 

 徳島県商工会連合会         ２回 

 全国労働保険事務組合連合会千葉支部 １回 

全国労働保険事務組合連合会石川支部 １回 

 全国労働保険事務組合連合会福井支部 １回 

全国労働保険事務組合連合会山梨支部 １回 

 全国労働保険事務組合連合会愛知支部 ２回 

全国労働保険事務組合連合会三重支部 １回 

全国労働保険事務組合連合会滋賀支部 １回 

 全国労働保険事務組合連合会大阪支部 １回 

 全国労働保険事務組合連合会兵庫支部 １回 

 全国労働保険事務組合連合会沖縄支部 １回 

ＴＫＣ企業共済会          ４回 

神戸税理士協同組合         １回 

 浦安商工会議所           １回 

津労働基準協会           １回 

伊丹労働基準協会          １回 

尼崎経営者協会           ２回 

 

 

 

② 加入促進対策の検証と見直し 

 

 

加入促進対策については、下記のとおり、継続的に効果の分析・検証を行い、その

結果を踏まえ、所要の見直しを実施した。 

・年１回発行している共済契約者向け情報誌「中退共だより」の綴じ込みはがきに中

退共制度の内容及び運営に関するご意見欄を設け、意見・要望を収集及び分析を行

い、その結果を普及推進員・特別相談員とも共有し、加入促進活動や広報キャンペ

ーンの企画に活用した。 

・新規加入企業へのアンケート調査として、新規加入企業（2,790所）に対し、アンケ

ート用紙を発送した（9/8）。その後、アンケート集計結果と令和６年度の実態調査

結果等を踏まえ分析を行い、その結果を本部内で共有したほか、分析結果に基づ

き、令和８年度の広報の対象、内容、手段等について効率的かつ効果的な加入促進

対策を検討した。令和８年度も引き続き、加入率を踏まえて特定のターゲット

（例：地域・業種等を絞る）に重点をおいた対策を試行する。 

・「退職金実態調査」及び「非加入企業の関係者へのインターネットアンケート調査」

においては、令和８年３月末までに調査結果を集計、令和６年度の調査結果も踏ま

え分析し、報告書を完成させた。また、「退職金実態調査」における概要版の作成に

当たっては、広報資料として活用することを念頭に内容を検討した（ホームページ

掲載は令和８年４月）。 

・インターネット広告（バナー・動画・テキスト広告等）については、令和６年度の

結果を検証し、配信対象を見直しつつ配信を実施した。 

・産業交流展（11/26～11/28）及びたま工業交流展(2/19～2/20）に参加し、ブースを

出展した（チラシ等配布数1,300部以上）。 

・各種広報施策については、広報キャンペーン後の調査結果を踏まえて改善策を検討

し、令和８年度に実施するキャンペーンの調達仕様に活用した。 

・ホームページ及び特設サイトに制度紹介用動画へのリンクを掲載し、YouTubeで配信

した（アクセス件数：12,689件）。 

・「令和６年度中小企業退職金共済制度の周知・広報業務一式 広報効果検証に関する

報告書」において、退職金制度を導入しない理由は「家族従業員ばかりだから」と

いう回答割合が高かったことから、同居の親族従業員が加入できることを前面に押

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜評価の視点に対する

措置＞ 

・アンケート集計結果

と令和６年度の調査結

果を踏まえ分析を行

い、その結果を本部内

で共有することのほ

か、分析した結果に基

づき、令和８年度の広

報の対象、内容、手段

等について効率的かつ

効果的な加入促進対策

を検討した。令和８年

度も引き続き、加入率

を踏まえて特定のター

ゲット（例：地域・業

種等を絞る）に重点を

おいた対策を試行す

る。 
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（２）サービス

の向上 

 

 加入者の利便

性の向上及び機

構内の事務処理

の簡素化・迅速

化を図る観点か

ら、諸手続、事

務処理等の妥当

性を継続的に点

検し、必要に応

じて見直しを行

うこと。 

 令和７年末ま

でに手続のオン

ライン化を進め

ること。 

 また、契約及

び退職金給付に

当たり、引き続

き、厳正かつ迅

速な審査を実施

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 加入目標数 

 

最近における

加入状況、財務

内容及び中小企

業における産

業・雇用状況を

勘案して、中期

目標期間中に新

たに加入する被

共済者数を 165

万人以上とす

る。 

 

 

 

（２）サービス

の向上 

 

イ 加入者の利

便性の向上及び

機構内の事務処

理の簡素化・迅

速化を図る観点

から、諸手続、

事務処理等の妥

当性を継続的に

点検し、必要に

応じて見直しを

行う。 

2025（令和

７）年末までに

手続のオンライ

ン化を進める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 加入目標数 

 

2025（令和７）

年度に新たに加入

する被共済者数を

33万人以上とす

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）サービスの

向上 

 

イ 加入者等が行

う諸手続や提出書

類の合理化を図る

とともに、機構内

の事務処理の簡素

化・迅速化を図る

観点及びカスタマ

ーハラスメントに

対応する観点か

ら、諸手続、事務

処理等を継続的に

再点検し、必要に

応じて見直しを行

う。 

2025（令和７）

年末までに手続を

順次オンライン化

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜定量的指標＞ 

 

・2025（令和７）

年度に新たに加入

する被共済者数

を、33万人以上

とすること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜評価の視点＞ 

 

・加入者の利便性

の向上及び機構内

の事務処理の簡素

化・迅速化を図る

観点から、諸手続

及び事務処理等の

再点検を行い、必

要に応じて見直し

を実施している

か。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

し出したデザインの「同居の親族従業員チラシ」を新たに作成し、加入促進ツール

の一つとして関係機関等に資料配布依頼を行った。 

・説明会後に行うアンケート調査について、説明会をより効果的なものとするため、

参加者のニーズや特性把握を目的に、設問や回答選択肢の見直しを行い、説明会の

内容や導入予定時期等の設問を追加した。 

・令和７年度に実施した特定のターゲット（トラック・運送業、税理士）への加入促

進対策の結果、協力的な団体が多いことやトラック・運送業については、短期的な

効果としてオンライン説明会への参加企業が増えていることから、令和８年度も継

続的に訪問し協力関係をより深めていくよう加入促進活動を実施する。 

・職員及び普及推進員等が中小企業事業主団体等を訪問し、業務運営に対する意見等

を収集した内容について、検討等を行った内容を踏まえ、加入促進活動に活用す

る。 

・中・特合同参与会にて、中小企業事業主団体・関係業界団体及び関係労働団体の有

識者からの意見等を踏まえ、今後の加入促進活動に活用する。 

 

③ 加入目標数 

 

年間目標 330,000 人以上に対し加入実績 353,206人、達成率は 107.0％であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）サービスの向上 

 

 

イ 

・中退共事業に係る申請・届出等手続については、ｅ－Ｇｏｖを利用したオンライン

化を予定どおり令和７年12月までに完了した。 

 

・加入証明書電子申請・自動交付システムについて、郵送による交付依頼者に対し引

続きシステム稼働周知を行った（電子申請率 令和７年度97.1％、令和６年度

96.3％）。 

 

・カスタマーハラスメントに関する方針に基づき、職員への不当要求行為等に対する

適切な対応並びに職員の電話対応品質および接遇意識の向上を図るため、体制整備

の一環として通話録音機を導入した。 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・年間目標 330,000人

以上に対し加入実績

353,206 人、達成率は

107.0％であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜評価の視点に対する

措置＞ 

中退共事業に係る申

請・届出等手続のオン

ライン化については、

関係省庁（厚生労働

省、デジタル庁）との

調整を進めオンライン

化を完了した。 
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すること。 

 相談コーナー

及びホームペー

ジにおける相談

内容及び意見・

苦情等のほか、

ホームページ閲

覧者等の満足度

調査の結果を、

コールセンター

等の相談業務及

びホームページ

のコンテンツの

改善に反映させ

ること等によ

り、相談業務及

び情報提供の質

を向上させるこ

と。 

 

【指標】 

退職金請求に

ついて、受付日

から18業務日以

内に、退職金を

全数支給するこ

と。 

 

[目標設定等の考

え方] 

前中期目標の

水準を、退職金

請求の事務処理

期限の指標とし

て設定すること

とする。 

※前中期目標期

間（2018（平成

30）～2022（令

和４）年度）に

目標として定め

た処理日数の最

終期限（業務

日）18日  

 

 加入促進活動

に携わる関係者

(普及推進員・特

別相談員）、関

係団体等の意

見・要望を定期

的に収集・聴取

するとともに、

各種統計の分析

 

ロ 契約及び退

職金給付に当た

り、厳正な審査

を引き続き実施

しつつ、受付日

から 18業務日以

内（退職月の掛

金の納付が確認

されるまでの期

間を除く。）に退

職金を全数支給

する。 

 

 

 

ハ 相談業務に

ついては、相談

コーナー及びホ

ームページにお

ける相談内容及

び意見・苦情等

のほか、ホーム

ページ閲覧者等

の満足度調査の

結果を、コール

センター等の相

談業務及びホー

ムページのコン

テンツの改善に

反映させるこ

と、並びに対応

例等を定めた応

答マニュアルを

随時見直し、懇

切丁寧な対応を

徹底することに

より、相談業務

及び情報提供の

質を向上させ

る。 

 

ニ 加入促進活

動に携わる関係

者（普及推進

員・特別相談

員)、関係団体等

の意見・要望を

定期的に収集・

聴取するととも

に、加入促進に

係る各種統計の

分析を行うな

ど、現況の把握

 

ロ 契約及び退職

金給付に当たり、

厳正な審査を引き

続き実施しつつ、

受付日から 18業

務日以内（退職月

の掛金の納付が確

認されるまでの期

間を除く。）に退

職金を全数支給す

る。 

 

 

 

 

ハ 相談業務につ

いては、相談セン

ター、各コーナー

及びホームページ

における相談内

容、意見等のほ

か、ホームページ

閲覧者等の満足度

調査の結果を、コ

ールセンター等の

相談業務及びホー

ムページのコンテ

ンツの改善に反映

させること、並び

に対応例等を定め

た応答マニュアル

を随時見直し、懇

切丁寧な対応を徹

底することによ

り､相談業務及び

情報提供の質を向

上させる。 

 

 

 

 

ニ 加入促進活

動に携わる関係者

（普及推進員・特

別相談員）、関係

機関等の意見・要

望を１回以上収

集・聴取するとと

もに情報交換の結

果を取りまとめて

分析を行い、普及

推進員・特別相談

員については、７

 

＜定量的指標＞ 

 

・退職金請求につ

いて、受付日から

18業務日以内

に、退職金を全数

支給すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜評価の視点＞ 

 

・相談コーナー及

びホームページに

おける相談内容及

び意見・苦情等の

結果をコールセン

ター等の相談業務

及びホームページ

のコンテンツの改

善に反映させるこ

と等により、相談

業務及び情報提供

の質を向上させた

か。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜評価の視点＞ 

 

・加入促進活動に

携わる関係者（普

及推進員・特別相

談員）、関係団体

等の意見・要望並

びに各種統計等の

情報を整理・共有

し、より効果的か

つ効率的な加入促

進活動の検討を実

 

ロ 契約及び退職金給付に当たり、厳正な審査を引き続き実施しつつ、退職金給付に

ついて、受付日から18業務日以内（退職月の掛金の納付が確認されるまでの期間を除

く。）に退職金を全数支給した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ハ 

・相談業務について、懇切丁寧な対応を行うとともに、お客様サービスの更なる向上

の観点から、引き続きコールセンターで対応している相談内容の充実と知識の定着

を図るため、コールセンターで回答（完結）できるよう更なるＦＡＱ見直しを各課

に依頼し、ＦＡＱを充実させ、コールセンター完結率65％以上の維持を目指した

（コールセンター完結率 令和７年度76.0％、令和６年度69.1％）。 

・コールセンター完結率の更なる向上を目指し、ＦＡＱの充実を図るための「ＦＡＱ

ソリューション」の導入に向けて調達を開始した。 

・お客様サービスの一層の向上を図るため、職員を対象にコールセンターでの電話対

応等の講習を実施した（11/27 参加者15名）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ニ 

・普及推進員・特別相談員に対しアンケート調査を実施し、関係団体からの業務運営

に対する意見や新規加入者の伸び悩み、広告の印象、業界・業種の状況等の意見を

収集・共有し、次年度以降の加入促進対策等に活用する。 

・全国会議（７月）を本部にて対面開催し、知識向上・情報共有を図り、さらに、６

グループに分かれてグループディスカッションを行い、加入につながる活動とはど

のようなものか、についての討論や、他地域の推進員等の加入促進活動方法等につ

いて情報交換を行い、得られた情報をサービス向上や効果的な加入促進活動に繋げ

る施策を共有した。 

・全国を６グループに分けたブロック会議（オンライン）を開催し、各地域の反応や

協力事例等の報告を分析し、上半期に全国展開した特定のターゲット（トラック・

運送業界、税理士）に対する加入促進のあり方について議論し、ターゲットとした

 

 

 

・退職金給付にあた

り、厳正な審査を引き

続き実施しつつ、受付

日から 18業務日以内

（退職月の掛金の納付

が確認されるまでの期

間を除く。）に退職金を

全数支給した。 

 

 

 

 

 

＜評価の視点に対する

措置＞ 

・コールセンターで対

応している相談内容の

充実と知識の定着を図

りＦＡＱを充実させ、

コールセンター完結率

を上昇させた（コール

センター完結率 令和

７年度76.0％、令和６

年度69.1％）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜評価の視点に対する

措置＞ 

・普及推進員・特別相

談員に対してアンケー

ト調査を実施し、関係

団体からの業務運営に

対する意見や新規加入

者の伸び悩み、広告の

印象、業界・業種の状

況等の意見を収集し共

有した。次年度以降の

加入促進対策等に活用
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を行うなど、現

況の把握に努

め、得られた情

報を整理・共有

し、より効果的

な活動につなげ

ること。 

 

【指標】 

毎年度１回以

上、関係団体等

からの意見・要

望の聴取及び情

報交換の結果を

とりまとめて分

析し、加入促進

に活用するこ

と。普及推進

員・特別相談員

については、年

７回以上、ブロ

ック会議等を開

催し、事業主の

意向や新たな動

向等に関する情

報を共有し、サ

ービスの向上や

加入促進に活用

すること。 

 

[目標設定等の考

え方] 

一般の中小企

業退職金共済制

度を取り巻く環

境の変化を把握

し、迅速に対応

するために、関

係団体等からの

意見・要望聴取

及び情報交換を

毎年度１回以

上、事業主の意

向や新たな動向

等の情報共有を

行う普及推進

員・特別相談員

とのブロック会

議等を年７回以

上開催し、得ら

れた情報をサー

ビスの向上や加

入促進に活用す

ることを指標と

に努め、掛金の

動向や非正規労

働者の加入状況

等得られた情報

を整理・共有

し、より効果的

な活動につなげ

る。 

具体的には、

毎年度１回以

上、関係団体等

からの意見・要

望の聴取及び情

報交換の結果を

とりまとめて分

析し、加入促進

に活用する。普

及推進員・特別

相談員について

は、年７回以

上、ブロック会

議等を開催し、

事業主との対話

の材料や業種や

規模による関心

事・反応の違い

等気付きや新た

な動向に関する

情報等を共有

し、加入促進に

活用する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

回以上、ブロック

会議等を開催し、

得られた情報をサ

ービス向上や効果

的かつ効率的な加

入促進活動につな

げる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

施したか。 

 

 

 

＜定量的指標＞ 

 

・毎年度１回以

上、関係団体等か

らの意見・要望の

聴取及び情報交換

の結果をとりまと

めて分析し、加入

促進に活用するこ

と。普及推進員・

特別相談員につい

ては、年７回以

上、ブロック会議

等を開催し、事業

主の意向や新たな

動向等に関する情

報を共有し、サー

ビスの向上や加入

促進に活用するこ

と。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

業界の企業へ直接アプローチできるチラシの配布や研修会等での制度説明時間確保

の方法等について、どのような方法が効率的・効果的であったかを共有し、引き続

き特定のターゲットへのアプローチを継続することを共通認識とした。 

  全国会議           １回 

北海道・東北ブロック     １回 

  北関東・中部ブロック     １回 

  北陸・中部ブロック      １回 

中国ブロック         １回 

  四国ブロック         １回 

九州・沖縄ブロック      １回 

 

・令和８年度の加入促進施策に活用するため、普及推進員・特別相談員によるヒアリ

ング・アンケート調査を実施、関係団体からの業務運営に対する意見・要望等を積

極的に収集し、共有した。また、令和８年度も継続的に実施する特定のターゲット

（トラック・運送業）に直接アプローチできるチラシのデザインの再考を開始し

た。 

・新たに委嘱した特別相談員・普及推進員のフォローアップとして、職員同行のも

と、関係機関等の訪問を行い、今後の活動方法について実地研修を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

する。 

 

 

 

 

 

・令和８年度の加入促

進施策に活用するた

め、普及推進員・特別

相談員によるヒアリン

グ・アンケート調査を

実施、関係団体からの

業務運営に対する意

見・要望等を積極的に

収集し、共有した。ま

た、普及推進員・特別

相談員については、全

国会議及び６グループ

に分けたブロック会議

（計７回）を開催し、

各地域の反応や協力事

例等の報告を分析し、

上半期に全国展開した

特定のターゲット（ト

ラック・運送業界、税

理士）に対する加入促

進のあり方について議

論し、ターゲットとし

た業界の企業へ直接ア

プローチできるチラシ

の配布や研修会等での

制度説明時間確保の方

法等について、どのよ

うな方法が効率的・効

果的であったかを共有

し、引き続き特定のタ

ーゲットへのアプロー

チを継続することを共

通認識とした。 
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することとす

る。 

 

 

（３）中退共シ

ステム再構築

【重要度 高】

【困難度 高】 

 

一般の中小企

業退職金共済事

業における中退

共システムにつ

いて、2026（令

和８）年度に新

システムの運用

を開始すること

を目指し、設

計・開発の着実

な進捗管理を行

うとともに、想

定外の事態にも

適切に対応する

こと。 

 システム再構

築プロジェクト

と並行して、情

報セキュリティ

の確保に配慮し

つつ、2025（令

和７）年末まで

に手続のオンラ

イン化導入を実

現するなど、利

用者に対するサ

ービス向上に取

り組むこと。 

 システム再構

築後に事務効率

化の観点からの

システム化を進

めること。ま

た、手続のオン

ライン化につい

ても機能の改善

を図ること。 

 

【指標】 

一般の中小企

業退職金共済事

業における中退

共システムにつ

いて、2026（令

和８）年度に新

 

 

 

 

（３）中退共シ

ステム再構築

【重要度 高】

【困難度 高】 

 

中退共事業に

おける中退共シ

ステムについ

て、2026（令和

８）年度に新シ

ステムの運用を

開始することを

目指し、設計・

開発の着実な進

捗管理を行う。

この間、想定外

の事態にも適切

に対応する。 

システム再構

築プロジェクト

と並行して、情

報セキュリティ

の確保に配慮し

つつ、2025（令

和７）年末まで

に手続のオンラ

イン化導入を実

現するなど、利

用者に対するサ

ービス向上に取

り組む。 

システム再構

築後に事務効率

化の観点からの

システム化を進

める。また、手

続のオンライン

化についても機

能の改善を図

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）中退共シス

テム再構築 

 

 

 

中退共事業にお

ける中退共システ

ムでは、プログラ

ミング言語を刷新

するとともに、シ

ステム構造を制度

改正等に迅速かつ

柔軟に対応し得る

ように見直す再構

築プロジェクトを

計画通りに完遂す

る（2026（令和

８）年 10月１日

運用開始）ため、

設計・開発業務に

おいては、一連の

テスト（連動テス

ト、システムテス

ト、受入テスト、

強化テスト）のほ

か、リハーサルを

含む本番移行準

備、新しいシステ

ム使用のための教

育訓練等を実施す

る。また、システ

ムテスト期間内に

情報セキュリティ

テストを実施す

る。 

2023（令和５）

年 10月に設計工

程を開始し、2024

（令和６）年 11

月に構築した基盤

を設計・開発業者

に引き渡したシス

テム基盤構築等業

務（システム基盤

構築、ツール開

発、ハードウェア

設置、データセン

ター等）では、上

記のテスト、移行

準備の支援を実施

 

 

 

 

＜評価の視点＞ 

 

・中退共事業にお

ける中退共システ

ムについて、プロ

グラミング言語を

刷新し、制度改正

等に迅速かつ柔軟

に対応するための

システムの再構築

を着実に進めてい

るか。 

 

 

・一般の中小企業

退職金共済事業に

おける中退共シス

テムについて、

2026（令和８）年

度に新システムの

運用を開始するこ

とを目指し、設

計・開発と、機器

導入及び新システ

ムへの移行に向け

た準備の着実な進

捗管理を行うとと

もに、想定外の事

態が生じた場合は

適切に対応した

か。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）中退共システム再構築 

 

 

 

 

中退共システム再構築については、システムテスト工程までを令和７年９月に完了

させ、10月から受入テスト工程を開始した。また、業務部門を対象に新システム利用

に向けた教育訓練を実施した。 

受入テスト工程では、業務部門にて各々の業務シナリオに沿ったシステム検証の実

施や新しい業務画面の新旧同一性の確認を行うとともに、システム部門ではプログラ

ム修正に係るレビューや受入テストの環境整備、システム運用等を実施した。 

こうした中で、システム品質上の課題が顕在化する事態となったことから、受入テ

スト工程を延伸するとともに、品質管理体制を強化し、プロジェクトを着実に進捗さ

せた。 

この間、令和８年９月の最終移行へ向けて、同時期にシステム切り替えを実施する

共通基盤システムや他システムを含めた横断的な最終移行計画、コンティンジェンシ

ープランの検討を推進した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜評価の視点に対する

措置＞ 

・新しい中退共システ

ムの開発・テストを推

進するとともに、新シ

ステムの円滑な利用開

始に向けた業務部門に

対する教育訓練等を実

施し、再構築プロジェ

クトを着実に進めた。 

 

 

 

 

・システムの品質問題

が顕在化する想定外の

事態となったが、速や

かなスケジュールの見

直しや品質管理体制の

強化を行い、適切に対

応した。 

令和８年９月の最終移

行に向けて、同時期に

システム切り替えを実

施する他システムを含

めた横断的な最終移行

計画や、今後の不測の

事態に備えたコンティ

ンジェンシープランの

検討を推進した。 
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システムの運用

を開始すること

を目指し、設

計・開発の着実

な進捗管理を行

うとともに、想

定外の事態にも

適切に対応する

こと。 

 

[目標設定等の考

え方] 

一般の中小企

業退職金共済事

業における中退

共システムにつ

いて、新システ

ムの運用開始時

期及びシステム

再構築の過程で

必要となる対応

を指標として設

定することとす

る。 

 

【重要度 高】 

一般の中小企

業退職金共済制

度の基幹業務に

関わるシステム

について、制度

改正等に迅速か

つ柔軟に対応す

るための再構築

であることか

ら、重要度を高

とする。 

 

【困難度 高】 

 中退共システ

ム再構築は基本

構造とプログラ

ミング言語を刷

新するという大

規模な再構築で

あること、加え

て、システム再

構築と並行し

て、情報セキュ

リティを確保し

つつ申請手続等

のオンライン化

を実施する必要

があることか

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

する。 
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ら、困難度を高

とする。 

 

 

（４）確実な退

職金の支給に向

けた取組 

 

未請求退職金

の縮減の観点か

ら、退職時等に

おける被共済者

の住所把握の徹

底、退職後一定

期間経過後にお

ける退職金請求

勧奨を行うこ

と。退職金未請

求者へのアンケ

ート調査等によ

り判明した退職

金額少額層にお

ける手続負担忌

避傾向の強まり

を踏まえ、手続

負担感の軽減を

図るため、ホー

ムページにおけ

る支払請求書類

作成や、手続の

分かりやすい解

説の掲載などを

実施すること。

手続の解説につ

いては、利用者

の意見等を踏ま

え、継続的に改

善を行うこと。 

   

【指標】 

・請求権が発生

した年度におけ

る退職者数に対

する当該年度か

ら３年経過後の

未請求者数の比

率を、毎年度

2.0％以下とする

こと。 

・請求権が発生

した年度におけ

る退職金総額に

対する当該年度

から３年経過後

 

 

 

 

（４）確実な退

職金の支給に向

けた取組 

 

未請求退職金

の縮減の観点か

ら、退職時等に

おける被共済者

の住所把握 の

徹底、退職後一

定期間経過後に

おける退職金請

求勧奨を行い、

請求権が発生し

た年度における

退職者数に対す

る、当該年度か

ら３年経過後の

未請求者数の比

率（年度末値）

を毎年度 2.0％

以下とする。ま

た、請求権が発

生した年度にお

ける退職金総額

に対する当該年

度から３年経過

後の未請求退職

金額の割合（年

度末値）を毎年

度 0.5％以下と

する。 

さらに、退職

金未請求者への

アンケート調査

等により判明し

た退職金額少 

額層における手

続負担忌避傾向

の強まりを踏ま

え、手続負担感

の軽減を企図

し、ホームペー

ジにおける支払

請求書類作成

や、手続の分か

りやすい解説の

掲載などを実施

する。手続の解

説については、

 

 

 

 

（４）確実な退職

金の支給に向けた

取組 

 

未請求退職金の

縮減の観点から、

退職時等における

被共済者の住所把

握の徹底、退職後

一定期間経過後に

おける退職金請求

勧奨を行い、請求

権が発生した年度

における退職者数

に対する、当該年

度から３年経過後

の未請求者数の比

率（年度末値）を

2.0％以下とす

る。また、請求権

が発生した年度に

おける退職金総額

に対する当該年度

から３年経過後の

未請求退職金額の

割合（年度末値）

を 0.5％以下とす

る。 

さらに、退職金

未請求者へのアン

ケート調査等によ

り判明した退職金

額少額層における

手続負担忌避傾向

の強まりを踏ま

え、手続負担感の

軽減を企図し、ホ

ームページにおけ

る支払請求書類作

成や、手続の分か

りやすい解説の掲

載などの施策を検

討し、可能であれ

ば実施する。手続

の解説について

は、利用者の意見

等を踏まえ、継続

的に改善を行う。 

 

 

 

 

 

 

＜定量的指標＞ 

 

・請求権が発生し

た年度における退

職者数に対する当

該年度から３年経

過後の未請求者数

の比率を、毎年度

2.0％以下とする

こと。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・請求権が発生し

た年度における退

職金総額に対する

当該年度から３年

経過後の未請求退

職金額の割合を、

毎年度 0.5％以下

とすること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）確実な退職金の支給に向けた取組 

 

 

 

請求権が発生した後３年経過後の未請求者数の比率について、未請求者の多い低額

者層に対し、特別対策の範囲を広げて請求要請を実施した。これにより、令和７年度

中（請求権が発生した後３年度目）の請求人数は、令和６年度の1,784人を超える

2,047人となったものの、令和７年度末（令和４年度退職等）における未請求率は

2.07％となった。 

請求権が発生した後３年経過後の未請求退職金額の割合についても高額未請求者だ

けでなくさらに範囲を拡大して追加対策を行ったものの、0.65％となった。 

未請求者の手続き負担軽減のため、以下の取組を行った。 

退職後３か月経過後の未請求者に対し、請求書が手元にない場合の手続きにおける

負担感軽減のため、本来は共済契約者から受け取る請求書について、９月から被共済

者本人からも再発行申出可能とする請求勧奨文に変更し発送した。 

退職金額少額者層に対しては、通算希望者が多いことへの対策として、通算手続案

内文及び通算申出様式を同封した請求勧奨を追加で行った。 

請求手続きをより分かりやすくするため、12月からホームページに請求手続きの流

れについての動画を作成し掲載した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・３年経過後の未請求

者数の比率を毎年度

2.0％以下とすることに

関しては未請求対象者

数の状況を踏まえ、必

要と思われるところに

追加対策を実施したこ

とにより 2.07％と未達

ではあるが直近５年間

の中で最も多い人数に

支払うことができた。 

請求者数 

R3: 1,613人 

R4: 1,715人 

R5: 1,615人 

R6: 1,784人 

R7: 2,047人 

 

 

 

・３年経過後の未請求

退職金額の割合を毎年

度 0.5％以下とすること

に関しては 0.65％と未

達であったが、直近５

年間の中で最も多額の

支払いができた。 

退職金支払額 

R3:  997百万円 

R4:1,008百万円 

R5:1,179百万円 

R6:1,047百万円 

R7:1,406百万円 

 

 

＜業務運営上の課題及

び改善方策＞ 

確実な退職金の支給

に向けて、原因分析を

行い、引き続き未請求

者に対する請求手続き

の要請を行うなど、状

況に応じた取組を行う

必要がある。  

 

〈令和６年度業務実績

評価結果の反映状況＞ 
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の未請求退職金

額の割合を、毎

年度0.5％以下と

すること。 

 

[目標設定等の考

え方] 

平成28年の制

度改正（企業間

通算制度の期間

延長（退職後２

年以内→３年以

内））に伴う未

請求率の上昇傾

向が緩和し、定

常状態に近づい

ていることか

ら、未請求者数

及び未請求退職

金額の推移に基

づく推計を踏ま

え、指標の水準

を設定すること

とする。 

 

利用者の意見等

を踏まえ、継続

的に改善を行

う。 

 

① 新たな未請

求退職金の発生

を防止するため

の対策 

 

被共済者につ

いて、中退共制

度に加入してい

ることの認識を

高めるとともに

未請求者に請求

を促すため、以

下の取組を行

う。 

 

 

 

イ 共済契約者

に対する働きか

け 

 

ⅰ）加入時に、

被共済者に対

し、中退共制度

に加入したこと

を必ず通知する

よう要請する。 

 

 

 

ⅱ）年１回、被

共済者ごとの

「加入状況のお

知らせ」を送付

し、被共済者に

配付するよう要

請する。 

 

 

ⅲ）「被共済者退

職届」には被共

済者の住所記入

が必須であるこ

との周知徹底

と、同退職届に

当該被共済者の

住所を記入しな

かった共済契約

者への個別協力

 

 

 

 

 

① 新たな未請求

退職金の発生を防

止するための対策 

 

被共済者につい

て、中退共制度に

加入していること

の認識を高めると

ともに未請求者に

請求を促すため、

2025（令和７）年

度においては、以

下の取組を行う。 

 

 

 

 

イ 共済契約者に

対する働きかけ 

 

 

ⅰ）加入時に、被

共済者に対し、中

退共制度に加入し

たことを通知する

「加入通知書」を

必ず配付するよう

要請する。 

 

 

ⅱ）年１回、被共

済者ごとの「加入

状況のお知らせ」

を送付し、被共済

者に配付するよう

要請する。 

 

 

 

ⅲ）被共済者の退

職時に事業主が提

出する「被共済者

退職届」へ被共済

者の住所を必ず記

入するよう要請す

る。 

また、住所情報

の記入がなかった

共済契約者に対

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜評価の視点＞ 

 

・退職時における

被共済者の住所把

握の徹底を実施し

ているか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①  新たな未請求退職金の発生を防止するための対策 

 

 

 

被共済者について、中退共制度に加入していることの認識を高めるとともに未請求

者に請求を促すため、2025（令和７）年度においては、以下の取組を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 共済契約者に対する働きかけ 

 

 

 

i）新規及び追加加入の被共済者に対して、中退共制度に加入したことを通知する「加

入通知書」を作成、共済契約者に送付し、加入したことを被共済者へ必ず通知するよ

う要請した。 

共済契約者数  10,621所 

被共済者数   353,206人 

 

 

 

 

ⅱ） 

・共済契約者を通じて「加入状況のお知らせ」を被共済者宛に通知した。 

 共済契約者  376,470所 

 被共済者  3,589,722人 

 発送日     5/8～5/16 

・年１回共済契約者に送付する「掛金納付状況票及び退職金試算票」及び「加入状況

のお知らせ」の令和８年度分作成・発送業務について一般競争入札（最低価格落札

方式）を行い業者を決定した（10/27、３者応札）。 

 

ⅲ）共済契約者に対し、被共済者の退職時に事業所が提出する「被共済者退職届」に

必ず住所を記入するよう要請した。この結果、令和７年度末における「被共済者退職

届」の住所情報記載比率は、98.26％であった。 

 

また、「被共済者退職届」に住所情報の記入がなかった共済契約者に対し、未請求担

当部署を通じて住所等の情報提供を依頼した。 

 

 

 

 

 

より早い請求対応を

促すため、未請求者数

が多い 10万円～50万円

の対象者に対して５月

に、500万円以上の対象

者には７月に請求勧奨

を行った。 

さらに未請求者の手

続き負担軽減のため、

以下の取組を行った。 

退職後３か月経過後

の未請求者に対し、請

求書が手元にない場合

の手続きにおける負担

感軽減のため、本来は

共済契約者から受け取

る請求書について、９

月から被共済者本人か

らも再発行申出可能と

する請求勧奨文に変更

し発送した。 

退職金額少額者層に

対しては、通算希望者

が多いことへの対策と

して、通算手続案内文

及び通算申出様式を同

封した請求勧奨を追加

で行った。 

請求手続きをより分

かりやすくするため、

12月からホームページ

に請求手続きの流れに

ついての動画を作成し

掲載した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜評価の視点に対する

措置＞ 

・「被共済者退職届」に

より退職時における被

共済者の住所情報を把

握した（令和７年度：

98.26％）。 
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要請により被共

済者の住所情報

取得を図る。 

 

 

 

ロ 退職者に対

する働きかけ 

 

未請求者に対

し、退職後３か

月経過後、２年

経過直前、３年

経過直前及び５

年経過直前のタ

イミングで請求

手続を要請す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

し、他部署と連携

し個別協力要請に

より被共済者の住

所情報取得を図

る。 

 

ロ 退職者に対す

る働きかけ 

 

未請求者に対

し、退職後３か月

経過後、２年経過

前、２年経過後、

３年経過前及び５

年経過前のタイミ

ングで請求手続を

要請する。なお、

前記ⅲ）の住所情

報がない場合は、

対象事業所に対し

て、当該被共済者

の住所情報の提供

を依頼し、入手し

た情報に基づき被

共済者に対して請

求手続を要請す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜評価の視点＞ 

 

・退職後一定期間

経過後における退

職金請求勧奨を実

施しているか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ロ 退職者に対する働きかけ 

 

 

退職後３か月経過後の未請求者に対して、以下の取組を実施した。 

○共済契約者から提出を受けた「被共済者退職届」の住所情報に基づき請求手続を

要請した。 

 ・請求手続要請    28,693人 

○「被共済者退職届」に住所情報のない対象事業所に対して、住所等の情報提供を

依頼し、入手した情報に基づき被共済者に対して請求手続を要請した。 

 ・住所提供依頼 609所 1,053人 

 ・請求手続要請      307人 

○住所等提供依頼をしたが回答のなかった事業所に対して、テレホンアプローチに

よる住所等の情報提供を依頼し、入手した情報に基づき被共済者に対して請求手

続を要請した。 

  ・住所提供依頼 223所  454人  

  ・請求手続要請      19人 

退職後２年経過直前の未請求者に対して、以下の取組を実施した。 

○令和５年度退職等の未請求者に請求手続を要請した。 

 ・請求手続要請    11,312人 

○令和６年度に引き続き、２年経過時点の未請求者を削減するため、例年２年経過

後の未請求者に対して行っている分を前倒しして、退職金試算額50万円以上の対

象者に請求手続きを要請した。 

 ・請求手続要請    1,056人 

○令和５年度退職等の未請求者に対し、テレホンアプローチにより請求手続を要請

した。 

 ・請求手続要請     1,052人 

○対策終了後に提出のあった「被共済者退職届」に住所情報のない対象事業所に対

して、当該被共済者の住所等の情報提供を依頼し、入手した情報に基づき被共済

者に対して請求手続を要請した。 

 ・住所提供依頼 36所    37人 

 ・請求手続要請      14人 

退職後３年経過直前の未請求者に対して、以下の取組を実施した。 

○令和４年度退職等の未請求者に請求手続を要請した。 

 ・請求手続要請       4,532人 

○対策終了後に提出のあった「被共済者退職届」に住所情報のない対象事業所に対

して、当該被共済者の住所等の情報提供を依頼し、入手した情報に基づき被共済

者に対して請求手続を要請した。   

 ・住所提供依頼 18所   20人 

 ・請求手続要請     ４人 

退職後５年経過直前の未請求者に対して、以下の取組を実施した。 

○令和２年度退職等の未請求者に請求手続を要請した。 

 ・請求手続要請      1,995人 

年度計画以外の対策として、以下の取組を実施した。 

○令和４年度退職等の未請求者に対し、テレホンアプローチにより請求手続を要請

した。 

 ・請求手続要請        524人 

○令和４年度及び５年度退職等の未請求者で令和７年度の対策により請求書を再発

行したが、請求手続のない者に対し請求手続を要請した。 

 

 

 

 

 

 

＜評価の視点に対する

措置＞ 

・退職後３か月経過

後、２年経過直前、２

年経過後、３年経過直

前及び５年経過直前の

タイミングで請求手続

の要請を実施するとと

もに、テレホンアプロ

ーチ等による要請を実

施した。 

また、例年実施して

いる目標達成のための

追加対策をすべて実施

したうえで、令和６年

度に引き続き令和７年

度も、当該年度から２

年経過時点の未請求者

を削減するため、２年

経過後の未請求者に対

して請求勧奨要請を追

加して行った。 
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ハ その他の取

組 

 

ⅰ）住所不明者

について、個人

番号等を活用し

住民基本台帳ネ

ットワークによ

り住所情報取得

を図る。 

 

 

 

 

ⅱ）上記取組に

ついて、毎年

度、成果の検証

を行い、必要に

応じて取組の見

直しを行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 共済契約者

及び被共済者へ

の周知・調査、

分析 

 

引き続き、未

請求者縮減のた

めの周知広報施

策として、以下

の取組を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ハ その他の取組 

 

 

ⅰ）住所不明者に

ついて、個人番号

等を活用し住民基

本台帳ネットワー

クシステムにより

住所情報取得を図

る。また、取得し

た住所情報を用い

て請求手続を要請

する。 

 

ⅱ）上記取組につ

いて、成果の検証

を行い、必要に応

じ取組の見直しを

行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 共済契約者及

び被共済者への周

知・調査、分析 

 

 

引き続き、未請

求者縮減のための

周知広報施策とし

て、以下の取組を

行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ・請求手続要請      1,123人 

○令和５年度退職等の未請求者で「被共済者退職届」に住所情報のない対象事業所

に対して、住所等の情報提供を依頼し、入手した情報に基づき被共済者に対して

請求手続を要請した。 

 ・住所提供依頼  81所 161人 

 ・請求手続要請      ３人 

○令和４年度退職等の未請求者（５万円以上の対象者）に対し手続要請を実施し

た。 

 ・請求手続要請      2,006人 

 

 

ハ その他の取組 

 

 

ⅰ）住所不明者について、個人番号等を活用し住民基本台帳ネットワークにより把握

した住所情報を用いて請求手続を要請した。 

 ・請求手続要請        254人 

 

 

 

 

 

 

 

 

ⅱ）計画の未請求対策に加えて、例年実施している追加対策をすべて実施し、成果の

検討を行った上で、さらに追加対策及び前倒しの対策も行った。 

○令和６年度に引き続き、さらなる追加対策として、令和６年度退職等者のうち、請

求受付済みのため勧奨状を送っていない者であって、書類不備で回答がないため請

求書を返送している者への手続要請（計画で退職後２年経過直前対策として実施）

を前倒しして実施した。 

 ・請求手続要請 179人 

○令和４年度退職等で低額未請求者に対し手続要請を実施した。 

 ・10万円～50万円対象者へ請求手続要請  1,570人 

 ・１万円～５万円対象者へ請求手続要請  1,474人 

○令和４年度退職等で高額未請求者に対し手続要請を実施した。 

 ・500万円以上の対象者へ請求手続要請      59人 

○令和４年９月末大口解約のグループ会社に対して、テレホンアプローチにより請求

勧奨を依頼。 

 ・請求手続要請 ７所 103人 

 

 

 

② 共済契約者及び被共済者への周知・調査、分析 

 

 

 

 

引き続き、未請求者縮減のための周知広報施策として、以下の取組を行った。 
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イ 周知の徹底

等 

 

ⅰ）ホームペー

ジにおける中退

共制度加入事業

所名検索システ

ムのデータを適

宜更新する。 

 

 

 

 

ⅱ）ホームペー

ジに常時掲載し

ている未請求に

関しての注意喚

起について、内

容等の見直しを

実施する。 

 

 

ⅲ）その他あら

ゆる機会を通じ

た注意喚起を引

き続き行う。 

 

 

 

ロ 調査、分析 

 

共済契約者及

び被共済者並び

に退職金未請求

者等に対するア

ンケート調査の

実施等により、

未請求原因の分

析を行い、その

結果をその後の

取組に活用す

る。 

イ 周知の徹底等 

 

 

ⅰ）新規契約申込

書で事業所名をホ

ームページの加入

事業所名検索シス

テムへ掲載するこ

とに承諾を得られ

た共済契約者の事

業所名を適宜更新

する。 

 

ⅱ）ホームページ

に常時掲載してい

る未請求に関して

の注意喚起につい

ては、見直しの要

否を継続的に検討

し、必要があれば

見直しを行う。 

 

ⅲ）その他あらゆ

る機会を通じた注

意喚起を引き続き

行う。 

 

 

 

ロ 調査、分析 

 

共済契約者及び

被共済者並びに退

職金未請求者等に

対するアンケート

調査の実施等によ

り、未請求原因の

分析を行い、その

結果をその後の取

組に活用する。 

 

＜評価の視点＞ 

 

・未請求者数縮減

のための効果的な

周知広報を実施し

ているか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜評価の視点＞ 

 

・退職金未請求者

へのアンケート調

査を行い、未請求

原因の分析結果を

踏まえ、適切に対

応しているか。   
 

イ 周知の徹底等 

 

 

i）新規契約申込書に設けた「ホームページへの事業所名掲載可否」欄の回答を集計

し、10,457件のうち、承諾を得られた5,690件について共済契約者名を追加掲載した。 

（掲載件数） 

【令和７年度末】292,942件 

 

 

 

 

 

 

ⅱ）ホームページに掲載している未請求に関しての注意喚起については、年間を通し

てホームページに掲載した。 

 

 

 

 

 

 

 

ⅲ）「中退共だより24号」にて確実な支給に向けての注意喚起を行った。 

 

 

 

 

 

 

ロ 調査、分析 

 

未請求者の手続き負担軽減のため、以下の取組を行った。 

退職後３か月経過後の未請求者に対し、請求書が手元にない場合の手続きにおける

負担感軽減のため、本来は共済契約者から受け取る請求書について、９月から被共済

者本人からも再発行申出可能とする請求勧奨文に変更し発送した。 

退職金額少額者層に対しては、通算希望者が多いことへの対策として、通算手続案

内文及び通算申出様式を同封した請求勧奨を追加で行った。 

請求手続きをより分かりやすくするため、12月からホームページに請求手続きの流

れについての動画を作成し掲載した。 

 

 

＜評価の視点に対する

措置＞ 

・未請求に関しての注

意喚起については、ホ

ームページへの年間を

通じての掲載により周

知を実施するととも

に、年１回発行してい

る共済契約者向け情報

誌「中退共だより」に

おいても周知を行っ

た。 

毎年実施している中

退共加入企業を対象と

した実態調査の調査結

果をまとめた概要版

（ホームページ上で公

表）でも、「加入通知

書」等の従業員への配

布を促すなど、あらゆ

る機会を活用して未請

求削減に取り組んだ。 

 

 

 

 

 

 

 

＜評価の視点に対する

措置＞ 

未請求者の手続き負

担軽減のため、以下の

取組を行った。 

退職後３か月経過後

の未請求者に対し、請

求書が手元にない場合

の手続きにおける負担

感軽減のため、本来は

共済契約者から受け取

る請求書について、９

月から被共済者本人か

らも再発行申出可能と

する請求勧奨文に変更

し発送した。 

退職金額少額者層に

対しては、通算希望者

が多いことへの対策と

して、通算手続案内文

及び通算申出様式を同

封した請求勧奨を追加

で行った。 

請求手続きをより分

かりやすくするため、
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12月からホームページ

に請求手続きの流れに

ついての動画を作成し

掲載した。 

 

 

４．その他参考情報 

特になし 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 

１―３ Ⅰ 退職金共済事業 ３ 建設業退職金共済事業 
業務に関連する政策・施

策 

豊かで安定した勤労者生活の実現を図ること（厚生労働省 政策体系 

基本目標Ⅳ-施策大目標 3-2）  

当該事業実施に係る根拠（個別

法条文など） 
中退法第 70条第 1項 

当該項目の重要度、難易

度 

【重要度 高】 
（１）加入促進対策の効果的実施 
① 加入促進対策の実施 ② 加入促進対策の検証と見直し等 
③ 加入目標数 

 
【指標】 
中期目標期間中に新たに加入する被共済者数を 47 万 6,000 人以上と
すること。 
 
（理由） 
建設業退職金共済制度を長期的に持続可能とするためには被共済者
数の安定的な確保が不可欠であることから、重要度を高とする。 
 
【重要度 高、困難度 高】 
（２）サービスの向上 
① 電子申請方式の利用促進 ② 業務処理の効率化 
③ 情報提供の充実、加入者からの照会・要望等への適切な対応等 

 ④ 積極的な情報の収集及び活用 
 
【指標】 
中期目標期間中に電子申請専用サイトの利用者登録を行う共済契約
者数を半数以上とすること。 
 
中期目標期間中に電子申請による掛金の原資となる退職金ポイント
の額を掛金収入額の 30％以上とすること。 
 
退職金請求について、受付日から 22 業務日以内に、退職金を全数支
給すること。 
 
毎年度１回以上、加入者、関係団体等の意見・要望並びに各種統計等
の情報を整理・分析し、対応策を検討、実施すること。 
 
（理由） 
建設技能労働者の高齢化や建設業界の人手不足の深刻化といった状
況の中、建設業退職金共済制度の加入者の利便性の向上を図る必要が
あることから、重要度を高とする。 
電子申請方式導入後も就労実績報告作成ツールの改良を行うなど継
続して利用者の利便性向上を図るものの、中小零細企業ではパソコン
やインターネットが必ずしも十分に活用されていない実態もあり、電
子申請方式の利用が進んでいない現状にあることから、困難度を高と
する。 

関連する政策評価・行政事業レ

ビュー 

 

 

２．主要な経年データ 

 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指 標 達成目標 令和５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度  令和５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度 

中期目標期間中の

新規被共済者目標

数 

476,000 人以上 
５年度目標数 

99,000 人 

６年度目標数 

97,000 人 

７年度目標数 

95,000 人 

８年度目標数 

人 

９年度目標数 

人 
予算額（千円） 66,773,116 76,228,962 76,212,905   

新規被共済者数 

【達成度】 
 

105,230 人 

【106.3％】 

97,515 人 

【100.5％】 

93,842 人 

【98.8％】 

人 

【％】 

人 

【％】 
決算額（千円） 66,087,295 66,826,736 67,068,607   
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注）予算額、決算額は支出額を記載。 

  

中期目標期間中に

電子申請専用サイ

トの利用者登録を

行う共済契約者数

の比率 

50％以上 - - - - ％ 経常費用（千円） 68,935,066 76,609,126 68,683,766   

同上【達成度】  - - - - 【％】 経常利益（千円） 27,560,673 △13,622,638 3,582,796   

中期目標期間中に

掛金収入額に対す

る電子申請による

掛金の原資となる

退職金ポイント額

の割合 

30％以上 
５年度目標 

6％ 

６年度目標 

9％ 

７年度目標 

12％ 

８年度目標 

％ 

９年度目標 

％ 
行政コスト（千

円） 
68,935,066 76,609,189 68,686,477   

同上 
【達成度】 

 
4.97％ 

【83.3％】 

6.40％ 

【75.8％】 

9.78％ 

【73.8％】 

％ 

【％】 

％ 

【％】 
従事人員数 59 59 60   

目標の処理期間内
における退職金支
給実施 

受付日から 22
業務日以内に全

数支給 
100％ 100％ 100％ ％ ％ 

  

加入者、関係団体等
の意見・要望並びに
各種統計等の情報
を整理・分析し、対
応策を検討、実施 

毎年度１回以上 1回 1回 1回 回 回 

同上【達成度】  【100％】 【100％】 【100％】 【％】 【％】 

長期未更新者のう
ち住所が把握でき
た全ての者に対
し、未更新期間が
３年経過時点及び
その後一定の期間
経過時点に、共済
手帳の更新、退職
金の請求等の手続
をとるよう要請 

共済手帳の更
新、退職金の請
求等の手続をと
るよう要請 

実施済 実施済 実施済   

中期目標期間の最

終年度までに、長

期未更新者数を、

前中期目標期間の

終了時の数から減

少させる 

令和４年度末 

361,995 人 
- - - - 

令和９年度末

人減少 

（人） 

 

長期未更新者のう

ち住所情報把握者

に係る前中期目標

期間の終了時から

の減少率 

【達成度】 

15％以上減少 - - - - 
％減少 

【％】 

新たに長期未更新

者に該当すること

になる被共済者の

数を中期目標期間

の最終年度までに

減少させる 

【達成度】 

13,000 人以下 - - - - 
人 

【％】 
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３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 

法人の業務実績・自己評価 
主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

 ３ 建設業退職

金共済事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 建設業退職金

共済事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 建設業退職金

共済事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 建設業退職金共済事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜評定と根拠＞ 

評定：Ｂ 

加入促進対策の効果

的実施については、効

率的かつ効果的な加入

促進対策として、関係

官公庁、関係事業主団

体等が開催する各種会

議、研修会等におい

て、制度内容や加入手

続等の説明を行うな

ど、制度の普及及び加

入勧奨を行った。加え

て、令和７年度は広報

活動の一環として、フ

ァミリーマートの

FamilyMartVisionを活

用し 15秒の制度紹介

動画を放映し労働者に

向けて広く広報の実施

を行った。さらに建退

共各都道府県支部や元

請企業、団体等と連携

し建退共制度及び電子

ポイント方式に関する

説明会を全国規模で開

催するなど、制度の普

及及び加入勧奨に努め

た結果、加入目標 

95,000 人に対し、加入

実績 93,842人（年度

目標達成率 98.8％）と

なった。 

共済契約者の事務負

担の軽減等を図るため、

電子申請専用サイトの

機能改善を行い、2025

年（令和７年）９月 22日

から新システムを稼働

させた。また、電子ポイ

ント方式の普及に向け

て「金融機関サポート

型」、「発注者推奨型」、

「地域企業リーダーシ

ップ型」、「大手企業ＤＸ

推進型」の４つの枠組み

を活かし、各所に合わせ

たアプローチを柔軟に

実施した。 

評定  
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（１）加入促進

対策の効果的実

施 

【重要度 高】 

 

 建設業に係る

技能労働者数等

の推移予測、景

気要因等による

労働需給予測に

より、加入勧奨

対象を的確に把

握した上で、関

係事業主団体と

の連携強化によ

り中期計画に定

める効率的かつ

効果的な加入促

進対策を講ずる

こと。 

 

【指標】 

中期目標期間

中に新たに加入

する被共済者数

を 47万 6,000人

以上とするこ

と。 

 

[目標設定等の考

え方] 

2022（令和

４）年度の新規

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）加入促進対

策の効果的実施

【重要度 高】 

 

① 加入促進対策

の実施 

 

建設技能労働者

数等の推移予測や

景気要因等による

労働需給予測を踏

まえ、加入勧奨対

象を的確に把握し

た上で、関係事業

主団体等との連携

強化により以下の

効率的かつ効果的

な加入促進対策を

講ずる。 

また、建設業退

職金共済（以下

「建退共」とい

う。）制度への加

入促進対策の実施

に当たっては、各

事業本部間相互に

連携して行うこと

とする。 

 

 

 

イ 広報資料等に

よる周知広報活動 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）加入促進対

策の効果的実施 

 

 

① 加入促進対策

の実施 

 

建設技能労働者

数等の推移予測や

景気要因等による

労働需給予測を踏

まえ、加入勧奨対

象を的確に把握し

た上で、関係機関

等（関係官公庁、

関係事業主団体

等）との連携強化

により以下の効率

的かつ効果的な加

入促進対策を講ず

る。 

また、建設業退

職金共済（以下

「建退共」とい

う。）制度への加

入促進対策の実施

に当たっては、各

事業本部間及び支

部相互に連携して

行うこととする。 

 

イ 広報資料等に

よる周知広報活動 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜評価の視点＞ 

 

・建設業に係る

技能労働者数等

の推移予測、景

気要因等による

労働需給予測を

踏まえ、加入勧

奨対象を的確に

把握した上で、

関係事業主団体

等との連携強化

により、中期計

画に定める効率

的かつ効果的な

加入促進対策を

講じたか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）加入促進対策の効果的実施 

 

 

 

① 加入促進対策の実施 

 

 

建設技能労働者数等の推移予測や景気要因等による労働需給予測を踏まえ、加入勧奨

対象を的確に把握した上で、関係事業主団体等との連携強化により以下の効率的かつ効

果的な加入促進対策を講じた。 

また、建退共制度への加入促進対策の実施に当たっては、各事業本部間及び支部相互

に連携して行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 広報資料等による周知広報活動 

 

以上の取組により、掛

金収入額に対する電子

ポイント方式による掛

金の原資となる退職金

ポイントの割合は、令和

７年度３月時点におい

て 9.78％となった。 

確実な退職金の支給

に向けた取組について

は、長期未更新者数は

前中期目標期間の終了

時の 361,995人から

362,032 人となり、減

少には至らなかった

が、中期目標の達成に

向け、引き続き取組を

進めていくこととす

る。 

以上を総合的に勘案

してＢ評価とする。 

 

 

 

 

 

＜評価の視点に対する

措置＞ 

・効率的かつ効果的な

加入促進対策を講じる

ため、関係官公庁、関

係事業主団体等が開催

する各種会議、研修会

等において、制度内容

や加入手続等の説明を

行うなど、制度の普及

及び加入勧奨を行っ

た。加えて、令和７年

度は広報活動の一環と

して、ファミリーマー

トの FamilyMartVision

を活用し 15秒の制度紹

介動画を放映し労働者

に向けて広く広報の実

施を行った。さらに建

退共各都道府県支部や

元請企業、団体等と連

携し建退共制度及び電

子ポイント方式に関す

る説明会を全国規模で

開催した。 

・対面開催     33回  

出席者数   751人 

・対面＋Ｗｅｂ  11回

出席者数  664人 
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加入者数（推計

値）を基礎とし

て、建設技能労

働者数（推計

値）及び 2023

（令和５）～

2027（令和９）

年度の各年度に

おける建設技能

労働者の増減率

（推計値）を踏

まえ、建設業に

おける事業主の

加入状況等も考

慮し、指標の水

準を設定するこ

ととする。 

※新規加入者数

（推計値） 

2022（令和

４）年度：

100,116 人 

 

【重要度 高】 

建設業退職金

共済制度を長期

的に持続可能と

するためには被

共済者数の安定

的な確保が不可

欠であることか

ら、重要度を高

とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ⅰ）制度内容・加

入手続等を掲載し

たパンフレット・

ポスター等の広報

資料を配布すると

ともに、ホームペ

ージ等を活用した

退職金共済制度の

周知広報を実施す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ⅱ）関係官公庁、

関係事業主団体等

に対して、広報資

料の窓口備え付

け、ポスター等の

掲示及びこれらの

機関等が発行する

広報誌等への退職

金共済制度に関す

る記事の掲載を依

頼する。 

 

 

 

 

 

 

 

ⅲ）建設業等に係

る公共事業発注機

関に対し、受注事

業者からの「掛金

ⅰ）制度内容・加

入手続等を掲載し

たパンフレット・

ポスター等の広報

資料を作成し、本

部・支部に備え付

けて配布するとと

もに、ホームペー

ジや機構のＳＮＳ

アカウント等を活

用して、制度内

容、加入手続等の

情報を提供し、退

職金共済制度の周

知広報を実施す

る。 

また、制度紹介

用動画をホームペ

ージ及び YouTube

上で配信する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ⅱ）関係機関等に

対して、広報資料

の窓口備付け、ポ

スター等の掲示及

びこれらの機関等

が発行する広報誌

等への退職金共済

制度に関する記事

の掲載を依頼す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

ⅲ）建設業等に係

る公共事業発注機

関に対し、受注事

業者からの「掛金

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ⅰ）制度内容・加入手続等を掲載したパンフレット・ポスター等の広報資料を作成し、

本部・支部、相談コーナーに備え付けて配布することにより、退職金共済制度の周知広

報をするとともに、ホームページ及び業界専門紙において、制度内容、加入手続等の情

報を提供し、退職金共済制度の周知広報を行った。 

 また、令和６年度に続きポスター・パンフレット類の印刷物の調達を一括で行い、デ

ザイン等の統一化を図るとともに、各広報資料に使用することで視覚的に建退共の広報

資料であると分かるような取組を行った。（５月 28日 委託業者決定） 

・パンフレット                           384,474部 

「建退共制度のあらまし」（外国語版含む）         42,057部 

「建設行事業主の方へ」                    81,539部 

「共済契約者のみなさま」                       918部 

「建設現場で働く方へ」                       106,886部 

「制度の手引き」                              2,035 部 

「電子申請リニュ-アル周知チラシ」             139,051部 

ポスター                              11,988 部 

・HPに「建設業退職金共済事業月報」を毎月１回掲載 

・HPにおける質問への回答                             1,125件 

・HPアクセス件数（トップページ）          1,891,981 件 

あわせて、機構のＳＮＳによる制度の周知広報を実施した。 

・掲載回数 Instagram ６回、X（旧 Twitter） ６回  計  12回 

さらに、引き続き制度紹介用動画をホームページ及び YouTube上で配信した。 

・制度説明動画                                      19,917件 

・就労実績報告作成ツール操作動画                  23,048件 

・電子ポイント方式導入関係動画                12,896件 

・バナー広告:他の HPからのアクセス件数        9,189件 

 

その他、（一財）建設業振興基金経営基盤整備支援センターが発行する、建設産業の

魅力や担い手確保に関する取り組みを定期的に紹介する「人材協定期便」について、労

働者用チラシを掲載し建設系学科を設置している工業高校、農業高校に向けて発送し

た。 

・労働者用チラシ                   2,101部 

 

ⅱ）関係官公庁、関係事業主団体等に対して、広報資料の窓口備え付け、ポスター等の

掲示及びこれらの機関等が発行する広報誌等への退職金共済制度に関する記事の掲載を

依頼した。 

・広報記事の掲載依頼        （8/8） 1,789箇所 

  （うち記事の掲載 151箇所） 

・広報資料の窓口備え付け依頼    （9/16） 3,037箇所 

  （うち備え付け 119箇所）    

 

また、（一財）建設業振興基金の協力により、建設キャリアアップシステム（ＣＣＵ

Ｓ）（以下「ＣＣＵＳ」という。）登録事業者に対し加入促進文書とパンフレットを送付

した。（7/31 45,818件） 

 

加えて、ハローワークと各職業能力関連施設等にＣＣＵＳと合同でパンフレット設置 

依頼し、あわせて、制度紹介用動画をホームページ及び YouTube上で配信した。 

 

・パンフレット設置依頼件数            664箇所 

・YouTube アクセス件数         14,749件【再掲】 

 

ⅲ）建設業等に係る公共事業発注機関に対し、受注事業者からの「掛金収納書」及び

「建設業退職金共済事業加入・履行証明書」の徴収並びに「建設業退職金共済制度掛金

充当実績総括表」の提示の要請を行い、受注事業者による「建退共現場標識」掲示の徹

底を図り、事業主及び建設技能労働者への制度普及を行った。 

・Ｗｅｂ開催   24回 

出席者数 1,632人 
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収納書」及び「建

設業退職金共済事

業加入・履行証明

書」の徴収並びに

「建設業退職金共

済制度掛金充当実

績総括表」の提示

の要請を行うとと

もに、受注事業者

による「建退共現

場標識」掲示の徹

底を図り、事業主

及び建設技能労働

者への制度普及を

行う。 

 

ⅳ）マスメディア

を活用した退職金

共済制度及び電子

申請方式の周知広

報を集中的に実施

する。 

 

 

 

 

 

 

ロ 個別事業主に

対する加入勧奨等 

 

ⅰ）機構が委嘱し

た相談員により、

各種相談等の対応

を行う。 

 

ⅱ）関係事業主団

体、工事発注者、

元請事業者等の協

力を得つつ、未加

入事業主に対する

加入勧奨を行うと

ともに、既加入事

業主に対し、新た

に雇用した者の加

入手続を必ずとる

よう要請する。 

 

 

 

 

 

 

 

収納書」及び「建

設業退職金共済事

業加入・履行証明

書」の徴取並びに

「建設業退職金共

済制度掛金充当実

績総括表」の提示

の要請を行うとと

もに、受注事業者

による「建退共現

場標識」掲示の徹

底を図り、事業主

及び建設技能労働

者への制度普及を

行う。 

 

ⅳ）マスメディア

やＷｅｂ広告等を

活用した退職金共

済制度及び電子ポ

イント方式（令和

６事業年度計画等

における「電子申

請方式」をいう。

以下同じ。）の周

知広報を集中的に

実施する。 

 

ロ 個別事業主に

対する加入勧奨等 

 

ⅰ）機構が委嘱し

た相談員により、

各種相談等の対応

を行う。 

 

ⅱ）関係事業主団

体、工事発注者、

元請事業者等の協

力を得つつ、未加

入事業主に対する

加入勧奨を行うと

ともに、既加入事

業主に対し、新た

に雇用した者の加

入手続を必ずとる

よう要請する。特

に建設キャリアア

ップシステム（Ｃ

ＣＵＳ）との連携

を進める中で民間

工事を含めた加入

勧奨を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・各都道府県支部へ普及促進措置の励行及び実施の要請  （9/26） 

・都道府県・市区町村へ制度の普及徹底・適正履行確保要請（9/26） 1,788箇所 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ⅳ）マスメディアやＷｅｂ広告を活用した退職金共済制度及び電子ポイント方式（令和

６事業年度計画等における「電子申請方式」をいう。以下同じ。）の周知広報を実施し

た。 

 

・朝の時間帯にファミリーマートの FamilyMartVisionにおいて建設業従事者向けに

制度を周知（10/14～10/27） 

・業界新聞（４社）へ電子ポイント方式広告による加入勧奨（11、12月） 

４紙×２月分の計８回 

 

 

 

 

ロ 個別事業主に対する加入勧奨等 

 

 

ⅰ）機構が委嘱した相談員により、各種相談等の対応を行った。 

・相談対応件数：5,724件 

 

 

 

ⅱ）ＣＣＵＳとの連携を進める中で民間工事を含めた加入勧奨を行う。 

・（一財）建設業振興基金の協力により、ＣＣＵＳ登録事業者に対し加入促進文書と

パンフレットを送付（7/31 45,818件）。【再掲】 

 

元請事業主等に対し、建退共制度の普及協力依頼をいただくよう文書にて協力を要請

し、未加入事業主に対する加入勧奨を行うとともに、既加入事業主に対し、新たに雇用

した者の加入手続を必ずとるよう要請することを検討。 

・元請事業主（大手） 30社（10/14） 

・パンフレット配布 

   「建退共制度のあらまし」   ３社 1,510 部 

   「建設事業主の方へ」     ２社   130部 

   「電子申請リニューアル」   ３社 1,860 部 

   「ポスター」             ５社   288部 

 

・ＰＤＦ送信 

   「建退共制度のあらまし」   ３社   217所 

   「建設事業主の方へ」      ４社   317所 

   「電子申請リニューアル」   ４社  317所 
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ⅲ）機構内及び外

部データを用いて

未加入事業主を抽

出・検証し、効率

的かつ効果的な加

入促進対策を講ず

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ハ 各種会議、研

修会等における加

入勧奨等 

 

関係官公庁、関

係事業主団体等が

開催する各種会

議、研修会等にお

いて、制度内容や

加入手続等の説明

を行うなど、制度

の普及及び加入勧

奨を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

ⅲ）機構内及び外

部データを用いて

未加入事業主を抽

出・検証し、効率

的かつ効果的な加

入促進対策を講ず

る。 

・建設業許可業者

リスト（経営事項

審査受審業者リス

トを含む）を基に

「未加入業者検索

システム（建設業

許可業者・経営事

項審査受審業

者）」により未加

入業者を抽出し、

ダイレクトメール

により加入勧奨を

行う。 

 

ⅳ）外国人労働者

に対する加入勧奨 

・建設キャリアア

ップシステム及び

一般社団法人建設

技能人材機構（Ｊ

ＡＣ）と連携しな

がら、建退共制度

に未加入の外国人

労働者を雇用して

いる事業主に対し

加入勧奨を行う。 

 

ハ 各種会議、研

修会等における加

入勧奨等 

 

関係機関等が開

催する各種会議、

研修会等におい

て、制度内容や加

入手続等の説明を

行うなど、制度の

普及及び加入勧奨

を行う。 

 

ⅰ）中小企業事業

主団体、関係業界

団体等が開催する

各種会議等で、制

度の周知広報を要

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   「ポスター」            ３社  217所 

 

ⅲ）機構内及び外部データを用いて未加入事業主を抽出・検証し、効率的かつ効果的な

加入促進対策を講じた。 

・（一財）建設業振興基金の協力により、ＣＣＵＳ登録事業者に対し加入促進文書と

パンフレットを送付。（7/31 45,818件）【再掲】 

ＣＣＵＳ登録事業所に対して、所属技能者の建退共被共済者情報の適切な登録依頼

とともに未加入事業所については建退共制度加入の案内を行った。 

 

・今後は、従来からの加入促進対策の見直しを含めてより効率的かつ効果的な方法を

検討していく。 

加入促進対策委員会の委員から、ダイレクトメールの費用対効果や紙で送付するこ

とによる環境問題の指摘を踏まえ、令和６年度から段階的に広告代理店に委託を

し、インターネット等を通じた広報・周知を積極的に実施しているところ、郵便料

金が値上げしたため、ダイレクトメールによる加入勧奨に代わり、インターネット

を活用した加入促進を一層進めていくこととし、令和７年度に建退共 HPリニュー

アル、オンライン申請可能な手続きの範囲を拡大した。 

また、ＣＣＵＳとの連携を進める中での民間工事を含めた加入勧奨、一般社団法人

建設技能人材機構（ＪＡＣ）（以下「ＪＡＣ」という。）と連携しながら、未加入の

外国人労働者を雇用している事業主に対して実施した加入勧奨を新しく実施してい

る。 

 

 

ⅳ）外国人労働者に対する加入勧奨 

・ＣＣＵＳ及びＪＡＣと連携しながら、建退共制度に未加入の外国人労働者を雇用し

ている事業主に対し加入勧奨を行うため、外国人労働者に向けた英語による制度紹

介ページを作成し、ホームページに掲載するとともに、ＪＡＣ会員企業向け発送文

書に外国人労働者を雇用している事業主向けチラシを同封して発送した（5/31 

16,860件）。 

加えて、ＪＡＣ主催の第 11回通常総会の場において、建退共制度の周知を行った

（10/28）。 

 

 

 

 

 

ハ 各種会議、研修会等における加入勧奨等 

 

 

 

一般社団法人建設産業専門団体連合会主催の「令和７年度一般社団法人建設産業専門

団体連合会 全国大会」（11/13開催）において、加入勧奨等を行った。 

・協賛名義使用の許可を取得（9/16） 

・資料への広告掲載を依頼（10/6） 

・パンフレット配布（10/16） 

 「建退共制度のあらまし」            500部 

 「電子申請リニューアル周知チラシ」  500部 

 

 

ⅰ）中小企業事業主団体、関係業界団体等が開催する各種会議等で、制度の周知広報を

要請した（192回）。 

・ＪＡＣ主催の第 11回通常総会の場において、建退共制度の周知を行った

（10/28）。 【再掲】 
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ニ 集中的な加入

促進対策の実施 

 

毎年度、加入促

進強化月間を設定

し、厚生労働省及

び国土交通省の支

援を得つつ、期間

中、全国的な周知

広報活動等を集中

的に展開する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

請する。 

 

ⅱ）都道府県、市

区町村が開催する

各種会議におい

て、制度内容、加

入手続等の説明を

行うなど、制度の

普及及び加入勧奨

の要請を行う。 

 

ⅲ）厚生労働省、

都道府県労働局及

び国土交通省が開

催する各種会議等

で、制度の周知広

報を要請する。 

 

ニ 集中的な加入

促進対策の実施 

 

10月を加入促

進強化月間とし、

厚生労働省及び国

土交通省の支援を

得つつ、期間中、

次のような活動を

行う。 

 

ⅰ）ポスター、パ

ンフレット等の広

報資料を作成、配

布する。 

 

 

ⅱ）退職金共済制

度の普及推進等に

貢献のあった者に

対する理事長表彰

を実施する。 

 

ⅲ）全国的な周知

広報活動等を集中

的に展開する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ⅱ）都道府県、市町村が開催する各種会議において、制度内容、加入手続等の説明を行

うなど、制度の普及及び加入勧奨の要請をした（19回）。 

 

 

 

 

 

 

 

ⅲ）厚生労働省及び都道府県労働局が開催する各種会議等で、制度の周知広報を要請し

た（13回）。 

 

 

 

 

 

ニ 集中的な加入促進対策の実施 

 

 

10月を加入促進強化月間とし、厚生労働省及び国土交通省の支援を得つつ、期間

中、次のような活動を行った。 

 

 

 

 

 

 

ⅰ）ポスター、パンフレット等の広報資料の作成、配布 

ポスター、パンフレット配布 

 「建退共制度のあらまし」        11,330 部 

 「労働者用チラシ」            415部 

「建退共ポスター」           10,930部 

 

ⅱ）退職金共済制度及び電子ポイント方式の普及推進等に貢献のあった者に対する理事

長表彰の対象者を決定し、本部推薦を含めた企業・事業所に表彰状並びに記念品を贈呈

した。 

・92事業所 

 

 

ⅲ）全国的な周知広報活動等を実施するため、後援依頼や関係機関への協力依頼等を行

った。 

・加入促進強化月間実施要綱 10,905部配布 

・厚生労働省宛後援名義使用許可願（6/18） 

・国土交通省宛後援名義使用許可願（7/2） 

・関係機関に対し、月間実施についての協力依頼文書を送付（9/1） 

・職業訓練校・工業高等学校への制度周知依頼（9/1） 

・業界団体専門誌広告掲載 15回 

・業界新聞（４社）へ加入促進強化月間広告の掲載（10/1） 

・業界新聞（４社）へ電子ポイント方式の広告を掲載（11、12月）【再掲】 

 

また、ホームページに特設サイトを設置し、退職金共済制度及び電子ポイント方式の

周知広報を実施、さらに、未加入事業主に向けた 15秒動画をホームページ及びＳＮＳ
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② 加入促進対策

の検証と見直し等 

 

加入促進対策の

効果については、

機構内の統計の分

析に加え、中小企

業事業主団体、関

係業界団体及び関

係労働団体の有識

者からの機構の業

務運営に対する意

見・要望等も積極

的に収集し、検証

等を行う。 

効果の検証結果

を踏まえ、毎年

度、加入促進対策

の見直しを実施す

る。 

 

 

 

ⅳ）厚生労働省及

び国土交通省の支

援を得つつ、「建

設業退職金共済制

度加入促進等連絡

会議」を開催し、

専門工事業団体等

に対し、退職金共

済制度の普及及び

加入促進等につい

て協力依頼を行

う。 

 

ⅴ）元請事業主に

対し下請事業主の

加入指導及び事務

受託の推進を依頼

する。あわせて、

工事現場等で建退

共事業への認識を

高めるための労働

者用チラシの備付

け・配布及び建退

共現場標識の掲示

を依頼する。 

 

ⅵ）新聞等のマス

メディアを活用し

た広報を実施す

る。 

 

② 加入促進対策

の検証と見直し等 

 

加入促進対策の

効果については、

機構内の統計の分

析に加え、中小企

業事業主団体、関

係業界団体及び関

係労働団体の有識

者からの機構の業

務運営に対する意

見等も積極的に収

集し、検証等を行

う。 

効果の検証結果

を踏まえ、加入促

進対策の見直しを

実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

で配信し、全国的な周知広報を展開した。 

 

ⅳ）厚生労働省及び国土交通省の支援を得つつ、「建設業退職金共済制度加入促進等連

絡会議」を開催した。 

開催日 10/3（関係団体 60団体中、28団体出席） 

依頼事項 

・加入促進活動について 

・電子申請専用サイトのリニューアルについて 

・電子ポイント方式におけるインセンティブ付与について 

 

あわせて、専門工事業団体の協力を得られるよう、制度普及促進及び未加入事業所に

対する加入勧奨協力依頼文書を送付した。 

・要請件数 30社（10/14） 

 

 

ⅴ）元請事業主に対し未加入下請事業主への加入指導及び事務受託の推進を依頼した。

あわせて、工事現場等で建退共事業への認識を高めるための労働者用チラシの備え付

け・配布のための周知依頼を行い、備え付け・配布を行った。 

・「建設現場で働く方へ」    6,388部 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ⅵ）新聞等のマスメディアを活用した広報を実施した。 

・業界専門紙（４社）への掲載依頼 

加入促進強化月間広告及び電子ポイント方式の普及促進に貢献のあった大手企業に

理事長表彰を実施し、トップインタビュー記事を掲載（10/1）。 

 

② 加入促進対策の検証と見直し等 

 

 

加入促進対策委員会を四半期ごとに開催し、中小企業事業主団体・関係業界団体及び

関係労働団体の有識者からの機構の業務運営に対する意見・要望等も積極的に収集して

活用し、検証を行った。 

 

第１回加入促進対策委員会（6/5） 

・加入促進及び履行確保活動について 

・電子ポイント方式の利用促進に関する活動について 

 

第２回加入促進対策委員会（9/5） 

・次期電子申請システムの概要 

・システム移行期間における就労実績報告作成ツールを利用した掛金納付の操作方法

について 

・ＣＣＵＳとの連携強化の概要 

 

第３回加入促進対策委員会（12/15） 

・「建退共制度検討会議報告書」を送付し、第４回加入促進対策委員会に意見等を頂

戴することを依頼。 
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（２）サービス

の向上 

【重要度 高】 

【困難度 高】 

 

① 電子申請方

式の利用促進 

 

 確実な掛金納

付・退職金支

給、共済契約者

の事務負担の軽

減等を図ること

を目的として導

入した電子申請

方式について、

建設キャリアア

ップシステム

（ＣＣＵＳ）と

のデータ連携

や、オンライン

申請機能・メニ

ューの充実・改

善を行うことに

より、一層の利

用促進を図るこ

と。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 加入目標数 

 

最近における加

入状況、財務内容

及び建設業におけ

る産業・雇用状況

を勘案して、中期

目標期間中に新た

に加入する被共済

者数を 47万

6,000人以上とす

る。 

 

（２）サービスの

向上 

【重要度 高】 

【困難度 高】 

 

① 電子申請方式

の利用促進 

 

確実な掛金納

付・退職金支給、

元請事業者等の共

済契約者の事務負

担の軽減等を図る

ために前中期目標

期間において導入

した電子申請方式

の一層の利用促進

を図る。 

具体的には、事

業者向けだけでは

なく、事業者の協

力会社や工事発注

者、労働関係団体

などニーズに応じ

たオーダーメイド

型の説明会の開

催、電子申請専用

の相談窓口を設け

集中的に普及促進

を図るモデル地区

の設置、既存の共

済契約者に対し、

電子申請方式の利

用者ＩＤを交付す

るような仕組みの

構築をするととも

 

 

 

 

 

③ 加入目標数 

 

2025（令和７）

年度における新た

に加入する被共済

者数を９万 5,000

人以上とする。 

 

 

 

 

 

 

（２）サービスの

向上 

 

 

 

① 電子ポイント

方式の利用促進等 

 

確実な掛金納

付・退職金支給、

元請事業者等の共

済契約者の事務負

担の軽減等を図る

ために前中期目標

期間において導入

した電子ポイント

方式の一層の利用

促進を本部及び支

部相互に連携し図

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜定量的指標＞ 

・2025（令和

７）年度におけ

る新たに加入す

る被共済者数

を、９万 5,000

人以上とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜評価の視点＞ 

 

・建退共制度に

おける確実な掛

金納付・退職金

支給、元請事業

者等の共済契約

者の事務負担の

軽減等を図るた

めに前中期目標

期間において導

入した電子ポイ

ント方式の一層

の利用促進を本

部及び支部相互

に連携し図った

か。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第４回加入促進対策委員会（2/9） 

・加入促進及び履行確保活動について 

・建退共制度検討会議報告書について 

・電子ポイント方式の利用促進に関する活動について 

 

③ 加入目標数 

 

令和７年度の加入目標 95,000人に対し、加入実績 93,842 人（年度目標達成率

98.8％）となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）サービスの向上 

 

 

 

 

① 電子ポイント方式の利用促進 

 

 

確実な掛金納付・退職金支給、元請事業者等の共済契約者の事務負担の軽減等を図る

ため、電子申請専用サイトの機能改善を行い、2025年（令和７年）９月 22日から新シ

ステムを稼働させた。 

 

また、電子化に慎重な事業者や、電子化困難な事業所等については、より手厚いフォ

ローアップが必要なことから、そのための支援メニューや支援体制の整備について検討

を始めた。 

 

その他、「金融機関サポート型」、「発注者推奨型」、「地域企業リーダーシップ型」、

「大手企業ＤＸ推進型」の４つの枠組みを活かした取り組みは、以下のとおり。 

 

【金融機関サポート型】 

・金融機関において電子ポイント方式のパンフレット設置（全 22行） 

・常陽銀行と共催で掛金納付電子化セミナーを実施（全４回） 

 

【発注者推奨型】 

・地方整備局が主催したＣＣＵＳ処遇改善推進協議会において、電子ポイント方式の

メリット等を説明し、発注者側の理解を深めてもらうとともに電子ポイント方式の推奨

を依頼した。 

中部地方整備局（1/30） 

東北地方整備局（2/12） 

中国地方整備局（2/16） 

関東地方整備局（2/19） 

 

【地域企業リーダーシップ型】 

・宮城県庁、東北地方整備局、および宮城県建設業協会を訪問し電子ポイント方式の

協力を依頼 

・宮城建設女性の会の会員等へ電子化セミナーの開催を実施（3/10） 

 

 

 

 

 

 

・令和７年度の加入目

標 95,000 人に対し、

加入実績 93,842人

（年度目標達成率

98.8％）となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜評価の視点に対する

措置＞ 

・事業者の協力会社や

労働関係団体などの説

明会参加者に対し、多

様な手法やニーズに応

じたオーダーメイド型

の説明会を開催した。 

・通常開催 26回（対面  

０回/Ｗｅｂ19回/対面

+Ｗｅｂ ７回）出席者

数 1,953名 

・支部独自開催 36回

（対面 33回/Ｗｅｂ  

１回/対面+Ｗｅｂ ２

回）出席者数  894

名 

・元請企業・団体開催   

６回（対面  ０回/Ｗ

ｅｂ  ４回/対面+Ｗｅ

ｂ ２回）出席者数  

200名 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



50 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

に、申請件数の多

い共済手帳の更新

手続等について、

オンラインを活用

した仕組みで申請

するシステムの構

築を目指す。 

あわせて共済契

約者が保有する建

設業許可番号等を

活用することで、

共済契約者の住所

等の変更手続のワ

ンストップ化を図

る。 

さらに、建設キ

ャリアアップシス

テム（ＣＣＵＳ）

との更なる連携強

化や就労実績報告

作成ツールの機能

改善を図る。 

以上の取組によ

り、中期目標期間

中に電子申請専用

サイトの利用者登

録（ログイン）を

行う共済契約者数

を半数以上とする

とともに、電子申

請方式による掛金

の原資となる退職

金ポイントの額を

掛金収入額（※）

の 30％以上とす

る。 

（※掛金収入額と

は共済証紙と退職

金ポイントの額を

合算したもの） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 事業者向けだ

けではなく、事業

者の協力会社や工

事発注者、労働関

係団体などの説明

会参加対象者に対

し、電子ポイント

方式の概要や基本

的な操作のほか、

元請下請間の事務

負担の軽減を図る

ため建設キャリア

アップシステムと

のデータ連携な

ど、多様な手法や

ニーズに応じたオ

ーダーメイド型の

説明会を開催す

る。 

 

ロ 電子ポイント

方式の普及促進を

図るモデル地区に

おいて、同方式の

普及促進活動を集

中的に実施した

2024（令和６）年

度の実績を踏まえ

て効果検証を行

い、更なる効果的

な電子ポイント方

式の利用促進策を

検証する。 

 

ハ 事務手続につ

いても、より分か

りやすく、かつ使

いやすいオンライ

ンを活用した仕組

みで申請するシス

テムを導入する。 

 

ニ 電子申請専用

サイトにおいて

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・奈良県建設業協会において電子化セミナーの開催に係る説明を実施（2/19） 

 

【大手企業ＤＸ推進型】 

・大手特別共済契約者に対し、訪問等により電子ポイント方式の利用促進及び導入を

依頼 

・電子ポイント方式未導入の大手特別共済契約者にヒアリングを行い、導入に向けた

課題及び対策についての認識を共有 
・既に電子ポイント方式を導入している大手特別共済契約者に対し、導入までの経緯

や取組及び現在の課題等についてヒアリングを実施 
 

イ 事業者の協力会社や労働関係団体などの説明会参加者に対し、多様な手法やニーズ

に応じたオーダーメイド型の説明会を開催した。 

 

・厚生労働省宛後援名義使用許可願（6/16） 

・国土交通省宛後援名義使用許可願（7/25） 

 

・通常開催       26回（対面 ０回/Ｗｅｂ  19回/対面+Ｗｅｂ ７回） 

            出席者数 1,953名 

・支部独自開催     36回（対面 33回/Ｗｅｂ  １回/対面+Ｗｅｂ ２回） 

            出席者数  894名 

・元請企業・団体開催  ６回（対面 ０回/Ｗｅｂ  ４回/対面+Ｗｅｂ ２回） 

            出席者数  200名 

 

 

 

 

 

 

 

（電子ポイント方式利用促進のためのモデル地区における取組） 

ロ 2024（令和６）年度の実績を踏まえて効果検証を行い、電子ポイント方式の更なる

普及促進を図る為、また同方式の普及促進活動を集中的に実施することを目的とし、外

部のコンサルティング会社に協力を仰ぎ、モデル地区の再選定に向けて打ち合わせを行

い、効果的な電子ポイント方式の利用促進策を検討した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ハ 令和７年９月 22日にリニューアルされた電子申請専用サイトにおいて、ユーザー

が見やすくかつ使いやすくする他、簡易的なエラーチェックを実施した上でオンライン

申請ができるようにする等機能を備えた上で、９月 30日からすべての手続きについ

て、オンライン申請を可能とした。 

 

 

 

（電子ポイント方式利用促進のためのシステム改善） 

ニ 共済契約者からの意見を踏まえ、利便性の向上及び処理の迅速化を実現するための

機能改善を行い、2025年（令和７年）９月 22日から新システムを稼働させた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜業務運営上の課題及

び改善方策＞ 

電子ポイント方式の

さらなる普及拡大に向

けて、上記の４つの枠

組みを活用した取組や

システム改修等を継続

して行うなど、これま

で以上に電子ポイント 

方式の普及促進を図る

ことが必要である。  

 

＜令和６年度業務実績

評価結果の反映状況＞ 

確実な掛金納付・退職

金支給、元請事業者等

の共済契約者の事務負

担の軽減等を図るた

め、電子申請専用サイ

トの機能改善を行い、

2025年（令和７年）９

月 22日から新システ

ムを稼働させた。ま

た、「金融機関サポー

ト型」、「発注者推奨

型」、「地域企業リーダ

ーシップ型」、「大手企

業ＤＸ推進型」の４つ

の枠組みを活かした取

り組みを実施した。さ

らに、電子ポイント方

式を利用する共済契約

者へのインセンティブ

付与等の方策として、

令和７年 10月１日か

ら「退職金ポイント還

元キャンペーン」を実

施しポイント還元額は

約 4,900 万円となり、

還元キャンペーン中に

初めて退職金ポイント

を購入した共済契約者
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② 業務処理の

効率化 

 

 加入者の利便

性の向上及び機

構内の事務処理

の簡素化・迅速

化を図る観点か

ら、諸手続、事

務処理等の再点

検を行い、必要

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 業務処理の効

率化 

 

イ 加入者等が行

う諸手続や提出書

類の合理化を図る

とともに、機構内 

の事務処理の簡素

化・迅速化を図る

観点から、諸手

続、事務処理等の

は、共済契約者か

らの意見を踏ま

え、2025（令和

７）年秋のリプレ

ースに向けて利便

性の向上及び処理

の迅速化を実現す

るための機能改善

を行う。 

また、デモサイト

を用いた操作説明

会を開催するな

ど、リプレースに

合わせて支部及び

共済契約者に周知

を図る。 

 

 

ホ 電子ポイント

方式の普及拡大に

向けて、電子ポイ

ント方式を利用す

る共済契約者への

インセンティブ付

与等の方策を検討

する。 

 

 

以上の取組によ

り、2025（令和

７）年度中に電子

ポイント方式によ

る掛金の原資（退

職金ポイント）の

額を掛金収入額

（※）の 12％以

上とする。（※掛

金収入額とは共済

証紙と退職金ポイ

ントの額を合算し

たもの） 

 

 

② 業務処理の効

率化 

 

イ 加入者等が行

う諸手続や提出書

類の合理化を図る

とともに、本部・

支部の事務処理の

簡素化・迅速化を

図る観点から、諸

手続、事務処理等

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜定量的指標＞ 

 

・2025（令和

７）年度中に電

子ポイント方式

による掛金の原

資となる退職金

ポイントの額を

掛金収入額の

12％以上とする

こと。 

 

 

 

 

 

 

 

＜評価の視点＞ 

 

・加入者の利便

性の向上及び機

構内の事務処理

の簡素化・迅速

化を図る観点か

ら、諸手続及び

主な改善点は以下のとおり。 

・就労報告からポイント充当処理までをＷＥＢ上で完結 

・ＣＣＵＳの工事情報及び就労報告の連携をＷＥＢ上で完全連携 

・就労報告及びＣＣＵＳ連携における処理完了までの期間を短縮 

 

また、ＣＣＵＳとの更なる連携強化を図るため、ＣＣＵＳを運営する（一財）建設業振

興基金との連携会議を定期的に実施した。 

 

事業者の協力会社や労働関係団体などの説明会参加者に対し、多様な手法やニーズに応

じたオーダーメイド型の説明会を開催した。【再掲】 

 

・通常開催       26回（対面 ０回/Ｗｅｂ 19回/対面+Ｗｅｂ ７回） 

            出席者数 1,953名 

・支部独自開催     36回（対面 33回/Ｗｅｂ  １回/対面+Ｗｅｂ ２回） 

            出席者数  894名 

・元請企業・団体開催  ６回（対面 ０回/Ｗｅｂ  ４回/対面+Ｗｅｂ ２回） 

            出席者数  200名【再掲】 

 

ホ 電子ポイント方式を利用する共済契約者へのインセンティブ付与等の方策として、

令和７年 10月１日から「退職金ポイント還元キャンペーン」を以下のとおり実施した。 

・対象期間 令和７年 10月から令和８年３月 

・対象者 退職金ポイント購入を行った全ての共済契約者 

・ポイント還元率 対象期間内に購入された退職金ポイントの２％（ＣＣＵＳとのデ

ータ連携を行う工事においては５％） 

 

ポイント還元額は約 4,900 万円となり、還元キャンペーン中に初めて退職金ポイントを

購入した共済契約者は 401社となった。 

 

以上の取組により、掛金収入額に対する電子ポイント方式による掛金の原資となる退

職金ポイントの割合は、令和７年度３月時点において 9.78％となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 業務処理の効率化 

 

 

イ 加入者が行う諸手続について、簡易・迅速に行えるように、９月 30日から全ての

手続きにおいてオンライン申請が可能となったことに伴い、各都道府県支部へオンライ

ン申請の利用手順についての説明会を行った。 

 

 

 

 

 

は 401社となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・各都道府県支部及び

大手共済契約者の協力

のもと、電子ポイント

方式の利用促進等に向

けた説明会を実施した

こと等により、掛金収

入額に対する電子ポイ

ント方式による掛金の

原資となる退職金ポイ

ントの割合は、令和７

年度３月時点において

9.78％となった。 

  

 

 

 

＜評価の視点に対する

措置＞ 

・加入者が行う諸手続

について、簡易・迅速

に行えるように、９月

30日から全ての手続き

においてオンライン申

請が可能となったこと
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に応じて見直し

を行うこと。 

 また、契約及

び退職金給付に

当たり、引き続

き、厳正かつ迅

速な審査を実施

すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 情報提供の

充実、加入者か

らの照会・要望

等への適切な対

応等 

 共済契約者等

の利便性を高め

る観点から、ホ

ームページや電

子申請専用サイ

トの充実を図る

ほか、共済契約

者等のニーズに

即した相談対

応、情報提供を

行う等により、

相談業務及び情

報提供の質の向

上を図ること。 

 

再点検を行い、見

直しを行う。特

に、加入者が行う

諸手続について、

ホームページや電

子申請専用サイト

から簡易・迅速に

行うことを検討、

実施する。 

 

ロ 加入者等の各

種手続の迅速化を

目的とし、業務シ

ステムの再構築の

可能性について検

討する。 

 

ハ 契約及び退職

金給付に当たり、

厳正な審査を引き

続き実施しつつ、

受付日から 22業

務日以内に退職金

を全数支給する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 情報提供の充

実、加入者からの

照会・要望等への

適切な対応等 

 

イ 加入者等に対

する個別の相談業

務については、引

き続きサービスの 

向上を図る。 

また、制度・手

続に関する照会・

要望等について回

答の標準化を図

り、ホームページ

掲載のＱ＆Ａに反

映する。 

 

 

 

の再点検を行い、

今後、ホームペー

ジや電子申請専用

サイトから加入者

が行う諸手続につ

いて、簡易・迅速

に行えるように検

討、実施する。 

 

 

ロ 加入者等の各

種手続の迅速化を

目的とし、業務シ

ステムの再構築の

可能性について検

討する。 

 

ハ 契約及び退職

金給付に当たり、

厳正な審査を引き

続き実施しつつ、

受付日から 22業

務日以内に退職金

を全数支給する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 情報提供の充

実、加入者からの

照会・要望等への

適切な対応等 

 

イ 加入者等に対

する個別の相談業

務については、引

き続き電話により

行いサービス向上

を図る。特に電子

ポイント方式に係

る相談等について

は、専用のコール

センターによりき

め細やかな対応を

行う。 

また、制度・手

続に関する照会等

について回答の標

事務処理等の再

点検を行い、必

要に応じて見直

しを行ったか。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜定量的指標＞ 

 

・退職金請求に

ついて、受付日

から 22業務日

以内に、退職金

を全数支給する

こと。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜評価の視点＞ 

 

・共済契約者等

の利便性を高め

る観点からホー

ムページの充実

を図るほか、共

済契約者等のニ

ーズに即した相

談対応、情報提

供を行う等によ

り、相談業務及

び情報提供の質

の向上を図った

か。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ロ 加入者等の各種手続の迅速化を目的とし、業務システムの再構築の可能性について

検討するために、コンサルティング業者との契約を締結した。 

 

 

 

 

 

ハ 契約及び退職金給付に当たり、厳正な審査を引き続き実施しつつ、受付日から 22

業務日以内に退職金を全数支給した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 情報提供の充実、加入者からの照会・要望等への適切な対応等 

 

 

 

 

イ 加入者等に対する個別の相談業務については、電話及びコールセンターによりきめ

細やかな対応を行った。 

 

相談対応件数：      5,724件【再掲】 

コールセンター件数：   28,418件 

ホームページのＱ＆Ａ件数：1,083件 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

に伴い、各都道府県支

部へオンライン申請の

利用手順についての説

明会を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・退職金給付に当た

り、厳正な審査を引き

続き実施しつつ、受付

日から 22業務日以内

に退職金を全数支給し

た。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜評価の視点に対する

措置＞ 

・ホームページのコン

テンツ作成業務を調達

し、ホームページのリ

ニューアルに向けて各

課担当者で構成するプ

ロジェクトチームによ

る全面的コンテンツの

見直しを経て令和８年

３月 25日にリニューア

ル版のホームページを

公開した。 

また、加入者等に対

する個別の相談業務に

ついては、電話及びコ

ールセンターによりき

め細やかな対応を行っ

た。 
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④ 積極的な情

報の収集及び活

用 

 

 加入者、関係

団体等の意見・

要望並びに各種

統計等の情報を

整理するととも

に、実態調査等

により積極的に

情報を収集した

上で、当該情報

を分析して対応

策を検討し、建

設業退職金共済

事業の運営に反

映させることに

 

 

 

 

 

ロ 加入者等の手

続に係るユーザビ

リティの改善及び

視認性の向上のた

め、ホームページ

の再構築を行う。 

また、アクセス

ユーザーのニーズ

を収集・分析する

ことにより、ホー

ムページの内容の

充実化、効果的か

つ戦略的な加入促

進対策につなげ

る。 

 

ハ 電子申請専用

サイトにおいて

は、連絡通知機能

を使って、共済契

約者に対し迅速な

情報提供を行うと

ともに、共済契約

者からの意見や要

望をとりまとめ、

分かりやすく、か

つ使いやすいシス

テムに改善してい

くことで利便性の

向上に努める。 

 

④ 積極的な情報

の収集及び活用 

 

 

イ 加入促進強化

月間等における訪

問や参与会等の場

を活用して、中小 

企業事業主団体・

関係業界団体及び

関係労働団体の有

識者から、機構の

業務運営に対する

意見・要望等を聴

取する。 

 

 

 

準化を図り、ホー

ムページ掲載のＱ

＆Ａに反映する。 

 

 

ロ 令和６年度に

実施したニーズの

分析及びコンテン

ツの見直し等の調

査検討業務におい

て確定した方針や

サイト構成などを

踏まえ、電子申請

専用サイトのリプ

レース時期に合わ

せてホームページ

の再構築を行う。 

 

 

 

 

ハ 電子申請専用

サイトにおいて

は、連絡通知機能

を使って、共済契

約者に対し迅速な

情報提供を行うと

ともに、共済契約

者からの意見・要

望をとりまとめ、

分かりやすく、か

つ使いやすいシス

テムに改善してい

くことで利便性の

向上に努める。 

 

④ 積極的な情報

の収集及び活用 

 

 

イ 加入促進強化

月間等における訪

問や参与会等の場

を活用して、中小

企業事業主団体・

関係業界団体及び

関係労働団体の有

識者から、機構の

業務運営に対する

意見等を聴取す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ロ ホームページのコンテンツ作成業務を調達し、ホームページのリニューアルに向け

て各課担当者で構成するプロジェクトチームによる全面的コンテンツの見直しを経て令

和８年３月 25日にリニューアル版のホームページを公開した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ハ 電子申請専用サイトの連絡機能を使って、共済契約者に対し迅速な情報提供を行っ

た。 

また、共済契約者からの意見や要望をとりまとめ、電子申請専用サイトの改修に反映

させた。 

さらに、電子ポイント方式専用のコールセンターを通じて受けた要望等を、システム

の改善及びホームページ掲載の各種マニュアルに反映させるなど、利便性の向上に努め

た。 

 

 

 

 

 

 

 

 

④ 積極的な情報の収集及び活用 

 

 

 

イ 加入促進強化月間等における訪問や参与会等の場を活用して、中小企業事業主団

体・関係業界団体及び関係労働団体の有識者から、機構の業務運営に対する意見・要望

等を聴取した。 

・中退共・特退共合同参与会（9/1、3/26） 

・運営委員会・評議員会（6/27、3/13） 

・財務問題・基本問題検討委員会（6/27、11/18） 
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より、当該事業

の改善を図るこ

と。 

 

【指標】 

・中期目標期間

中に電子申請専

用サイトの利用

者登録を行う共

済契約者数を半

数以上とするこ

と。 

・中期目標期間

中に電子申請に

よる掛金の原資

となる退職金ポ

イントの額を掛

金収入額の 30％

以上とするこ

と。 

・退職金請求に

ついて、受付日

から 22業務日以

内に、退職金を

全数支給するこ

と。 

・毎年度１回以

上、加入者、関

係団体等の意

見・要望並びに

各種統計等の情

報を整理・分析

し、対応策を検

討、実施するこ

と。 

 

[目標設定等の考

え方] 

・電子申請方式

の利用の現状を

踏まえつつ、既

存の契約者に対

して電子申請方

式の利用者ＩＤ

を交付する仕組

みを構築するこ

とを通じて利用

促進を図ること

等を考慮し、指

標を設定する。 

※電子申請専用

サイトログイン

率 4.9％、掛金

収入額における

ロ 毎月の加入状

況、退職金支払状

況等に関する統計

を整理・分析する

とともに、毎年度

１回以上、加入

者、関係団体等の

意見・要望及び各

種統計等の情報を

整理・分析する。

その結果を踏まえ

て対応策を検討

し、建退共事業の

運営に反映させる

ことにより、当該

事業の改善を図

る。 

 

ハ アクセスユー

ザーのニーズを収

集・分析すること

により、ホームペ

ージの内容の充実

化、効果的かつ戦

略的な加入促進対

策につなげる。

【再掲】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ロ 毎月の加入状

況、退職金支払状

況等に関する統計

を整理・分析する

とともに、加入

者、関係団体等の

意見・要望及び各

種統計等の情報を

整理・分析する。

その結果を踏まえ

て対応策を検討

し、建退共事業の

運営に反映させる

ことにより、当該

事業の改善を図

る。 

 

 

ハ 令和６年度に

実施したニーズの

分析及びコンテン

ツの見直し等の調

査検討業務におい

て確定した方針や

サイト構成などを

踏まえ、電子申請

専用サイトのリプ

レース時期に合わ

せてホームページ

の再構築を行う。

【再掲】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜定量的指標＞ 

 

・毎年度１回以

上、加入者、関

係団体等の意

見・要望並びに

各種統計等の情

報を整理・分析

し、対応策を検

討、実施するこ

と。 

 

 

 

＜評価の視点＞ 

 

・加入者及び関

係団体等の意

見・要望並びに

各種統計等の情

報を整理・分析

して対応策を検

討し、建退共事

業の運営に反映

させることによ

り、当該事業の

改善を図った

か。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ロ 加入状況、退職金支払状況に関する統計資料を、ホームページに掲載した。 

・事業月報（毎月） 

・事業年報（10月） 

 

また、令和７年３月の労働政策審議会勤労者生活分科会中小企業退職金共済部会にお

いて、建設労働者等の技能レベル等に応じた処遇改善に資するよう、複数掛金制度のあ

り方についても検討を進め、退職金額の水準の向上等を図ることとされたことを受け、

令和７年４月に建退共制度検討会議を理事長の検討会として設置し、計４回にわたる議

論を経て、複数掛金制度、民間工事への普及拡大、電子化の推進について報告書をとり

まとめた。当該報告書については厚生労働省に提出するとともに、ホームページ等で公

表した。 

 

建退共制度検討会議（4/25、5/29、6/24、9/19） 

 

 

 

 

 

ハ ホームページのコンテンツ作成業務を調達し、ホームページのリニューアルに向け

て各課担当者で構成するプロジェクトチームによる全面的コンテンツの見直しを経て令

和８年３月 25日にリニューアル版のホームページを公開した。【再掲】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・加入促進強化月間等

における訪問や参与会

等の場を活用して、中

小企業事業主団体・関

係業界団体及び関係労

働団体の有識者から、

機構の業務運営に対す

る意見・要望等を聴取

した。 

 

 

 

＜評価の視点に対する

措置＞ 

・加入者及び関係団体

等の意見・要望並びに

各種統計等の情報を整

理・分析し、対応策を

検討し、建退共事業の

運営に反映させること

により、当該事業の改

善を図った結果、各機

関と調整を行った。 
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退職金ポイント

の額の比率 

3.1％（2022（令

和４）年 12月現

在） 

・前中期目標の

水準を、退職金

請求の事務処理

期限の指標とし

て設定すること

とする。 

※前中期目標期

間（2018（平成

30）～2022（令

和４）年度）に

目標として定め

た処理日数の最

終期限（業務

日）22 日 

・建設業退職金

共済制度を取り

巻く環境の変化

を把握し、迅速

に対応するため

に、毎年度１回

以上、統計等の

各種情報を整

理・分析し、事

業を改善するこ

とを指標とする

こととする。 

 

【重要度 高】 

 建設技能労働

者の高齢化や建

設業界の人手不

足の深刻化とい

った状況の中、

建設業退職金共

済制度の加入者

の利便性の向上

を図る必要があ

ることから、重

要度を高とす

る。 

 

【困難度 高】 

 電子申請方式

導入後も就労実

績報告作成ツー

ルの改良を行う

など継続して利

用者の利便性向

上を図るもの
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の、中小零細企

業ではパソコン

やインターネッ

トが必ずしも十

分に活用されて

いない実態もあ

り、電子申請方

式の利用が進ん

でいない現状に

あることから、

困難度を高とす

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）確実な退

職金の支給に向

けた取組 

 

① 長期未更新

者数の縮減等の

ための取組 

 

 過去３年以上

手帳の更新を行

っていない被共

済者（以下「長

期未更新者」と

いう。）の縮減の

観点から、新規

加入時及び共済

手帳更新時にお

ける被共済者の

住所把握を徹底

するとともに、

長期未更新者に

対する現況調査

により、共済手

帳の更新、退職

金の請求等の手

続をとるよう要

請すること。 

 特に住所が把

握できた長期未

更新者について

は、全員に対し

取組を強化する

こと。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）確実な退職

金の支給に向けた

取組 

 

① 長期未更新者

数の縮減等のため

の取組 

 

建退共事業にお

ける過去３年以上

手帳更新を行って

いない被共済者 

（以下「長期未更

新者」という。）

のうち、業界引退

者への確実な退職

金支給のための以

下の取組等を行

い、中期目標期間

の最終年度まで

に、長期未更新者

数を前中期目標期

間の終了時の数か

ら減少させる。特

に、住所が把握で

きた長期未更新者

については前中期

目標期間の終了時

の数から 15％以

上減少させる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）確実な退職

金の支給に向けた

取組 

 

① 長期未更新者

数の縮減等のため

の取組 

 

建退共事業にお

ける過去３年以上

手帳更新を行って

いない被共済者

（以下「長期未更

新者」という。）

のうち、業界引退

者への確実な退職

金支給のための以

下の取組等を行

い、中期目標期間

の最終年度まで

に、長期未更新者

数を前中期目標期

間の終了時の数か

ら減少させる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜評価の視点＞ 

 

・新規加入時及

び共済手帳更新

時における被共

済者の住所把握

を徹底するとと

もに、過去３年

間手帳更新がな

い被共済者及び

高齢の被共済者

に対する現況調

査により、共済

手帳の更新又は

退職金の請求等

の手続をとるよ

う要請したか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）確実な退職金の支給に向けた取組 

 

 

 

① 長期未更新者数の縮減等のための取組 

 

 

 

建退共事業における過去３年以上手帳更新を行っていない被共済者（以下「長期未更

新者」という。）のうち、業界引退者への確実な退職金支給のための以下の取組等を行

い、中期目標期間の最終年度までに、長期未更新者数を前中期目標期間の終了時の数か

ら減少させるよう以下の取組を実施し、令和７年度においても前中期目標期間の終了時

の数までは至らなかったものの減少となった。 

また、これまでの取組みに加え、千葉県にて社会保険労務士による退職金請求手続き

代行業務を試行的に実施すること及び、調査のＷｅｂ化ならびに住所未判明者の一括設

定を可能とするシステム改修を実施するための準備を行った。 

 

 

長期未更新者数 

・前中期目標期間終了時 361,995人 

     令和５年度末 362,224人  （+229 人） 

     令和６年度末 363,500人 （+1,505人） 

     令和７年度末 362,032人 （+37人） 

 

         （対前中期目標期間終了時比） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜評価の視点に対する

措置＞ 

・新規加入時及び共済

手帳更新時における被

共済者の住所把握を徹

底するとともに、過去

３年間手帳更新がない

被共済者及び高齢の被

共済者に対する現況調

査により、共済手帳の

更新又は退職金の請求

等の手続をとるよう要

請した。 

また、新たな取組とし

て、今まで対象として

いなかった住所を把握

している大手・任意組

合・事務組合に所属す

る長期未更新者に退職

金請求勧奨を実施する

とともに、退職金請求

手続きが困難な長期未

更新者に対する社会保

険労務士による退職金

請求手続き代行業務に

ついて、千葉県社会保

険労務士会と試行的実

施に向けて準備を行っ

た。 
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 被共済者の重

複加入の確認を

徹底し、重複加

入及び退職金の

支払い漏れを防

止すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 加入者全体を

対象とした取組 

 

ⅰ）新規加入時及

び共済手帳更新時

に被共済者の住所

把握を徹底し、建

退共制度に加入し

たことを本人に通

知するとともに、

共済手帳の住所欄

に被共済者の住所

を記載してもらう

ことを徹底する。 

 

ⅱ）加入者、退職

者に加え、住所把

握した長期未更新

者等についても名

寄せを行い、重複

加入が疑われる被

共済者に対し重複

の有無を確認す

る。確認の結果、

追加支給等を行

い、退職金の支給

漏れを防止する。 

 

 

 

 

 

ⅲ）工事現場にお

ける「建退共現場

標識」、ハローワ

ークや各種説明会 

等を活用し、共済

手帳の更新、退職

金の請求等の手続

をとるよう注意喚

起を行う。 

 

ⅳ）マスメディア

を活用した退職金

請求に関する広報

を実施し、フリー

ダイヤルにて問合

 

 

 

 

 

 

 

イ 加入者全体を

対象とした取組 

 

ⅰ）新規加入時及

び共済手帳更新時

に被共済者の住所

把握を徹底し、建

退共制度に加入し

たことを本人に通

知するとともに、

共済手帳の住所欄

に被共済者の住所

を記載してもらう

ことを徹底する。 

 

ⅱ）新規加入時、

退職時に名寄せを

行い、重複加入が

疑われる被共済者

に対し重複の有無

を確認する。確認

の結果、追加支給

等を行い、退職金

の支給漏れを防止

する。 

 

 

 

 

 

 

 

ⅲ）工事現場にお

ける「建退共現場

標識」、ハローワ

ークや各種説明会

等を活用し、共済

手帳の更新、退職

金の請求等の手続

をとるよう注意喚

起を行う。 

 

ⅳ）テレビ、新聞

などマスメディア

を活用した退職金

請求に関する広報

を実施し、フリー

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜評価の視点＞ 

 

・被共済者の重

複加入の確認を

徹底し、重複加

入及び退職金の

支払い漏れを防

止したか。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・重複加入が疑

われる被共済者

に対し重複加入

調査票を送付し

 

 

 

 

 

 

 

イ 加入者全体を対象とした取組 

 

 

ⅰ）新規加入時及び共済手帳更新時に被共済者の住所把握を徹底し、建退共制度に加入

したことを本人に通知するとともに、共済手帳の住所欄に被共済者の住所を記載しても

らうことを徹底した。 

通知件数  93,842人 

更新件数 619,284件 

 

 

 

 

 

 

 

ⅱ）新規加入者及び退職者に対する重複チェックを行った。 

 

・被共済者の加入時に名寄せを行い、重複加入が疑われる被共済者には重複可能性調

査票を送付し、重複の有無を確認した。確認の結果、重複があるときは、これを解

消した。 

（新規加入者に対する重複チェック） 

令和７年度新規加入者  93,842人 

うち重複加入者      1,643人 

 

・被共済者の退職時に名寄せを行い、重複加入が疑われる被共済者には就労事業所調

査書を送付し、重複の有無を確認した。確認の結果、重複があるときは追加支給を

行った。 

（退職者に対する重複チェック） 

令和７年度退職者    61,451 人 

うち追加支給者         332人 

支給額              60,705千円 

 

ⅲ）公共事業発注機関に対し、受注事業者による「建退共現場標識」掲示の徹底に関す

る指導要請を行った。 

・都道府県・市区町村へ制度の普及徹底・適正履行確保要請（9/26） 1,788箇所 

【再掲】 

 

また、事業主団体の広報誌等により共済手帳の更新、退職金の請求等の手続をとるよう

注意喚起を行った。 

「全建ジャーナル」ほか５誌に 19回掲載 

 

 

ⅳ）長期未更新者の削減策としてマスメディアを活用した広報を実施した。 

・岐阜新聞（8/27） 

・福島民報（9/22） 

・福島民友新聞（9/22） 

・北海道新聞（11/7） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜評価の視点に対する

措置＞ 

・被共済者の加入時に

名寄せを行い、重複加

入が疑われる被共済者

に対し重複の有無を確

認した。確認の結果、

重複があるときは、こ

れを解消した。 

また、被共済者の退

職時に名寄せを行い、

重複加入が疑われる被

共済者に対し重複の有

無を確認した。確認の

結果、重複があるとき

は、これを解消すると

ともに、追加支給を行

い、退職金の支給漏れ

を防止した。 

（退職者に対する重複

チェック） 

令和７年度退職者

61,451 人 

うち追加支給 332人 

支給額 60,705千円 

 

 

 

・重複加入が疑われる

被共済者に対し加入時

には重複可能性調査票

を送付し、退職時には
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せを受け付け、退

職金の有無に関す

る調査を実施す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ロ ターゲットを

特定した取組 

 

ⅰ）共済手帳の未

更新期間が３年経

過時点で行う現況

調査において、住

民基本台帳ネット

ワークシステム等

も活用しながらそ

の住所把握に努

め、共済手帳の更

新、業界引退者へ

の退職金請求等の

手続をとるよう要

請する。 

 

 

 

ⅱ）ⅰ）の要請か

ら２年経過した時

点で手続を行って

いない者に対し、

共済手帳の更新、

業界引退者への退

職金請求等の手続

をとるよう再度要

請する。 

 

 

 

ⅲ）長期未更新者

のうち 75歳に達

した者で、かつ住

所が把握できてい

る被共済者に対

し、共済手帳の更

新、業界引退者へ

の退職金請求等の

手続をとるよう要

ダイヤルにて問合

せを受け付け、退

職金の有無に関す

る調査を実施す

る。その結果を踏

まえ、退職金請求

等の手続をとるよ

う要請する。 

 

 

 

 

 

 

ロ ターゲットを

特定した取組 

 

ⅰ）共済手帳の未

更新期間が３年経

過時点で行う現況

調査において、住

民基本台帳ネット

ワークシステム等

も活用しながらそ

の住所把握に努

め、共済手帳の更

新、業界引退者へ

の退職金請求等の

手続をとるよう要

請する。 

 

 

 

ⅱ）ⅰ）の要請

（2023（令和５）

年度実施）から２

年経過した時点で

手続を行っていな

い者に対し、共済

手帳の更新、業界

引退者への退職金

請求等の手続をと

るよう再度要請す

る。 

 

ⅲ）長期未更新者

のうち 75歳に達

した者で、かつ住

所が把握できてい

る被共済者に対

し、共済手帳の更

新、業界引退者へ

の退職金請求等の

手続をとるよう要

注意喚起を実施

しているか。  

 

 

 

 

・マスメディア

等を活用し、共

済手帳の更新、

退職金の請求等

の手続を行うよ

う注意喚起を行

ったか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・北國新聞（12/1） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ロ ターゲットを特定した取組 

 

 

ⅰ）共済手帳の未更新期間が３年経過時点で行う現況調査において、住民基本台帳ネッ

トワークシステム等も活用しながらその住所把握に努め、把握できた住所を全てシステ

ムに登録し、共済手帳の更新、業界引退者への退職金請求等の手続を取るよう要請し

た。 

長期未更新者調査（令和３年度に共済手帳の更新が行われた者のうち、令和６年度末

に至るまで共済手帳の更新が行われていない者を対象）を実施し、調査対象被共済者

23,379 人のうち、更新申請書による住所補完等により住所判明した者 9,529人（納付

実績 24月以上）に対し、退職金請求手続の要請等（1/13）を行うとともに、電子申請

システムの連絡通知機能を活用し、共済契約者に対し長期未更新者調査等実施の周知要

請を行った（5/28・6/3・6/24・6/25）。 

・手帳更新した者     3,349 人 

・退職金請求した者    1,810 人 

・就労中と確認できた者 3,645 人 

・住所不明の者       121人 

・動きのない者     14,454人 

 

ⅱ）ⅰ）の要請（令和５年度実施）から２年経過した時点で手続を行っていない者

8,224人のうち、更新申請書による住所補完等により住所判明した者 8,038人（納付実

績 12月以上）に対し、退職金請求等の手続をとるよう再度要請した（9/18）。 

・手帳更新した者      508人 

・退職金請求した者      624人 

・住所不明の者         169人 

・動きのない者       6,923人 

 

 

 

 

 

ⅲ）長期未更新者のうち 75歳に達した者で、かつ住所が把握できている被共済者 837

人（納付実績 12月以上）に対し、共済手帳の更新、業界引退者への退職金請求等の手

続をとるよう要請した（10/17）。  

・手帳更新した者        14人 

・退職金請求した者       149人 

  

 

 

 

就労事業所調査書を送

付し、注意喚起を実施

した。 

 

 

 

・業界団体機関誌（５

誌・19回）への広告掲

載により注意喚起を行

った。 

さらに公共事業発注

機関（1,788 箇所）に

対し、共済手帳の更新

及び退職金の請求に関

する注意喚起が記載さ

れている「建退共現場

標識」の掲示徹底を工

事受注業者に指導する

よう要請を行った。 
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請する。 

また、前中期目

標期間に 75 歳に

達した者への要請

を行った者のう

ち、手続を行って

いない者に対し、

再度要請する。 

 

ⅳ）被共済者のう

ち 70歳に達した

者で、かつ住所が

把握できている者 

に対し、掛金納付

状況等の通知を行

う。 

 

ⅴ）住所が把握で

きた長期未更新者

全員に対し、退職

金請求等の手続を

とるよう要請す

る。（ⅰ、ⅱ、

ⅲ、ⅳの対象者除

く） 

 

ⅵ）これまでに退

職金請求等の手続

をとるよう要請し

た者のうち手続を

行っていない住所

が把握できた長期

未更新者に対し、

再度要請するため

のシステムを開発

する。 

 

ハ 長期未更新者

防止を目的とした

対策 

 

被共済者本人へ

掛金納付状況を定

期的に通知する。 

また、過去２年

間手帳の更新をし

ていない共済契約

者に対して、満 

了・未満了を問わ

ず手帳更新を行う

よう要請等を行

い、新たに長期未

更新者に該当する

ことになる被共済

請する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

ⅳ）被共済者のう

ち 70歳に達した

者で、かつ住所が

把握できている者

に対し、掛金納付

状況等の通知を行

う。 

 

ⅴ）住所が把握で

きた長期未更新者

に対し、順次、退

職金請求等の手続

をとるよう要請す

る。（ⅰ、ⅱ、

ⅲ、ⅳの対象者を

除く） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ハ 長期未更新者

防止を目的とした

対策 

 

被共済者本人へ掛

金納付状況を定期

的に通知する。 

ⅰ）初めて電子ポ

イント方式により

掛金充当されたと

き。 

 

ⅱ）掛金納付実績

１年目（12月）

となったとき。 

 

ⅲ）掛金納付実績

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ⅳ）被共済者のうち 70歳に達した者で、かつ住所が把握できている者 10,318人（納付

実績 12月以上）に対し、掛金納付状況等の通知を行った（12/9）。 

 

 

 

 

 

 

ⅴ）今まで対象としていなかった大手・任意組合・事務組合に所属する長期未更新者

で、かつ住所が把握できている被共済者 546人（納付実績 12月以上）に対し、共済手

帳の更新、業界引退者への退職金請求等の手続をとるよう要請した（10/17）。  

・手帳更新した者        11人 

・退職金請求した者        23人 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ハ 長期未更新者防止を目的とした対策 

 

 

 

被共済者本人へ掛金納付状況を定期的に通知した。 

ⅰ）初めて電子ポイント方式により掛金充当されたとき。 

ⅱ）掛金納付実績１年目（12月）となったとき。 

ⅲ）掛金納付実績５年目ごと（60月、120月・・・）となったとき。 

 

通知件数：180,487人 

 

なお、掛金納付実績の内訳として、従前合計欄のみであったところ、新たに電子ポイ

ント欄・証紙欄を設けた。（10月） 

また、過去２年間手帳の更新をしていない共済契約者に対して、満了・未満了を問わ

ず手帳更新を行うよう要請し、新たに長期未更新者に該当することになる被共済者の数

を減少させるべく新たに令和７年度に長期未更新者調査対象となる２年間未更新の被共

済者がいる最終手帳更新事業所（6,280所）に、手帳更新手続きを要請した（2/19）。
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② 確実な共済

証紙の貼付及び

退職金ポイント

の充当に向けた

取組 

 

 共済契約者に

対し、過去２年

間手帳の更新を

していない被共

済者の手帳更新

等の要請、被共

済者の就労日数

に応じた確実な

共済証紙の貼付

や就労実績の登

録による退職金

ポイントの充当

のための周知及

び取組を促進す

ること。 

 

【指標】 

・長期未更新者

のうち住所が把

握できた全ての

者に対し、未更

新期間が３年経

過時点及びその

後一定の期間経

過時点に、共済

手帳の更新、退

職金の請求等の

手続をとるよう

要請すること。 

・中期目標期間

の最終年度まで

に、長期未更新

者の数を中期目標

期間の最終年度ま

でに 13,000人以

下に減少させる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 確実な共済証

紙の貼付及び退職

金ポイントの充当

に向けた取組 

 

 

過去２年間手帳

の更新をしていな

い共済契約者に対

して、満了・未満

了を問わず手帳更

新を行うよう要請

等を行い、新たに

長期未更新者に該

当することになる

被共済者の数を中

期目標期間の最終

年度までに

13,000 人以下に

減少させる。【再

掲】 

 

イ 就労日数に応

じた適正な共済証

紙の貼付及び退職

金ポイントの充当

を図るため、過去

２年間共済手帳の

更新の手続をして

いない全ての共済

契約者に対し、満

了・未満了を問わ

ず共済手帳の更新

など適切な措置を

行うよう要請す

る。 

 

 

５年目ごと（60

月、120

月・・・）となっ

たとき。 

また、過去２年

間手帳の更新をし

ていない共済契約

者に対して、満

了・未満了を問わ

ず手帳更新を行う

よう要請し、新た

に長期未更新者に

該当することにな

る被共済者の数を

減少させる。 

 

② 確実な共済証

紙の貼付及び退職

金ポイントの充当

に向けた取組 

 

 

過去２年間手帳

の更新をしていな

い共済契約者に対

して、満了・未満

了を問わず手帳更

新を行うよう要請

し、新たに長期未

更新者に該当する

ことになる被共済

者の数を減少させ

る。【再掲】 

 

 

 

 

 

イ 就労日数に応

じた適正な共済証

紙の貼付及び退職

金ポイントの充当

を図るため、過去

２年間共済手帳の

更新の手続をして

いない全ての共済

契約者に対し、満

了・未満了を問わ

ず共済手帳の更新

など適切な措置を

行うようチラシを

同封した文書によ

り要請する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜評価の視点＞ 

 

・就労日数に応

じた共済証紙の

適正な貼付及び

退職金ポイント

の充当を図るた

め、過去２年間

手帳の更新をし

ていない共済契

約者に対して、

満了・未満了を

問わず共済手帳

の更新など適切

な措置をとるよ

う要請したか。 

その結果令和７年度においては中期計画において指標としている 13,000人以下に減少

させることができた。 

令和８年度も、引き続き新たに長期未更新者に該当することになる被共済者の数を減少

させる方策等を検討することとしている。 

 

新たに長期未更新者に該当することになる被共済者数 

令和５年度末 13,212人   

令和６年度末 15,502人 

令和７年度末 12,827人 

 

 

 

 

 

 

 

② 確実な共済証紙の貼付及び退職金ポイントの充当に向けた取組 

 

 

 

 

 

過去２年間手帳の更新をしていない共済契約者に対して、満了・未満了を問わず手帳

更新を行うよう要請し、新たに長期未更新者に該当することになる被共済者の数を減少

させるべく新たに令和７年度に長期未更新者調査対象となる２年間未更新の被共済者が

いる最終手帳更新事業所（6,280 所）に、手帳更新手続きを要請した（2/19）。その結

果令和７年度においては中期計画において指標としている 13,000人以下に減少させる

ことができた。 

令和８年度も、引き続き新たに長期未更新者に該当することになる被共済者の数を減少

させる方策等を検討することとしている。【再掲】 

 

新たに長期未更新者に該当することになる被共済者数 

令和５年度末 13,212人 

令和６年度末 15,502人  

令和７年度末 12,827人 

 

 

 

イ 就労日数に応じた適正な共済証紙の貼付及び退職金ポイントの充当を図るため、過

去２年間共済手帳の更新の手続をしていない全ての共済契約者に対し、満了・未満了を

問わず共済手帳の更新など適切な措置を行うようチラシを同封した文書により要請した

（5/28・7/25・11/27・3/19・3/23）。 

 

要請件数：21,365事業所 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜評価の視点に対する

措置＞ 

・就労日数に応じた共

済証紙の適正な貼付及

び退職金ポイントの充

当を図るため、過去２

年間手帳の更新をして

いない共済契約者に対

し、文書を送付するタ

イミングで、チラシを

同封する等、年間を通

して満了・未満了を問

わず共済手帳の更新な

ど適切な措置をとるよ

う要請した。 
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者数を、前中期

目標期間の終了

時の数から減少

させること。特

に、住所情報把

握者については

前中期目標期間

の終了時の数か

ら 15％以上減少

させること。 

・過去２年間手

帳の更新をして

いない共済契約

者に対して、満

了・未満了を問

わず手帳更新を

行うよう要請等

を行い、新たに

長期未更新者に

該当することに

なる被共済者の

数を中期目標期

間の最終年度ま

でに 13,000人以

下に減少させる

こと。 

 

[目標設定等の考

え方] 

・共済手帳の更

新要請等を行う

ことで、長期未

更新者数を減少

させることを指

標として設定す

ることとする。 

※過去３年以上

手帳の更新を行

っておらず掛金

納付月数 24月以

上の被共済者推

移 

 2019（令和

元）年度末 

373,568 人、

2020（令和２）

年度末 370,498 

人、 

 2021（令和

３）年度末 

364,418 人、

2022（令和４）

年 12月末 

362,832 人 

ロ 2022（令和

４）年度に厳格化

された発行基準に

基づき、加入・履

行証明書発行の

際、適正履行の確

認をするととも

に、就労日数に応

じた適正な共済証

紙の貼付及び退職

金ポイントの充当

をするよう共済契

約者に対してホー

ムページ等を活用

し周知徹底する。 

ロ 2022（令和

４）年度に厳格化

された発行基準に

ついて、建設業の

働き方改革等によ

る就労実態の変化

に合わせるため

2024（令和６）年

度に改正した基準

に基づき、加入・

履行証明書発行の

際、適正履行の確

認をするととも

に、就労日数に応

じた適正な共済証

紙の貼付及び退職

金ポイントの充当

をするよう共済契

約者に対してホー

ムページ等を活用

し周知徹底する。 

ロ 2024（令和６）年度に改正した基準に基づき、加入・履行証明書発行の際、適正履

行の確認をするとともに、就労日数に応じた適正な共済証紙の貼付及び退職金ポイント

の充当をするよう共済契約者に対してホームページ等を通じて適宜情報提供を行った。 

・加入・履行証明発行枚数 80,474枚 
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・一定期間以

上、手帳更新が

されていない場

合、適正な掛金

充当が行われて

いない可能性が

あることや、満

了・未満了を問

わず手帳の更新

期間を２年とす

る運用を新たに

始めたことを踏

まえ、過去２年

間手帳を更新し

ていない共済契

約者に対し手帳

の更新の要請及

び周知を行うこ

とで、長期未更

新者に該当する

ことを未然に防

止する。 

 
 
４．その他参考情報 

特になし 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 

１―４ Ⅰ 退職金共済事業 ４ 清酒製造業退職金共済事業 
業務に関連する政策・施

策 

豊かで安定した勤労者生活の実現を図ること（厚生労働省 政策体系 

基本目標Ⅳ-施策大目標 3-2）  

当該事業実施に係る根拠（個別

法条文など） 
中退法第 70条第 1項 

当該項目の重要度、難易

度 【重要度 高】 
（１）加入促進対策の効果的実施 
① 加入促進対策の実施 ② 加入促進対策の検証と見直し等 
③ 加入目標数 

 
【指標】 
中期目標期間中に新たに加入する被共済者数を 270 人以上とするこ
と。 
 
（理由） 
清酒製造業退職金共済制度を長期的に持続可能とするためには被共
済者数の安定的な確保が不可欠であることから、重要度を高とする。 

関連する政策評価・行政事業レ

ビュー 

 

 

２．主要な経年データ 

 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指 標 達成目標 令和５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度   令和５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度 

中期目標期間中の 

新規被共済者目標

数 

270 人以上 
５年度目標数 

70人 

６年度目標数 

60人 

７年度目標数 

50人 

８年度目標数 

人 

９年度目標数 

人 
予算額（千円） 239,771 232,558 235,342   

新規被共済者数 

【達成度】 
 

75人 

【107.1％】 

78人 

【130.0％】 

77人 

【154％】 

人 

【％】 

人 

【％】 
決算額（千円） 171,296 165,320 177,931   

目標の処理期間内

における退職金支

給実施 

受付日から

22業務日

以内に全数

支給 

100％ 100％ 100％ ％ ％ 経常費用（千円） 161,136 180,473 170,032   

加入者、関係団体

等の意見・要望並

びに各種統計等の

情報を整理・分析

し、対応策を検

討、実施 

毎年度１回

以上 
１回 １回 １回 回 回 

経常利益（千円） 29,192 △82,845 △30,093   

行政コスト（千

円） 
161,136 180,474 170,042   

同上【達成度】  【100％】 【100％】 【100％】 【％】 【％】 
従事人員数 8 8 8   

  

 長期未更新者のう

ち住所が把握でき

た全ての者に対

し、未更新期間が

３年経過時点及び

その後一定の期間

経過時点に、共済

手帳の更新、退職

金の請求等の手続

をとるよう要請 

共済手帳の

更新、退職

金の請求等

の手続をと

るよう要請 

実施済 実施済 実施済   
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注）予算額、決算額は支出額を記載。 

 

 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 

法人の業務実績・自己評価 
主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

 ４ 清酒製造業

退職金共済事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 清酒製造業退

職金共済事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 清酒製造業退

職金共済事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 清酒製造業退職金共済事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜評定と根拠＞ 

評定：Ｂ 

加入促進対策の効果

的実施に関しては、清

退共の対象事業所は酒

類等製造免許事業所で

あり、令和７年度末に

おいて、すでに 90％以

上が清退共制度に加入

している。令和７年度

は未加入事業所 86所に

対し、加入勧奨の際に

本格焼酎・泡盛を製造

する事業所向けのパン

フレットを添付し発出

したほか、既加入の全

事業所（休業除く）

1,740所に対して、期

間雇用者を新たに雇い

入れた場合には、確実

に加入手続を行うよう

文書等により要請する

などの対策を講じた。 

確実な退職金の支給

に向けた取組に関して

は、主な対策として新規

加入時に住所を把握し、

加入したことを本人に

通知（77件）するととも

に、手帳更新時にも住所

を把握し、システムに登

録（772件）している。 

その上で、未更新期

間が３年経過した被共

済者の調査を行い、住

所判明者に対し退職金

請求等の手続をとるよ

う要請し、２年経過後

にもフォローアップ調

査を実施した（調査合

計 16件）。 

以上のとおり、評価

評定  

 

 中期目標期間の最

終年度までに、長

期未更新者数を、

前中期目標期間の

終了時の数から減

少させる 

令和４年度

末 

2,907 人 

－ － － － 

令和９年度末 

人減少 

（人） 
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（１）加入促進

対策の効果的実

施 

【重要度 高】 

 

 清酒製造業に

係る産業や労働

需給の動向につ

いて情報収集

し、加入勧奨対

象者を的確に把

握した上で、関

係事業主団体と

の連携強化によ

り、中期計画に

定める効率的か

つ効果的な加入

促進対策を講ず

ること。 

 

【指標】 

中期目標期間

中に新たに加入

する被共済者数

を 270人以上と

すること。 

 

 

[目標設定等の考

え方] 

新規加入者数

の直近３か年平

均値（令和２・

３年度は実績

値、令和４年度

は推計値）を基

礎として、労働

力需給の推計

（独立行政法人

労働政策研究・

研修機構「労働

力需給モデル

（2018 年度版）

【成長実現・労

働参加進展シナ

リオ】による将

来推計」）におけ

 

 

 

 

 

 

 

（１）加入促進対

策の効果的実施

【重要度 高】 

 

① 加入促進対策

の実施 

 

清酒製造業に係

る産業や労働需給

の動向について情

報収集し、加入 

勧奨対象者を的確

に把握した上で、

関係事業主団体等

との連携強化によ

り、効率的かつ効

果的に以下の加入

促進対策を講ず

る。 

また、清退共制

度への加入促進対

策の実施に当たっ

ては、各事業本部

間相互に連携して

行うこととする。 

 

 

 

イ 広報資料等に

よる周知広報活動 

 

関係官公庁、関

係事業主団体等に

対して、広報資料

の窓口備え付け、

ポスター等の掲示

及びこれらの機関

等が発行する広報

誌等への退職金共

済制度に関する記

事の掲載を依頼す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）加入促進対

策の効果的実施 

 

 

①  加入促進対策

の実施 

 

清酒製造業に係

る産業や労働需給

の動向について情

報収集し、加入勧

奨対象者を的確に

把握した上で、関

係機関等（関係官

公庁、関係事業主

団体等）との連携

強化により、効率

的かつ効果的に以

下の加入促進対策

を講ずる。 

また、清退共制

度への加入促進対

策の実施に当たっ

ては、各事業本部

間相互に連携して

行うこととする。 

 

 

イ 広報資料等に

よる周知広報活動 

 

関係機関等に対

して、広報資料の

窓口備付け、ポス

ター等の掲示及び

これらの機関等が

発行する広報誌等

への退職金共済制

度に関する記事の

掲載を依頼する。 

 また、ＳＮＳア

カウントを活用

し、ＳＮＳによる

制度の周知広報を

実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜評価の視点＞ 

 

・清酒製造業に

係る産業や労働

需給の動向につ

いて情報収集

し、加入勧奨対

象者を的確に把

握した上で、関

係事業主団体等

との連携強化に

より、中期計画

に定める効率的

かつ効果的な加

入促進対策を講

じたか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）加入促進対策の効果的実施 

 

 

 

①  加入促進対策の実施 

 

 

清酒製造業に係る産業や労働需給の動向について情報収集し、加入勧奨対象者を的確

に把握した上で、関係事業主団体等との連携強化により、以下の加入促進対策を講じた。 

また、清退共制度への加入促進対策の実施に当たっては、下記事項について、他の退

職金共済事業と同一の依頼先については、各事業本部間で連携して実施した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 広報資料等による周知広報活動 

 

 

関係官公庁、関係事業主団体等に対して、広報資料の窓口備え付け、ポスター等の掲

示及びこれらの機関等が発行する広報誌等への退職金共済制度に関する記事の掲載を依

頼した。 

広報誌等への記事掲載状況は以下のとおりである。 

・醸界タイムス社 

 「醸界タイムス」（9/26 掲載） 

 「全国酒類製造名鑑」（12月掲載） 

・日本酒造組合中央会 

 「酒造情報」９月号 

  「会員専用ホームページ」 

・能登杜氏組合 

 「組合員名簿」（12月掲載） 

・日本酒造杜氏組合連合会 

 「日杜連情報」（１月掲載） 

 さらに、動画の作成を行いＳＮＳの Instagram・X（旧 Twitter）上で活用した。 

 投稿回数（12回） 

の指標について令和７

年度は全て達成してい

ることを踏まえ、Ｂ評

価とする。 

 

 

 

 

 

 

 

＜評価の視点に対する

措置＞ 

・清退共の対象事業所

は酒類等製造免許事業

所である。令和６年度

末において、免許事業

所 1,895所（令和６年

度国税庁統計年報・酒

類等製造免許場数のう

ち清酒・単式蒸留焼

酎・みりんの事業所

数）のうち 1,749所

（令和６年度末

92.3％）がすでに清退

共制度に加入してい

る。 

令和７年度は、既に

加入している全事業所

（休業除く）に対し

て、対象となる期間雇

用者を新たに雇い入れ

た場合は必ず加入手続

を行うよう文書等によ

り要請した。 
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る労働力人口の

減少率及び清酒

製造業における

非正規労働者割

合の減少率（国

税庁「清酒製造

業の概況」）を用

いた推計を踏ま

え、清酒製造業

における事業主

の加入状況等も

考慮し、指標を

設定することと

する。 

※新規加入者数 

2020（令和

２）年度：65 

人、2021（令和

３）年度：101 

人、 

2022（令和

４）年度推計:54 

人 

 

【重要度 高】 

清酒製造業退

職金共済制度を

長期的に持続可

能とするために

は被共済者数の

安定的な確保が

不可欠であるこ

とから、重要度

を高とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ロ 個別事業主に

対する加入勧奨等 

 

ⅰ）機構が委嘱し

た相談員により、

各種相談等に対応

するとともに、個

別事業主に対する

加入勧奨を行う。 

 

ⅱ）酒類等製造免

許（清酒・単式蒸

留焼酎・みりん）

の新規取得事業所  

及び未加入事業所

の名簿を整理した

上で、個別事業主

に対する加入勧奨

を行う。特に、未

加入事業所が比較

的多い単式蒸留焼

酎、みりんを品目

とする事業所への

加入勧奨に注力す

る。 

 

ⅲ）既加入事業主

に対し、対象とな

る期間雇用者を新

たに雇い入れた場

合は、文書等によ

り必ず加入手続を

行うよう要請す

る。 

 

ハ 各種会議、研

修会等における加

入勧奨等 

 

関係官公庁、関

係事業主団体等が

開催する各種会

議、研修会等にお

いて、制度内容や

加入手続等の説明

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ロ 個別事業主に

対する加入勧奨等 

 

ⅰ）機構が委嘱し

た相談員により、

各種相談等に対応

するとともに、個

別事業主に対する

加入勧奨を行う。 

 

ⅱ）酒類等製造免

許（清酒・単式蒸

留焼酎・みりん）

の新規取得事業所

及び未加入事業所

の名簿を整理した

上で、個別事業主

に対する加入勧奨

を行う。特に、未

加入事業所が比較

的多い単式蒸留焼

酎、みりんを品目

とする事業所への

加入勧奨に注力す

る。 

 

ⅲ）既加入事業主

に対し、対象とな

る期間雇用者を新

たに雇い入れた場

合は、文書等によ

り必ず加入手続を

行うよう要請す

る。 

 

ハ 各種会議、研

修会等における加

入勧奨等 

 

関係機関等が開

催する各種会議、

研修会等におい

て、制度内容や加

入手続等の説明を

行うなど、制度の

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ロ 個別事業主に対する加入勧奨等 

 

 

ⅰ）機構が委嘱した相談員により、各種相談等に対応するとともに、個別事業主に対す

る加入勧奨を依頼した。 

・相談員連絡会議開催（5/28） 

 

 

 

 

ⅱ）12月に全国酒類製造名鑑 2025年版から抽出した未加入事業所（「単式蒸留焼酎」「み

りん」区分）の名簿を整理したうえで、個別事業主に対し日本酒造組合中央会の協力の

もと、同中央会との連名による加入勧奨を実施した。 

（全国酒類製造名鑑から抽出） 86事業所 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ⅲ）既加入事業主に対し、対象となる期間雇用者を新たに雇い入れた場合は、必ず加入

手続を行うよう文書等により要請した（7/22 1,740所）。 

 

 

 

 

 

 

 

ハ 各種会議、研修会等における加入勧奨等 

 
 

 

各都道府県支部に対し、国税庁及び日本酒造組合中央会が開催する各種会議、研修会

等において、制度内容や加入手続等の説明を行うなど、制度の普及及び加入勧奨を行う

よう要請した。 

なお、日本酒造組合中央会の協力により、以下の対応を実施した。 

・九州本格焼酎協議会の通常総会において、制度説明を実施（９月） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



67 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

を行うなど、制度

の普及及び加入勧

奨を行う。 

 

ニ 集中的な加入

促進対策の実施 

 

毎年度、加入促

進強化月間を設定

し、厚生労働省の

支援を得つつ、期

間中、全国的な周

知広報活動等を集

中的に展開する。 

 

 

 

 

 

 

② 加入促進対策

の検証と見直し等 

 

加入促進対策の

効果については、

機構内の統計の分

析に加え、中小企

業事業主団体、関

係業界団体及び関

係労働団体の有識

者からの機構の業

務運営に対する意

見・要望等も積極

的に収集して活用

し、検証等を行

う。 

効果の検証結果

を踏まえ、毎年

度、加入促進対策

の見直しを実施す

る。 

 

③ 加入目標数 

 

最近における加

入状況、財務内容

及び清酒製造業に

おける産業・雇用

状況を勘案して、

中期目標期間中に

新たに加入する被

共済者数を 270人

以上とする。 

 

普及及び加入勧奨

を行う。 

 

 

ニ 集中的な加入

促進対策の実施 

 

10月を加入促

進強化月間とし、

厚生労働省の支援

を得つつ、期間

中、全国的な周知

広報活動等を集中

的に展開する。 

 

 

 

 

 

 

② 加入促進対策

の検証と見直し等 

 

加入促進対策の

効果については、

機構内の統計の分

析に加え、中小企

業事業主団体、関

係業界団体及び関

係労働団体の有識

者からの機構の業

務運営に対する意

見等も積極的に収

集して活用し、検

証等を行う。 

効果の検証結果

を踏まえ、毎年

度、加入促進対策

の見直しを実施す

る。 

 

 

③ 加入目標数 

 

2025（令和７）

年度における新た

に加入する被共済

者数を 50人以上

とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜定量的指標＞ 

 

・2025（令和

７）年度におけ

る新たに加入す

る被共済者数

を、50人以上

とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

ニ 集中的な加入促進対策の実施 

 

 

10月を加入促進強化月間とし、厚生労働省、国税庁、日本酒造組合中央会等に対して

加入促進強化月間実施の協力依頼を行うとともに支援を得つつ、期間中、全国的な周知

広報活動等を集中的に展開した。 

〇関係団体等による広報記事掲載 ３件 

・醸界タイムス社 

  「醸界タイムス」（9/26掲載） 

・日本酒造組合中央会 

 「酒造情報」９月号 

  「会員専用ホームページ」 

〇ＮＨＫ（54支局）への放送（映）依頼 

 

 

 

② 加入促進対策の検証と見直し等 

 

 

加入促進対策の見直しの実施にあたり、日本酒造組合中央会からの加入促進に係る意

見を踏まえ、主に比較的未加入の多い本格焼酎・泡盛を製造する事業所に特化した取組

として、引き続きイベントにおいて同リーフレット等を配布、また、九州本格焼酎協議

会の通常総会における制度説明及び加入勧奨を行うなどの、加入促進対策を実施した。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 加入目標数 

 

2025（令和７）年度の加入目標数 50人に対し、新規加入者は 77 人となり加入目標を

達成した（年度目標達成率 154％）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・2025（令和７）年度

の加入目標数 50人に対

し、新規加入者は 77人

となり加入目標を達成

した（年度目標達成率

154％）。 
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（２）サービス 

の向上 

 

① 業務処理の

効率化 

 

 加入者の利便

性の向上及び機

構内の事務処理

の簡素化・迅速

化を図る観点か

ら、諸手続、事

務処理等の再点

検を行い、必要

に応じて見直し

を行うこと。 

 また、契約及

び退職金給付に

当たり、引き続

き、厳正かつ迅

速な審査を実施

すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 情報提供の

充実、加入者か

らの照会・要望

等への適切な対

応等 

 

 共済契約者等

の利便性を高め

る観点からホー

ムページの充実

を図るほか、共

 

（２）サービスの

向上 

 

① 業務処理の効

率化 

 

イ 加入者等が行

う諸手続や提出書

類の合理化を図る

とともに、機構内 

の事務処理の簡素

化・迅速化を図る

観点から、諸手

続、事務処理等の

再点検を行い、必

要に応じ改善計画

を策定するととも

に、適宜その見直

しを行う。特に、

加入者が行う諸手

続について、ホー

ムページから簡

易・迅速に行うこ

とを検討、実施す

る。 

 

ロ 加入者等の各

種手続の迅速化を

目的とし、業務シ

ステムの再構築の

可能性について検

討する。 

 

ハ 契約及び退職

金給付に当たり、

厳正な審査を引き

続き実施しつつ、

受付から 22 業務

日以内に退職金を

全数支給する。 

 

 

② 情報提供の充

実、加入者等から

の照会・要望等へ

の適切な対応等 

 

 

イ 加入者等の利

便性を高める観点

から、加入者等か

らの制度・手続に

関する照会・要望

 

（２）サービスの

向上 

 

① 業務処理の効

率化 

 

イ 窓口業務を行

っている各都道府

県支部や共済契約

者及び被共済者か

らの意見等を伺

い、諸手続、事務

処理等の再点検を

行い、必要に応じ

改善できるかの再

検討を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ロ 加入者等の各

種手続の迅速化を

目的とし、業務シ

ステムの再構築の

可能性について検

討する。 

 

ハ 契約及び退職

金給付に当たり、

厳正な審査を引き

続き実施しつつ、

受付日から 22業

務日以内に退職金

を全数支給する。 

 

 

②  情報提供の充

実、加入者等から

の照会・要望等へ

の適切な対応等 

 

 

イ 加入者等の利

便性を高める観点

から、加入者等か

らの制度・手続に

関する照会等につ

 

 

 

 

 

 

 

＜評価の視点＞ 

 

・加入者の利便

性の向上及び機

構内の事務処理

の簡素化・迅速

化を図る観点か

ら、諸手続及び

事務処理等の再

点検を行い、必

要に応じて見直

しを行ったか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜定量的指標＞ 

・退職金請求に

ついて、受付日

から 22業務日

以内に、退職金

を全数支給する

こと。 

 

 

＜評価の視点＞ 

 

・共済契約者等

の利便性を高め

る観点からホー

ムページの充実

を図るほか、共

済契約者等のニ

ーズに即した相

談対応、情報提

供を行う等によ

 

（２）サービスの向上 

 

 

① 業務処理の効率化 

 

 

イ 加入者が行う諸手続について、すでにホームページから諸様式のダウンロードが可

能なシステムを構築し実施しているところであるが、利用者の利便性を考慮して、ホー

ムページのダウンロード申請用紙について適宜見直しを図り、申請用紙の修正を実施し

た。 

【対象の申請用紙】 

・共済契約者証再交付申出書（紛失・棄損） 

・共済手帳再交付申出書（紛失・棄損） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ロ システムを含めた業務改善を行うため、日本酒造組合中央会と協議のうえ申請書の

電子化や共済契約者に対するアンケート調査の結果を受けて、業務システムの再構築等

について検討を行った。 

 

 

 

 

ハ 契約及び退職金給付に当たり、厳正な審査を引き続き実施しつつ、受付から 22業務

日以内に退職金を全数支給した。 

 

 

 

 

 

 

 

②  情報提供の充実、加入者等からの照会・要望等への適切な対応等 

 

 

 

 

 

イ 加入者等の利便性を高める観点から、加入者等からの制度・手続に関する照会・要

望等について、ホームページを改修し反映させた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜評価の視点に対する

措置＞ 

・加入者の利便性の向

上及び機構内の事務処

理の簡素化・迅速化を

図る観点から、諸手続

及び事務処理等の再点

検を適宜行い、利用者

の利便性を考慮して、

ホームページのダウン

ロード申請用紙につい

て適宜見直しを図り、

申請用紙の修正を実施

した。 

【対象の申請用紙】 

・共済契約者証再交付

申出書（紛失・棄損） 

・共済手帳再交付申出

書（紛失・棄損） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・退職金請求につい

て、受付日から 22業務

日以内に、退職金を全

数支給した。 

 

 

 

 

＜評価の視点に対する

措置＞ 

・加入者等の利便性を

高める観点から、加入

者等からの制度・手続

に関する照会・要望等

について回答の標準化

を図り、ホームページ

を改修し反映させた。 

また、加入者等に対

する個別の相談業務に



69 
 

済契約者等のニ

ーズに即した相

談対応、情報提

供を行うこと等

により、相談業

務及び情報提供

の質の向上を図

ること。 

    

 

 

 

 

③ 積極的な情

報の収集及び活

用 

 

 加入者、関係

団体等の意見・

要望並びに各種

統計及び現況調

査等の情報を整

理した上で、当

該情報を分析し

て対応策を検討

し、清酒製造業

退職金共済事業

の運営に反映さ

せることによ

り、当該事業の

改善を図るこ

と。 

 

【指標】 

・退職金請求に

ついて、受付日

から 22業務日以

内に、退職金を

全数支給するこ

と。 

・毎年度１回以

上、加入者、関

係団体等の意

見・要望並びに

各種統計等の情

報を整理・分析

し、対応策を検

討、実施するこ

と。 

 

[目標設定等の考

え方] 

・前中期目標の

水準を、退職金

等について回答の

標準化を図り、ホ

ームページ上のＱ

＆Ａに反映させ

る。 

 

ロ 加入者等に対

する個別の相談業

務については、引

き続き電話により

行いサービス向上

を図る。 

 

③ 積極的な情報

の収集及び活用 

 

 

イ 加入促進強化

月間等における訪

問や参与会等の場

を活用して、中小 

企業事業主団体、

関係業界団体及び

関係労働団体の有

識者から、機構の

業務運営に対する

意見・要望等を聴

取する。 

 

 

ロ 毎月の加入状

況、退職金支払状

況等に関する統計

及び現況調査等の

情報を整理する。 

 

ハ 毎年度１回以

上、加入者、関係

団体等の意見・要

望並びに各種統計

等の情報を整理・

分析し、対応策を

検討し、清退共事

業の運営に反映さ

せることにより、

当該事業の改善を

図る。 

 

 

 

 

 

 

 

いて回答の標準化

を図り、ホームペ

ージ上のＱ＆Ａに

反映させる。 

 

 

ロ 加入者等に対

する個別の相談業

務については、引

き続き電話により

行いサービス向上

を図る。 

 

③ 積極的な情報

の収集及び活用 

 

 

イ 加入促進強化

月間等における訪

問や参与会等の場

を活用して、中小

企業事業主団体、

関係業界団体及び

関係労働団体の有

識者から、機構の

業務運営に対する

意見等を聴取す

る。 

 

 

ロ 毎月の加入状

況、退職金支払状

況等に関する統計

及び現況調査等の

情報を整理する。 

 

ハ 加入者、関係

団体等の意見・要

望並びに各種統計

等の情報を整理・

分析し、対応策を

検討し、清退共事

業の運営に反映さ

せることにより、

当該事業の改善を

図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

り、相談業務及

び情報提供の質

の向上を図った

か。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜評価の視点＞ 

 

・加入者及び関

係団体等の意

見・要望並びに

各種統計等の情

報を整理・分析

して対応策を検

討し、清退共事

業の運営に反映

させることによ

り、当該事業の

改善を図った

か。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ロ 加入者等に対する個別の相談業務については、支部において判断が困難な事案につ

いては早めに本部に渡してもらうように連携をするなど、相談者に対してストレスのな

い対応を実施した。引き続きサービス向上を図るとともに、ホームページを通じたメー

ルでの質問や相談に対しても懇切丁寧に対応した。 

 

 

 

③ 積極的な情報の収集及び活用 

 

 

 

イ 加入促進強化月間等における訪問や参与会等の場を活用して、各種統計等の情報を

提供した。 

・中退共・特退共合同参与会（9/1、3/26） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ロ 毎月の加入状況、退職金支払状況等に関する統計情報を整理した。 

・事業季報 174号（令和７年１・２・３月） 

・事業季報 175号（令和７年４・５・６月） 

・事業季報 176号（令和７年７・８・９月） 

・事業季報 177号（令和７年 10・11・12月） 

 

ハ 運営委員会・評議員会の場等を活用して、各種統計等の情報を提供した。清退共事

業の運営に対する特段の意見・要望は出されなかった。 

・運営委員会、評議員会（6/30 書面開催、3/5） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ついて、支部において

判断が困難な事案は早

めに本部に渡してもら

うように連携をするな

ど、相談者に対してス

トレスのない対応を実

施した。引き続きサー

ビス向上を図るととも

に、ホームページを通

じたメールでの質問や

相談に対しても懇切丁

寧に対応した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜評価の視点に対する

措置＞ 

・運営委員会・評議員

会の場等を活用して、

各種統計等の情報を提

供した。清退共事業の

運営に対する特段の意

見・要望は出されなか

った。運営委員会、評

議員会（6/30 書面開

催、3/5） 
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請求の事務処理

期限の指標とし

て設定すること

とする。 

※前中期目標期

間中（2018（平

成 30）～2022

（令和４）年

度）に目標とし

て定めた処理日

数の最終期限

（業務日）22日 

・清酒製造業退

職金共済制度を

取り巻く環境の

変化を把握し、

迅速に対応する

ために、毎年度

１回以上、統計

等の各種情報を

整理、分析し、

事業を改善する

ことを指標とす

ることとする。 

 

（３）確実な退

職金の支給に向

けた取組 

 

 長期未更新者

数の縮減の観点

から、新規加入

時及び共済手帳

更新時における

被共済者の住所

把握を徹底する

とともに、長期

未更新者に対す

る現況調査によ

り、共済手帳の

更新、退職金の

請求等の手続を

とるよう要請す

ること。 

 被共済者の重

複加入の確認を

徹底し、重複加

入及び退職金の

支払い漏れを防

止すること。 

 

【指標】 

・長期未更新者

のうち住所が把

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）確実な退職

金の支給に向けた

取組 

 

清退共事業にお

ける長期未更新者

のうち、業界引退

者への確実な退職

金支給のための以

下の取組を行い、

中期目標期間の最

終年度までに、長

期未更新者数を前

中期目標期間の終

了時から減少させ

る。 

 

イ 新規加入時に

被共済者の住所把

握を徹底し、清退

共制度に加入した

ことを本人に通知

するとともに被共

済者の住所をシス

テムに登録する。

また、共済手帳の

住所欄に被共済者

の住所を記載して

もらうことを徹底

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）確実な退職

金の支給に向けた

取組 

 

清退共事業にお

ける長期未更新者

のうち、業界引退

者への確実な退職

金支給のための以

下の取組を行い、

中期目標期間の最

終年度までに、長

期未更新者数を前

中期目標期間の終

了時から減少させ

る。 

 

イ 新規加入時に

被共済者の住所把

握を徹底し、清退

共制度に加入した

ことを本人に通知

するとともに被共

済者の住所をシス

テムに登録する。

また、共済手帳の

住所欄に被共済者

の住所を記載して

もらうことを徹底

＜定量的指標＞ 

・毎年度１回以

上、加入者、関

係団体等の意

見・要望並びに

各種統計等の情

報を整理・分析

し、対応策を検

討、実施するこ

と。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜評価の視点＞ 

 

・長期未更新者

数の縮減の観点

から、新規加入

時及び共済手帳

更新時における

被共済者の住所

把握を徹底する

とともに、長期

未更新者に対す

る現況調査によ

り、共済手帳の

更新又は退職金

の請求等の手続

をとるよう要請

したか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）確実な退職金の支給に向けた取組 

 

 

 

清退共事業における長期未更新者のうち、業界引退者への確実な退職金支給のための

以下の取組等を行い、長期未更新者数を前中期目標期間の終了時から減少させた。 

 

前中期目標期間終了時 2,907人 

令和８年３月末現在   2,818人（△89人） 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 新規加入時に被共済者の住所把握を徹底し、清退共制度に加入したことを本人に通

知するとともに被共済者の住所をシステムに登録した。また、共済手帳の住所欄に被共

済者の住所を記載してもらうことを徹底した。 

・通知件数 77人 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・令和７年度は２回運

営委員会・評議員会の

場等を活用して、各種

統計等の情報を提供し

た。清退共事業の運営

に対する特段の意見・

要望は出されなかっ

た。運営委員会、評議

員会（6/30 書面開

催、3/5） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜評価の視点に対する

措置＞ 

・長期未更新者数の縮

減の観点から、新規加

入時及び共済手帳更新

時における被共済者の

住所把握を徹底すると

ともに、長期未更新者

に対する現況調査によ

り、共済手帳の更新又

は退職金の請求等の手

続を取るよう要請し

た。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



71 
 

握できた全ての

者に対し、未更

新期間が３年経

過時点及びその

後一定の期間経

過時点に、共済

手帳の更新、退

職金の請求等の

手続をとるよう

要請すること。 

・中期目標期間

の最終年度まで

に、長期未更新

者数を、前中期

目標期間の終了

時の数から減少

させること。 

 

[目標設定等の考

え方] 

・ 共済手帳の更

新要請等を行う

ことで、長期未

更新者数を減少

させることを指

標として設定す

ることとする。 

※過去３年以上

手帳の更新を行

っておらず掛金

納付月数 24 月

以上の被共済者

推移 

2019（令和

元）年度末 

2,897 人、2020

（令和２）年度

末 2,913 人、 

2021（令和

３）年度末 

2,921 人、2022

（令和４）年 12

月末 2,900 人 

 

する。 

 

ロ 共済手帳の更

新時においても被

共済者の住所把握

を徹底し、システ

ムに登録する。 

 

 

ハ 未更新期間が

３年経過している

被共済者に対して

現況調査を行い、

住所が把握できた

被共済者に対し、

共済手帳の更新、

業界引退者へ退職

金請求等の手続を

とるよう要請する

とともに、住所が

把握できない被共

済者に対しては、

住民基本台帳ネッ

トワーク等を活用

した追跡調査を実

施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

ニ 未更新期間が

３年経過時点で行

う現況調査におい

て、住民基本台帳

ネットワーク等も

活用しながらその

住所把握に努め、

把握できた住所を

全てシステムに登

録し、共済手帳の

更新、業界引退者

へ退職金請求等の

手続をとるよう要

請する。 

また、上記の要

請から２年を経過

した後において

も、退職金請求等

の手続をとってい

ない長期未更新者

する。 

 

ロ 共済手帳の更

新時においても被

共済者の住所把握

を徹底し、システ

ムに登録する。 

 

   

ハ 未更新期間が

３年経過時点で行

う現況調査におい

て、住民基本台帳

ネットワークシス

テム等も活用しな

がらその住所把握

に努め、把握でき

た住所を全てシス

テムに登録し、共

済手帳の更新、業

界引退者へ退職金

請求等の手続をと

るよう要請する。 

また、上記の要

請から２年を経過

した後において

も、退職金請求等

の手続をとってい

ない長期未更新者

全員に対して、退

職金請求等の手続

をとるよう要請す

る。 

 

ニ 被共済者の年

齢構成を把握・分

析し、住所が把握

できている長期未

更新者のうち、65

歳に達した被共済

者に対して掛金納

付状況等を通知す

るとともに、共済

手帳の更新、業界

引退者へ退職金請

求等の手続をとる

よう要請する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ロ 共済手帳の更新時においても被共済者の住所把握を徹底し、システムに登録した。 

・更新件数 772件 

 

 

 

 

 

ハ 未更新期間が３年経過時点で行う現況調査において、住民基本台帳ネットワーク等

も活用しながらその住所把握に努め、把握できた住所を全てシステムに登録し、共済手

帳の更新、業界引退者へ退職金請求等の手続を取るよう要請した（3/30）。 

・調査対象者数 10事業所 10人 

また、上記の要請から２年経過後も、退職金請求等の手続を取っていない長期未更新

者全員に対して、退職金請求等の手続を取るよう要請した（9/16）。 

・調査対象者数 ６事業所 ６人 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ニ 被共済者の年齢構成を把握・分析し、住所が把握できている長期未更新者のうち、

65歳に達した被共済者に対して掛金納付状況等を通知するとともに、共済手帳の更新、

業界引退者へ退職金請求等の手続をとるよう要請した。 

・調査対象者数   ３人 
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全員に対して、退

職金請求等の手続

をとるよう要請す

る。 

 

ホ 被共済者の年

齢構成を把握・分

析し、住所が把握

できている長期未

更新者のうち、65

歳に達した被共済

者に対して掛金納

付状況等を通知す

るともに、共済手

帳の更新、業界引

退者へ退職金請求

等の手続をとるよ

う要請する。 

 

 

 

 

 

 

ヘ 新たに長期未

更新者とさせない

ための取組とし

て、掛金納付が

24月に達した者

で、かつ住所が把

握できている被共

済者に対して、掛

金納付状況等を通

知するとともに、

就労している場合

は共済手帳を事業

主に提出し、就労

日数に応じて共済

証紙を適正に貼付

してもらうなどの

注意喚起を行う。 

 

 

 

ト 被共済者の加

入時、退職時に名

寄せを行い、重複

加入が疑われる被

共済者に対し重複

加入調査票を送付

し注意喚起を行

う。 

 

チ 事業主団体の

 

 

 

 

 

ホ 新たに長期未

更新者とさせない

ための取組とし

て、掛金納付が

24月に達した者

で、かつ住所が把

握できている被共

済者に対して、掛

金納付状況等を通

知するとともに、

就労している場合

は共済手帳を事業

主に提出し、就労

日数に応じて共済

証紙を適正に貼付

してもらうなどの

注意喚起を行う。 

 

 

ヘ 被共済者の加

入時、退職時に名

寄せを行い、重複

加入が疑われる被

共済者に対し重複

加入調査票を送付

し注意喚起を行

う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ト 事業主団体の

広報誌、ポスター

等により、被共済

者に退職金の請求

に関する問合せを

呼びかける。 

 

 

 

チ ホームページ

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜評価の視点＞ 

 

・被共済者の重

複加入の確認を

徹底し、重複加

入及び退職金の

支払い漏れを防

止したか。 

 

 

 

 

・重複加入が疑

われる被共済者

に対し重複加入

調査票を送付し

注意喚起を実施

しているか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜評価の視点＞ 

 

 

 

 

 

ホ 新たに長期未更新者とさせないための取組として、掛金納付が 24月に達した者で、

かつ住所が把握できている被共済者に対して、掛金納付状況等を通知するとともに、就

労している場合は共済手帳を事業主に提出し、就労日数に応じて共済証紙を適正に貼付

してもらうなどの注意喚起を行った。 

・通知件数 44人 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ヘ 被共済者の加入時、退職時に名寄せを行ったが、重複加入が疑われる対象被共済者

はいなかった。 

 

・令和７年度退職者 135人 

送付対象退職者   ０人 

  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ト 相談員連絡会の機会を通して、酒類業界関係者である相談員に対し、広報誌（会員

名簿）による退職金請求勧奨について依頼した。 

その他、以下の事業主団体の広報誌、ポスターにより、被共済者に退職金の請求に関

する問合せを呼びかけた。 

・ポスター配付（209枚） 

・「酒造情報」９月号 

・日杜連情報（令和７年１月 15日号） 

・能登杜氏組合「組合員名簿」（12月掲載） 

 

チ ホームページ等を活用し、共済手帳の更新、退職金の請求等の手続を行うよう注意

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜評価の視点に対する

措置＞ 

・被共済者の重複加入

の確認を徹底し、重複

加入及び退職金の支払

い漏れを防止した結

果、退職時に重複加入

が判明した被共済者は

０人だった。 

 

 

 

・被共済者の重複加入

の確認を徹底し、重複

加入及び退職金の支払

い漏れを防止した結

果、加入時に重複加入

が判明した被共済者は

０人だった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜評価の視点に対する
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広報誌、ポスター

等により、被共済

者に退職金の請求

に関する問合せを

呼びかける。 

 

 

 

 

リ ホームページ

等を活用し、共済

手帳の更新、退職

金の請求等の手続

を行うよう注意喚

起を行う。 

 

 

 

 

 

 

ヌ マスメディア

を活用し、共済契

約者に対し、被共

済者の退職時等に

清酒製造業からの

引退の意思の有無

を確認し、引退の

意思を有する場合

には退職金を請求

することを指導す

るよう要請する。 

等を活用し、共済

手帳の更新、退職

金の請求等の手続

を行うよう注意喚

起を行う。 

 

 

 

 

リ マスメディア

を活用し、共済契

約者に対し、被共

済者の退職時等に

清酒製造業からの

引退の意思の有無

を確認し、引退の

意思を有する場合

には退職金を請求

することを指導す

るよう要請する。 

 

・ホームページ

等を活用し、共

済手帳の更新、

退職金の請求等

の手続を行うよ

う注意喚起を行

ったか。 

 

 

喚起を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

リ マスメディアである醸界タイムス社における醸界タイムス（9/26掲載）及び「2025

全国酒類製造名鑑」を活用し、共済契約者に対し、被共済者の退職時等に清酒製造業か

らの引退の意思の有無を確認し、引退の意思を有する場合には退職金を請求することを

指導するよう要請した。 

 

 

措置＞ 

・ホームページ等を活

用し、共済手帳の更

新、退職金の請求等の

手続を行うよう注意喚

起を行った。 
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２．主要な経年データ 

 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指 標 達成目標 令和５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度  令和５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度 

中期目標期間の最

終年度に、解消計

画（見直しを行っ

た場合は見直し後

の解消計画）に定

める当該年度の累

積欠損金の金額を

達成する 

－ 

剰余金（欠損

金）の水準が

解消計画を大

幅に上回っ

た。 

また、累積欠

損金を解消し

た。 

累積欠損金は

△145百万円

となり、解消

計画に定める

目安額△654

百万円を上回

った。 

剰余金（欠損

金）の水準が

解消計画を大

幅に上回っ

た。 

また、累積

欠損金を解消

した。 

  予算額（千円） 2,013,245 1,967,790 2,071,103   

同上【達成度】  【達成】 【達成】 【達成】 【】 【】 決算額（千円） 1,727,304 1,751,674 1,671,019   

中期目標期間中の

新規被共済者目標

数 

6,900 人以上 
５年度目標数 

1,500人 

６年度目標数 

1,500人 

７年度目標数 

1,400人 

８年度目標数 

人 

９年度目標数 

人 
経常費用（千円） 1,736,087 1,929,808 1,678,727   

新規被共済者数 

【達成度】 
 

1,550人 

【103.3％】 

1,404人 

【93.6％】 

1,362人 

【97.3％】 

人 

【％】 

人 

【％】 
経常利益（千円） 605,099 △259,336 169,566   

目標の処理期間内に
おける退職金支給実
施 

受付日から 22
業務日以内に全

数支給 
100％ 100％ 100％ ％ ％ 行政コスト（千円） 1,736,087 1,929,809 1,678,748   

加入者及び関係団体 毎年度１回 １回 １回 １回 回 回 従事人員数 8 8 8   

１．当事務及び事業に関する基本情報 

１―５ Ⅰ 退職金共済事業 ５ 林業退職金共済事業 
業務に関連する政策・施

策 

豊かで安定した勤労者生活の実現を図ること（厚生労働省 政策体

系 基本目標Ⅳ-施策大目標 3-2）  

当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 
中退法第 70条第 1項 

当該項目の重要度、難易

度 

【重要度 高、困難度 高】 
（１）累積欠損金の処理 
 
【指標】 
中期目標期間の最終年度に、解消計画（見直しを行った場合は見直
し後の解消計画）に定める当該年度の累積欠損金の金額を達成する
こと。 
 
（理由） 
累積欠損金をできる限り早期に解消し、財務内容の健全化を図るこ
とは、制度の持続的な運営に当たっての最重要事項であることか
ら、重要度を高とする。 
累積欠損金解消計画の見直しについては、加入者確保対策の強化等
関係機関との連携による取組や資産運用面の検討など慎重な調整
を要することから、困難度を高とする。 
 
【重要度 高】 
（２）加入促進対策の効果的実施 
 ① 加入促進対策の実施 ② 加入促進対策の検証と見直し等 
 ③ 加入目標数 
 
【指標】 
中期目標期間中に新たに加入する被共済者数を 6,900人以上とする
こと。 
 
（理由） 
林業退職金共済制度を長期的に持続可能とするためには被共済者
数の安定的な確保が不可欠であることから、重要度を高とする。 

関連する政策評価・行政事業

レビュー 
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等の意見・要望並び
に各種統計等の情報
を整理・分析し、対
応策を検討、実施 

以上 

同上【達成度】  【100％】 【100％】 【100％】 【％】 【％】 

  

長期未更新者のうち

住所が把握できた全

ての者に対し、未更

新期間が３年経過時

点及びその後一定の

期間経過時点に、共

済手帳の更新、退職

金の請求等の手続を

とるよう要請 

共済手帳の更

新、退職金の請

求等の手続をと

るよう要請 

実施済 実施済 実施済   

中期目標期間の最終
年度までに、長期未
更新者数を、前中期
目標期間の終了時の
数から減少させる 

令和４年度末 
2,110人 

－ － － － 

令和９年度末 

人減少 

（人） 

注）予算額、決算額は支出額を記載。 

 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 

法人の業務実績・自己評価 
主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

 ５ 林業退職金

共済事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５ 林業退職金共

済事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５ 林業退職金共

済事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５ 林業退職金共済事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜評定と根拠＞ 

評定：Ｂ 

令和 7年度の決算で

は、資産運用において

国内外の株価上昇によ

る委託運用部分の収益

の拡大が大きく寄与し

たことにより、累積欠

損金を解消し、令和 7

年度末は 23百万円の利

益剰余金となった。 

なお、累積欠損金を

解消した直接の要因は

上記のとおり運用収入

を確保できたことであ

るが、令和３年 10月の

予定運用利回りの引き

下げの効果及び①資産

の合同運用、②継続的

な経費削減、③業界等

関係者とともに実施し

てきた加入促進活動と

いった一連の活動を継

続的に行った。 

加入促進対策の効果

的実施に関しては、国

有林野事業受託事業体

等における未加入事業

評定  
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主に対して加入勧奨の

文書を発出するととも

に、既加入の全事業所

3,261所に対して、期

間雇用者を新たに雇い

入れた場合には、確実

に加入手続を行うよう

文書等により要請し

た。この結果、加入目

標数 1,400人に対して

加入実績は 1,362 人、

達成率 97.3％となっ

た。なお、林業従事者

数は平成 2年度約 10万

人のところ、令和 2年

度には約 4.3万人に半

減しており、森林・林

業基本計画（R3.3月、

林野庁）では、令和 2

年度以降は 4.3万人の

横ばいとなっている。

さらに、林業従事者の

通年雇用化という林野

庁の施策もあり、年間

就業日数 209日以下の

者の割合も減少が続い

ている。 

確実な退職金の支給

に向けた取組に関して

は、主な対策として新

規加入時に住所を把握

し、加入したことを本

人に通知（1,362 件）

するとともに、手帳更

新時にも住所を把握

し、システムに登録

（13,601件）してい

る。 

その上で、未更新期

間が３年経過した被共

済者の調査を行い、住

所判明者に対し退職金

請求等の手続をとるよ

う要請し、２年経過後

にもフォローアップ調

査を実施した（調査合

計 72件）。 

以上のとおり、おお

むね目標を達成してい

ることから、Ｂ評価と

する。 
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（１）累積欠損

金の処理 

【重要度 高】 

【困難度 高】 

 

 2024（令和

６）年度までに

開始される予定

の財政検証や特

定業種退職金共

済制度のあり方

の検討の結果を

踏まえて、機構

が 2020（令和

２）年 11月に策

定した「累積欠

損金解消計画」

（以下「解消計

画」という。）の

見直しを速やか

に行い、見直し

後の解消計画に

沿って着実な累

積欠損金の解消

を図ること。 

 

【指標】 

中期目標期間

の最終年度に、

解消計画（見直

しを行った場合

は見直し後の解

消計画）に定め

る当該年度の累

積欠損金の金額

を達成するこ

と。 

 

[目標設定等の考

え方] 

解消計画（見

直しを行った場

合は見直し後の

解消計画）に基

づき、累積欠損

金の着実な解消

が必要であるこ

とから、指標と

して設定するこ

ととする。 

 

【重要度 高】 

 累積欠損金を

 

（１）累積欠損金

の処理 

【重要度 高】 

【困難度 高】 

 

2024（令和６）

年度までに開始さ

れる予定の財政検

証や特定業種退職

金共済制度のあり

方の検討の結果を

踏まえて、機構が

2020（令和２）年

11月に策定した

「累積欠損金解消

計画」（以下「解

消計画」とい

う。）の見直しを

速やかに行う。ま

た、見直し後の解

消計画において、

中期計画期間の最

終年度に定める累

積欠損金について

着実に解消を図

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）累積欠損金

の処理 

 

 

 

2024（令和６）

年度に実施した財

政検証等を踏まえ

て、当面、経費の

削減を継続する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜定量的指標＞ 

・「累積欠損金

解消計画」に定

める当該年度の

累積欠損金の金

額を達成するこ

と。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜評価の視点＞ 

 

・令和２年 11

月に策定した

「累積欠損金解

消計画」に沿っ

て経費の削減を

実施し、着実な

累積欠損金の解

消に努めたか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）累積欠損金の処理 

 

 

 

 

令和７年度の決算では、資産運用において国内外の株価上昇による委託運用部分の収

益の拡大が大きく寄与したことにより、累積欠損金を解消し、令和７年度末は 23百万

円の利益剰余金となった。 

なお、そのほか累積欠損金の解消のため、令和３年 10月に予定運用利回りの引き下

げを行い、令和７年度も①資産の合同運用、②継続的な経費削減、③業界等関係者とと

もに実施してきた加入促進活動といった一連の活動を継続的に行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・令和７年度の決算で

は、資産運用において

国内外の株価上昇によ

る委託運用部分の収益

の拡大が大きく寄与し

たことにより、累積欠

損金を解消し、令和７

年度末は 23百万円の利

益剰余金となった。 

なお、そのほか累積欠

損金の解消のため、令

和３年 10月に予定運用

利回りの引き下げを行

い、令和７年度も①資

産の合同運用、②継続

的な経費削減、③業界

等関係者とともに実施

してきた加入促進活動

といった一連の活動を

継続的に行った。 

 

 

 

 

 

＜評価の視点に対する

措置＞ 

・令和 7年度の決算で

は、資産運用において

国内外の株価上昇によ

る委託運用部分の収益

の拡大が大きく寄与し

たことにより、累積欠

損金を解消し、令和 7

年度末は 23百万円の利

益剰余金となった。 

なお、そのほか累積欠

損金の解消のため、令

和３年 10月に予定運用

利回りの引き下げを行

い、令和７年度も①資

産の合同運用、②継続

的な経費削減、③業界

等関係者とともに実施

してきた加入促進活動

といった一連の活動を

継続的に行った。 
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できる限り早期

に解消し、財務

内容の健全化を

図ることは、制

度の持続的な運

営に当たっての

最重要事項であ

ることから、重

要度を高とす

る。 

 

【困難度 高】 

 累積欠損金解

消計画の見直し

については、加

入者確保対策の

強化等関係機関

との連携による

取組や資産運用

面の検討など慎

重な調整を要す

ることから、困

難度を高とす

る。 

 

（２）加入促進

対策の効果的実

施 

【重要度 高】 

 

 林業に係る産

業や労働需給の

動向について情

報収集し、加入

勧奨対象者を的

確に把握した上

で、関係事業主

団体との連携強

化により、中期

計画に定める効

率的かつ効果的

な加入促進対策

を講ずること。 

 

【指標】 

中期目標期間

中に新たに加入

する被共済者数

を 6,900 人以上

とすること。 

 

[目標設定等の考

え方] 

令和４年度の新

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）加入促進対

策の効果的実施

【重要度 高】 

 

① 加入促進対策

の実施 

 

林業に係る産業

や労働需給の動向

について情報収集

し、加入勧奨対象

を的確に把握した

上で、関係事業主

団体等との連携強

化により、効率的

かつ効果的に以下

の対策を講ずる。 

林退共制度への

加入促進対策の実

施に当たっては、

各事業本部間相互

に連携して行うこ

ととする。 

 

 

 

 

 

イ 広報資料等に

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）加入促進対

策の効果的実施 

 

 

① 加入促進対策

の実施 

 

林業に係る産業

や労働需給の動向

について情報収集

し、加入勧奨対象

を的確に把握した

上で、関係機関等

（関係官公庁、関

係事業主団体等）

との連携強化によ

り、効率的かつ効

果的に以下の対策

を講ずる。 

林業退職金共済

（以下「林退共」

という。）制度へ

の加入促進対策の

実施に当たって

は、各事業本部間

相互に連携して行

うこととする。 

 

イ 広報資料等に

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜評価の視点＞ 

 

・林業に係る産

業や労働需給の

動向について情

報収集し、加入

勧奨対象を的確

に把握した上

で、関係事業主

団体との連携強

化により、中期

計画に定める効

率的かつ効果的

な加入促進対策

を講じたか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）加入促進対策の効果的実施 

 

 

 

① 加入促進対策の実施 

 

 

林業に係る産業や労働需給の動向について情報収集し、加入勧奨対象を的確に把握し

た上で、関係事業主団体等との連携強化により、以下の対策を講じた。 

また、林退共制度への加入促進対策の実施に当たっては、他の退職金共済事業と同一

の依頼先については、各事業本部間で連携して実施した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 広報資料等による周知広報活動 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜評価の視点に対する

措置＞ 

・国有林野事業受託事

業体等における未加入

事業主に対して加入勧

奨の文書を発出すると

ともに、既加入の全事

業所 3,261所に対し

て、期間雇用者を新た

に雇い入れた場合に

は、確実に加入手続を

行うよう文書等により

要請した。また、林野

庁に対して、「緑の雇

用」の実施に当たり事

業主に対する加入指導

の要請を行った。さら

に林野庁本庁の展示ス

ペースにポスター等の

掲示依頼を行うなどの

加入促進対策を講じ

た。 

 

＜業務運営上の課題及

び改善方策＞ 
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規加入者数（推

計値）を基礎と

して、林業従事

者の見通し（林

野庁「森林・林

業基本計画に掲

げる目標数値

（令和３年３

月）」）に基づき

林業従事者数は

一定とした上

で、非正規労働

者割合の減少率

（農林水産省

「森林組合一斉

調査」）を用いた

推計を踏まえ、

林業における事

業主の加入状況

等も考慮し、指

標の水準を設定

することとす

る。 

※新規加入者数

（推計値） 

2022（令和

４）年度:1,594 

人 

 

【重要度 高】 

 林業退職金共

済制度を長期的

に持続可能とす

るためには被共

済者数の安定的

な確保が不可欠

であることか

ら、重要度を高

とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

よる周知広報活動 

 

関係官公庁、関

係事業主団体等に

対して、広報資料

の窓口備え付け、

ポスター等の掲示

及びこれらの機関

等が発行する広報

誌等への退職金共

済制度に関する記

事の掲載を依頼す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ロ 個別事業主に

対する加入勧奨等 

 

ⅰ）未加入事業所

の名簿を整理した

上で、個別事業主

に対する加入勧奨

を行う。特に、林

業関係団体に所属

する未加入事業所

への加入勧奨に注

力する。 

 

 

ⅱ）既加入事業主

に対し、対象とな

る期間雇用者を新

たに雇い入れた場

合は、文書等によ

り必ず加入手続を

行うよう要請す

る。 

よる周知広報活動 

 

関係機関等に対

して、広報資料の

窓口備付け、ポス

ター等の掲示及び

これらの機関等が

発行する広報誌等

への退職金共済制

度に関する記事の

掲載を依頼する。 

 また、ＳＮＳア

カウントを活用

し、ＳＮＳによる

制度の周知広報を

実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ロ 個別事業主に

対する加入勧奨等 

 

ⅰ）未加入事業所

の名簿を整理した

上で、個別事業主

に対する加入勧奨

を行う。特に、林

業関係団体に所属

する未加入事業所

への加入勧奨に注

力する。 

 

 

ⅱ）既加入事業主

に対し、対象とな

る期間雇用者を新

たに雇い入れた場

合は、文書等によ

り必ず加入手続を

行うよう要請す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

関係官公庁、関係事業主団体等に対して、広報資料の窓口備え付け、ポスター等の掲

示及びこれらの機関等が発行する広報誌等への退職金共済制度に関する記事の掲載を依

頼した。 

なお、９月に林野庁本庁の展示スペースにポスター等の掲示依頼を行った。 

また、広報誌等への記事掲載状況は以下のとおりである。 

・全国森林組合連合会 

 「森林組合」（10月） 

・宮崎県森林組合連合会 

 「宮崎県森連会報 vol.315」（７月）、「宮崎県森連会報 vol.316」（10月） 

・福岡県森林組合連合会 

 「森連だより８月号」 

・香川県森林組合連合会 

 「労確センターだより 28号」（７月） 

・林業・木材製造業労働災害防止協会 

 「第 61回全国林材業労働災害防止大会「大会誌」」（11月） 

 「林材安全 920号」（10月） 

・広島県林業改良普及協会 

 「ひろしまの林業」（２月） 

さらに、動画の作成を行いＳＮＳの Instagram・X（旧 Twitter）上で活用した。 

 投稿回数（８回） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ロ 個別事業主に対する加入勧奨等 

 

 

ⅰ）林野庁と連携し、未加入事業所の名簿を整理した上で、国有林野事業受託事業体に

おける未加入事業主に対し、文書等により加入勧奨を実施した。 

 「国有林野事業の受託事業体」６所（１月） 

 

 

 

 

 

 

 

 

ⅱ）既加入事業主に対し、対象となる期間雇用者を新たに雇い入れた場合は、必ず加入

手続を行うよう文書等により要請した（7/31 3,261所）。 

 

 

 

 

 

 

加入促進対策につい

て、状況に応じた効果

的な加入勧奨の取組が

必要である。 

 

＜令和６年度業務実績

評価結果の反映状況＞ 

目を通す機会をでき

る限り多く確保するた

め、また新規採用者の

制度加入手続きの徹底

を周知するために事業

所宛ての加入勧奨文書

を例年より発送を早め

7月に送付した（7/31 

3,261所）。 
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ⅲ）一人親方が所

属する労災保険特

別加入団体一覧表

を整理した上で、

未加入団体に対す

る加入勧奨を行

う。 

 

ハ 各種会議、研

修会等における加

入勧奨等 

 

関係官公庁、関

係事業主団体等が

開催する各種会

議、研修会等にお

いて、制度内容や

加入手続等の説明

を行うなど、制度

の普及及び加入勧

奨を行う。 

 

ニ 集中的な加入

促進対策の実施 

 

毎年度、加入促

進強化月間を設定

し、厚生労働省の

支援を得つつ、期

間中、全国的な周

知広報活動等を集

中的に展開する。 

 

 

 

 

 

ホ 他制度と連携

した加入促進対策

の実施 

 

いわゆる「緑の

雇用」の実施に当

たり、林退共制度

等への加入につい

て事業主に指導す

るよう関係機関に

要請を行う。 

 

② 加入促進対策

の検証と見直し等 

 

加入促進対策の効

 

ⅲ）一人親方が所

属する労災保険特

別加入団体一覧表

を整理した上で、

未加入団体に対す

る加入勧奨を行

う。 

 

ハ 各種会議、研

修会等における加

入勧奨等 

 

関係機関等が開

催する各種会議、

研修会等におい

て、制度内容や加

入手続等の説明を

行うなど、制度の

普及及び加入勧奨

を行う。 

 

 

ニ 集中的な加入

促進対策の実施 

 

10月を加入促

進強化月間とし、

厚生労働省の支援

を得つつ、期間

中、全国的な周知

広報活動等を集中

的に展開する。 

 

 

 

 

 

ホ 他制度と連携

した加入促進対策

の実施 

 

いわゆる「緑の

雇用」の実施に当

たり、林退共制度

等への加入につい

て事業主に指導す

るよう関係機関等

に要請を行う。 

 

② 加入促進対策

の検証と見直し等 

 

加入促進対策の

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ⅲ）加入者数の大幅な伸びは見られなかったため、令和 7 年度は当該勧奨は実施して

いない。 

 

 

 

 

 

 

ハ 各種会議、研修会等における加入勧奨等 

 

 

 

関係官公庁及び関係事業主団体等が開催する各種会議、研修会等において、パンフレ

ット等を配布し、かつ制度内容や加入手続等の説明を行うなど、制度の普及及び加入勧

奨を行った。 

・ブロック林材業安全管理推進会議 

（北海道、東北、関東・甲信越、東海・北陸、近畿、中国・四国、九州・沖縄）※実

地・Ｗｅｂ開催７所 

・全国林材業労働災害防止大会（林業・木材製造業労働災害防止協会）１所 

 

 

 

ニ 集中的な加入促進対策の実施 

 

 

10月を加入促進強化月間とし、厚生労働省、林野庁、関係事業主団体等に対して加

入促進強化月間実施の協力依頼を行うとともに支援を得つつ、期間中、全国的な周知広

報活動等を集中的に展開した。 

〇関係団体等による広報記事掲載 ３件 

・全国森林組合連合会  

 「森林組合 10月号」 

・林業・木材製造業労働災害防止協会 

 「林材安全 920号」 

・日本林業協会 

 「森林と林業 11月号」 

〇ＮＨＫ（54支局）への放送（映）依頼 

 

ホ 他制度と連携した加入促進対策の実施 

 

 

 

林野庁に対し、「緑の雇用」新規就業者育成対策事業の実施にあたり、林退共制度へ

の加入について事業主に加入指導を推進するよう要請した。 

 

 

 

 

 

 

②  加入促進対策の検証と見直し等 

 

 

加入促進対策の見直しの実施にあたり、林野庁、関係業界団体及び関係労働団体から

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



81 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）サービス

の向上 

 

① 業務処理の

効率化 

 

 加入者の利便

性の向上及び機

構内の事務処理

の簡素化・迅速

化を図る観点か

ら、諸手続、事

務処理等の再点

検を行い、必要

に応じて見直し

を行うこと。 

 また、契約及

び退職金給付に

当たり、引き続

き、厳正かつ迅

速な審査を実施

すること。 

 

果については、機

構内の統計の分析

に加え、中小企業

事業主団体、関係

業界団体及び関係

労働団体の有識者

からの機構の業務

運営に対する意

見・要望等も積極

的に収集して活用

し、検証等を行

う。 

効果の検証結果

を踏まえ、毎年

度、加入促進対策

の見直しを実施す

る。 

 

③ 加入目標数 

 

最近における加

入状況、財務内容

及び林業における

産業・雇用状況を

勘案して、中期目

標期間中に新たに

加入する被共済者

数を 6,900人以上

とする。 

 

 

（３）サービスの

向上 

 

① 業務処理の効

率化 

 

イ 加入者等が行

う諸手続や提出書

類の合理化を図る

とともに、機構内

の事務処理の簡素

化・迅速化を図る

観点から、諸手

続、事務処理等の

再点検を行い、必

要に応じ改善計画

を策定するととも

に、適宜その見直

しを行う。特に、

加入者が行う諸手

続について、ホー

ムページから簡

易・迅速に行うこ

効果については、

機構内の統計の分

析に加え、中小企

業事業主団体、関

係業界団体及び関

係労働団体の有識

者からの機構の業

務運営に対する意

見等も積極的に収

集して活用し、検

証等を行う。 

効果の検証結果

を踏まえ、毎年

度、加入促進対策

の見直しを実施す

る。 

 

 

③ 加入目標数 

 

2025（令和７）

年度における新た

に加入する被共済

者数を 1,400 人以

上とする。 

 

 

 

 

 

 

（３）サービスの

向上 

 

① 業務処理の効

率化 

 

イ 窓口業務を行

っている各都道府

県支部や共済契約

者及び被共済者か

らの意見等を伺

い、諸手続、事務

処理等の再点検を

行い、必要に応じ

改善できるかの再

検討を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜定量的指標＞ 

 

・2025（令和

７）年度におけ

る新たに加入す

る被共済者数の

目標を、1,400

人以上とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜評価の視点＞ 

 

・加入者の利便

性の向上及び機

構内の事務処理

の簡素化・迅速

化を図る観点か

ら、諸手続及び

事務処理等の再

点検を行い、必

要に応じて見直

しを行ったか。 

 

 

 

 

 

の加入促進に係る意見を踏まえ、９月に林野庁本庁の展示スペースにポスター等の掲示

依頼を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③  加入目標数 

 

2025（令和７）年度の加入目標数 1,400人に対し、新規加入者は 1,362 人となり、加

入目標を下回った（年度目標達成率 97.3％）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）サービスの向上 

 

 

① 業務処理の効率化 

 

 

イ 加入者が行う諸手続について、すでにホームページから諸様式のダウンロードが可

能なシステムを構築し実施しているところであるが、利用者の利便性を考慮して、ホー

ムページのダウンロード申請用紙について適宜見直しを図り、申請用紙の修正を実施し

た。 

【対象の申請用紙】 

・移動通算申出書（被共済者からの申出） 

・移動通算申出書（共済契約者からの申出） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・2025（令和７）年度

の加入目標数 1,400人

に対し、新規加入者は

1,362人となり、加入

目標を下回った（年度

目標達成率 97.3％）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜評価の視点に対する

措置＞ 

・加入者の利便性の向

上及び機構内の事務処

理の簡素化・迅速化を

図る観点から、諸手続

及び事務処理等の再点

検を適宜行い、利用者

の利便性を考慮して、

ホームページのダウン

ロード申請用紙につい

て適宜見直しを図り、

申請用紙の修正を実施

した。 

【対象の申請用紙】 

・移動通算申出書（被

共済者からの申出） 

・移動通算申出書（共
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② 情報提供の

充実、加入者か

らの照会・要望

等への適切な対

応等 

 

 共済契約者等

の利便性を高め

る観点からホー

ムページの充実

を図るほか、共

済契約者等のニ

ーズに即した相

談対応、情報提

供を行うこと等

により、相談業

務及び情報提供

の質の向上を図

ること。 

 

 

 

 

③ 積極的な情

報の収集及び活

用 

 

 加入者、関係

団体等の意見・

要望並びに各種

統計等の情報を

整理するととも

に、実態調査等

により積極的に

情報を収集した

とを検討、実施す

る。 

 

ロ 加入者等の各

種手続の迅速化を

目的とし、業務シ

ステムの再構築の

可能性について検

討する。 

 

ハ 契約及び退職

金給付に当たり、

厳正な審査を引き

続き実施しつつ、

受付から 22 業務

日以内に退職金を

全数支給する。 

 

 

② 情報提供の充

実、加入者等から

の照会・要望等へ

の適切な対応等 

 

イ 加入者等の利

便性を高める観点

から、加入者等か

らの制度・手続に

関する照会・要望

等について回答の

標準化を図り、ホ

ームページ上のＱ

＆Ａに反映させ

る。 

 

ロ 加入者等に対

する個別の相談業

務については、引

き続き電話により

行いサービス向上

を図る。 

 

③ 積極的な情報

の収集及び活用 

 

イ 加入促進強化

月間等における訪

問や参与会等の場

を活用して、中小

企業事業主団体、

関係業界団体及び

関係労働団体の有

識者から、機構の

業務運営に対する

 

 

 

ロ 加入者等の各

種手続の迅速化を

目的とし、業務シ

ステムの再構築の

可能性について検

討する。 

 

ハ 契約及び退職

金給付に当たり、

厳正な審査を引き

続き実施しつつ、

受付日から 22業

務日以内に退職金

を全数支給する。 

 

 

② 情報提供の充

実、加入者等から

の照会・要望等へ

の適切な対応等 

 

イ 加入者等の利

便性を高める観点

から、加入者等か

らの制度・手続に

関する照会等につ

いて回答の標準化

を図り、ホームペ

ージ上のＱ＆Ａに

反映させる。 

 

 

ロ 加入者等に対

する個別の相談業

務については、引

き続き電話により

行いサービス向上

を図る。 

 

③ 積極的な情報

の収集及び活用 

 

イ 加入促進強化

月間等における訪

問や参与会等の場

を活用して、中小

企業事業主団体、

関係業界団体及び

関係労働団体の有

識者から、機構の

業務運営に対する

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜定量的指標＞ 

・退職金請求に

ついて、受付日

から 22業務日

以内に、退職金

を全数支給する

こと。 

 

 

＜評価の視点＞ 

 

・共済契約者等

の利便性を高め

る観点からホー

ムページの充実

を図るほか、共

済契約者等のニ

ーズに即した相

談対応、情報提

供を行う等によ

り、相談業務及

び情報提供の質

の向上を図った

か。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ロ 加入者等の各種手続の迅速化を目的とし、費用対効果も含めて業務システムの再構

築について検討した。 

 

 

 

 

 

ハ 契約及び退職金給付に当たり、厳正な審査を引き続き実施しつつ、受付から 22業

務日以内に退職金を全数支給した。 

 

 

 

 

 

 

 

② 情報提供の充実、加入者等からの照会・要望等への適切な対応等 

 

 

 

 

イ 加入者等の利便性を高める観点から、加入者等からの制度・手続に関する照会・要

望等について、ホームページを改修した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ロ 加入者等に対する個別の相談業務については、支部において判断が困難な事案につ

いては早めに本部に渡してもらうように連携をするなど、相談者に対してストレスのな

い対応を実施した。引き続きサービス向上を図るとともに、ホームページを通じたメー

ルでの質問や相談に対しても懇切丁寧に対応した。 

 

 

 

③ 積極的な情報の収集及び活用 

 

 

イ 加入促進強化月間等における訪問や参与会等の場を活用して、各種統計等の情報を

提供した。 

また、全国森林組合連合会からは、林業就業支援事業研修において制度説明を行う機

会の提供を受けた。 

 

・中退共・特退共合同参与会（9/1、3/26） 

 

 

 

済契約者からの申出） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・退職金請求につい

て、受付日から 22業務

日以内に、退職金を全

数支給した。 

 

 

 

 

＜評価の視点に対する

措置＞ 

・加入者等の利便性を

高める観点から、加入

者等からの制度・手続

に関する照会・要望等

について回答の標準化

を図り、ホームページ

を改修した。 

また、加入者等に対

する個別の相談業務に

ついては、支部におい

て判断が困難な事案に

ついては早めに本部に

渡してもらうように連

携をするなど、相談者

に対してストレスのな

い対応を実施した。引

き続きサービス向上を

図るとともに、ホーム

ページを通じたメール

での質問や相談に対し

ても懇切丁寧に対応し

た。 
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上で、当該情報

を分析して対応

策を検討し、林

業退職金共済事

業の運営に反映

させることによ

り、当該事業の

改善を図るこ

と。 

   

【指標】 

・退職金請求に

ついて、受付日

から 22業務日以

内に、退職金を

全数支給するこ

と。 

・毎年度１回以

上、加入者、関

係団体等の意

見・要望並びに

各種統計等の情

報を整理・分析

し、対応策を検

討、実施するこ

と。 

 

[目標設定等の考

え方] 

・前中期目標の

水準を、退職金

請求の事務処理

期限の指標とし

て設定すること

とする。 

※前中期目標期

間中（2018（平

成 30）～2022

（令和４）年

度）に目標とし

て定めた処理日

数の最終期限

（業務日）22日 

・林業退職金共

済制度を取り巻

く環境の変化を

把握し、迅速に

対応するため

に、毎年度１回

以上、統計等の

各種情報を整

理・分析し、事

業を改善するこ

とを指標とする

意見・要望等を聴

取する。 

 

 

 

 

 

 

 

ロ 毎月の加入状

況、退職金支払状

況等に関する統計

を整備するととも

に、林退共事業に

対する要望・意見

等を随時調査等す

る。 

 

 

 

ハ 毎年度１回以

上、加入者、関係

団体等の意見・要

望並びに各種統計

等の情報を整理・

分析し、対応策を

検討し、林退共事

業の運営に反映さ

せることにより、

当該事業の改善を

図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

意見等を聴取す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

ロ 毎月の加入状

況、退職金支払状

況等に関する統計

を整備するととも

に、林退共事業に

対する要望等を随

時調査等する。 

 

 

 

 

ハ 加入者、関係

団体等の意見・要

望並びに各種統計

等の情報を整理・

分析し、対応策を

検討し、林退共事

業の運営に反映さ

せることにより、

当該事業の改善を

図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜評価の視点＞ 

 

・加入者及び関

係団体等の意

見・要望並びに

各種統計等の情

報を整理・分析

して対応策を検

討し、林退共事

業の運営に反映

させることによ

り、当該事業の

改善を図った

か。 

 

＜定量的指標＞ 

・毎年度１回以

上、加入者、関

係団体等の意

見・要望並びに

各種統計等の情

報を整理・分析

し、対応策を検

討、実施するこ

と。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ロ 毎月の加入状況、退職金支払状況等に関する統計情報を整備した。 

・事業季報 158号（令和７年１・２・３月） 

・事業季報 159号（令和７年４・５・６月） 

・事業季報 160号（令和７年７・８・９月） 

・事業季報 161号（令和７年 10・11・12月） 

 

 

 

 

 

 

ハ 運営委員会の場等を活用して、各種統計等の情報を提供した。林退共事業の運営に

対する特段の意見・要望は出されなかった。引き続き、関係者から意見・要望等を聴取

し適切に対応する。 

・運営委員会（6/23、3/16開催） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜評価の視点に対する

措置＞ 

・運営委員会の場等を

活用して、各種統計等

の情報を提供した。林

退共事業の運営に対す

る特段の意見・要望は

出されなかった。引き

続き、関係者からの意

見・要望等を聴取し適

切に対応する。（運営委

員会 6/23、3/16開催） 

 

 

 

 

・令和７年度は２回運

営委員会の場等を活用

して、各種統計等の情

報を提供した。林退共

事業の運営に対する特

段の意見・要望は出さ

れなかった。引き続

き、関係者からの意

見・要望等を聴取し適

切に対応する。（運営委

員会 6/23、3/16開催） 
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こととする。 

 

 

（４）確実な退

職金の支給に向

けた取組 

 

 長期未更新者

数の縮減の観点

から、新規加入

時及び共済手帳

更新時における

被共済者の住所

把握を徹底する

とともに、長期

未更新者に対す

る現況調査によ

り、共済手帳の

更新、退職金の

請求等の手続を

とるよう要請す

ること。 

 被共済者の重

複加入の確認を

徹底し、重複加

入及び退職金の

支払い漏れを防

止すること。 

 

【指標】 

・長期未更新者

のうち住所が把

握できた全ての

者に対し、未更

新期間が３年経

過時点及びその

後一定の期間経

過時点に、共済

手帳の更新、退

職金の請求等の

手続をとるよう

要請すること。 

・中期目標期間

の最終年度まで

に、長期未更新

者数を、前中期

目標期間の終了

時の数から減少

させること。 

 

[目標設定等の考

え方] 

共済手帳の更

新要請等を行う

 

 

 

（４）確実な退職

金の支給に向けた

取組 

 

林退共事業にお

ける長期未更新者

のうち、業界引退

者への確実な退職

金支給のための以

下の取組等を行

い、中期目標期間

の最終年度まで

に、長期未更新者

数を前中期目標期

間の終了時から減

少させる。 

 

イ 新規加入時に

被共済者の住所把

握を徹底し、林退

共制度に加入した

ことを本人に通知

するとともに被共

済者の住所をシス

テムに登録する。

また、共済手帳の

住所欄に被共済者

の住所を記載して

もらうことを徹底

する。 

 

ロ 共済手帳の更

新時においても被

共済者の住所把握

を徹底し、システ

ムに登録する。 

 

 

ハ 未更新期間が

３年経過している

被共済者に対して

現況調査を行い、

住所が把握できた

被共済者に対し、

共済手帳の更新、

業界引退者へ退職

金請求等の手続を

とるよう要請する

とともに、住所が

把握できない被共

済者に対しては、

 

 

 

（４）確実な退職

金の支給に向けた

取組 

 

林退共事業にお

ける長期未更新者

のうち、業界引退

者への確実な退職

金支給のための以

下の取組等を行

い、中期目標期間

の最終年度まで

に、長期未更新者

数を前中期目標期

間の終了時から減

少させる。 

 

イ 新規加入時に

被共済者の住所把

握を徹底し、林退

共制度に加入した

ことを本人に通知

するとともに被共

済者の住所をシス

テムに登録する。

また、共済手帳の

住所欄に被共済者

の住所を記載して

もらうことを徹底

する。 

 

ロ 共済手帳の更

新時においても被

共済者の住所把握

を徹底し、システ

ムに登録する。 

 

 

ハ 未更新期間が

３年経過時点で行

う現況調査におい

て、住民基本台帳

ネットワークシス

テム等も活用しな

がらその住所把握

に努め、把握でき

た住所を全てシス

テムに登録し、共

済手帳の更新、業

界引退者へ退職金

請求等の手続をと

 

 

 

＜評価の視点＞ 

 

・長期未更新者

数の縮減の観点

から、新規加入

時及び共済手帳

更新時における

被共済者の住所

把握を徹底する

とともに、長期

未更新者に対す

る現況調査によ

り、共済手帳の

更新又は退職金

の請求等の手続

をとるよう要請

したか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）確実な退職金の支給に向けた取組 

 

 

 

林退共事業における長期未更新者のうち、業界引退者への確実な退職金支給のための

以下の取組等を行い、長期未更新者数を前中期目標期間の終了時から減少させた。 

 

前中期目標期間終了時 2,110人 

令和８年３月末現在   2,017人（△93人） 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 新規加入時に被共済者の住所把握を徹底し、林退共制度に加入したことを本人に通

知するとともに被共済者の住所をシステムに登録する。また、共済手帳の住所欄に被共

済者の住所を記載してもらうことを徹底した。 

・通知件数 1,362人 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ロ 共済手帳の更新時においても被共済者の住所把握を徹底し、システムに登録した。 

・更新件数  13,601件 

 

 

 

 

 

ハ 未更新期間が３年経過時点で行う現況調査において、住民基本台帳ネットワーク等

も活用しながらその住所把握に努め、把握できた住所を全てシステムに登録し、共済手

帳の更新、業界引退者への退職金請求等の手続を取るよう要請した（3/30）。 

・調査対象件数 39事業所 40人 

  また、上記の要請から２年を経過した後においても、退職金請求等の手続を取ってい

ない長期未更新者全員に対して、退職金請求等の手続を取るよう要請した（9/24）。 

・調査対象者数 26事業所 32人 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜評価の視点に対する

措置＞ 

・長期未更新者数の縮

減の観点から、新規加

入時及び共済手帳更新

時における被共済者の

住所把握を徹底すると

ともに、長期未更新者

に対する現況調査によ

り、共済手帳の更新又

は退職金の請求等の手

続を取るよう要請し

た。 
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ことで、長期未

更新者数を減少

させることを指

標として設定す

ることとする。 

※過去３年以上

手帳の更新を行

っておらず掛金

納付月数 24月以

上の被共済者推

移 

2019（令和

元）年度末 

2,151 人、2020

（令和２）年度

末 2,125 人、 

2021（令和

３）年度末 

2,131 人、2022

（令和４）年 12

月末 2,110 人 

住民基本台帳ネッ

トワーク等を活用

した追跡調査を実

施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

ニ 未更新期間が

３年経過時点で行

う現況調査におい

て、住民基本台帳

ネットワーク等も

活用しながらその

住所把握に努め、

把握できた住所を

全てシステムに登

録し、共済手帳の

更新、業界引退者

へ退職金請求等の

手続をとるよう要

請する。 

また、上記の要

請から２年を経過

した後において

も、退職金請求等

の手続をとってい

ない長期未更新者

全員に対して、退

職金請求等の手続

をとるよう要請す

る。 

 

ホ 被共済者の年

齢構成を把握・分

析し、住所が把握

できている長期未

更新者のうち、65

歳に達した被共済

者に対して掛金納

付状況等を通知す

るとともに、共済

手帳の更新、業界

引退者へ退職金請

求等の手続をとる

よう要請する。 

 

 

 

 

るよう要請する。 

また、上記の要

請から２年を経過

した後において

も、退職金請求等

の手続をとってい

ない長期未更新者

全員に対して、退

職金請求等の手続

をとるよう要請す

る。 

 

ニ 被共済者の年

齢構成を把握・分

析し、住所が把握

できている長期未

更新者のうち、65

歳に達した被共済

者に対して掛金納

付状況等を通知す

るとともに、共済

手帳の更新、業界

引退者へ退職金請

求等の手続をとる

よう要請する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ホ 新たに長期未

更新者とさせない

ための取組みとし

て、掛金納付が

24月に達した者

で、かつ住所が把

握できている被共

済者に対して、掛

金納付状況等を通

知するとともに、

就労している場合

は共済手帳を事業

主に提出し、就労

日数に応じて共済

証紙を適正に貼付

してもらうなどの

注意喚起を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ニ 被共済者の年齢構成を把握・分析し、住所が把握できている長期未更新者のうち、

65歳に達した被共済者に対して掛金納付状況等を通知するとともに、共済手帳の更

新、業界引退者へ退職金請求等の手続をとるよう要請した。 

・調査対象者数 13人 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ホ 新たに長期未更新者とさせないための取組として、掛金納付が 24月に達した者

で、かつ住所が把握できている被共済者に対して、掛金納付状況等を通知するととも

に、就労している場合は共済手帳を事業主に提出し、就労日数に応じて共済証紙を適正

に貼付してもらうなどの注意喚起を行った。 

・通知件数 624人 
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ヘ 新たに長期未

更新者とさせない

ための取組みとし

て、掛金納付が

24月に達した者

で、かつ住所が把

握できている被共

済者に対して、掛

金納付状況等を通

知するとともに、

就労している場合

は共済手帳を事業

主に提出し、就労

日数に応じて共済

証紙を適正に貼付

してもらうなどの

注意喚起を行う。 

 

 

ト 被共済者の加

入時、退職時に名

寄せを行い、重複

加入が疑われる被

共済者に対し重複

加入調査票を送付

し注意喚起を行

う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

チ 事業主団体の

広報誌、ポスター

等により、被共済

者に退職金の請求

に関する問い合わ

せを呼びかける。 

 

 

 

 

リ ホームページ

等を活用し、共済

手帳の更新、退職

金の請求等の手続

を行うよう注意喚

起を行う。 

 

 

ヘ 被共済者の加

入時、退職時に名

寄せを行い、重複

加入が疑われる被

共済者に対し重複

加入調査票を送付

し注意喚起を行

う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ト 事業主団体の

広報誌、ポスター

等により、被共済

者に退職金の請求

に関する問合せを

呼びかける。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

チ ホームページ

等を活用し、共済

手帳の更新、退職

金の請求等の手続

を行うよう注意喚

起を行う。 

 

 

 

 

リ マスメディア

を活用し、共済契

約者に対し、被共

済者の退職時等に

林業からの引退の

意思の有無を確認

 

 

＜評価の視点＞ 

 

・被共済者の重

複加入の確認を

徹底し、重複加

入及び退職金の

支払い漏れを防

止したか。 

 

 

 

 

・重複加入が疑

われる被共済者

に対し重複加入

調査票を送付し

注意喚起を実施

しているか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜評価の視点＞ 

 

・ホームページ

等を活用し、共

済手帳の更新、

退職金の請求等

の手続を行うよ

う注意喚起を行

ったか。 

 

 

ヘ 被共済者の加入時、退職時に名寄せを行ったが、重複加入が疑われる対象被共済者

はいなかった。 

・令和７年度退職者 1,245人 

送付対象退職者    ０人 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ト 事業主団体の広報誌、ポスター等による退職金の請求勧奨について各団体へ依頼し

た。 

・ポスター配付（368枚） 

・全国森林組合連合会 

 「森林組合」（10月） 

・宮崎県森林組合連合会 

 「宮崎県森連会報 vol.315」（７月）、「宮崎県森連会報 vol.316」（10月） 

・福岡県森林組合連合会 

 「森連だより８月号」 

・香川県森林組合連合会 

 「労確センターだより 28号」（７月） 

・林業・木材製造業労働災害防止協会 

 「第 61回全国林材業労働災害防止大会「大会誌」」（11月） 

 「林材安全 920号」（10月） 

・広島県林業改良普及協会 

 「ひろしまの林業」（２月） 

 

チ ホームページ等を活用し、共済手帳の更新、退職金の請求等の手続を行うよう注意

喚起を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

リ 振興山村市町村の広報誌を活用し、共済契約者に対し、被共済者の退職時等に林業

からの引退の意思の有無を確認し、引退の意思を有する場合には退職金を請求すること

を指導するよう要請するため、振興山村市町村へ広報記事掲載依頼を実施した

（7/11）。 

・通知件数 135自治体 

※振興山村とは、山村振興法に基づき、旧市町村単位に林野率 75％以上かつ人口密度

 

 

＜評価の視点に対する

措置＞ 

・被共済者の重複加入

の確認を徹底し、重複

加入及び退職金の支払

い漏れを防止した結

果、退職時に重複加入

が判明した被共済者は

０人だった。 

 

 

 

・被共済者の重複加入

の確認を徹底し、重複

加入及び退職金の支払

い漏れを防止した結

果、加入時に重複加入

が判明した被共済者は

０人だった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜評価の視点に対する

措置＞ 

・ホームページ等を活

用し、共済手帳の更

新、退職金の請求等の

手続を行うよう注意喚

起を行った。 
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４．その他参考情報 

特になし 

  

 

 

 

 

 

 

ヌ マスメディア

を活用し、共済契

約者に対し、被共

済者の退職時等に

林業からの引退の

意思の有無を確認

し、引退の意思を

有する場合には退

職金を請求するこ

とを指導するよう

要請する。 

し、引退の意思を

有する場合には退

職金を請求するこ

とを指導するよう

要請する。 

1.16人/町歩未満等で、都道府県知事の申請に基づき主務大臣（国土交通大臣、総務大

臣及び農林水産大臣）が指定するもの。 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 

１―６ Ⅱ財産形成促進事業 １ 融資業務の着実な実施  

２ 利用促進対策の効果的実施  

３ 財務運営 
業務に関連する政策・施

策 

豊かで安定した勤労者生活の実現を図ること（厚生労働省 政策体

系 基本目標Ⅳ-施策大目標 3-2）  

当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 

中退法第 70条第 2項 

当該項目の重要度、難易

度 

－ 関連する政策評価・行政事業

レビュー 

 

 

２．主要な経年データ 

 ① 主要なアウトプット（アウトカム）情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指 標 達成目標 令和５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度 

 

 令和５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度 

貸付決定までの審査

期間 

財形持家融資取

扱金融機関にお

いて借入申込書

を受理した日か

ら平均５業務日

以下 

4.22日 4.41日 4.14日 日 日 

予算額（千

円） 
121,398,850 110,716,947 109,270,789   

決算額（千

円） 
107,381,966 93,967,507 91,974,348   

経常費用 

（千円） 
1,400,475 1,480,178 1,809,383   

同上【達成度】  【100％】 【100％】 【100％】 【％】 【％】 
経常利益 

（千円） 
281,411 169,486 △35,575   

財形持家転貸融資の

新規借入申込件数 

中期目標期間中

の合計で 1,800

件以上 

令和５年度 

目標 380 件以上 

実績：456 件 

令和６年度 

目標 370 件以上 

実績：264 件 

令和７年度 

目標 360 件以上 

実績：172 件 

令和８年度 

目標件以上 

実績：件 

令和９年度 

目標件以上 

実績：件 

行政コスト

（千円） 
1,400,475 1,480,178 1,809,866   

同上【達成度】  【120.0％】 【71.4％】 【47.8％】 【％】 【％】 

従事人員数 21 20 20   
財形持家転貸融資の
利用促進回数 

毎年度 30回以上 34回 35回 31回 回 回 

同上【達成度】  【113.3％】 【116.7％】 【103.3％】 【％】 【％】 

注）予算額、決算額は支出額を記載。 
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３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 

法人の業務実績・自己評価 
主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

 Ⅱ 財産形成促

進事業 

 

 

 

 

 

１ 融資業務の

実施 

 

 勤労者世帯の

持家取得につい

て、勤労者の生

活の安定に資す

るため、融資業

務を実施するこ

と。 

 また、勤労者

に対して提供す

るサービスの質

を向上させるた

め、職員研修を

実施すること等

により審査業務

を的確かつ迅速

に処理するため

の取組を行うこ

と。 

 

【指標】 

 貸付決定まで

の審査期間につ

いて、財形持家

転貸融資取扱金

融機関において

借入申込書を受

理した日から平

均５業務日以下

とすること。 

 

[目標設定等の

考え方] 

迅速な審査を

行い、引き続き

利用者の利便性

を維持する必要

があるため、前

中期目標期間中

（2018（平成

30）～2022（令

Ⅱ 財産形成促

進事業 

 

 

 

 

 

１ 融資業務の

着実な実施 

 

勤労者世帯の

持家取得につい

て、勤労者の生

活の安定に資す

るため、融資業

務を着実に実施

する。 

また、審査の

妥当性確保と迅

速な審査処理の

維持を図るた

め、外部専門家

による職員研修

を毎年度１回以

上実施し、貸付

決定までの審査

期間について、

財形持家転貸融

資取扱金融機関

において借入申

込書を受理した

日から平均５業

務日以下とす

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅱ 財産形成促

進事業 

 

 

 

 

 

１ 融資業務の

着実な実施 

 

勤労者世帯の

持家取得につい

て、勤労者の生

活の安定に資す

るため、融資業

務を着実に実施

する。 

また、審査の

妥当性確保と迅

速な審査処理の

維持を図るた

め、外部専門家

による職員研修

を１回以上実施

するとともに、

財形持家転貸融

資の新規借入申

込みに係る貸付

決定までの審査

期間について、

財形持家転貸融

資取扱金融機関

において借入申

込書を受理した

日から平均５業

務日以下とす

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜評価の視点＞ 

 

 

・融資業務の運

営に当たって

は、勤労者の生

活の安定に資す

るため、融資業

務を着実に実施

しているか。 

また、勤労者

に対して提供す

るサービスの質

を向上させるた

め、審査業務の

妥当性確保と迅

速化に向けた取

組みを行った

か。 

 

 

 

＜定量的指標＞ 

・貸付決定まで

の審査期間につ

いて、財形持家

融資取扱金融機

関において借入

申込書を受理し

た日から平均５

業務日以下とす

ること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅱ 財産形成促進事業 

 

 

 

 

 

 

１ 融資業務の着実な実施 

 

 

勤労者世帯の持家取得について、勤労者の生活の安定に資するため、融資業務を着

実に実施した。 

また、審査の妥当性確保と迅速な審査処理の維持を図るため、外部専門家による職

員研修を実施した。 

貸付決定までの審査期間については、貸付決定した 172件について、財形持家融資

取扱金融機関において借入申込書を受理した日から平均５業務日以下で貸付決定した

（平均審査処理期間 4.14日）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜評定と根拠＞ 

評定：Ｂ 

以下のとおり、評価

の指標についておおむ

ね達成していることを

踏まえ、Ｂ評価とする。 

 

＜評価の視点に対する

措置＞ 

 

・融資業務の運営に当

たっては、勤労者の生

活の安定に資するた

め、融資業務を着実に

実施するよう努めた。 

また、勤労者に対して

提供するサービスの質

を向上させるため、審

査の妥当性確保と迅速

な審査処理の維持を目

的として、外部専門家

による職員研修を実施

した。 

 

 

 

 

 

 

 

・貸付決定までの審査

期間について、財形持

家融資取扱金融機関に

おいて借入申込書を受

理した日から平均５業

務日以下（平均 4.14

日）で貸付決定した。 

 

 
＜業務運営上の課題及

び改善方策＞ 
財形持家転貸融資の

利用に向けて、引き続

き原因分析を行い、状

況に応じた取組を行う

必要がある。 

 

＜令和６年度業務実績

評価結果の反映状況＞ 

財形持家転貸融資の

評定 
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和４）年度）に

おける水準を指

標とすることと

する。 

※前中期目標期

間中（2018（平

成 30）～2022

（令和４）年

度）に目標とし

て定めた平均処

理日数（業務

日） ５日 

 

 

２ 利用促進対

策の効果的実施 

 

（１）関係機関

等と連携した利

用促進対策 

 

 財形持家融資

の関係機関等と

連携しつつ、財

形持家融資利用

者の動向とその

要因を踏まえた

利用促進対策に

取り組むこと。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 利用促進対

策の効果的実施 

 

（１）関係機関

等と連携した利

用促進対策 

 

財形持家融資

の関係機関等と

連携するなど

し、財形持家融

資利用者の減少

の要因を踏まえ

た以下の利用促

進対策（あらゆ

る機会を捉え

て、毎年度 30

回以上、財形持

家転貸融資の利

用促進を図

る。）に取り組

むことにより、

中期目標期間中

の財形持家転貸

融資の新規借入

申込件数を合計

1,800件以上と

する。 

 

① 厚生労働省

に登録している

福利厚生会社と

連携し、同社に

出資する事業主

等に対し財形持

家転貸融資の利

用促進を図る。 

 

② 財形持家転

貸融資の利用に

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 利用促進対

策の効果的実施 

 

（１）関係機関

等と連携した利

用促進対策 

 

財形持家融資

の関係機関等と

連携するなど

し、財形持家融

資利用者の減少

の要因を踏まえ

た以下の利用促

進対策（あらゆ

る機会を捉え

て、30回以上、

財形持家転貸融

資の利用促進を

図る。）に取り組

むことにより、

2025（令和７）

年度における財

形持家転貸融資

の新規借入申込

件数を 360件以

上とする。 

 

 

① 厚生労働省

に登録している

福利厚生会社と

連携し、同社に

出資する事業主

等に対し財形持

家転貸融資の利

用促進を図る。 

 

② 財形持家転

貸融資の利用に

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〈定量的指標〉 

・一般の中小企

業退職金共済の

未加入事業主に

対する説明会等

あらゆる機会を

捉えて、毎年度

30回以上、財形

持家転貸融資の

利用促進を図る

こと。 

 

 

 

・中期目標期間

中の財形持家融

資の新規借入申

込件数を、合計

1,800件（う

ち、令和７年度

においては 360

件）以上とする

こと。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 利用促進対策の効果的実施 

 

 

（１）関係機関等と連携した利用促進対策 

 

 

 

財形持家融資の関係機関等と連携するなどし、①～⑥の利用促進対策（計 31回）に

取り組んだ。しかし、住宅価格の高騰や、金利が上昇していること等の影響により、

令和７年度における財形持家転貸融資の新規借入申込件数は 172件となり、数値目標

（360件）に対し達成率は 47.8％にとどまった。 

 

・学生向けセミナーへの参加                     ２回 

・働き方改革推進支援センター主催のオンラインセミナーへの参加    １回 

・事業所に対する財形持家融資等の制度説明及び利用勧奨                １回 

・中退共の未加入事業主に対する説明会への参加              23回 

・ＳＮＳによる制度の周知広報                    ４回 

                                 計 31回 

 

また、利用促進を図るための周知活動として、業界誌等の機関誌において財形制度

の広告掲載を行った（計３誌）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 福利厚生会社と連絡会議を開催し、利用促進に係る取組等について協議した。 
 

 

 

 

 

 

 

 

② 厚生労働省及び労働金庫連合会との連携により、明治大学にて学生向けのセミナー 
 を開催し、財形制度の周知・勧奨を行った（計２回）。 

利用に向けて原因分析

を行い、令和８年４月

から実施する制度改善

に係る規程改正を行っ

た。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・財形持家転貸融資の

利用促進対策として、

一般の中小企業退職金

共済の未加入事業主に

対する説明会への参加

等の取組を 31回行っ

た。 

 

 

 

 

 

 

・財形持家転貸融資の

利用者の減少を踏ま

え、関係機関等と連携

するなどし、利用促進

に取り組んだ。 

しかしながら、以下

の要因により財形持家

融資の新規借入申込件

数は 172件となり、目

標達成率は 47.8％にと

どまったと考えてい

る。 

〇住宅価格が高騰して

おり、また住宅着工件

数が減少し続けている

こと。 

〇住宅ローン市場にお

いて、変動金利型商品

のシェアが最も高い状

態が継続しているこ

と。 

〇令和５年度以降の金

利上昇局面において、
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（２）特別な支

援を必要とする

者への対応 

 

 特別な支援を

必要とする利用

者への特例措置

については、政

府方針を踏ま

え、適時適切に

つなげるため、

資産形成のアド

バイザーである

ファイナンシャ

ルプランナー等

外部専門家に対

しセミナーを開

催するととも

に、外部専門家

が主催する会

議・集会・研修

等へ参加し、事

業主・勤労者へ

の周知・推奨を

依頼する。 

 

③ 住宅ローン

利用検討者向け

のセミナー等を

毎年度開催す

る。 

 

④ 中退共の未

加入事業主に対

する説明会に参

加し、中小企業

事業主への財形

持家転貸融資の

利用促進を図

る。 

 

⑤ 上記で活用

する媒体等を作

成し、必要に応

じて改良を加え

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）特別な支

援を必要とする

者への対応 

 

特別な支援を

必要とする利用

者への特例措置

については、政

府方針を踏ま

え、適時適切に

つなげるため、

資産形成のアド

バイザーである

ファイナンシャ

ルプランナー等

外部専門家に対

しセミナーを開

催するととも

に、外部専門家

が主催する会

議・集会・研修

等へ参加し、事

業主・勤労者へ

の周知・推奨を

依頼する。 

 

③ 住宅ローン

利用検討者向け

のセミナー等を

開催する。 

 

 

④ 中退共制度

の未加入事業主

に対する説明会

に参加し、中小

企業事業主への

財形持家転貸融

資の利用促進を

図る。 

 

⑤ ＳＮＳアカ

ウントを活用

し、ＳＮＳによ

る制度の周知広

報を実施する。 

 

⑥ 上記で活用

する媒体等を作

成し、必要に応

じて改良を加え

る。 

 

 

（２）特別な支

援を必要とする

者への対応 

 

特別な支援を

必要とする利用

者への特例措置

については、政

府方針を踏ま

え、適時適切に

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜評価の視点＞ 

 

・政府方針を踏

まえ、適時適切

に、特別な支援

を必要とする利

用者への融資内

容の見直し等に

取り組んだか。 

 

また、東京働き方改革推進支援センター主催のオンラインセミナーに参加し、財形

持家融資等についての説明を行った。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 住宅ローン利用検討者向けのセミナー等を以下のとおり開催した。 

・東京都の事業所において、財形持家融資等の制度説明及び利用勧奨を行った。 

 

 

 

 

④ 中退共の未加入事業主に対する説明会に 23回参加し、中小企業事業主への財形 

持家転貸融資の利用促進を図った。 

 

 

 

 

 

 

 

⑤ X（旧 Twitter）及び Instagramで制度紹介を行った（計４回）。 

 

 

 

 

 

⑥ 最近の電話相談の内容やホームページの閲覧者の意見等を踏まえ、ホームページの 
よくある質問の内容の見直しを行った。 

 

 

 

 

 

（２）特別な支援を必要とする者への対応 

 

 

 

政府方針を踏まえ、中小企業勤労者貸付金利引下げ特例措置と子育て勤労者支援貸

付金利引下げ特例措置を実施した。 

 

 

 

 

資金調達と貸付金利の

設定方法の制約から、

民間金融機関の変動金

利型の住宅ローンとの

間で貸付金利の金利差

が拡大したこと。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜評価の視点に対する

措置＞ 

・政府方針を踏まえ、

中小企業勤労者貸付金

利引下げ特例措置と子

育て勤労者支援貸付金

利引下げ特例措置を実

施した。 
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見直しを行いつ

つ、引き続き行

うこと。 

 

【指標】 

・中期目標期間

中の財形持家転

貸融資の新規借

入申込件数を合

計 1,800 件以上

とすること。 

・一般の中小企

業退職金共済の

未加入事業主に

対する説明会等

あらゆる機会を

捉えて、毎年度

30回以上、財形

持家転貸融資の

利用促進を図る

こと。 

 

[目標設定等の

考え方] 

 

・財形貯蓄件数

が減少傾向にあ

ることを踏ま

え、令和２年度

及び令和３年度

における「財形

貯蓄件数の減少

率」及び「新規

申込件数／財形

貯蓄件数の減少

率」に基づき令

和５年度の新規

申込件数を算出

した上で、令和

６～９年度の新

規申込件数は令

和５年度の新規

申込件数から財

形貯蓄件数の減

少率に従って減

少するとして算

出し、これらの

数値を合計して

指標を設定する

こととする。 

・前中期目標期

間中の実績を踏

まえ、指標を設

定することとす

見直しを行いつ

つ、引き続き行

う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

見直しを行いつ

つ、引き続き行

う。 
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る。 

※説明会等の実

施回数実績 

 2018（平成

30）年度 24

回、2019（令和

元）年度 14

回、2020（令和

２）年度 ４

回、 

 2021（令和

３）年度 24

回、2022（令和

４）年度実績見

込 29回 

 

３ 財務運営 

 

（１）自立的な

財政規律の下、

安定的かつ効率

的な財政運営を

実施すること。 

 

（２）剰余金

は、金融リスク

への備え、政府

方針を踏まえた

特別な支援を必

要とする利用者

への融資内容の

見直し、融資業

務の体制強化等

に充てること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 財務運営 

 

自立的な財政

規律の下、安定

的かつ効率的な

財政運営を実施

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 財務運営 

 

自立的な財政

規律の下、安定

的かつ効率的な

財政運営を実施

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜評価の視点＞ 

 

・自立的な財政

規律の下、安定

的かつ効率的な

財政運営を実施

しているか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 財務運営 

 

中小企業勤労者支援貸付金利引下げ特例措置及び子育て勤労者支援貸付金利引下げ

特例措置については、当該措置が財政状況に与える影響を考慮のうえ、政策的意義及

び利用率の向上を踏まえ継続実施した。効率的財務運営の観点からは、余裕資金の運

用について、可能な限り短期でも運用機会を活用するように努めた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜評価の視点に対する

措置＞ 

・中小企業勤労者支援

貸付金利引下げ特例措

置及び子育て勤労者支

援貸付金利引下げ特例

措置については、当該

措置が財政状況に与え

る影響を考慮のうえ、

政策的意義及び利用率

の向上を踏まえ継続実

施した。効率的財務運

営の観点からは、余裕

資金の運用について、

可能な限り短期でも運

用機会を活用するよう

に努めた。 

 

 

４．その他参考情報 

特になし 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 

１―７ Ⅲ 雇用促進融資事業 
業務に関連する政策・施

策 

豊かで安定した勤労者生活の実現を図ること（厚生労働省 政策体

系 基本目標Ⅳ-施策大目標 3-2）  

当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 
中退法附則第 2条第１項第 4号 

当該項目の重要度、難易

度 

－ 関連する政策評価・行政事業

レビュー 

 

 

２．主要な経年データ 

 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指 標 達成目標 令和５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度   令和５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度 

       予算額（千円）      

       決算額（千円）      

       経常費用（千円）      

       経常利益（千円）      

       行政コスト（千

円） 
     

従事人員数 
     

       

 

 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 

法人の業務実績・自己評価 
主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

 Ⅲ 雇用促進融

資事業 

 

 雇用促進融資

業務について

は、債権管理を

適切に行い、リ

スク管理債権

（貸倒懸念債権

及び破産更生債

権等）の処理を

進めること。 

Ⅲ 雇用促進融

資事業 

 

雇用促進融資

業務について

は、債権管理を

適切に行い、リ

スク管理債権

（貸倒懸念債権

及び破産更生債

権等）の処理を

進める。 

Ⅲ 雇用促進融

資事業 

 

雇用促進融資

業務について

は、債権管理を

適切に行い、リ

スク管理債権

（貸倒懸念債権

及び破産更生債

権等）の処理を

進める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜評価の視点＞ 

 

・雇用促進融資

業務について、

債権管理を適切

Ⅲ 雇用促進融資事業 

 

 

雇用促進融資業務については、返済が困難となった債務者に対する貸付条件の変更決

定を２件行った。 

 

令和７年４月に発出した文書に基づき金融機関等との連携を密にし、債務者及び抵当

物件に係る情報収集と現状把握により債権の適切な管理に努めた。リスク管理債権（貸

倒懸念債権及び破産更生債権等）については、適切な管理とあわせて必要に応じた措置

を講ずる等して効果的な回収、処理に努めた。 

 

〇業務指導・監査 ６件 

〇リスク管理債権処理件数 １件（完済１件、償却０件） 

＜評定と根拠＞ 

評定：Ｂ 

雇用促進融資業務に

ついては、金融機関等

との連携を密にし、債

務者及び抵当物件に係

る情報収集と現状把握

により債権の適切な管

理に努めた。 

リスク管理債権（貸

倒懸念債権及び破産更

生債権等）について

は、適切な管理とあわ

せて必要に応じた措置

を講ずる等して効果的

な回収、処理に努め

た。 

以上の根拠を踏ま

え、Ｂ評価とする。 

 

＜評価の視点に対する

措置＞ 

・雇用促進融資業務に

ついては、返済が困難

となった債務者に対す

評定  
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に行い、リスク

管理債権（貸倒

懸念債権及び破

産更生債権等）

の処理を進めた

か。 

る貸付条件の変更決定

を２件行った。 

令和７年４月に発出

した文書に基づき金融

機関等との連携を密に

し、債務者及び抵当物

件に係る情報収集と現

状把握により債権の適

切な管理に努めた。リ

スク管理債権（貸倒懸

念債権及び破産更生債

権等）については、適

切な管理とあわせて必

要に応じた措置を講ず

る等して効果的な回

収、処理に努めた。 

 

〇業務指導・監査 ６

件 

〇リスク管理債権処理

件数 １件（完済１

件、償却０件） 

 

 

４．その他参考情報 

特になし 
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様式１－１－４－２ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項）様式 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

２―１ １ 効率的かつ効果的な業務実施体制の確立等 

２ 業務運営の効率化に伴う経費削減 

３ 給与水準の適正化 

４ 業務の電子化に関する取組 

５ 契約の適正化の推進 
当該項目の重要度、難易

度 

【重要度 高、困難度 高】 

４ 業務の電子化に関する取組 

（１）中退共システム【再掲】 

（２）建設業退職金共済制度の電子申請方式の利用促進【再掲】 

（３）情報システムの整備及び管理 

（４）手続の電子化 

 

【指標】 

（１）中退共システム【再掲】 

 一般の中小企業退職金共済事業における中退共システムについて、2026

（令和８）年度に新システムの運用を開始することを目指し、設計・開発の

着実な進捗管理を行うとともに、想定外の事態にも適切に対応すること。 

（２）建設業退職金共済制度の電子申請方式【再掲】 

・中期目標期間中に電子申請専用サイトの利用者登録を行う共済契約者数を

半数以上とすること。 

・中期目標期間中に電子申請による掛金の原資となる退職金ポイントの額を

掛金収入額の 30％以上とすること。 

 

（理由） 

一般の中小企業退職金共済制度の基幹業務に関わるシステムについて、制

度改正等に迅速かつ柔軟に対応するための再構築であることから、重要度を

高とする。 

 建設業退職金共済制度の電子申請方式について、建設技能労働者の高齢化

や建設業界の人手不足の深刻化といった状況の中、建設業退職金共済制度の

加入者の利便性の向上を図る必要があることから、重要度を高とする。 

中退共システムについて、中退共システム再構築は基本構造とプログラミ

ング言語を刷新するという大規模な再構築であること、加えて、システム再

構築と並行して、情報セキュリティを確保しつつ申請手続等のオンライン化

を実施する必要があることから、困難度を高とする。 

 電子申請方式導入後も就労実績報告作成ツールの改良を行うなど継続して

利用者の利便性向上を図るものの、中小零細企業ではパソコンやインターネ

ットが必ずしも十分に活用されていない実態もあり、電子申請方式の利用が

進んでいない現状にあることから、困難度を高とする。 

関連する政策評価・行政事業レビュー  
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２．主要な経年データ 

 評価対象となる指標 達成目標 （参考） 令和５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度 （参考情報） 
中期目標期間の最終年度まで

に、2022（令和４）年度予算

額に比べて一般管理費（人件

費を除く。）及び業務経費（財

産形成促進事業に係る貸付

金、償還金及び支払利息を除

く。）の削減を行う。 

【達成度】 

一般管理費 

15％以上削減 

 

業務経費 

5％以上削減 

令和４年度予算額 

 

一般管理費 

180,607,000円 

 

業務経費 

4,130,850,000円 

－ － － － 

一般管理費 

％削減 

（円） 

【】 

 

業務経費 

％削減 

（円） 

【】 

 

中退共システムについて、2026

（令和８）年度に新システムの

運用を開始することを目指し、

設計・開発の着実な進捗管理を

行うとともに、想定外の事態に

も適切に対応する【再掲】 

設計・開発の

着実な進捗管

理を行い、順

調に進捗させ

た。想定外の

事態にも適切

に対応した。 

       

中期目標期間中に電子申請専用

サイトの利用者登録を行う共済

契約者数の比率【再掲】 50％以上  － － － － ％  

 同上【達成度】 

      【％】  

 中期目標期間中に掛金収入額に

対する電子申請による掛金の原

資となる退職金ポイント額の割

合【再掲】 

30％以上  
５年度目標 

6％ 

６年度目標 

9％ 

７年度目標 

12％ 

８年度目標 

％ 

９年度目標 

％ 
 

 同上 

【達成度】   
4.97％ 

【83.3％】 

6.40％ 

【75.8％】 

9.78％ 

【73.8％】 

％ 

【％】 

％ 

【％】 
 

 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 

法人の業務実績・自己評価 
主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

 第４ 業務運営

の効率化に関す

る事項 

 

 通則法第 29

条第２項第３号

の業務運営の効

率化に関する事

項は、次のとお

りとする。 

 

 １ 効率的か

つ効果的な業務

実施体制の確立

第２ 業務運営

の効率化に関す

る目標を達成す

るためにとるべ

き措置 

 

 

 

 

 

 

１ 効率的かつ

効果的な業務実

施体制の確立等 

第２ 業務運営

の効率化に関す

る目標を達成す

るためにとるべ

き措置 

 

 

 

 

 

 

１ 効率的かつ

効果的な業務実

施体制の確立等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２ 業務運営の効率化に関する目標を達成するためにとるべき措置 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 効率的かつ効果的な業務実施体制の確立等 

 

 

＜評定と根拠＞ 

評定：Ｂ 

業務運営については、

法人の長を中心に業務

の効率的・効果的実施、

働き方改革の推進等の

観点から、令和６年度に

構築したテレワークシ

ステムのさらなる利用

を呼びかけ、テレワーク

の定着を図るとともに、

会議資料のペーパーレ

ス化に関し、システム整

備を完了し、ペーパーレ

評定  
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等 

 

 機構の業務運

営については、

法人の長を中心

に、業務の効率

的・効果的実

施、働き方改革

の推進等の観点

から会議の電子

化、効率化、職

員のテレワーク

の推進をはじめ

とした見直しを

検討し、実施す

ること。また、

機構の事務につ

いては、外部委

託を拡大する等

により、事務処

理の効率化及び

経費の縮減を図

ること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

機構の業務運

営については、

法人の長を中心

に、業務の効率

的・効果的実

施、働き方改革

の推進等の観点

から以下の取組

をはじめとした

見直しを検討

し、実施する。

また、機構の事

務については、

外部委託を拡大

する等により、

事務処理の効率

化及び経費の縮

減を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）会議の電

子化、効率化 

 

会議資料のペ

ーパーレス化

や、開催方法の

オンライン化に

より、会議の効

率化を推進す

る。 

 

 

（２）職員のテ

レワークの推進 

 

業務における

高付加価値化・

生産性の向上、

 

 

機構の業務運

営については、

法人の長を中心

に、業務の効率

的・効果的実

施、働き方改革

の推進等の観点

から以下の取組

をはじめとした

見直しを検討

し、実施する。

また、機構の事

務については、

外部委託を拡大

する等により、

事務処理の効率

化及び経費の縮

減を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）会議の電

子化、効率化 

 

令和７年 10

月までに会議資

料のペーパーレ

ス化を実施し、

開催方法のオン

ライン化等によ

り、会議の効率

化を推進する。 

 

（２）職員のテ

レワークの推進 

 

業務における

高付加価値化・

生産性の向上、

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

機構の業務運営については、法人の長を中心に、業務の効率的・効果的実施、働き

方改革の推進等の観点から以下の取組をはじめとした見直しを検討し、実施した。ま

た、機構の事務については、外部委託の拡大等を行い、事務処理の効率化及び経費の

縮減を図った。 

 

 

○ 諸手続・事務処理等の再点検を行い、加入者が行う諸手続や提出書類の合理化を

図るとともに、機構内の業務の改善、事務処理の簡素化・迅速化を図った。 

さらに、令和５年度に創設した業務改善の優れた取組を表彰する「業務改善表彰制

度」を引き続き実施し、職員の意識啓発や組織の活性化に繋げた。 

 

[改善実績件数] 

・加入者が行う手続に関すること  11件 

・機構内事務処理に関すること    14件 

 

 

[主な改善実績] 

・資産運用部にて、運用機関及び運用戦略の選定・管理を効率的に実施するために

令和７年度秋から、マネジャー・エントリー制度を導入し、随時登録（エントリ

ー）を受け付け、応募がない運用機関についての情報も広く調査するとともに、

機構の必要に応じて、適時のタイミングで評価・選定を行うことを可能とした。 

 

・令和６年度には中退共にて共済契約者を対象としたアンケート調査をオンライン

化し、Ｗｅｂでの回答を可能とした上で、督促の際には紙の回答用紙を送付して

いたが、令和７年度はＷｅｂへの移行を一層推し進め、紙で回答したいという強

い要望があった場合のみ印刷して発送することにより、調査者及び回答者の負担

軽減及び経費削減を図った。 

 

・建退共にて、千葉県社会保険労務士会の協力のもと、高齢者等の長期未更新者対

策として、社会保険労務士による退職金請求手続きに係る事務代行の試行を行う

ための準備に着手した（令和８年度中に試行予定）。 

 

 

 

（１）会議の電子化、効率化 

 

 

会議資料のペーパーレス化に関し、当初の計画から遅れたものの令和８年３月にシ

ステム整備を完了し、３月の参与会にてペーパーレスによる会議を実施した。無線に

よる機構内ネットワークへの参加により、機構職員が通常使用している端末と同程度

のセキュリティを確保した。 

 

 

 

 

 

（２）職員のテレワークの推進 

 

 

令和７年４月１日から機構全体でテレワークの運用を開始した。在宅勤務に加え、

支部監査や説明会等の出張の際にも活用した。 

 

スによる会議を実施す

る等、事務処理の効率化

を図った。 

業務の電子化に関す

る取組として、新しい中

退共システムの開発・テ

ストを推進するととも

に、新システムの円滑な

利用開始に向けた業務

部門に対する教育訓練

等を実施し、再構築プロ

ジェクトを着実に進め

た。 

建退共の電子ポイン

ト方式については普及

拡大に向けて、電子申請

専用サイトの機能改善

を行い、2025 年（令和７

年）９月 22日から新シス

テムを稼働させた。また

電子ポイント方式を利

用する共済契約者への

インセンティブ付与等

の方策として令和７年

10月１日から「退職金ポ

イント還元キャンペー

ン」を実施した。 

 これらを踏まえ、Ｂ評

価とする。 
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２ 業務運営の

効率化に伴う経

費削減 

 

 業務運営の効

率化に努め、中

期目標期間の最

終年度までに、

各退職金共済事

業における被共

済者管理システ

ム関連経費及び

勤労者財産形成

システム関連経

費（再構築・改

修費及び保守

費）等の新規追

加分並びに公租

公課等の所要計

上を必要とする

経費を除き、一

般管理費（人件

費を除く。）に

ついては、2022

（令和４）年度

予算額に比べて

15％以上、業務

経費（財産形成

促進事業に係る

貸付金、償還金

及び支払利息を

除く。）につい

ては、2022（令

和４）年度予算

額に比べて５％

以上の削減を行

うこと。 

 

【指標】 

職員の仕事と生

活の両立等の観

点から、働き方

改革の推進に資

するよう、職員

の在宅勤務の実

現可能性につい

て検討を行い、

実行可能な業務

について、速や

かにテレワーク

を実施する。 

 

 

 

２ 業務運営の

効率化に伴う経

費削減 

 

業務運営の効

率化に努め、中

期目標期間の最

終年度までに、

各退職金共済事

業における被共

済者管理システ

ム関連経費及び

勤労者財産形成

システム関連経

費（再構築・改

修費及び保守

費）等の新規追

加分及び公租公

課等の所要計上

を必要とする経

費を除き、一般

管理費（人件費

を除く。）につ

いては、2022

（令和４）年度

予算額に比べて

15％以上、業務

経費（財産形成

促進事業に係る

貸付金、償還金

及び支払利息を

除く。）につい

ては、2022（令

和４）年度予算

額に比べて５％

以上の削減を行

う。 

 

 

職員の仕事と生

活の両立等の観

点から、働き方

改革の推進に資

するよう、令和

７年４月に開始

するテレワーク

の定着を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

２ 業務運営の

効率化に伴う経

費削減 

 

一般管理費

（人件費を除

く。）及び業務

経費（財産形成

促進事業に係る

貸付金、償還金

及び支払利息を

除く。）につい

ては、業務運営

全体を通じて一

層の効率化を図

るとともに予算

の適切な執行を

行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜定量的指標＞ 

・業務運営の効

率化に努め、中

期目標期間の最

終年度までに、

各退職金共済事

業における被共

済者管理システ

ム関連経費及び

勤労者財産形成

システム関連経

費（再構築・改

修費及び保守

費）等の新規追

加分並びに公租

公課等の所要計

上を必要とする

経費を除き、一

般管理費（人件

費を除く。）につ

いては、2022

（令和４）年度

予算額に比べて

15％以上、業務

経費（財産形成

促進事業に係る

貸付金、償還金

及び支払利息を

除く。）について

は、2022（令和

４）年度予算額

に比べて５％以

上の削減を行う

こと。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 業務運営の効率化に伴う経費削減 

 

 

 

2022（令和４）年度予算額に対し、一般管理費（人件費を除く。）については

54.2％、業務経費（新規事業、財産形成促進事業に係る貸付金、償還金及び支払利息

を除く。）については 3.0％の削減を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・①一般管理費 

[定量的指標]一般管理

費のうち削減対象経費

の削減率（2022（令和４）

年度予算額比）  

目標値：15％以上削減  

＜参考＞2025（令和７）

年度実績値：82,785（千

円） 54.2％削減 

②業務経費 

[定量的指標] 業務経

費のうち削減対象経費

の削減率（2022（令和４）

年度予算額比）  

目標値： 5％以上削減 

＜参考＞2025（令和７）

年度実績値：4,006,532

（千円） 3.0％削減 
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 業務運営の効

率化に努め、中

期目標期間の最

終年度までに、

各退職金共済事

業における被共

済者管理システ

ム関連経費及び

勤労者財産形成

システム関連経

費（再構築・改

修費及び保守

費）等の新規追

加分並びに公租

公課等の所要計

上を必要とする

経費を除き、一

般管理費（人件

費を除く。）に

ついては、2022

（令和４）年度

予算額に比べて

15％以上、業務

経費（財産形成

促進事業に係る

貸付金、償還金

及び支払利息を

除く。）につい

ては、2022（令

和４）年度予算

額に比べて５％

以上の削減を行

うこと。 

 

３ 給与水準の

適正化 

 

 給与水準につ

いては、国家公

務員の給与水準

も十分考慮し、

手当を含めた役

員の報酬、職員

の給与等の在り

方について厳し

く検証した上

で、目標水準・

目標期間を設定

して、その適正

化に計画的に取

り組むととも

に、その検証結

果及び取組状況

を公表するこ

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 給与水準の

適正化 

 

給与水準につ

いては、国家公

務員の給与水準

も十分考慮し、

手当を含めた役

員の報酬、職員

の給与等のあり

方について厳し

く検証した上

で、目標水準・

目標期間を設定

して、その適正

化に計画的に取

り組むととも

に、その検証結

果や取組状況を

公表する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 給与水準の

適正化 

 

給与水準につ

いては、国家公

務員の給与水準

も十分考慮し、

手当を含めた役

員の報酬、職員

の給与等の在り

方について厳し

く検証した上

で、引き続きそ

の適正化に取り

組むとともに、

その検証結果や

取組状況を公表

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜評価の視点＞ 

 

 

・給与水準につ

いては、国家公

務員の給与水準

も十分考慮し、

手当を含めた役

員の報酬、職員

の給与等につい

て検証及び公表

したか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 給与水準の適正化 

 

 

機構の令和７年度における給与水準について検証を行い、令和８年６月末に機構ホ

ームページ上に公表した。検証結果については以下のとおりである。 

 

 当法人の給与水準は、対国家公務員指数の年齢勘案では 113.4ポイントと国家公務

員の給与水準を上回るものの、職員の勤務地が全員東京都特別区であり、また、職員

の大卒者の割合が国家公務員と比較して高いことから、当法人の実態に近い比較指標

である年齢・地域・学歴勘案との比較では、99.1ポイントと国家公務員指数を下回っ

ている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜評価の視点に対する

措置＞ 

 

・機構の令和７年度にお

ける給与水準について

検証を行い、令和８年６

月末に機構ホームペー

ジ上に公表した。検証結

果については以下のと

おりである。 

当法人の給与水準は、対

国家公務員指数の年齢

勘案では 113.4ポイント

と国家公務員の給与水

準を上回るものの、職員

の勤務地が全員東京都

特別区であり、また、職

員の大卒者の割合が国

家公務員と比較して高

いことから、当法人の実
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と。 

 

 

４ 業務の電子

化に関する取組 

【重要度 高】 

【困難度 高】 

 

（１）中退共シ

ステム【再掲】 

 

 一般の中小企

業退職金共済事

業における中退

共システムにつ

いて、2026（令

和８）年度に新

システムの運用

を開始すること

を目指し、設

計・開発の着実

な進捗管理を行

うとともに、想

定外の事態にも

適切に対応する

こと。 

 システム再構

築プロジェクト

と並行して、情

報セキュリティ

の確保に配慮し

つつ、2025（令

和７）年末まで

に手続のオンラ

イン化導入を実

現するなど、利

用者に対するサ

ービス向上に取

り組むこと。 

 システム再構

築後に事務効率

化の観点からの

システム化を進

めること。ま

た、手続のオン

ライン化につい

ても機能の改善

を図ること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 業務の電子

化に関する取組 

【重要度 高】 

【困難度 高】 

 

（１）中退共シ

ステム【再掲】 

 

中退共事業に

おける中退共シ

ステムについ

て、2026（令和

８）年度に新シ

ステムの運用を

開始することを

目指し、設計・

開発の着実な進

捗管理を行う。

この間、想定外

の事態にも適切

に対応する。 

システム再構

築プロジェクト

と並行して、情

報セキュリティ

の確保に配慮し

つつ、2025（令

和７）年末まで

に手続のオンラ

イン化導入を実

現するなど、利

用者に対するサ

ービス向上に取

り組む。 

システム再構

築後に事務効率

化の観点からの

システム化を進

める。また、手

続のオンライン

化についても機

能の改善を図

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 業務の電子

化に関する取組 

 

 

 

（１）中退共シ

ステム【再掲】 

 

中退共事業に

おける中退共シ

ステムでは、プ

ログラミング言

語を刷新すると

ともに、システ

ム構造を制度改

正等に迅速かつ

柔軟に対応し得

るように見直す

再構築プロジェ

クトを計画通り

に完遂する

（2026（令和

８）年 10月 1

日運用開始）た

め、設計・開発

業務において

は、一連のテス

ト（連動テス

ト、システムテ

スト、受入テス

ト、強化テス

ト）のほか、リ

ハーサルを含む

本番移行準備、

新しいシステム

使用のための教

育訓練等を実施

する。また、シ

ステムテスト期

間内に情報セキ

ュリティテスト

を実施する。 

 2023（令和

５）年 10月に

設計工程を開始

し、2024（令和

６）年 11月に

構築した基盤を

設計・開発業者

に引き渡したシ

ステム基盤構築

 

 

 

 

 

 

 

 

＜評価の視点＞ 

 

・中退共事業に

おける中退共シ

ステムについ

て、プログラミ

ング言語を刷新

し、制度改正等

に迅速かつ柔軟

に対応するため

のシステムの再

構築を着実に進

めているか。【再

掲】 

 

 

 

・一般の中小企

業退職金共済事

業における中退

共システムにつ

いて、2026（令

和８）年度に新

システムの運用

を開始すること

を目指し、設

計・開発と、機

器導入及び新シ

ステムへの移行

に向けた準備の

着実な進捗管理

を行うととも

に、想定外の事

態が生じた場合

は適切に対応し

たか。【再掲】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 業務の電子化に関する取組 

 

 

 

 

（１）中退共システム【再掲】 

 

 

中退共システム再構築については、システムテスト工程までを予定どおり令和７年

９月に完了させ、10月から受入テスト工程を開始した。また、業務部門を対象に新シ

ステム利用に向けた教育訓練を実施した。 

受入テスト工程では、業務部門にて各々の業務シナリオに沿ったシステム検証の実

施や新しい業務画面の新旧同一性の確認を行うとともに、システム部門ではプログラ

ム修正に係るレビューや受入テストの環境整備、システム運用等を実施した。 

こうした中で、システム品質上の課題が顕在化する事態となったことから、受入テ

スト工程を延伸するとともに、品質管理体制を強化し、プロジェクトを着実に進捗さ

せた。 

この間、令和８年９月の最終移行へ向けて、同時期にシステム切り替えを実施する

共通基盤システムや他システムを含めた横断的な最終移行計画、コンティンジェンシ

ープランの検討を推進した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

態に近い比較指標であ

る年齢・地域・学歴勘案

との比較では、99.1ポイ

ントと国家公務員指数

を下回っている。 

 

 

 

＜評価の視点に対する

措置＞ 

・新しい中退共システ

ムの開発・テストを推

進するとともに、新シ

ステムの円滑な利用開

始に向けた業務部門に

対する教育訓練等を実

施し、再構築プロジェ

クトを着実に進めた。

【再掲】 

 

 

 

 

 

 

・システムの品質問題

が顕在化する想定外の

事態となったが、速や

かなスケジュールの見

直しや品質管理体制の

強化を行い、適切に対

応した。 

 

・令和８年９月の最終

移行に向けて、同時期

にシステム切り替えを

実施する他システムを

含めた横断的な最終移

行計画や、今後の不測

の事態に備えたコンテ

ィンジェンシープラン

の検討を推進した。【再

掲】 
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（２）建設業退

職金共済制度の

電子申請方式の

利用促進【再

掲】 

 

 確実な掛金納

付・退職金支

給、共済契約者

の事務負担の軽

減等を図ること

を目的として導

入した電子申請

方式について、

建設キャリアア

ップシステム

（ＣＣＵＳ）と

のデータ連携

や、オンライン

申請機能・メニ

ューの充実・改

善を行うことに

より、一層の利

用促進を図るこ

と。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）建退共の

電子申請方式の

利用促進【再

掲】 

 

 

確実な掛金納

付・退職金支

給、元請事業者

等の共済契約者

の事務負担の軽

減等を図るため

に前中期目標期

間において導入

した電子申請方

式の一層の利用

促進を図る。 

具体的には、

事業者向けだけ

ではなく、事業

者の協力会社や

工事発注者、労

働関係団体など

ニーズに応じた

オーダーメイド

型の説明会の開

催、電子申請専

用の相談窓口を

設け集中的に普

及促進を図るモ

デル地区の設

置、既存の共済

契約者に対し、

電子申請方式の

利用者ＩＤを交

付するような仕

組みの構築をす

るとともに、申

請件数の多い共

済手帳の更新手

続等について、

オンラインを活

用した仕組みで

等業務（システ

ム基盤構築、ツ

ール開発、ハー

ドウェア設置、

データセンター

等）では、上記

のテスト、移行

準備の支援を実

施する。 

 

 

（２）建退共の

電子ポイント方

式の利用促進等

【再掲】 

 

 

確実な掛金納

付・退職金支

給、元請事業者

等の共済契約者

の事務負担の軽

減等を図るため

に前中期目標期

間において導入

した電子ポイン

ト方式の一層の

利用促進を本部

及び支部相互に

連携し図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜評価の視点＞ 

 

・建退共制度に

おける確実な掛

金納付・退職金

支給、元請事業

者等の共済契約

者の事務負担の

軽減等を図るた

めに前中期目標

期間において導

入した電子ポイ

ント方式の一層

の利用促進を本

部及び支部相互

に連携し図った

か。 

【再掲】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）建退共の電子申請方式の利用促進【再掲】 

 

 

 

 

 

確実な掛金納付・退職金支給、元請事業者等の共済契約者の事務負担の軽減等を図

るため、電子申請専用サイトの機能改善を行い、2025 年（令和７年）９月 22日から新

システムを稼働させた。 

 

また、電子化に慎重な事業者や、電子化困難な事業所等については、より手厚いフ

ォローアップが必要なことから、そのための支援メニューや支援体制の整備について

検討を始めた。 

 

その他、「金融機関サポート型」、「発注者推奨型」、「地域企業リーダーシップ型」、

「大手企業ＤＸ推進型」の４つの枠組みを活かした取り組みは、以下のとおり。 

 

【金融機関サポート型】 

・金融機関において電子ポイント方式のパンフレット設置（全 22行） 

・常陽銀行と共催で掛金納付電子化セミナーを実施（全４回） 

 

【発注者推奨型】 

・地方整備局が主催したＣＣＵＳ処遇改善推進協議会において、電子ポイント方式

のメリット等を説明し、発注者側の理解を深めてもらうとともに電子ポイント方

式の推奨を依頼した。 

中部地方整備局（1/30） 

東北地方整備局（2/12） 

中国地方整備局（2/16） 

関東地方整備局（2/19） 

 

【地域企業リーダーシップ型】 

・宮城県庁、東北地方整備局、および宮城県建設業協会を訪問し電子ポイント方式

の協力を依頼 

 

【大手企業ＤＸ推進型】 

・大手特別共済契約者に対し、訪問等により電子ポイント方式の利用促進及び導入

を依頼 

・電子ポイント方式未導入の大手特別共済契約者にヒアリングを行い、導入に向けた

課題及び対策についての認識を共有 
・既に電子ポイント方式を導入している大手特別共済契約者に対し、導入までの経緯

や取組及び現在の課題等についてヒアリングを実施 
【再掲】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜評価の視点に対する

措置＞ 

・事業者の協力会社や

労働関係団体などの説

明会参加者に対し、多

様な手法やニーズに応

じたオーダーメイド型

の説明会を開催した。 

・通常開催 26回（対面  

０回/Ｗｅｂ19回/対面+

Ｗｅｂ ７回）出席者

数 1,953名 

・支部独自開催 36回

（対面 33回/Ｗｅｂ  

１回/対面+Ｗｅｂ ２

回）出席者数  894名 

・元請企業・団体開催   

６回（対面  ０回/Ｗ

ｅｂ  ４回/対面+Ｗｅ

ｂ ２回）出席者数  

200名【再掲】 

 

 

 

＜業務運営上の課題及

び改善方策＞ 
電子ポイント方式の

さらなる普及拡大に向

けて、上記の４つの枠

組みを活用した取組や

システム改修等を継続

して行うなど、これま

で以上に電子ポイント

方式の普及促進を図る

ことが必要である。 

 

＜令和６年度業務実績

評価結果の反映状況＞ 

確実な掛金納付・退職

金支給、元請事業者等

の共済契約者の事務負

担の軽減等を図るた

め、電子申請専用サイ
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申請するシステ

ムの構築を目指

す。 

あわせて共済

契約者が保有す

る建設業許可番

号等を活用する

ことで、共済契

約者の住所等の

変更手続のワン

ストップ化を図

る。 

さらに、建設

キャリアアップ

システム（ＣＣ

ＵＳ）との更な

る連携強化や就

労実績報告作成

ツールの機能改

善を図る。 

以上の取組に

より、中期目標

期間中に電子申

請専用サイトの

利用者登録（ロ

グイン）を行う

共済契約者数を

半数以上とする

とともに、電子

申請方式による

掛金の原資とな

る退職金ポイン

トの額を掛金収

入額（※）の

30％以上とす

る。 

（※掛金収入額

とは共済証紙と

退職金ポイント

の額を合算した

もの） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 事業者向け

だけではなく、

事業者の協力会

社や工事発注

者、労働関係団

体の説明会参加

対象者に対し、

電子ポイント方

式の概要や基本

的な操作のほ

か、元請下請間

の事務負担軽減

を図るため建設

キャリアアップ

システムとのデ

ータ連携など、

多様な手法やニ

ーズに応じたオ

ーダーメイド型

の説明会を開催

する。 

 

ロ 電子ポイン

ト方式の普及促

進を図るモデル

地区において、

同方式の普及促

進活動を集中的

に実施した 2024

（令和６）年度

の実績を踏まえ

て効果検証を行

い、更なる効果

的な電子ポイン

ト方式の利用促

進策を検証す

る。 

 

ハ 事務手続に

ついても、より

分かりやすく、

かつ使いやすい

オンラインを活

用した仕組みで

申請するシステ

ムを導入する。 

 

ニ 電子申請専

用サイトにおい

ては、共済契約

者からの意見を

踏まえ、2025

（令和７）年秋

のリプレースに

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 事業者の協力会社や労働関係団体などの説明会参加者に対し、多様な手法やニー

ズに応じたオーダーメイド型の説明会を開催した。 

 

・厚生労働省宛後援名義使用許可願（6/16） 

・国土交通省宛後援名義使用許可願（7/25） 

 

・通常開催       26回（対面 ０回/Ｗｅｂ  19回/対面+Ｗｅｂ ７回） 

            出席者数 1,953名 

・支部独自開催     36回（対面 33回/Ｗｅｂ  １回/対面+Ｗｅｂ ２回） 

            出席者数  894名 

・元請企業・団体開催  ６回（対面 ０回/Ｗｅｂ  ４回/対面+Ｗｅｂ ２回） 

            出席者数  200名 

【再掲】 

 

 

 

 

 

 

 

 

（電子ポイント方式利用促進のためのモデル地区における取組） 

ロ 2024（令和６）年度の実績を踏まえて効果検証を行い、電子ポイント方式の更な

る普及促進を図る為、また同方式の普及促進活動を集中的に実施することを目的と

し、外部のコンサルティング会社に協力を仰ぎ、モデル地区の再選定に向けて打ち合

わせを行い、効果的な電子ポイント方式の利用促進策を検討した。【再掲】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ハ 令和７年９月 22日にリニューアルされた電子申請専用サイトにおいて、ユーザー

が見やすくかつ使いやすくする他、簡易的なエラーチェックを実施した上でオンライ

ン申請ができるようにする等機能を備えた上で、９月 30日からすべての手続きについ

て、オンライン申請を可能とした。【再掲】 

 

 

 

 

（電子ポイント方式利用促進のためのシステム改善） 

ニ 共済契約者からの意見を踏まえ、利便性の向上及び処理の迅速化を実現するため

の機能改善を行い、2025年（令和７年）９月 22日から新システムを稼働させた。 

主な改善点は以下のとおり。 

・就労報告からポイント充当処理までをＷｅｂ上で完結 

・ＣＣＵＳの工事情報及び就労報告の連携をＷｅｂ上で完全連携 

・就労報告及びＣＣＵＳ連携における処理完了までの期間を短縮 

 

トの機能改善を行い、

2025年（令和７年）９

月 22日から新システム

を稼働さた。また、「金

融機関サポート型」、

「発注者推奨型」、「地

域企業リーダーシップ

型」、「大手企業ＤＸ推

進型」の４つの枠組み

を活かした取り組みを

実施した。また、電子

ポイント方式を利用す

る共済契約者へのイン

センティブ付与等の方

策として、令和７年 10

月１日から「退職金ポ

イント還元キャンペー

ン」を実施しポイント

還元額は約 4,900 万円

となり、還元キャンペ

ーン中に初めて退職金

ポイントを購入した共

済契約者は 401社とな

った。 

【再掲】 
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（３）情報シス

テムの整備及び

管理 

 

デジタル庁が

策定した「情報

システムの整備

及び管理の基本

的な方針」（令

和３年 12月 24

日デジタル大臣

決定）にのっと

り、情報システ

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）情報シス

テムの整備及び

管理 

 

デジタル庁が

策定した「情報

システムの整備

及び管理の基本

的な方針」（令

和３年 12月 24

日デジタル大臣

決定）にのっと

り、情報システ

向けて利便性の

向上及び処理の

迅速化を実現す

るための機能改

善を行う。 

また、デモサイ

トを用いた操作

説明会を開催す

るなど、リプレ

ースに合わせて

支部及び共済契

約者に周知を図

る。 

 

ホ 電子ポイン

ト方式の普及拡

大に向けて、電

子ポイント方式

を利用する共済

契約者へのイン

センティブ付与

等の方策を検討

する。 

 

 

以上の取組に

より、2025（令

和７）年度中に

電子ポイント方

式による掛金の

原資（退職金ポ

イント）の額を

掛金収入額

（※）の 12％以

上とする。 

（※掛金収入額

とは共済証紙と

退職金ポイント

の額を合算した

もの） 

 

（３）情報シス

テムの整備及び

管理 

 

デジタル庁が

策定した「情報

システムの整備

及び管理の基本

的な方針」（令

和３年 12月 24

日デジタル大臣

決定）にのっと

り、ＰＭＯ

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜定量的指標＞ 

・2025（令和

７）年度中に電

子ポイント方式

による掛金の原

資となる退職金

ポイントの額を

掛金収入額の

12％以上とす

る。【再掲】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜評価の視点＞ 

 

・デジタル庁が

策定した「情報

システムの整備

及び管理の基本

的な方針」（令和

３年 12月 24日

デジタル大臣決

定）にのっと

り、情報システ

ムの適切な整備

及び管理を行う

また、ＣＣＵＳとの更なる連携強化を図るため、ＣＣＵＳを運営する（一財）建設

業振興基金との連携会議を定期的に実施した。 

 

事業者の協力会社や労働関係団体などの説明会参加者に対し、多様な手法やニーズに

応じたオーダーメイド型の説明会を開催した。【再掲】 

 

・通常開催       26回（対面 ０回/Ｗｅｂ  19回/対面+Ｗｅｂ ７回） 

            出席者数 1,953名 

・支部独自開催     36回（対面 33回/Ｗｅｂ  １回/対面+Ｗｅｂ ２回） 

            出席者数  894名 

・元請企業・団体開催  ６回（対面 ０回/Ｗｅｂ  ４回/対面+Ｗｅｂ ２回） 

            出席者数  200名 

【再掲】 

 

ホ 電子ポイント方式を利用する共済契約者へのインセンティブ付与等の方策とし

て、令和７年 10月１日から「退職金ポイント還元キャンペーン」を以下のとおり実施

した。 

・対象期間 令和７年 10月から令和８年３月 

・対象者 退職金ポイント購入を行った全ての共済契約者 

・ポイント還元内容 対象期間内に購入された退職金ポイントの２％（ＣＣＵＳとの

データ連携を行う工事においては５％） 

 

ポイント還元額は約 4,900万円となり、還元キャンペーン中に初めて退職金ポイントを

購入した共済契約者は 401社となった。【再掲】 

 

以上の取組により、掛金収入額に対する電子ポイント方式による掛金の原資となる

退職金ポイントの割合は、令和７年度３月時点において 9.78％となった。【再掲】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）情報システムの整備及び管理 

 

 

 

デジタル庁が策定した「情報システムの整備及び管理の基本的な方針」（令和３年 12

月 24日デジタル大臣決定）にのっとり、2023（令和５）年度にＰＭＯ（Portfolio  

Management Office（全体管理組織））として設置したＰＭＯ・システム化委員会にお

いて、適切な予算管理及び進捗管理を行うとともに、機構内のシステムの整備及び管

理を行うＰＪＭＯ（Project Management Office（プロジェクト推進組織））が情報シ

ステムの適切な整備及び管理を行えるよう支援した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・各都道府県支部及び大

手共済契約者の協力の

もと、電子ポイント方式

の利用促進等に向けた

説明会を実施したこと

等により、掛金収入額に

対する電子ポイント方

式による掛金の原資と

なる退職金ポイントの

割合は、令和７年度３月

時点において 9.78％と

なった。【再掲】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜評価の視点に対する

措置＞ 

・デジタル庁が策定し

た「情報システムの整

備及び管理の基本的な

方針」にのっとり、

2023（令和５）年度に

ＰＭＯとして設置した

ＰＭＯ・システム化委

員会において、適切な

予算管理及び進捗管理

を行うとともに、機構

内のシステムの整備及
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ムの適切な整備

及び管理を行う

こと。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）手続の電

子化  

 

情報システム

の整備及び管理

を行うＰＪＭＯ

（Project 

Management 

Office（プロジ

ェクト推進組

織））を支援す

るため、ＰＭＯ

（Portfolio  

Management 

Office（全体管

理組織））の設

置等の体制整備

を進めること。

また、各種の申

請手続について

保有する個人情

報の保護を確実

に確保した上

で、ｅ－Ｇｏｖ

の活用等、オン

ライン化を進め

ること。 

 

【指標】 

（１）中退共シ

ステム【再掲】 

一般の中小企

業退職金共済事

業における中退

共システムにつ

いて、2026（令

ムの適切な整備

及び管理を行

う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）手続の電

子化  

 

情報システム

の整備及び管理

を行うＰＪＭＯ

（Project 

Management 

Office（プロジ

ェクト推進組

織））を支援す

るため、ＰＭＯ

（Portfolio  

Management 

Office（全体管

理組織））の設

置等の体制整備

を進める。ま

た、手続につい

て、「経済財政

運営と改革の基

本方針 2020」

（令和２年７月

17日閣議決定）

及び「規制改革

実施計画」（令

和２年７月 17

日閣議決定）に

基づき、保有す

る個人情報の保

護を確実に確保

した上で、ｅ－

Ｇｏｖの活用

等、2025（令和

７）年末までに

オンライン化の

（Portfolio 

Management 

Office（全体管

理組織））にお

いて、適切な予

算管理、進捗管

理等を行うとと

もにＰＪＭＯ

（Project 

Management 

Office（プロジ

ェクト推進組

織））が情報シ

ステムの適切な

整備及び管理を

行えるよう支援

する。 

 

（４）手続の電

子化 

 

手続について、

「経済財政運営

と改革の基本方

針 2020」（令和

２年７月 17日

閣議決定）及び

「規制改革実施

計画」（令和２

年７月 17日閣

議決定）に基づ

き、保有する個

人情報の保護を

確実に確保した

上で、ｅ－Ｇｏ

ｖの活用等、

2025（令和７）

年末までにオン

ライン化する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

とともに、ＰＭ

Ｏにおいて、適

切な予算管理及

び進捗管理等を

行ったか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜評価の視点＞ 

 

・手続につい

て、「経済財政運

営と改革の基本

方針 2020」（令和

２年７月 17日閣

議決定）及び

「規制改革実施

計画」（令和２年

７月 17日閣議決

定）に基づき、

保有する個人情

報の保護を確実

に確保した上

で、ｅ－Ｇｏｖ

の活用等、2025

（令和７）年末

までにオンライ

ン化を実現した

か。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）手続の電子化 

 

 

情報システムの整備及び管理を行うＰＪＭＯを支援するため、ＰＭＯ・システム化

委員会において、適切な予算管理及び進捗管理等を行った。 

 

また、手続について、「経済財政運営と改革の基本方針 2020」（令和２年７月 17日閣

議決定）及び「規制改革実施計画」（令和２年７月 17日閣議決定）に基づき、保有す

る個人情報の保護を確実に確保した上で、ｅ－Ｇｏｖを活用し令和７年 12月までにオ

ンライン化を完了した。 

令和７年９月 22日にリニューアルされた電子申請専用サイトにおいて、ユーザーが

見やすくかつ使いやすくする他、簡易的なエラーチェックを実施した上でオンライン

申請ができるようにする等機能を備えた上で、９月 30日からすべての手続きについ

て、オンライン申請を可能とした。【再掲】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

び管理をを行うＰＪＭ

Ｏが情報システムの適

切な整備及び管理を行

えるよう支援した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜評価の視点に対する

措置＞ 

・手続について、保有す

る個人情報の保護を確

実に確保した上で、ｅ－

Ｇｏｖの活用し、2025

（令和７）年 12月にオン

ライン化を完了した。 
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和８）年度に新

システムの運用

を開始すること

を目指し、設

計・開発の着実

な進捗管理を行

うとともに、想

定外の事態にも

適切に対応する

こと。 

 

（２）建設業退

職金共済制度の

電子申請方式

【再掲】 

・中期目標期間

中に電子申請専

用サイトの利用

者登録を行う共

済契約者数を半

数以上とするこ

と。 

・中期目標期間

中に電子申請に

よる掛金の原資

となる退職金ポ

イントの額を掛

金収入額の 30％

以上とするこ

と。 

 

[目標設定等の

考え方]【再

掲】 

・一般の中小企

業退職金共済事

業における中退

共システムにつ

いて、新システ

ムの運用開始時

期及びシステム

再構築の過程で

必要となる対応

を指標として設

定することとす

る。 

・建設業退職金

共済制度の電子

申請方式につい

て、電子申請方

式の利用の現状

を踏まえつつ、

既存の契約者に

対して電子申請

導入を実現す

る。 
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方式の利用者Ｉ

Ｄを交付する仕

組みを構築する

ことを通じて利

用促進を図るこ

と等を考慮し、

指標を設定す

る。 

 

【重要度 高】 

 一般の中小企

業退職金共済制

度の基幹業務に

関わるシステム

について、制度

改正等に迅速か

つ柔軟に対応す

るための再構築

であることか

ら、重要度を高

とする。 

 建設業退職金

共済制度の電子

申請方式につい

て、建設技能労

働者の高齢化や

建設業界の人手

不足の深刻化と

いった状況の

中、建設業退職

金共済制度の加

入者の利便性の

向上を図る必要

があることか

ら、重要度を高

とする。 

 

【困難度 高】 

 中退共システ

ムについて、中

退共システム再

構築は基本構造

とプログラミン

グ言語を刷新す

るという大規模

な再構築である

こと、加えて、

システム再構築

と並行して、情

報セキュリティ

を確保しつつ申

請手続等のオン

ライン化を実施

する必要がある
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ことから、困難

度を高とする。 

 電子申請方式

導入後も就労実

績報告作成ツー

ルの改良を行う

など継続して利

用者の利便性向

上を図るもの

の、中小零細企

業ではパソコン

やインターネッ

トが必ずしも十

分に活用されて

いない実態もあ

り、電子申請方

式の利用が進ん

でいない現状に

あることから、

困難度を高とす

る。 

 

 

 ５ 契約の適

正化の推進 

 

 契約について

は、「独立行政

法人における調

達等合理化の取

組の推進につい

て」（平成 27年

５月 25日総務

大臣決定）に基

づく取組を着実

に実施すること

とし、以下の取

組により、契約

の適正化を推進

すること。 

（１）公正かつ

透明な調達手続

による適切、迅

速かつ効果的な

調達を実現する

観点から、機構

の「調達等合理

化計画」に基づ

き取組を着実に

実施すること。

特に、システム

改修等の調達に

ついては、安易

に随意契約とせ

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５ 契約の適正

化の推進 

 

契約について

は、「独立行政

法人における調

達等合理化の取

組の推進につい

て」（平成 27年

５月 25 日総務

大臣決定）に基

づく取組を着実

に実施すること

とし、以下の取

組により、契約

の適正化を推進

する。 

（１）公正かつ

透明な調達手続

による適切で、

迅速かつ効果的

な調達を実現す

る観点から、機

構の「調達等合

理化計画」に基

づき取組を着実

に実施する。特

に、システム改

修等の調達につ

いては、安易に

随意契約とせ

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５ 契約の適正

化の推進 

 

契約について

は、「独立行政

法人における調

達等合理化の取

組の推進につい

て」（平成 27年

５月 25日総務

大臣決定）に基

づく取組を着実

に実施すること

とし、以下の取

組により、契約

の適正化を推進

する。 

（１）公正かつ

透明な調達手続

による適切で、

迅速かつ効果的

な調達を実現す

る観点から、機

構の「調達等合

理化計画」に基

づき取組を着実

に実施する。特

に、システム改

修等の調達につ

いては、安易に

随意契約とせ

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜評価の視点＞ 

 

・「調達等合理化

計画」に基づき

取組を着実に実

施したか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜評価の視点＞ 

 

・契約監視委員

会において、契

約の適正な実施

について点検が

行われたか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５ 契約の適正化の推進 

 

 

契約については、「独立行政法人における調達等合理化の取組の推進について」（平

成 27年５月 25日総務大臣決定）に基づく取組を着実に実施することとし、以下の取

組により、契約の適正化を推進した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）公正かつ透明な調達手続による適切で、迅速かつ効果的な調達を実現する観点

から、機構の「調達等合理化計画」（6/25ホームページ公表）に基づき取組を着実に実

施した。特に、システム改修等の調達については、安易に随意契約とせず、透明性を

確保するよう努めた。競争性のない随意契約及び前回の同種の入札において一者応

札・応募であった調達案件等については、調達等合理化検討チームに調達の内容等に

関する事前説明を行い、点検を受けた（27件）。また、契約監視委員会（6/11、12/24

実施）等を通じて、契約の適正な実施についても点検を受けた。 

なお、競争性のない随意契約に係る契約情報を下記のとおりホームページに公表し

た。 

・令和６年度第４・四半期（5/13） 

・令和７年度第１・四半期（8/12） 

・令和７年度第２・四半期（11/10） 

・令和７年度第３・四半期（2/12） 

（添付資料② 調達等合理化計画） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜評価の視点に対する

措置＞ 

・2025（令和７）年度随

意契約及び一者応札・応

募に係る契約について

調達等合理化検討チー

ムに事前に説明を行う

とともに自ら点検・見直

しを行うことにより、

「令和７年度調達等合

理化計画」に基づく取組

を着実に実施した。 

 

 

 

 

 

＜評価の視点に対する

措置＞ 

・外部有識者による契約

監視委員会を２回開催

し、2025（令和７）年度

随意契約及び一者応札・

応募に係る契約につい

て審議を行った結果、契

約内容はおおむね適正

であるとの意見を得て

いる。 
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ず、透明性を確

保すること。ま

た、契約監視委

員会において、

契約の適正な実

施について点検

を受けること。 

 

 

（２）契約につ

いては、原則と

して一般競争入

札によるものと

し、企画競争や

公募を行う場合

には、競争性及

び透明性が十分

確保される方法

により実施する

こと。中期目標

期間における一

者応札の平均件

数を前中期目標

期間における一

者応札の平均件

数よりも増加さ

せないよう努め

ること。 

 

（３）監事及び

会計監査人によ

る監査におい

て、入札・契約

の適正な実施に

ついて徹底的な

チェックを受け

ること。 

ず、透明性を確

保する。また、

契約監視委員会

等を通じて、契

約の適正な実施

について点検を

受けることとす

る。 

 

（２）契約につ

いては、原則と

して一般競争入

札によるものと

し、企画競争や

公募を行う場合

には、競争性及

び透明性が十分

確保される方法

により実施す

る。 

中期目標期間

における一者応

札の平均件数を

前中期目標期間

における一者応

札の平均件数よ

り増加させない

よう努める。 

 

（３）監事及び

会計監査人によ

る監査におい

て、入札・契約

の適正な実施に

ついて徹底的な

チェックを受け

る。 

ず、透明性を確

保する。また、

契約監視委員会

等を通じて、契

約の適正な実施

について点検を

受けることとす

る。 

 

（２）契約につ

いては、原則と

して一般競争入

札によるものと

し、企画競争や

公募を行う場合

には、競争性及

び透明性が十分

確保される方法

により実施す

る。 

2025（令和７）

年度における一

者応札の件数を

前中期目標期間

における一者応

札の平均件数よ

り増加させない

よう努める。 

 

（３）監事及び

会計監査人によ

る監査におい

て、入札・契約

の適正な実施に

ついて徹底的な

チェックを受け

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜評価の視点＞ 

 

・契約は原則、

一般競争入札に

よるものとし、

企画競争や公募

を行う場合に

は、競争性及び

透明性が十分確

保される方法に

より実施してい

るか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜評価の視点＞ 

 

・監事及び会計

監査人による監

査において、入

札・契約の適正

な実施について

徹底的なチェッ

クを受けている

か。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）契約については、原則として一般競争入札によるものとし、企画競争や公募を

行う場合には、競争性及び透明性が十分確保される方法により実施した。 

 2025（令和７）年度における一者応札の件数を前中期目標期間における一者応札の

平均件数より増加させないために、十分な公告期間、履行期間の確保及び競争参加資

格等に過度の制限を設けないよう要件を点検するなど努めた。 

・第４期中期目標期間における一者応札の年間平均件数 36件 

・令和７年４月～令和８年３月における一者応札の件数 18件 

 

  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）業務監査（5/29、9/25（書面開催）、12/5、2/20（書面開催）実施）、会計検査

（12/18、12/19実施）による監査・検査において、入札・契約の適正な実施について

徹底的なチェックを受けた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜評価の視点に対する

措置＞ 

・契約は原則、一般競争

入札によるものとし、企

画競争や公募を行う場

合には、競争性及び透明

性が十分確保される方

法により実施した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜評価の視点に対する

措置＞ 

・監事及び会計監査人に

よる監査において、入

札・契約の適正な実施に

ついて徹底的なチェッ

クを受けた。 

 

 

 

 

 

４．その他参考情報 
特になし 
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様式１－１－４－２ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項）様式 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

３－１ 財務内容の改善に関する事項 
当該項目の重要度、難易

度 

－ 関連する政策評価・行政事業

レビュー 

 

 

２．主要な経年データ 

 評価対象となる指標 達成目標 令和５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度 （参考情報）  
         
         
         

         
         
         

注）削減対象となる一般管理費は、人件費を除いた金額である。 

削減対象となる業務経費は、特定業種退職金共済事業における被共済者管理システムの改修や勤労者財産形成システムの再構築等の新規業務追加分、財産形成促進事業及び雇用促進融資事業に係る貸付金、償還金及び支払利息を除い

た金額である。 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 

法人の業務実績・自己評価 
主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

 第５ 財務内容

の改善に関する

事項 

 

 通則法第29条

第２項第４号の

財務内容に関す

る事項は、次の

とおりとする。 

 「第３ Ⅰ ５

（１）累積欠損

金の処理」で定

めた事項に基づ

き、累積欠損金

の着実な解消を

図ること。ま

た、「第４ 業

務運営の効率化

に関する事項」

で定めた事項を

考慮した中期計

画の予算を作成

し、当該予算の

適切な管理を通

じた運営を行う

こと。 

 

 

第３ 財務内容

の改善に関する

事項 

 

「第１ Ⅰ ５

（１）累積欠損

金の処理等」で

定めた事項に基

づき、着実な累

積欠損金の解消

を図る。 

また、「第２ 

業務運営の効率

化に関する目標

を達成するため

にとるべき措

置」で定めた事

項を考慮した中

期計画の予算を

作成し、当該予

算の適切な管理

を通じた運営を

行う。 

第３ 財務内容

の改善に関する

事項 

 

「第１ Ⅰ ５

（１）累積欠損

金の処理」のと

おり経費の削減

を継続する。 

また、「第２ 

業務運営の効率

化に関する目標

を達成するため

にとるべき措

置」で定めた事

項を考慮して作

成した令和７年

度予算に基づ

き、当該予算の

適切な管理を通

じた運営を行

う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第３ 財務内容の改善に関する事項 

 

 

 

【林退共】 

令和７年度の決算では、資産運用において国内外の株価上昇による委託運用部分の収

益の拡大が大きく寄与したことにより、累積欠損金を解消し、令和７年度末は 23百万

円の利益剰余金となった。 

なお、そのほか累積欠損金の解消のため、令和３年 10月に予定運用利回りの引き下

げを行い、令和７年度も①資産の合同運用、②継続的な経費削減、③業界等関係者とと

もに実施してきた加入促進活動といった一連の活動を継続的に行った。 

中期目標・中期計画に定める経費節減目標を達成するため、2022（令和４）年度予算

（中期計画（第４期）から削減対象外とした経費を除いた額）と比較して、一般管理費

15％減及び業務経費５％減とした中期計画予算を踏まえた 2025（令和７）年度予算を策

定し当該予算の適切な管理を通じた運営を行った。 

＊削減対象外経費（水道光熱費、事務室借料、システム関連経費、新規事業など） 

一般管理費のうち削減対象経費の削減率（2022（令和４）年度予算額比） 

2025（令和７）年度実績値：82,785（千円） 54.2％削減 

業務経費のうち削減対象経費の削減率（2022（令和４）年度予算額比） 

2025（令和７）年度実績値：4,006,532（千円）3.0％削減 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜評定と根拠＞ 

評定：Ｂ 

 

 

【林退共】 

・令和７年度の決算

では、資産運用にお

いて国内外の株価上

昇による委託運用部

分の収益の拡大が大

きく寄与したことに

より、累積欠損金を

解消し、令和７年度

末は 23百万円の利益

剰余金となった。 

なお、そのほか累積

欠損金の解消のた

め、令和３年 10月に

予定運用利回りの引

き下げを行い、令和

７年度も①資産の合

同運用、②継続的な

経費削減、③業界等

関係者とともに実施

してきた加入促進活

動といった一連の活

動を継続的に行っ

た。 

中期目標・中期計

評定  
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＜定量的指標＞ 

・「累積欠損金

解消計画」に定

める当該年度の

累積欠損金の金

額を達成するこ

と。【再掲】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜評価の視点＞ 

 

・令和２年 11

月に策定した

 

 

 

画に定める経費節減

目標を達成するた

め、2022（令和４）

年度予算（中期計画

（第４期）から削減

対象外とした経費を

除いた額）と比較し

て、一般管理費９％

減及び業務経費３％

減とした令和７年度

予算を策定し当該予

算の適切な管理を通

じた運営を行った。 

＊削減対象外経費

（水道光熱費、事務

室借料、システム関

連経費、新規事業な

ど） 

 これらを踏まえ、

Ｂ評価とする。 

 

 

 

【林退共】 

・令和７年度の決算

では、資産運用にお

いて国内外の株価上

昇による委託運用部

分の収益の拡大が大

きく寄与したことに

より、累積欠損金を

解消し、令和７年度

末は 23百万円の利益

剰余金となった。 

なお、そのほか累積

欠損金の解消のた

め、令和３年 10月に

予定運用利回りの引

き下げを行い、令和

７年度も①資産の合

同運用、②継続的な

経費削減、③業界等

関係者とともに実施

してきた加入促進活

動といった一連の活

動を継続的に行っ

た。 

【再掲】 

 

 

＜評価の視点に対す

る措置＞ 

・令和７年度の決算

では、資産運用にお
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「累積欠損金解

消計画」に沿っ

て経費の削減を

実施し、着実な

累積欠損金の解

消に努めたか。

【再掲】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜評価の視点＞ 

 

・業務運営の効

率化に考慮した

予算を作成し、

適切な管理を行

ったか。 

いて国内外の株価上

昇による委託運用部

分の収益の拡大が大

きく寄与したことに

より、累積欠損金を

解消し、令和７年度

末は 23百万円の利益

剰余金となった。 

なお、そのほか累積

欠損金の解消のた

め、令和３年 10月に

予定運用利回りの引

き下げを行い、令和

７年度も①資産の合

同運用、②継続的な

経費削減、③業界等

関係者とともに実施

してきた加入促進活

動といった一連の活

動を継続的に行っ

た。 

【再掲】 

 

＜評価の視点に対す

る措置＞ 

・中期目標・中期計

画に定める経費節減

目標を達成するた

め、令和４年度予算

（中期計画（第４

期）から削減対象外

とした経費を除いた

額）と比較して、一

般管理費 15％以上減

及び業務経費５％以

上減とした中期計画

予算を踏まえた令和

７年度予算を策定し

当該予算の適切な管

理を通じた運営を行

った。 

 

４．その他参考情報 

特になし 
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様式１－１－４－２ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項）様式 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

４－１ １ ガバナンスの徹底 

２ 人事に関する事項 

当該項目の重要度、難易

度 

【重要度 高】 

１ ガバナンスの徹底 

（１）内部統制の徹底 

（２）情報セキュリティ対策の推進等 

（３）事業及び制度の改善・見直しに向けた取組 

 

（理由） 

法人のガバナンスについては、通則法改正により強化が求められた

ものであり、機構のように、金融業務を行い、大量の機微な個人情

報を保有している法人にとっては、その徹底が特に重要であること

から、重要度を高とする。 

関連する政策評価・行政事業

レビュー 

 

 

２．主要な経年データ 

 評価対象となる指標 達成目標 令和５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度 （参考情報）  
         
         
         

         
         
         

 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 

法人の業務実績・自己評価 
主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

 第６ その他

業務運営に関

する重要事項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第４ その他業

務運営に関する

重要事項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第４ その他業

務運営に関する

重要事項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第４ その他業務運営に関する重要事項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜評定と根拠＞ 

評定：Ｂ  

ガバナンスについて

は、以下の３つの取組

を通じて徹底した。 

〇内部統制について、

機構が将来の退職金給

付の貴重な原資と大量

の個人情報を国民から

託されていることを踏

まえ、毎月の理事会に

おいて各種施策・計画

の進捗状況等をモニタ

リングしてＰＤＣＡサ

イクルを適切に機能さ

せるとともに、監事に

よる監査や、左欄 ①～

⑥の各委員会の有識者

委員による助言等の外

評定  
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部モニタリング等に基

づき有効な内部統制を

図った。特に、統制が

急務である個人情報を

取り扱う業務につい

て、令和６年度に作成

したＣＳＡ手法による

リスク管理表を更新

し、内部統制の更なる

強化を図った。 

〇情報セキュリティに

ついて、対策基準の改

定等や各種研修・訓練

により、迅速かつ適切

な対応を確保するため

の組織体制と手順の確

立・浸透を図る等、情

報セキュリティ対策の

改善やリスク管理体制

の強化を図った。 

〇事業及び制度の改

善・見直しに向けた取

組について、厚生労働

省が行う中小企業退職

金共済制度の財政検証

の結果を踏まえ、必要

な対応を実施してい

る。また、建設業退職

金共済制度における複

数掛金制度の導入等、

特定業種退職金共済制

度の在り方についての

検討においても、必要

に応じて関係省庁に情

報を提供した。 

 

 これらを踏まえ、Ｂ

評価とする。 
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１ ガバナン

スの徹底 

【重要度 高】 

 

（１）内部統

制の徹底 

 

 通則法によ

りガバナンス

の強化が求め

られたことを

踏まえ、内部

統制を徹底す

ること。具体

的には、統制

環境として、

金融業務を行

う公的機関に

ふさわしい高

い職業倫理の

徹底、金融シ

ョックやサイ

バーテロなど

のリスクに対

する不断の備

え、エビデン

スに基づく施

策立案の徹底

等を図るとと

もに、統制活

動として、責

任の所在の明

確化の徹底を

図ること。 

中期計画、

年度計画の進

捗状況につい

て、理事会、

運営委員会な

どでの報告・

審議等を通じ

てＰＤＣＡサ

イクルを適切

に機能させ、

引き続き効率

的かつ効果的

な組織運営を

確保するこ

と。 

大量の個人

情報を適切に

管理するた

め、個人情報

の保護に関す

１ ガバナンス

の徹底 

【重要度 高】 

 

（１）内部統制

の徹底 

 

内部統制につ

いては、機構が

将来の退職金給

付の貴重な原資

を国民から託さ

れていることを

念頭に置いた上

で、独立行政法

人通則法の改正

により、独立行

政法人のガバナ

ンスが強化され

たことを踏ま

え、特に以下の

事項を重点に、

内部統制を更に

強化する。 

・統制環境とし

て、金融業務を

行う公的機関に

ふさわしい高い

職業倫理の徹

底、金融ショッ

クやサイバーテ

ロなどのリスク

に対する不断の

備え、エビデン

スに基づく施策

立案の徹底、施

策の失敗を総括

して成功に導く

組織文化の定着

を図る。 

・中期計画、年

度計画の進捗状

況について、理

事会、運営委員

会などでの報

告・審議等を通

じてＰＤＣＡサ

イクルを適切に

機能させ、引き

続き効率的かつ

効果的な組織運

営を確保する。 

・統制活動とし

て、文書決裁ル

１ ガバナンス

の徹底 

 

 

（１）内部統制

の徹底 

 

内部統制につ

いては、機構が

将来の退職金給

付の貴重な原資

を国民から託さ

れていることを

念頭に置いたう

えで、独立行政

法人通則法の改

正により、独立

行政法人のガバ

ナンスが強化さ

れたことを踏ま

え、特に以下の

事項を重点に、

内部統制の更な

る強化を図るた

め、以下①～⑥

の体制で取り組

む。 

 

・統制環境とし

て、金融業務を

行う公的機関に

ふさわしい高い

職業倫理の徹

底、金融ショッ

クやサイバーテ

ロなどのリスク

に対する不断の

備え、エビデン

スに基づく施策

立案の徹底、施

策の失敗を総括

して成功に導く

組織文化の定着

を図る。 

・中期計画、年

度計画の進捗状

況について、理

事会、運営委員

会などでの報

告・審議等を通

じてＰＤＣＡサ

イクルを適切に

機能させ、引き

続き効率的かつ

 

 

 

 

＜評価の視点＞ 

 

・内部統制各種

の仕組みに基づ

き有効な内部統

制を図ったか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ ガバナンスの徹底 

 

 

 

（１）内部統制の徹底 

 

 

内部統制については、機構が将来の退職金給付の貴重な原資を国民から託されてい

ることを念頭に置いた上で、独立行政法人通則法の改正により、独立行政法人のガバ

ナンスが強化されたことを踏まえ、内部統制の更なる強化を図るため、以下①～⑥の

体制で取り組んだ。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・統制環境について、業務遂行上のリスクに対する不断の備えを行い、インシデント

発生時には、原因の解明、再発防止策の策定を速やかに行うとともに、理事会での報

告を通じて機構内の情報共有を図ることで、統制環境の向上を図った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・中期計画、年度計画の進捗状況について、理事会、運営委員会などでの報告・審議

等を通じてＰＤＣＡサイクルを適切に機能させ、引き続き効率的かつ効果的な組織運

営を確保した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜評価の視点に対する

措置＞ 

・機構が将来の退職金

給付の貴重な原資を国

民から託されているこ

とを念頭に置き、引き

続き、毎月の理事会に

おいて各種施策・計画

の進捗状況等をモニタ

リングしてＰＤＣＡサ

イクルを適切に機能さ

せるとともに、監事に

よる監査や、独法通則

法改正に伴うガバナン

ス体制強化のために設

置した左欄 ①～⑥の各

委員会の有識者委員に

よる助言等の外部モニ

タリング等に基づき有

効な内部統制を図っ

た。 

特に、機構のリス

ク・マップの更新を行

うとともに、統制が急

務である個人情報を取

り扱う業務についても

令和６年度に作成した

ＣＳＡ手法によるリス

ク管理表を更新し、内

部統制の更なる強化を

図った。 
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る法律（平成

15年法律第57

号）に基づき

定めた個人情

報管理規程に

のっとり、個

人情報の適切

な取扱いを行

い、管理状況

に係る監査を

徹底するこ

と。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ールの徹底を始

めとした責任の

所在の明確化の

徹底を図る。 

・機構が大量の

個人情報を国民

から託されてい

ることを念頭に

置いた上で、個

人情報を適切に

管理するため、

個人情報の保護

に関する法律

（平成 15年法律

第 57号）に基づ

き定めた個人情

報管理規程にの

っとり、個人情

報の適切な取扱

いを行い、管理

状況に係る監査

を徹底する。加

えて、システム

投資案件につい

ては情報セキュ

リティの観点か

らの検討を行

う。 

 

 

 

 

また、「「独立

行政法人の業務

の適正を確保す

るための体制等

の整備」につい

て」（平成 26年

11月 28 日付け総

務省行政管理局

長通知）に基づ

く業務方法書に

定める規程を適

時適切に見直

し、各種会議や

研修等を通じて

認識を共有す

る。 

 

 

 

 

 

 

効果的な組織運

営を確保する。 

・統制活動とし

て、文書決裁ル

ールの徹底を始

めとした責任の

所在の明確化の

徹底を図る。 

・機構が大量の

個人情報を国民

から託されてい

ることを念頭に

置いた上で、個

人情報を適切に

管理するため、

個人情報の保護

に関する法律

（平成 15年法

律第 57号）に

基づき定めた個

人情報管理規程

にのっとり、個

人情報の適切な

取扱いを行い、

管理状況に係る

監査を徹底す

る。加えて、シ

ステム投資案件

については情報

セキュリティの

観点からの検討

を行う。 

また、「「独立

行政法人の業務

の適正を確保す

るための体制等

の整備」につい

て」（平成 26年

11月 28日付け

総務省行政管理

局長通知）に基

づく業務方法書

に定める規程を

適時適切に見直

し、各種会議や

研修等を通じて

認識を共有す

る。 

 

① 資産運用委

員会 

 

当機構のガバ

ナンス強化策の

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・内部統制につ

いては、「独立行

政法人の業務の

適正を確保する

ための体制等の

整備」（平成 26

年 11月 28日付

け総務省行政管

理局長通知）に

基づく業務方法

書に定める規程

を適時適切に見

直し、各種会議

及び研修等を通

じて、役職員で

認識を共有した

か。 

 

 

 

 

 

 

 

・統制活動について、機構の重要な意思決定は引き続き文書決裁を徹底し、責任の所

在を明確にした。 

 

 

 

 

・個人情報の適切な取扱いを行い、管理状況に係る監査を徹底した。また、各種規程

の見直しの必要性について検討し、適時適切に見直し、会議等を通じて役職員へ周知

を行うことにより認識を共有した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 資産運用委員会 

 

 

資産運用に関する重要事項を随時「資産運用委員会」に諮り、了承を得てから実施

している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・内部統制について

は、「独立行政法人の業

務の適正を確保するた

めの体制等の整備」（平

成 26年 11月 28日付け

総務省行政管理局長通

知）に基づく業務方法

書に定める規程の見直

しの必要性について検

討するとともに、業務

の適正を確保するた

め、各種会議や委員会

において規程を適時適

切に見直し、会議等を

通じて役職員へ周知を

行うことにより認識を

共有した。 
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一環として設置

された厚生労働

大臣任命の資産

運用委員会で

は、基本指針を

始め資産運用に

係る重要事項に

ついて、本委員

会での議を経て

決定する。 

資産運用の健

全性を確保する

ため、資産運用

委員会による資

産運用の状況そ

の他の運用に関

する業務の実施

状況の監視を徹

底し、その結果

を事後の資産運

用に反映させ

る。 

審議内容につ

いては、議事要

旨等の形で速や

かに公表し、透

明性、対外説明

力の維持･向上

に努める。 

 

② 情報セキュ

リティ委員会 

 

情報セキュリ

ティ委員会で

は、サイバーセ

キュリティ基本

法（平成 26年

法律第 104号）

及び政府機関等

のサイバーセキ

ュリティ対策の

ための統一基準

群を踏まえ、情

報セキュリティ

に係る規程等に

ついて審議する

ほか、情報セキ

ュリティに関す

る総括を行い、

問題意識の共有

と施策の策定を

行う。 

委員会にはＣ

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資産運用委員会を５回（4/22、6/10、9/12、12/25、2/19）開催したほか、メール報

告もあわせて、余裕金の運用状況その他の運用に関する業務の実施状況及び運用結果

を報告した。 

令和６年度の資産運用に関する評価報告書において、「環境変化に的確に対応しつ

つ、運用の目的に則し、運用の目標を踏まえて適切に実施されている」との評価を受

けた。同評価報告書は、独立行政法人評価に関する有識者会議の参考資料として、厚

生労働省に提出された。 

審議内容について、資産運用委員会議事要旨（令和６年度第５回及び令和７年度第

１～第４回）を公表した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 情報セキュリティ委員会 

 

 

・第 29回情報セキュリティ委員会（3/2 書面開催）において、機構におけるサイバ

ーセキュリティのための対策基準の改定等について審議を行い、了承を得た。 

・第 30回情報セキュリティ委員会（3/31 書面開催）において、令和７年度情報セキ

ュリティに係る対策推進計画にかかる実施状況報告（標的型メール訓練及び自己点検

の実施結果を含む）を行い、また、令和８年度情報セキュリティに係る対策推進計画

及び内部監査計画書の策定について審議を行い、了承を得た。 
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ＩＯ補佐官も委

員として出席

し、専門的見地

から審議に加わ

る。 

 

③ 情報セキュ

リティ有識者委

員会 

 

情報セキュリ

ティ有識者委員

会では、情報シ

ステムにおける

情報セキュリテ

ィ強化及び中退

共システムの再

構築等の円滑な

遂行に資するた

め、情報セキュ

リティ施策に関

する現状・計画

や、再構築等の

進捗状況・予定

等を情報セキュ

リティ有識者委

員会に報告し、

外部有識者委員

による審議、助

言、提言を受け

る。 

あわせて、Ｃ

ＩＯ補佐官から

年次活動報告を

受け、審議を行

う。 

 

④ ＰＭＯ・シ

ステム化委員会 

 

ＰＭＯ・シス

テム化委員会で

は、機構内のシ

ステム化を統合

的に管理するた

め、システム化

案件の内容とそ

の予算措置状況

を全体として把

握するととも

に、各プロジェ

クトの進捗状況

について管理を

行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 情報セキュリティ有識者委員会 

 

 

 

情報セキュリティ有識者委員会を開催し、以下について審議を行った。また、これ

らについて有識者から助言を受けた（3/13）。 

〇ＣＩＯ補佐官年次活動実績報告 

〇情報セキュリティ対策における状況報告 

〇情報セキュリティに係る対策推進計画 

〇サイバーセキュリティのための対策基準の改定 

〇インターネット関連システムの更改 

〇中退共電算システムの再構築の進捗状況・予定 

〇中退共申請・届出オンライン化 

〇建退共電子ポイント方式 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④ ＰＭＯ・システム化委員会 

 

 

ＣＩＯ補佐官を委員に加えた令和７年度第１回ＰＭＯ・システム化委員会（8/29）、

令和７年度第２回ＰＭＯ・システム化委員会（1/8）を開催し、以下について審議を行

った。 

・第５期中期目標期間におけるシステムの新規追加案件等を確認した。 

・必要経費予定額について、令和７年度 10月１日時点の状況としては第５期中期目標

期間予算の範囲内に収まっているが、中退共事業等勘定では年度後半にも追加費用の

発生が見込まれ不足が生じる見込みであるところ、事業目的達成のため必要なもので

あることから、令和７年度予算実施計画を変更し対応すること等を確認した。 

・情報システムの整備及び管理を行うＰＪＭＯを支援するため、ＰＪＭＯの進捗管理

を行い、各ＰＪＭＯの状況についてより詳細な共有を図った。 
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⑤ リスク管

理・コンプライ

アンス体制 

機構が抱える

リスクの鳥瞰図

（リスク・マッ

プ）における管

理・評価に加

え、個人情報取

扱業務について

は、事務単位で

内在するリスク

を捉えた統制を

行うため、担当

部門が自らリス

クの検討及びモ

ニタリングを行

うＣＳＡ

（Control Self 

Assessment（統

制自己評価））

手法に基づき作

成したリスク管

理表に基づく管

理・評価を行

う。 

また、法曹関係

の外部有識者委

員を加えたリス

ク管理・コンプ

ライアンス委員

会で審議すべき

事項が生じた場

合には、同委員

会を開催し、客

観的・専門的見

地に立った助言

を受けるととも

に、最新のリス

ク・マップ及び

リスク管理表に

ついての検証を

行う。 

 

⑥ 統制活動、

モニタリング体

制 

 

統制活動とし

て、文書決裁ル

ールの徹底をは

じめとした責任

の所在の明確化

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑤ リスク管理・コンプライアンス体制 

 

 

・機構が抱えるリスクの鳥瞰図（リスク・マップ）について、環境変化に伴う新たな

リスクの追加や、それに伴う対応策の実施などを踏まえ、リスク項目・リスク度合い

等に関するリスク・マップの更新を行った。 

・特に統制が急務である個人情報を取り扱う業務については、令和６年度に作成した

ＣＳＡ（統制自己評価）手法によるリスク管理表の更新を行った。 

・法曹関係の外部有識者委員を加えたリスク管理・コンプライアンス委員会を書面開

催（3/19）し、リスクの全体像を整理するために新たに作成したリスク概観図、更新

後のリスク・マップ及びＣＳＡ手法によるリスク管理表等について審議を行った。ま

た、これらについて外部有識者委員から客観的・専門的見地に立った助言を受けた。 

 

・迷惑行為への対応として、相談窓口に防犯カメラ等を設置（10/31）したほか、執務

室の避難経路を整備（11/22）し、迷惑行為の抑止と緊急時の安全確保を図った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑥ 統制活動、モニタリング体制 

 

 

・文書決裁の適正化についてメールで再周知を行った（5/15）。 

・建設業退職金共済約款、理事会規程、組織規程、文書決裁規程、就業規則、給与規

程、内国旅費規程等について、理事（5/12、5/30、6/30、9/30、10/31、1/8、

1/30、3/30）にて認識の共有を図った上で、見直しを行った。 

・引き続き、理事会において各種施策・計画の進捗状況等をモニタリングし、ＰＤＣ

Ａサイクルを適切に機能させた。 
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を図るととも

に、業務方法書

に定める規程を

適時適切に見直

し、各種会議や

研修等を通じて

認識を共有す

る。 

各種施策・計

画の進捗状況等

をモニタリング

し、ＰＤＣＡサ

イクルを適切に

機能させる。 

中期計画・本

計画の進捗状況

について、理事

会、運営委員会

などでの報告・

審議等を通じて

モニタリングす

ることに加え、

業務運営・推進

会議を開催し、

問題の把握・分

析と対応策の検

討を行う。ただ

し、情報セキュ

リティ及びシス

テム化に関する

計画について

は、それぞれ情

報セキュリティ

委員会、ＰＭ

Ｏ・システム化

委員会において

検討を行う。 

支部・各コー

ナーを含む業務

の運営状況、各

種施策の実施･

運用状況につい

ては、監事及び

監査室において

モニターし、問

題･課題の指摘

と、是正、改善

に向けた提言を

行う。 

なお、金融･

経済情勢の急激

な変化や、急速

に進化している

サイバー攻撃に

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・理事会において、中期計画及び年度計画の進捗状況等を月次でモニタリングした。 

・業務運営・推進会議を開催し、令和６事業年度実績報告の審議を行うとともに、そ

れらを取りまとめた機構の「令和６事業年度業務実績等報告書（案）」の審議を行

い、厚生労働大臣に「報告書」を提出した（6/30）。 

〇第１回業務運営・推進会議（4/18、4/21） 

  機構内各部署に係る令和６事業年度実施報告に基づき審議 

〇第２回業務運営・推進会議（6/13 書面開催） 

  機構の「令和６事業年度業務実績報告書（案）」に基づき審議 

〇第３回業務運営・推進会議（11/18、11/19） 

 令和７事業年度計画に係る上半期進捗状況及び要因分析等の報告、下半期の実行

計画について審議。 

・過去の実績（事業を取り巻く環境変化及び変化への対応）を総括し、機構の使命を

踏まえた上で、令和８事業年度計画を策定した。 

・情報セキュリティ及びシステム化に関する計画については、それぞれ情報セキュリ

ティ委員会、ＰＭＯ・システム化委員会において検討を行った。 

・個人情報等の保護に関し、個人情報保護委員会の実地検査（７月）を受け、指摘事

項について必要な改善を行った。 

・財務諸表の信頼性を確保するため、監事による監査を受けた（６月）。また、監査法

人による前事業年度の期末監査を、４月から６月にわたって受け、監査報告書を受

領した。 

・業務執行状況について、監事による業務監査を受けた（７月、11月）。あわせて、建

退共支部業務の執行状況について、監事から監査を受けた。 

  広島県支部（10/17）、京都府支部（10/24） 

 

内部監査計画書に基づき、以下のとおり実施し、問題の把握・分析と対応策の検討

を行った。 

〇内部統制等 

・個人情報保護委員会の実地検査（７月）に関する「検査結果通知書（指導）」に対

する改善状況に係る監査（1/7） 

・建退共・清退共・林退共都道府県支部に対する業務執行状況・個人情報・情報セ

キュリティ対策等に係る監査（2/4～3/17） 

  対象支部：関東ブロック９都県（建退共東京都支部、神奈川県支部及び埼玉県支

部に対しては実地監査を実施） 

・調達に関する相互牽制体制に係る監査（3/11） 

・少額随意契約に係る監査（3/11） 

・旅費の執行状況等に係る監査（3/18、3/25） 

 

〇情報セキュリティ関係 

・ＰＣ及びＵＳＢ等記録媒体の保有・管理状況に係る監査（7/7～7/28） 

・機構におけるサイバーセキュリティのための対策基準の遵守状況について（1/23

～3/17） 

 

〇業務執行状況 

・建設業事業部に対する業務執行状況に係る監査（9/19～9/29） 

・過去のインシデント事案の対応状況に係る監査（9/22） 

・清酒製造業・林業事業部に対する業務執行状況に係る監査（1/21、1/22） 

・加入・履行促進事業部に対する業務執行状況に係る監査（1/26、1/27） 

 

〇令和６年度監査フォローアップ（9/22、1/13、2/24、3/25） 

 

なお、金融･経済情勢の急激な変化や、急速に進化しているサイバー攻撃に対し機動

的に対応できるよう、厚生労働省と密に連携して業務を行った。 
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（２）情報セ

キュリティ対

策の推進等 

 

① 情報セキ

ュリティ対策

の推進 

 

 サイバー攻

撃の脅威が急

速に高まる

中、機構が大

量に保有する

銀行口座番号

を含む重要な

個人情報を適

切に管理・保

護する観点か

ら、サイバー

セキュリティ

基本法（平成

26年法律第104

号）に基づく

適切な措置と

して、各種規

程の整備、研

修・教育等を

行いつつ、イ

ンシデント発

生時の迅速か

つ適切な対応

を確保するた

めの組織体制

と手順の浸透

を図ること。 

 また、シス

テムの運用委

託先におい

て、機構のイ

ンシデント発

生時等に同法

等に基づき適

切な対処がな

されるよう、

リスク管理体

制の強化を図

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）情報セキ

ュリティ対策の

推進等 

 

① 情報セキュ

リティ対策の推

進 

 

サイバー攻撃

の脅威が急速に

高まる中、機構

が大量に保有す

る銀行口座番号

を含む重要な個

人情報を適切に

管理・保護する

観点から、サイ

バーセキュリテ

ィ基本法（平成

26年法律第 104

号）に基づく適

切な措置とし

て、各種規程の

整備、研修・教

育等を行いつ

つ、インシデン

ト発生時の迅速

かつ適切な対応

を確保するため

の組織体制と手

順の浸透を図

る。 

また、システ

ムの運用委託先

において、機構

のインシデント

発生時等に同法

等に基づき適切

な対処がなされ

るよう、リスク

管理体制の強化

を図る。 

さらに、上記

の対策の実施状

況を毎年度把握

し、ＰＤＣＡサ

対し機動的に対

応するため、厚

生労働省と連携

を密にし、情報

と現状認識、問

題意識の共有を

図る。 

 

（２）情報セキ

ュリティ対策の

推進等 

 

① 情報セキュ

リティ対策の推

進 

 

サイバー攻撃

の脅威が急速に

高まる中、機構

が大量に保有す

る銀行口座番号

を含む重要な個

人情報を適切に

管理・保護する

観点から、サイ

バーセキュリテ

ィ基本法（平成

26年法律第 104

号）に基づく適

切な措置とし

て、各種規程の

整備、研修・教

育等を行いつ

つ、インシデン

ト発生時の迅速

かつ適切な対応

を確保するため

の組織体制と手

順の浸透を図

る。 

また、システ

ムの運用委託先

において、機構

のインシデント

発生時等に同法

等に基づき適切

な対処がなされ

るよう、リスク

管理体制の強化

を図る。 

さらに、上記

の対策の実施状

況を毎年度把握

し、ＰＤＣＡサ

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜評価の視点＞ 

 

・サイバーセキ

ュリティ基本法

（平成 26年法律

第 104号）に基

づく適切な措置

として、各種規

程の整備、研

修・教育等を行

いつつ、インシ

デント発生時の

迅速かつ適切な

対応を確保する

ための組織体制

と手順の確立・

浸透を図った

か。 

 

 

 

・システムの運

用委託先におい

て、機構のイン

シデント発生時

等に同法等に基

づき適切な対処

がなされるよ

う、リスク管理

体制の強化を図

ったか。 

 

 

 

・セキュリティ

対策の実施状況

を毎年度把握

し、ＰＤＣＡサ

イクルにより情

報セキュリティ

対策の改善を図

ったか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）情報セキュリティ対策の推進等 

 

 

 

① 情報セキュリティ対策の推進 

 

 

 

・サイバー攻撃の脅威が急速に高まる中、サイバー攻撃等の脅威に対して強固なシス

テム環境の構築、ヒューマン・エラー対策（研修・教育等）など、適時適切な情報

セキュリティ対策を実施した。 

・機構におけるサイバーセキュリティのための対策基準（以下、対策基準）等の改定

を行った（令和８年３月６日改定）。 

 

【運用面】 

・毎週定期的に、更新プログラムのインストール及び完全スキャンを実施した。毎週

実施当日には、全役職員に当該措置のための準備作業を実施するよう注意喚起メー

ルを送信した。 

 

・ハードウェア・ソフトウェア両面での情報セキュリティ対策に関する最新情報を入

手するとともに、委託事業者から定期的に保守報告を受け、情報共有、意見交換を

行うことで、リスク管理体制の強化を図った。 

 

・令和７年度情報セキュリティに係る対策推進計画・教育実施計画に基づき、以下の

取組を行った。 

 

〇ＮＣＯ（旧ＮＩＳＣ）勉強会（4/24、4/25、9/25、9/26、オンライン開催） 

〇全役職員を対象としたインシデント抜線訓練（5/22） 

〇情報セキュリティ対策推進連絡会議（6/20、厚生労働省主催、オンライン開催） 

〇第二ＧＳＯＣ報告会（8/5、1/19、オンライン開催） 

〇「ＩＴ調達申合せ」担当者説明会（10/23、ＮＣＯ（旧ＮＩＳＣ）主催、オンライン

開催） 

〇全役職員に対し、eラーニングによる情報セキュリティ研修（11/18～12/26） 

〇職員の情報セキュリティへの意識向上を目指し、標的型メール攻撃に対する教育訓

練の実施（11/19～12/8、3/4） 

〇令和７年度インシデントハンドリング研修（11/28、ＮＣＯ（旧ＮＩＳＣ）主催、オ

ンライン開催） 

〇インシデント発生時を想定した厚生労働省との連携訓練の実施（12/3実施、厚生労

働省主催） 

〇全役職員を対象とした情報セキュリティに係る自己点検（1/13～1/23） 

〇ＣＳＩＲＴ担当者会議（2/20、ＮＣＯ（旧ＮＩＳＣ）主催、オンライン開催） 

〇厚生労働省主導によるペネトレーションテストを受検（3/2～3/6） 

〇全役職員に対し、総務課職員講師による内部事例を活用した個人情報保護に係る研

修（3/3～3/4） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜評価の視点に対する

措置＞ 

・対策基準の改定等を

行うとともに、インシ

デントハンドリング研

修、ＮＣＯ（旧ＮＩＳ

Ｃ）勉強会等への参

加、インシデント発生

時を想定した厚生労働

省との連携訓練、イン

シデント発生時におけ

るＬＡＮケーブルの抜

線訓練、標的型攻撃メ

ール訓練等を実施し、

迅速かつ適切な対応を

確保するための組織体

制と手順の確立・浸透

を図った。 

 

 

 

・ハードウェア・ソフ

トウェア両面での情報

セキュリティ対策に関

する最新情報を入手す

るとともに、委託事業

者から定期的に保守報

告を受け、情報共有、

意見交換を行うこと

で、リスク管理体制の

強化を図った。 

 

 

 

・セキュリティ対策の

実施状況の把握及び今

後の改善について、監

事監査、内部監査の結

果を踏まえた対応や、

情報セキュリティ有識

者委員会、情報セキュ

リティ委員会において
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ること。 

 さらに、上

記の対策の実

施状況を毎年

度把握し、Ｐ

ＤＣＡサイク

ルにより情報

セキュリティ

対策の改善を

図ること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 災害時等

における事業

継続性の強化 

 

 災害やサイ

バー攻撃等に

よるシステム

の機能停止や

データ破損等

に備えて、デ

ータのバック

アップ、業務

継続のための

体制整備及び

対応マニュア

ルの整備など

事業継続性を

強化するため

の対策を講ず

イクルにより情

報セキュリティ

対策の改善を図

る。具体的に

は、監事監査及

び監査室による

内部監査に、外

部機関による情

報セキュリティ

監査、外部有識

者を加えた情報

セキュリティ委

員会なども活用

して、実効性を

検証し、その結

果を踏まえて迅

速に対策の見直

しを行う。 

インシデント

発生時に、各自

がインシデント

手順書等に定め

られた役割、責

任、権限に基づ

き迅速かつ適切

な対応がとれる

よう、関係機

関・システム運

用委託先との連

携体制、内部の

指揮命令・連絡

体制等を確立す

るための訓練や

研修等を行う。 

 

② 災害時等に

おける事業継続

性の強化 

 

災害やサイバ

ー攻撃等による

システムの機能

停止やデータ破

損等に備えて、

データのバック

アップ、業務継

続のための体制

整備及び対応マ

ニュアルの整備

など事業継続性

を強化するため

の対策を講ず

る。 

 

イクルにより情

報セキュリティ

対策の改善を図

る。具体的に

は、監事監査及

び監査室による

内部監査に、外

部機関による情

報セキュリティ

監査、外部有識

者を加えた情報

セキュリティ委

員会なども活用

して、実効性を

検証し、その結

果を踏まえて迅

速に対策の見直

しを行う。 

インシデント

発生時に、各自

がインシデント

手順書等に定め

られた役割、責

任、権限に基づ

き迅速かつ適切

な対応がとれる

よう、関係機

関・システム運

用委託先との連

携体制、内部の

指揮命令・連絡

体制等を確立す

るための訓練や

研修等を行う。 

 

② 災害時等に

おける事業継続

性の強化 

 

災害やサイバ

ー攻撃等による

システムの機能

停止やデータ破

損等に備えて、

データのバック

アップ、業務継

続のための体制

整備及び対応マ

ニュアルの整備

など事業継続性

を強化するため

の対策を講ず

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜評価の視点＞ 

 

・災害やサイバ

ー攻撃等による

システムの機能

停止やデータ破

損等発生時にお

ける事業継続性

強化のための対

策を講じている

か。 

 

 

 

 

 

 

 

 

なお、実施状況については、監事監査（実施方法等を令和６年度から改善）及び監

査室による内部監査のほか外部委託による情報セキュリティ監査、情報セキュリティ

有識者委員会なども活用して検証し、その結果を踏まえ、対策の見直しを進めた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 災害時等における事業継続性の強化 

 

 

 

・災害時等の事業継続性強化のため、役職員の安否確認訓練を行った。訓練は出社時

以外の状況を想定し、組織内の端末を使用せずに安否報告を行うことを徹底する等、

より現実に即した内容とした（9/25）。 

・消防計画上の自衛消防訓練を実施した（11/6）。 

・引き続き災害やサイバー攻撃等によるシステムの機能停止やデータ破損等に備え

て、システムバックアップや各業務のデータバックアップとその外部保管を行った。 

一般の中小企業退職金共済事業における支払指図関連データの遠隔地への転送を実施

し（毎営業日）、また、非常時に大阪コーナーで転送データを利用する訓練について

は、大阪コーナーへ本部職員が出張して３回実施した（6/13、9/19、12/11）。 

 

 

 

 

 

 

当年度の実績報告及び

令和８年度の対策推進

計画を審議する等によ

り、対策の見直しを進

めた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜評価の視点に対する

措置＞ 

・災害時等の事業継続

性強化のため、より現

実に即した役職員の安

否確認訓練を行った。

また、消防計画上の自

衛消防訓練を実施し

た。 

さらに、引き続き災

害やサイバー攻撃等に

よるシステムの機能停

止やデータ破損等に備

えて、システムバック

アップや各業務のデー

タバックアップとその

外部保管を行った。ま

た、中退共において

は、支払指図関連デー
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ること。 

 

 

 

 

 

 

 

（３）事業及

び制度の改

善・見直しに

向けた取組 

 

 中小企業退

職金共済法に

基づき厚生労

働省が行う中

小企業退職金

共済制度の財

政検証に必要

な情報を提供

すること。 

 特に、令和

２年度の特定

業種退職金共

済制度の財政

検証の結果を

踏まえ、厚生

労働省が次期

財政検証に向

けて実施する

特定業種退職

金共済制度の

あり方につい

ての検討に資

するよう、必

要な情報を提

供し、その検

討結果を踏ま

え、必要な対

策を講ずるこ

と。 

 また、財産

形成促進事業

について、民

間金融機関に

おける住宅ロ

ーン利用者等

の拡大により

財形持家融資

の利用者が減

少している状

況を踏まえ、

厚生労働省が

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）事業及び

制度の改善・見

直しに向けた取

組 

 

中小企業退職

金共済法に基づ

き厚生労働省が

行う中小企業退

職金共済制度の

財政検証に必要

な情報を提供す

る。 

特に、2020

（令和２）年度

の特定業種退職

金共済制度の財

政検証の結果を

踏まえ、厚生労

働省が次期財政

検証に向けて実

施する特定業種

退職金共済制度

のあり方につい

ての検討に資す

るよう、必要な

情報を提供し、

その検討結果を

踏まえ、必要な

対策を講ずる。 

 また、財産形

成促進事業につ

いて、民間金融

機関における住

宅ローン利用者

等の拡大により

財形持家融資の

利用者が減少し

ている状況を踏

まえ、厚生労働

省が次期中期目

標に向けて実施

する事業及び制

度の改善・見直

しの検討に資す

るよう、必要な

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）事業及び

制度の改善・見

直しに向けた取

組 

 

中小企業退職

金共済法に基づ

き厚生労働省が

行う中小企業退

職金共済制度の

財政検証の結果

を踏まえ、必要

な対応を行う。 

特定業種退職

金共済制度の在

り方についての

検討において

も、必要に応じ

て引き続き厚生

労働省に情報を

提供する。 

また、財産形

成促進事業にお

ける制度等の改

善・見直しの検

討に資するよ

う、必要に応じ

引き続き厚生労

働省に情報を提

供する。 

さらに、機構

が実施する各種

事業に関し、必

要に応じて、事

業及び制度の改

善・見直しに資

する情報を収集

し、厚生労働省

に提供する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜評価の視点＞ 

 

・中小企業退職

金共済法に基づ

き厚生労働省が

行う中小企業退

職金共済制度の

財政検証や、特

定業種退職金共

済制度のあり方

についての検討

などに必要な情

報の提供を適時

適切に行った

か。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）事業及び制度の改善・見直しに向けた取組 

 

 

 

 

中小企業退職金共済法に基づき厚生労働省が行う中小企業退職金共済制度の財政検

証の結果を踏まえ、必要な対応を実施している。 

建設業退職金共済制度については、2024（令和６）年度に実施した財政検証の結果

を踏まえ、関係法令の改正によって 2026（令和８）年度 10月を目途に予定運用利回り

の引上げが予定されていることに伴い、周知広報及びシステム改修等、必要な対応の

準備を行った。また、建設業退職金共済制度における複数掛金制度の導入等、特定業

種退職金共済制度の在り方についての検討においても、必要に応じて関係省庁に情報

を提供した。 

また、財産形成促進事業については、民間金融機関における住宅ローン利用者等の

拡大により財形持家融資の利用者が減少している状況を踏まえ、事業及び制度の改

善・見直しの検討に資するよう、必要な情報を収集し、厚生労働省に提供した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

タの遠隔地への転送及

び転送データを利用す

る訓練を実施した。 

これらにより、事業

継続性強化のための対

策を講じた。 

 

 

＜評価の視点に対する

措置＞ 

・中小企業退職金共済

法に基づき厚生労働省

が行う中小企業退職金

共済制度の財政検証の

結果を踏まえ、必要な

対応を実施している。 

また、建設業退職金

共済制度における複数

掛金制度の導入等、特

定業種退職金共済制度

の在り方についての検

討においても、必要に

応じて関係省庁に情報

を提供した。 
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次期中期目標

に向けて実施

する事業及び

制度の改善・

見直しの検討

に資するよ

う、必要な情

報を収集し、

厚生労働省に

提供するこ

と。 

 さらに、機

構が実施する

各種事業に関

し、必要に応

じて、事業及

び制度の改

善・見直しに

資する情報を

収集し、厚生

労働省に提供

すること。 

 

【重要度 高】 

 法人のガバ

ナンスについ

ては、通則法

改正により強

化が求められ

たものであ

り、機構のよ

うに、金融業

務を行い、大

量の機微な個

人情報を保有

している法人

にとっては、

その徹底が特

に重要である

ことから、重

要度を高とす

る。 

 

 

２ 人事に関

する事項  

 

・令和元年に

策定した人材

の確保・育成

に係る方針に

基づき、人材

の確保・育成

や職員の士気

情報を収集し、

厚生労働省に提

供する。 

さらに、機構

が実施する各種

事業に関し、必

要に応じて、事

業及び制度の改

善・見直しに資

する情報を収集

し、厚生労働省

に提供する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 人事に関す

る事項  

 

人材の確保・

育成については

以下のとおり取

り組む。 

① 新規採用で

はＰＲ手法・選

考方法の工夫に

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 人事に関す

る事項  

 

人材の確保・

育成については

以下のとおり取

り組む。 

① 新規採用で

はＰＲ手法・選

考方法の工夫に

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 人事に関する事項  

 

 

人材の確保・育成については以下のとおり取り組んだ。 

 

 

 

① 新規採用では、機構が求める有為な人材を確保するため、募集案内と併せて機構

紹介動画を機構ホームページ及び就職情報サイト「マイナビ」に掲載することで幅広

く募集を行い、25名を新規採用した（10月１名、４月 24名）。 
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の向上に引き

続き取り組む

とともに、必

要に応じ、同

方針の見直し

を行うこと。 

・資産運用や

システム管理

など特に高度

な専門性が求

められる部門

の体制を整備

するため、専

門的知識を有

する人材を確

保するととも

に、役員や管

理職への女性

登用、障害者

の積極的な採

用等によりダ

イバーシティ

を推進するこ

と。 

より、有為な人

材の確保に努め

る。 

 

② 資産運用や

システム管理な

ど特に高度な専

門性が求められ

る部門におい

て、処遇体系そ

の他雇用環境の

整備をしつつ、

必要な人材を採

用する。その他

必要な人材を中

途採用し得るよ

う、職務経歴等

を適切に評価・

反映できるよう

な処遇の在り方

を検討する。 

 

③ 育成につい

ては、引き続き

人材の確保・育

成に係る方針に

基づき、専門

的、実務的な研

修等の実施、多

様なポストを経

験させるための

積極的な人事異

動等を行う。さ

らに、資産運用

やシステム管理

など特に高度な

専門性が求めら

れる部門におい

ては、外部専門

家との議論等を

通じた育成を図

る。 

 

④ ダイバーシ

ティの推進につ

いて、2025（令

和７）年度末に

役員６名のうち

２名を女性にす

ること及び管理

職の女性割合を

30％にすること

を目標として、

女性職員の採用

より、有為な人

材の確保に努め

る。 

 

② 資産運用や

システム管理な

ど特に高度な専

門性が求められ

る部門におい

て、処遇体系そ

の他雇用環境の

整備をしつつ、

必要な人材を採

用する。その他

必要な人材を中

途採用し得るよ

う、職務経歴等

を適切に評価・

反映できるよう

な処遇の在り方

を検討する。 

 

③ 育成につい

ては、引き続き

人材の確保・育

成に係る方針に

基づき、専門

的、実務的な研

修等の実施、多

様なポストを経

験させるための

積極的な人事異

動等を行う。さ

らに、資産運用

やシステム管理

など特に高度な

専門性が求めら

れる部門におい

ては、外部専門

家との議論等を

通じた育成を図

る。 

 

④ ダイバーシ

ティの推進につ

いて、2025（令

和７）年度末に

役員６名のうち

２名を女性にす

ること及び管理

職の女性割合を

30％にすること

を目標として、

女性職員の採用

 

 

 

 

② 必要な人材を中途採用し得るよう、市場賃金を勘案し職務経歴等を適切に評価・

反映できるような処遇の在り方を検討し、中途採用活動を行った。これにより、実務

経験が豊富な、専門知識を有する人材を適切な処遇で採用した。また、資産運用とい

う特に高度な専門性が求められる部門において、当該人材について、年齢、社会経験

年数のみならず職務経歴等を吟味し、妥当と考えられる処遇を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 令和７年度の実施計画を踏まえ、各職務に応じた「能力開発プログラム」に基づ

いた研修を実施した。 

実施回数   ：47回  延べ参加人数：1,762人 

 うち基本研修  18回             1,681人 

 うち実務研修  29回                81人 

 

人事評価結果等を活用し、職員の能力・適正・経験等を踏まえた適材適所の人事配

置を行った。 

 特に、人材育成・職員のキャリアアップの観点から、多様なポストを経験させるべ

く、令和７年度中に機構職員のうち 9.1％の人事異動を行った（7/1、10/1、4/1）。 

資産運用部門については、中堅・若手向けОＪＴを中心に、外部研修の積極的な受

講等を通じて人材育成を進めたほか、システム部門においても中退共システムの再構

築に係る全体工程管理等におけるコンサルタントとの協働を通じたＩＴリテラシー等

の強化によりＩＴ人材の育成に繋げた。 

 

 

 

 

 

 

 

④ 2025（令和７）年度末において、役員については６名のうち３名を女性とし目標

を上回ったが、管理職の女性割合は 22.0％となっているため、引き続き同目標の達成

に向けて女性幹部候補者の育成、登用を進めている。障害者雇用については、独立行

政法人における法定雇用率 2.8％に対して 3.11％を確保しており（令和７年６月１日

現在）、人事部門と配属部門とが連携し、定期的な面談を行う等定着のためのきめ細や

かな対応を行った。 
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を積極的に行う

とともに幹部候

補者の育成を進

める。障害者の

積極的な採用を

進めるととも

に、人事部門と

配属部門とが連

携し、定着のた

めきめ細やかな

対応を行う。 

を積極的に行う

とともに幹部候

補者の育成を進

める。障害者の

積極的な採用を

進めるととも

に、人事部門と

配属部門とが連

携し、定着のた

めきめ細やかな

対応を行う。 

 

４．その他参考情報 

特になし 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 

５－１ 第５ 予算、収支計画及び資金計画 

第６ 短期借入金の限度額 

第７ 重要な財産を譲渡し、又は担保に供しようとするときは、その計画 

第８ 剰余金の使途 

第９ 積立金の処分に関する事項 

当該項目の重要度、難

易度 

－ 関連する政策評価・行政事業

レビュー 

 

 

２．主要な経年データ 
 

 達成目標 （参考） 令和５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度 （参考情報） 

         

         

         

         
 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 

法人の業務実績・自己評価 
主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

  第５ 予算、収

支計画及び資金

計画 

 

１ 予算  

 

① 機構総括     

別紙－１のと

おり 

② 中退共事業

等勘定 別紙

－２のとおり 

③ 建退共事業

等勘定 別紙

－３のとおり 

④ 清退共事業

等勘定 別紙

－４のとおり 

⑤ 林退共事業

等勘定 別紙

－５のとおり 

⑥ 財形勘定     

別紙－６のと

おり 

⑦ 雇用促進融

資勘定 別紙

－７のとおり 

  

２ 収支計画 

第５ 予算、収支

計画及び資金計画 

 

 

１ 予算  

 

① 機構総括     

別紙－１のとお

り 

② 中退共事業等

勘定 別紙－２

のとおり 

③ 建退共事業等

勘定 別紙－３

のとおり 

④ 清退共事業等

勘定 別紙－４

のとおり 

⑤ 林退共事業等

勘定 別紙－５

のとおり 

⑥ 財形勘定     

別紙－６のとお

り 

⑦ 雇用促進融資

勘定 別紙－７

のとおり 

  

２ 収支計画 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜評価の視点＞ 

 

・予算、収支計

画及び資金計画

について、各費

目に関して計画

と実績の差異が

あった場合に

は、その発生理

第５ 予算、収支計画及び資金計画 

 省略 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜評定と根拠＞ 

評定：Ｂ 

短期借入金について

は、財形融資事業にお

ける資金繰り上発生し

た資金不足に対するつ

なぎ資金として、借入

限度額の範囲内で、借

入を行った。 

前期中期目標期間繰

越積立金について、清

退共事業等勘定給付経

理、清退共事業等勘定

特別給付経理における

業務に充てた。 

これらを踏まえ、Ｂ

評価とする。 

 

 

 

＜評価の視点に対する

措置＞ 

・年度計画の予算を踏

まえて支出超過が見込

まれる部分（中退共シ

ステム再構築に係る開

発業務関連費用）を含

め、適正に執行した。 

 

評定  
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① 機構総括     

別紙－８のと

おり 

② 中退共事業

等勘定 別紙

－９のとおり 

③ 建退共事業

等勘定 別紙

－10のとおり 

④ 清退共事業

等勘定 別紙

－11のとおり 

⑤ 林退共事業

等勘定 別紙

－12のとおり 

⑥ 財形勘定     

別紙－13のと

おり 

⑦ 雇用促進融

資勘定 別紙

－14のとおり 

 

３ 資金計画 

 

① 機構総括     

別紙－15のと

おり 

② 中退共事業

等勘定 別紙

－16のとおり 

③ 建退共事業

等勘定 別紙

－17のとおり 

④ 清退共事業

等勘定 別紙

－18のとおり 

⑤ 林退共事業

等勘定 別紙

－19のとおり 

⑥ 財形勘定     

別紙－20のと

おり 

⑦ 雇用促進融

資勘定 別紙

－21のとおり 

 

 

第６ 短期借入

金の限度額 

 

１  限度額 

 

① 中退共事業

 

① 機構総括     

別紙－８のとお

り 

② 中退共事業等

勘定 別紙－９

のとおり 

③ 建退共事業等

勘定 別紙－10

のとおり 

④ 清退共事業等

勘定 別紙－11

のとおり 

⑤ 林退共事業等

勘定 別紙－12

のとおり 

⑥ 財形勘定     

別紙－13のとお

り 

⑦ 雇用促進融資

勘定 別紙－14

のとおり 

 

３ 資金計画 

 

① 機構総括     

別紙－15のとお

り 

② 中退共事業等

勘定 別紙－16

のとおり 

③ 建退共事業等

勘定 別紙－17

のとおり 

④ 清退共事業等

勘定 別紙－18

のとおり 

⑤ 林退共事業等

勘定 別紙－19

のとおり 

⑥ 財形勘定     

別紙－20のとお

り 

⑦ 雇用促進融資

勘定 別紙－21

のとおり 

 

 

第６ 短期借入金

の限度額 

 

１  限度額 

 

① 中退共事業に

由を明らかに

し、その理由は

合理的なものだ

ったか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜評価の視点＞ 

 

・短期借入金の

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第６ 短期借入金の限度額 

 

 

１  限度額 

 

① 中退共事業、② 建退共事業、③ 清退共事業、④ 林退共事業における借入実

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜評価の視点に対する

措置＞ 

・短期借入金について



129 
 

においては     

20億円 

② 建退共事業

においては     

20億円 

③ 清退共事業

においては     

１億円 

④ 林退共事業

においては     

３億円 

⑤ 財形融資事

業においては    

305億円 

 

 

 

⑥ 雇用促進融

資事業におい

ては 0.1億

円 

 

２ 想定される

理由 

 

① 予定してい

た掛金等収入

額の不足によ

り、一時的に

退職金等支払

資金 の支出

超過が見込ま

れる場合に、

支払いの遅延

を回避するた

め。 

② 財産形成促

進事業におい

て資金繰り

上、発生する

資金不足への

対応の た

め。 

③ 運営費交付

金の受入の遅

延等による資

金不足に対応

するため。 

④ 予定外の役

職員等の退職

者の発生に伴

う退職手当の

支給等の出費

に対応するた

おいては     

20億円 

② 建退共事業に

おいては     

20億円 

③ 清退共事業に

おいては     

１億円 

④ 林退共事業に

おいては     

３億円 

⑤ 財形融資事業

においては   

305億円 

 

 

 

⑥ 雇用促進融資

事業においては  

0.1億円 

 

 

２ 想定される理

由 

 

① 予定していた

掛金等収入額の

不足により、一

時的に退職金等

支払資金の支出

超過が見込まれ

る場合に、支払

いの遅延を回避

するため。 

 

 

② 財産形成促進

事業において資

金繰り上、発生

する資金不足へ

の対応のため。 

 

 

③ 運営費交付金

の受入の遅延等

による資金不足

に対応するた

め。 

④ 予定外の役職

員等の退職者の

発生に伴う退職

手当の支給等の

出費に対応する

ため。 

限度額を超えな

かったか。ま

た、借入を行う

理由は適切であ

ったか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

績はなかった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑤ 財形融資事業においては、資金繰り上発生した資金不足に対するつなぎ資金とし

て、借入限度額の範囲内で、借入を行った。 

58億円（令和７年６月 27日～６月 30日） 

113億円（令和７年９月 22日～９月 26日） 

127億円（令和８年３月 23日～３月 26日） 

 

⑥ 雇用促進融資事業における借入実績はなかった。 

 

 

 

 

２ 想定される理由 

 

 

① 予定していた掛金等収入額の不足により、一時的に退職金等支払資金の支出超過

が見込まれる場合に、支払いの遅延を回避するため。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 財産形成促進事業において資金繰り上、発生する資金不足への対応のため。 

 

 

 

 

 

 

③ 運営費交付金の受入の遅延等による資金不足に対応するため。 

 

 

 

 

④ 予定外の役職員等の退職者の発生に伴う退職手当の支給等の出費に対応するた

め。 

 

 

 

 

は、財形融資事業にお

ける資金繰り上発生し

た資金不足に対するつ

なぎ資金として、借入

限度額の範囲内で、借

入を行った。 
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め。 

 

第７ 重要な財

産を譲渡し、又

は担保に供しよ

うとするとき

は、その計画 

 

なし 

 

第８ 剰余金の

使途 

 

財形勘定にお

ける決算におい

て剰余金が発生

したときは、財

産形成促進事業

の金融リスクへ

の備え、政府方

針を踏まえた特

別な支援を必要

とする利用者へ

の融資内容の見

直し、融資業務

の体制強化等に

充てる。 

 

第９ 積立金の

処分に関する事

項 

 

前期中期目標

期間繰越積立金

は、中退共事業

等勘定、特定業

種のそれぞれの

退職金共済事業

等勘定、財形勘

定及び雇用促進

融資勘定の勘定

ごとに次に掲げ

る業務に充てる

こととする。 

① 退職金共済

契約又は特定業

種退職金共済契

約に係る中小企

業退職金共済事

業 

② 前記①の業

務に附帯する業

務 

③ 財産形成促

 

 

第７ 重要な財産

を譲渡し、又は担

保に供しようとす

るときは、その計

画 

 

なし 

 

第８ 剰余金の使

途 

 

財形勘定におけ

る決算において剰

余金が発生したと

きは、財産形成促

進事業の金融リス

クへの備え、政府

方針を踏まえた特

別な支援を必要と

する利用者への融

資内容の見直し、

融資業務の体制強

化等に充てる。 

 

 

 

第９ 積立金の処

分に関する事項 

 

 

前期中期目標期

間繰越積立金は、

中退共事業等勘

定、特定業種のそ

れぞれの退職金共

済事業等勘定、財

形勘定及び雇用促

進融資勘定の勘定

ごとに次に掲げる

業務に充てること

とする。 

 

① 退職金共済契

約又は特定業種

退職金共済契約

に係る中小企業

退職金共済事業 

 

② 前記①の業務

に附帯する業務 

 

③ 財産形成促進

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜評価の視点＞ 

 

・財形勘定にお

ける決算におい

て剰余金が発生

し目的積立金と

して積み立てた

際には、適切に

執行している

か。 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜評価の視点＞ 

 

・前期中期目標

期間繰越積立金

について、取り

崩しを行った場

合には各勘定に

おける業務に充

てたか。 

 

 

第７ 重要な財産を譲渡し、又は担保に供しようとするときは、その計画 

 

 

 

 

 

なし 

 

第８ 剰余金の使途 

 

 

剰余金は発生しているものの、目的積立金として積み立てていないため実績なし。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第９ 積立金の処分に関する事項 

 

 

 

主務大臣の承認を受けた前期中期目標期間繰越積立金については、各勘定の経理のう

ち当期損失金を計上した経理について積立金を取り崩し、以下のとおりの業務に充て

た。 

 

① 清退共事業等勘定  給付経理     33,051,345円 

② 清退共事業等勘定 特別給付経理    1,247,885円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜評価の視点に対する

措置＞ 

・剰余金は発生してい

るものの、目的積立金

として積み立てていな

いため実績なし。 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
＜評価の視点に対する

措置＞ 

・前期中期目標期間繰

越積立金について、取

り崩しを行った場合に

は各勘定における業務

に充てた。 
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進事業 

④ 雇用促進融

資事業 

事業 

④ 雇用促進融資

事業 
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４．その他参考情報 

 

○目的積立金等の状況 

 
一般の中小企業退職金共済事業等勘定 

  
（単位：百万円、％） 

 
建設業退職金共済事業等勘定 

   
（単位：百万円、％） 

  令和 5 年度末 

（初年度） 
令和 6 年度末 令和 7 年度末 令和 8 年度末 

令和 9 年度末 

（最終年度） 

 
  令和 5 年度末 

（初年度） 
令和 6 年度末 令和 7 年度末 令和 8 年度末 

令和 9 年度末 

（最終年度） 

前期中（長）期目標期間繰越積立金 448,562 448,562 448,562 
   

前期中（長）期目標期間繰越積立金 73,863 73,863 73,863   

目的積立金 - - - 
   

目的積立金 - - -   

積立金 - 190,386 103,165   
 

積立金 - 27,751 14,130   

  うち経営努力認定相当額 
      

  うち経営努力認定相当額  
 

 
 

 

その他の積立金等 - - -   
 

その他の積立金等 - - -   

運営費交付金債務 - - -   
 

運営費交付金債務 - - -   

当期の運営費交付金交付額（a） - - -   
 

当期の運営費交付金交付額（a） - - -   

  うち年度末残高（b） - - -   
 

  うち年度末残高（b） - - -   

当期運営費交付金残存率（b÷a） - - -   
 

当期運営費交付金残存率（b÷a） - - -    
 
 
 
 

          
 

  

清酒製造業退職金共済事業等勘定 
   

（単位：百万円、％） 
 

林業退職金共済事業等勘定 
   

（単位：百万円、％） 

  令和 5 年度末 

（初年度） 
令和 6 年度末 令和 7 年度末 令和 8 年度末 

令和 9 年度末 

（最終年度） 

 
  令和 5 年度末 

（初年度） 
令和 6 年度末 令和 7 年度末 令和 8 年度末 

令和 9 年度末 

（最終年度） 

前期中（長）期目標期間繰越積立金 2,616 2,556 2,519   
 

前期中（長）期目標期間繰越積立金 - - -   

目的積立金 - - -   
 

目的積立金 - - -   

積立金 - 20 -   
 

積立金 - 113 -   

  うち経営努力認定相当額   
 

    
 

  うち経営努力認定相当額        

その他の積立金等 - - -   
 

その他の積立金等 - - -   

運営費交付金債務 - - -   
 

運営費交付金債務 - - -   

当期の運営費交付金交付額（a） - - -   
 

当期の運営費交付金交付額（a） - - -   

  うち年度末残高（b） - - -   
 

  うち年度末残高（b）  - -   

当期運営費交付金残存率（b÷a） - - -   
 

当期運営費交付金残存率（b÷a） - - -    
 
 
 
 

             

財形勘定 
   

（単位：百万円、％） 
 

雇用促進融資勘定 
   

（単位：百万円、％） 

  令和 5 年度末 

（初年度） 
令和 6 年度末 令和 7 年度末 令和 8 年度末 

令和 9 年度末 

（最終年度） 

  
令和 5 年度末 

（初年度） 
令和 6 年度末 令和 7 年度末 令和 8 年度末 

令和 9 年度末 

（最終年度） 

前期中（長）期目標期間繰越積立金 14,246 14,246 14,246   
 

前期中（長）期目標期間繰越積立金 187 187 187   

目的積立金 - - -   
 

目的積立金 - - -   

積立金 - 281 451   
 

積立金 - 47 121   

  うち経営努力認定相当額         
   

うち経営努力認定相当額 
    

 

その他の積立金等 - - -   
 

その他の積立金等 - - -   

運営費交付金債務 - - -   
 

運営費交付金債務 - - -   

当期の運営費交付金交付額（a） - - -   
 

当期の運営費交付金交付額（a） 28 28 27   

  うち年度末残高（b） - - -   
 

  うち年度末残高（b） - 0 0   

当期運営費交付金残存率（b÷a） - - -   
 

当期運営費交付金残存率（b÷a） 0.00％ 0.00％ 0.00％   
 

 
 

 

 

 



予算（令和７年度）
[別紙１]

独立行政法人 勤労者退職金共済機構（総括）

区　　　　分

年度計画額 決　算　額 差額 備考

 収    入 517,708    520,666    2,958    

   　運営費交付金収入 －   －   －   

　　 給付経理より受入 －   －   －   

   　国庫補助金収入 7,364    6,280    △ 1,084    

   　業務収入 506,689    511,458    4,769    

     　　掛金等収入 482,387    485,088    2,701    

     　　運用収入等 24,302    26,370    2,068    

         勤労者財産形成促進業務収入 －   －   －   

         雇用促進融資業務収入 －   －   －   

   　業務外収入 44    68    24    

   　一般の中小企業退職金共済事業等勘定より受入 502    408    △ 94    

   　建設業退職金共済事業等勘定より受入 2,643    2,346    △ 297    

   　清酒製造業退職金共済事業等勘定より受入 2    4    2    

   　林業退職金共済事業等勘定より受入 465    102    △ 363    

 支    出 591,915    509,838    △ 82,077    

   　退職給付金等 567,747    487,842    △ 79,905    

   　業務経費 2,671    2,580    △ 90    

     　　退職金共済事業関係経費 －   －   －   

     　　運用費用等 2,671    2,580    △ 90    

     　　業務委託手数料 －   －   －   

　　　　 勤労者財産形成促進業務経費 －   －   －   

　　　　 雇用促進融資業務経費 －   －   －   

   　一般管理費 －   －   －   

   　人件費 －   －   －   

　　 業務経理へ繰入 17,885    16,555    △ 1,330    

   　一般の中小企業退職金共済事業等勘定へ繰入 3,077    2,446    △ 631    

   　建設業退職金共済事業等勘定へ繰入 511    409    △ 102    

   　清酒製造業退職金共済事業等勘定へ繰入 0    －   △ 0    

   　林業退職金共済事業等勘定へ繰入 24    6    △ 18    

【注】百万円未満を四捨五入しているため、計と一致しない場合がある。

給付経理



予算（令和７年度）
[別紙１]

独立行政法人 勤労者退職金共済機構（総括）

区　　　　分

 収    入

   　運営費交付金収入

　　 給付経理より受入

   　国庫補助金収入

   　業務収入

     　　掛金等収入

     　　運用収入等

         勤労者財産形成促進業務収入

         雇用促進融資業務収入

   　業務外収入

   　一般の中小企業退職金共済事業等勘定より受入

   　建設業退職金共済事業等勘定より受入

   　清酒製造業退職金共済事業等勘定より受入

   　林業退職金共済事業等勘定より受入

 支    出

   　退職給付金等

   　業務経費

     　　退職金共済事業関係経費

     　　運用費用等

     　　業務委託手数料

　　　　 勤労者財産形成促進業務経費

　　　　 雇用促進融資業務経費

   　一般管理費

   　人件費

　　 業務経理へ繰入

   　一般の中小企業退職金共済事業等勘定へ繰入

   　建設業退職金共済事業等勘定へ繰入

   　清酒製造業退職金共済事業等勘定へ繰入

   　林業退職金共済事業等勘定へ繰入

【注】百万円未満を四捨五入しているため、計と一致しない場合がある。

年度計画額 決　算　額 差額 備考

525    502    △ 23    

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

525    501    △ 23    

467    436    △ 31    

58    65    7    

－   －   －   

－   －   －   

0    0    0    

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

1,785    1,339    △ 446    

1,436    1,075    △ 362    

38    27    △ 11    

－   －   －   

38    27    △ 11    

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

310    238    △ 72    

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

特別給付経理



予算（令和７年度）
[別紙１]

独立行政法人 勤労者退職金共済機構（総括）

区　　　　分

 収    入

   　運営費交付金収入

　　 給付経理より受入

   　国庫補助金収入

   　業務収入

     　　掛金等収入

     　　運用収入等

         勤労者財産形成促進業務収入

         雇用促進融資業務収入

   　業務外収入

   　一般の中小企業退職金共済事業等勘定より受入

   　建設業退職金共済事業等勘定より受入

   　清酒製造業退職金共済事業等勘定より受入

   　林業退職金共済事業等勘定より受入

 支    出

   　退職給付金等

   　業務経費

     　　退職金共済事業関係経費

     　　運用費用等

     　　業務委託手数料

　　　　 勤労者財産形成促進業務経費

　　　　 雇用促進融資業務経費

   　一般管理費

   　人件費

　　 業務経理へ繰入

   　一般の中小企業退職金共済事業等勘定へ繰入

   　建設業退職金共済事業等勘定へ繰入

   　清酒製造業退職金共済事業等勘定へ繰入

   　林業退職金共済事業等勘定へ繰入

【注】百万円未満を四捨五入しているため、計と一致しない場合がある。

年度計画額 決　算　額 差額 備考

109,272    91,217    △ 18,055    

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

109,271    91,203    △ 18,067    

－   －   －   

－   －   －   

109,271    91,203    △ 18,067    

－   －   －   

2    13    12    

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

109,271    91,974    △ 17,296    

－   －   －   

108,878    91,679    △ 17,200    

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

108,878    91,679    △ 17,200    

－   －   －   

137    78    △ 59    

256    218    △ 38    

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

財形勘定



予算（令和７年度）
[別紙１]

独立行政法人 勤労者退職金共済機構（総括）

区　　　　分

 収    入

   　運営費交付金収入

　　 給付経理より受入

   　国庫補助金収入

   　業務収入

     　　掛金等収入

     　　運用収入等

         勤労者財産形成促進業務収入

         雇用促進融資業務収入

   　業務外収入

   　一般の中小企業退職金共済事業等勘定より受入

   　建設業退職金共済事業等勘定より受入

   　清酒製造業退職金共済事業等勘定より受入

   　林業退職金共済事業等勘定より受入

 支    出

   　退職給付金等

   　業務経費

     　　退職金共済事業関係経費

     　　運用費用等

     　　業務委託手数料

　　　　 勤労者財産形成促進業務経費

　　　　 雇用促進融資業務経費

   　一般管理費

   　人件費

　　 業務経理へ繰入

   　一般の中小企業退職金共済事業等勘定へ繰入

   　建設業退職金共済事業等勘定へ繰入

   　清酒製造業退職金共済事業等勘定へ繰入

   　林業退職金共済事業等勘定へ繰入

【注】百万円未満を四捨五入しているため、計と一致しない場合がある。

年度計画額 決　算　額 差額 備考

119    137    18    

27    27    －   

－   －   －   

44    44    －   

47    65    18    

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

47    65    18    

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

72    61    △ 10    

－   －   －   

44    36    △ 8    

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

44    36    △ 8    

11    10    △ 1    

16    15    △ 1    

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

雇用勘定



予算（令和７年度）
[別紙１]

独立行政法人 勤労者退職金共済機構（総括）

区　　　　分

 収    入

   　運営費交付金収入

　　 給付経理より受入

   　国庫補助金収入

   　業務収入

     　　掛金等収入

     　　運用収入等

         勤労者財産形成促進業務収入

         雇用促進融資業務収入

   　業務外収入

   　一般の中小企業退職金共済事業等勘定より受入

   　建設業退職金共済事業等勘定より受入

   　清酒製造業退職金共済事業等勘定より受入

   　林業退職金共済事業等勘定より受入

 支    出

   　退職給付金等

   　業務経費

     　　退職金共済事業関係経費

     　　運用費用等

     　　業務委託手数料

　　　　 勤労者財産形成促進業務経費

　　　　 雇用促進融資業務経費

   　一般管理費

   　人件費

　　 業務経理へ繰入

   　一般の中小企業退職金共済事業等勘定へ繰入

   　建設業退職金共済事業等勘定へ繰入

   　清酒製造業退職金共済事業等勘定へ繰入

   　林業退職金共済事業等勘定へ繰入

【注】百万円未満を四捨五入しているため、計と一致しない場合がある。

年度計画額 決　算　額 差額 備考

18,390    16,989    △ 1,401    

－   －   －   

18,195    16,793    △ 1,403    

195    194    △ 1    

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

－   2    2    

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

18,390    16,962    △ 1,428    

－   －   －   

15,694    12,774    △ 2,921    

15,694    12,774    △ 2,921    

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

74    1,585    1,510    

2,621    2,604    △ 17    

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

勘定共通



予算（令和７年度）
[別紙１]

独立行政法人 勤労者退職金共済機構（総括）

区　　　　分

 収    入

   　運営費交付金収入

　　 給付経理より受入

   　国庫補助金収入

   　業務収入

     　　掛金等収入

     　　運用収入等

         勤労者財産形成促進業務収入

         雇用促進融資業務収入

   　業務外収入

   　一般の中小企業退職金共済事業等勘定より受入

   　建設業退職金共済事業等勘定より受入

   　清酒製造業退職金共済事業等勘定より受入

   　林業退職金共済事業等勘定より受入

 支    出

   　退職給付金等

   　業務経費

     　　退職金共済事業関係経費

     　　運用費用等

     　　業務委託手数料

　　　　 勤労者財産形成促進業務経費

　　　　 雇用促進融資業務経費

   　一般管理費

   　人件費

　　 業務経理へ繰入

   　一般の中小企業退職金共済事業等勘定へ繰入

   　建設業退職金共済事業等勘定へ繰入

   　清酒製造業退職金共済事業等勘定へ繰入

   　林業退職金共済事業等勘定へ繰入

【注】百万円未満を四捨五入しているため、計と一致しない場合がある。

年度計画額 決　算　額 差額 備考

△ 18,195    △ 16,793    1,403    

－   －   －   

△ 18,195    △ 16,793    1,403    

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

△ 18,195    △ 16,793    1,403    

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

△ 18,195    △ 16,793    1,403    

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

セグメント間相殺



予算（令和７年度）
[別紙１]

独立行政法人 勤労者退職金共済機構（総括）

区　　　　分

 収    入

   　運営費交付金収入

　　 給付経理より受入

   　国庫補助金収入

   　業務収入

     　　掛金等収入

     　　運用収入等

         勤労者財産形成促進業務収入

         雇用促進融資業務収入

   　業務外収入

   　一般の中小企業退職金共済事業等勘定より受入

   　建設業退職金共済事業等勘定より受入

   　清酒製造業退職金共済事業等勘定より受入

   　林業退職金共済事業等勘定より受入

 支    出

   　退職給付金等

   　業務経費

     　　退職金共済事業関係経費

     　　運用費用等

     　　業務委託手数料

　　　　 勤労者財産形成促進業務経費

　　　　 雇用促進融資業務経費

   　一般管理費

   　人件費

　　 業務経理へ繰入

   　一般の中小企業退職金共済事業等勘定へ繰入

   　建設業退職金共済事業等勘定へ繰入

   　清酒製造業退職金共済事業等勘定へ繰入

   　林業退職金共済事業等勘定へ繰入

【注】百万円未満を四捨五入しているため、計と一致しない場合がある。

(単位：百万円)

年度計画額 決　算　額 差額 備考

627,819    612,717    △ 15,102    

27    27    －   

－   －   －   

7,603    6,518    △ 1,085    

616,531    603,228    △ 13,303    

482,854    485,525    2,670    

24,359    26,435    2,076    

109,271    91,203    △ 18,067    

47    65    18    

46    83    37    

502    408    △ 94    

2,643    2,346    △ 297    

2    4    2    

465    102    △ 363    

703,237    603,382    △ 99,854    

569,184    488,917    △ 80,267    

127,326    107,096    △ 20,230    

15,694    12,774    △ 2,921    

2,709    2,607    △ 102    

－   －   －   

108,878    91,679    △ 17,200    

44    36    △ 8    

222    1,672    1,450    

2,893    2,837    △ 56    

－   －   －   

3,077    2,446    △ 631    

511    409    △ 102    

0    －   △ 0    

24    6    △ 18    

計



予算（令和７年度）
[別紙２]

一般の中小企業退職金共済事業等勘定

区        分

年度計画額 決　算　額 差額 備考

 収    入 454,994    458,119    3,125    

　　 給付経理より受入 －   －   －   

   　国庫補助金収入 6,114    5,156    △ 957    

   　業務収入 445,804    450,484    4,680    

     　　掛金等収入 424,650    427,450    2,800    

     　　運用収入等 21,154    23,034    1,880    

   　業務外収入 －   33    33    

   　一般の中小企業退職金共済事業等勘定より受入 －   －   －   

   　建設業退職金共済事業等勘定より受入 2,625    2,342    △ 283    

   　清酒製造業退職金共済事業等勘定より受入 2    4    2    

   　林業退職金共済事業等勘定より受入 450    99    △ 351    

 支    出 515,343    442,460    △ 72,883    

   　退職給付金等 499,420    426,850    △ 72,569    

   　業務経費 2,559    2,564    6    

     　　退職金共済事業関係経費 －   －   －   

     　　運用費用等 2,559    2,564    6    

     　　業務委託手数料 －   －   －   

   　一般管理費 －   －   －   

   　人件費 －   －   －   

　　 業務経理へ繰入 12,864    12,638    △ 226    

   　一般の中小企業退職金共済事業等勘定へ繰入 －   －   －   

   　建設業退職金共済事業等勘定へ繰入 496    406    △ 90    

   　清酒製造業退職金共済事業等勘定へ繰入 0    －   △ 0    

   　林業退職金共済事業等勘定へ繰入 6    2    △ 4    

給付経理



予算（令和７年度）
[別紙２]

一般の中小企業退職金共済事業等勘定

区        分

 収    入

　　 給付経理より受入

   　国庫補助金収入

   　業務収入

     　　掛金等収入

     　　運用収入等

   　業務外収入

   　一般の中小企業退職金共済事業等勘定より受入

   　建設業退職金共済事業等勘定より受入

   　清酒製造業退職金共済事業等勘定より受入

   　林業退職金共済事業等勘定より受入

 支    出

   　退職給付金等

   　業務経費

     　　退職金共済事業関係経費

     　　運用費用等

     　　業務委託手数料

   　一般管理費

   　人件費

　　 業務経理へ繰入

   　一般の中小企業退職金共済事業等勘定へ繰入

   　建設業退職金共済事業等勘定へ繰入

   　清酒製造業退職金共済事業等勘定へ繰入

   　林業退職金共済事業等勘定へ繰入

年度計画額 決　算　額 差額 備考

12,895    12,671    △ 224    

12,864    12,638    △ 226    

31    31    －   

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

－   2    2    

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

12,895    12,607    △ 288    

－   －   －   

10,996    9,442    △ 1,554    

10,996    9,442    △ 1,554    

－   －   －   

－   －   －   

43    1,356    1,313    

1,856    1,809    △ 47    

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

勘定共通



予算（令和７年度）
[別紙２]

一般の中小企業退職金共済事業等勘定

区        分

 収    入

　　 給付経理より受入

   　国庫補助金収入

   　業務収入

     　　掛金等収入

     　　運用収入等

   　業務外収入

   　一般の中小企業退職金共済事業等勘定より受入

   　建設業退職金共済事業等勘定より受入

   　清酒製造業退職金共済事業等勘定より受入

   　林業退職金共済事業等勘定より受入

 支    出

   　退職給付金等

   　業務経費

     　　退職金共済事業関係経費

     　　運用費用等

     　　業務委託手数料

   　一般管理費

   　人件費

　　 業務経理へ繰入

   　一般の中小企業退職金共済事業等勘定へ繰入

   　建設業退職金共済事業等勘定へ繰入

   　清酒製造業退職金共済事業等勘定へ繰入

   　林業退職金共済事業等勘定へ繰入

年度計画額 決　算　額 差額 備考

△ 12,864    △ 12,638    226    

△ 12,864    △ 12,638    226    

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

△ 12,864    △ 12,638    226    

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

△ 12,864    △ 12,638    226    

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

セグメント間相殺



予算（令和７年度）
[別紙２]

一般の中小企業退職金共済事業等勘定

区        分

 収    入

　　 給付経理より受入

   　国庫補助金収入

   　業務収入

     　　掛金等収入

     　　運用収入等

   　業務外収入

   　一般の中小企業退職金共済事業等勘定より受入

   　建設業退職金共済事業等勘定より受入

   　清酒製造業退職金共済事業等勘定より受入

   　林業退職金共済事業等勘定より受入

 支    出

   　退職給付金等

   　業務経費

     　　退職金共済事業関係経費

     　　運用費用等

     　　業務委託手数料

   　一般管理費

   　人件費

　　 業務経理へ繰入

   　一般の中小企業退職金共済事業等勘定へ繰入

   　建設業退職金共済事業等勘定へ繰入

   　清酒製造業退職金共済事業等勘定へ繰入

   　林業退職金共済事業等勘定へ繰入

(単位：百万円)

年度計画額 決　算　額 差額 備考

455,026    458,152    3,127    

－   －   －   

6,145    5,188    △ 957    

445,804    450,484    4,680    

424,650    427,450    2,800    

21,154    23,034    1,880    

－   35    35    

－   －   －   

2,625    2,342    △ 283    

2    4    2    

450    99    △ 351    

515,375    442,429    △ 72,946    

499,420    426,850    △ 72,569    

13,555    12,006    △ 1,549    

10,996    9,442    △ 1,554    

2,559    2,564    6    

－   －   －   

43    1,356    1,313    

1,856    1,809    △ 47    

－   －   －   

－   －   －   

496    406    △ 90    

0    －   △ 0    

6    2    △ 4    

計



予算（令和７年度）
[別紙３]

建設業退職金共済事業等勘定

区        分

年度計画額 決　算　額 差額 備考

 収    入 61,241    61,074    △ 168    

　　 給付経理より受入 －   －   －   

   　国庫補助金収入 1,211    1,089    △ 122    

   　業務収入 59,475    59,541    66    

     　　掛金等収入 56,374    56,255    △ 119    

     　　運用収入等 3,101    3,286    185    

   　業務外収入 44    35    △ 9    

   　一般の中小企業退職金共済事業等勘定より受入 496    406    △ 90    

   　建設業退職金共済事業等勘定より受入 －   －   －   

   　清酒製造業退職金共済事業等勘定より受入 0    －   △ 0    

   　林業退職金共済事業等勘定より受入 15    3    △ 12    

 支    出 74,321    65,588    △ 8,733    

   　退職給付金等 66,730    59,451    △ 7,279    

   　業務経費 102    8    △ 94    

     　　退職金共済事業関係経費 －   －   －   

     　　運用費用等 102    8    △ 94    

     　　業務委託手数料 －   －   －   

   　一般管理費 －   －   －   

   　人件費 －   －   －   

　　 業務経理へ繰入 4,847    3,783    △ 1,064    

   　一般の中小企業退職金共済事業等勘定へ繰入 2,625    2,342    △ 283    

   　建設業退職金共済事業等勘定へ繰入 －   －   －   

   　清酒製造業退職金共済事業等勘定へ繰入 0    －   △ 0    

   　林業退職金共済事業等勘定へ繰入 18    4    △ 14    

給付経理



予算（令和７年度）
[別紙３]

建設業退職金共済事業等勘定

区        分

 収    入

　　 給付経理より受入

   　国庫補助金収入

   　業務収入

     　　掛金等収入

     　　運用収入等

   　業務外収入

   　一般の中小企業退職金共済事業等勘定より受入

   　建設業退職金共済事業等勘定より受入

   　清酒製造業退職金共済事業等勘定より受入

   　林業退職金共済事業等勘定より受入

 支    出

   　退職給付金等

   　業務経費

     　　退職金共済事業関係経費

     　　運用費用等

     　　業務委託手数料

   　一般管理費

   　人件費

　　 業務経理へ繰入

   　一般の中小企業退職金共済事業等勘定へ繰入

   　建設業退職金共済事業等勘定へ繰入

   　清酒製造業退職金共済事業等勘定へ繰入

   　林業退職金共済事業等勘定へ繰入

年度計画額 決　算　額 差額 備考

523    501    △ 23    

－   －   －   

－   －   －   

523    500    △ 23    

466    435    △ 30    

58    65    7    

0    0    0    

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

1,778    1,333    △ 445    

1,432    1,069    △ 363    

38    27    △ 11    

－   －   －   

38    27    △ 11    

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

307    237    △ 70    

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

特別給付経理



予算（令和７年度）
[別紙３]

建設業退職金共済事業等勘定

区        分

 収    入

　　 給付経理より受入

   　国庫補助金収入

   　業務収入

     　　掛金等収入

     　　運用収入等

   　業務外収入

   　一般の中小企業退職金共済事業等勘定より受入

   　建設業退職金共済事業等勘定より受入

   　清酒製造業退職金共済事業等勘定より受入

   　林業退職金共済事業等勘定より受入

 支    出

   　退職給付金等

   　業務経費

     　　退職金共済事業関係経費

     　　運用費用等

     　　業務委託手数料

   　一般管理費

   　人件費

　　 業務経理へ繰入

   　一般の中小企業退職金共済事業等勘定へ繰入

   　建設業退職金共済事業等勘定へ繰入

   　清酒製造業退職金共済事業等勘定へ繰入

   　林業退職金共済事業等勘定へ繰入

年度計画額 決　算　額 差額 備考

5,268    4,134    △ 1,134    

5,154    4,020    △ 1,134    

114    114    －   

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

－   0    0    

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

5,268    4,168    △ 1,101    

－   －   －   

4,580    3,243    △ 1,338    

4,580    3,243    △ 1,338    

－   －   －   

－   －   －   

30    222    192    

657    702    45    

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

勘定共通



予算（令和７年度）
[別紙３]

建設業退職金共済事業等勘定

区        分

 収    入

　　 給付経理より受入

   　国庫補助金収入

   　業務収入

     　　掛金等収入

     　　運用収入等

   　業務外収入

   　一般の中小企業退職金共済事業等勘定より受入

   　建設業退職金共済事業等勘定より受入

   　清酒製造業退職金共済事業等勘定より受入

   　林業退職金共済事業等勘定より受入

 支    出

   　退職給付金等

   　業務経費

     　　退職金共済事業関係経費

     　　運用費用等

     　　業務委託手数料

   　一般管理費

   　人件費

　　 業務経理へ繰入

   　一般の中小企業退職金共済事業等勘定へ繰入

   　建設業退職金共済事業等勘定へ繰入

   　清酒製造業退職金共済事業等勘定へ繰入

   　林業退職金共済事業等勘定へ繰入

年度計画額 決　算　額 差額 備考

△ 5,154    △ 4,020    1,134    

△ 5,154    △ 4,020    1,134    

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

△ 5,154    △ 4,020    1,134    

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

△ 5,154    △ 4,020    1,134    

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

セグメント間相殺



予算（令和７年度）
[別紙３]

建設業退職金共済事業等勘定

区        分

 収    入

　　 給付経理より受入

   　国庫補助金収入

   　業務収入

     　　掛金等収入

     　　運用収入等

   　業務外収入

   　一般の中小企業退職金共済事業等勘定より受入

   　建設業退職金共済事業等勘定より受入

   　清酒製造業退職金共済事業等勘定より受入

   　林業退職金共済事業等勘定より受入

 支    出

   　退職給付金等

   　業務経費

     　　退職金共済事業関係経費

     　　運用費用等

     　　業務委託手数料

   　一般管理費

   　人件費

　　 業務経理へ繰入

   　一般の中小企業退職金共済事業等勘定へ繰入

   　建設業退職金共済事業等勘定へ繰入

   　清酒製造業退職金共済事業等勘定へ繰入

   　林業退職金共済事業等勘定へ繰入

(単位：百万円)

年度計画額 決　算　額 差額 備考

61,879    61,688    △ 191    

－   －   －   

1,326    1,203    △ 122    

59,998    60,041    43    

56,839    56,690    △ 149    

3,159    3,351    192    

44    35    △ 9    

496    406    △ 90    

－   －   －   

0    －   △ 0    

15    3    △ 12    

76,213    67,069    △ 9,144    

68,162    60,520    △ 7,642    

4,721    3,278    △ 1,443    

4,580    3,243    △ 1,338    

140    35    △ 105    

－   －   －   

30    222    192    

657    702    45    

－   －   －   

2,625    2,342    △ 283    

－   －   －   

0    －   △ 0    

18    4    △ 14    

計



予算（令和７年度）
[別紙４]

清酒製造業退職金共済事業等勘定

区        分

年度計画額 決　算　額 差額 備考

 収    入 52    51    △ 1    

　　 給付経理より受入 －   －   －   

   　国庫補助金収入 1    1    △ 0    

   　業務収入 50    50    △ 0    

     　　掛金等収入 37    36    △ 1    

     　　運用収入等 14    14    0    

   　業務外収入 0    －   △ 0    

   　一般の中小企業退職金共済事業等勘定より受入 0    －   △ 0    

   　建設業退職金共済事業等勘定より受入 0    －   △ 0    

   　清酒製造業退職金共済事業等勘定より受入 －   －   －   

   　林業退職金共済事業等勘定より受入 0    －   △ 0    

 支    出 212    153    △ 59    

   　退職給付金等 118    89    △ 29    

   　業務経費 0    －   △ 0    

     　　退職金共済事業関係経費 －   －   －   

     　　運用費用等 0    －   △ 0    

     　　業務委託手数料 －   －   －   

   　一般管理費 －   －   －   

   　人件費 －   －   －   

　　 業務経理へ繰入 92    60    △ 33    

   　一般の中小企業退職金共済事業等勘定へ繰入 2    4    2    

   　建設業退職金共済事業等勘定へ繰入 0    －   △ 0    

   　清酒製造業退職金共済事業等勘定へ繰入 －   －   －   

   　林業退職金共済事業等勘定へ繰入 0    －   △ 0    

給付経理



予算（令和７年度）
[別紙４]

清酒製造業退職金共済事業等勘定

区        分

 収    入

　　 給付経理より受入

   　国庫補助金収入

   　業務収入

     　　掛金等収入

     　　運用収入等

   　業務外収入

   　一般の中小企業退職金共済事業等勘定より受入

   　建設業退職金共済事業等勘定より受入

   　清酒製造業退職金共済事業等勘定より受入

   　林業退職金共済事業等勘定より受入

 支    出

   　退職給付金等

   　業務経費

     　　退職金共済事業関係経費

     　　運用費用等

     　　業務委託手数料

   　一般管理費

   　人件費

　　 業務経理へ繰入

   　一般の中小企業退職金共済事業等勘定へ繰入

   　建設業退職金共済事業等勘定へ繰入

   　清酒製造業退職金共済事業等勘定へ繰入

   　林業退職金共済事業等勘定へ繰入

年度計画額 決　算　額 差額 備考

1    1    △ 0    

－   －   －   

－   －   －   

1    1    △ 0    

1    1    △ 0    

0    0    0    

0    －   △ 0    

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

7    6    △ 1    

4    5    1    

0    －   △ 0    

－   －   －   

0    －   △ 0    

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

3    1    △ 2    

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

特別給付経理



予算（令和７年度）
[別紙４]

清酒製造業退職金共済事業等勘定

区        分

 収    入

　　 給付経理より受入

   　国庫補助金収入

   　業務収入

     　　掛金等収入

     　　運用収入等

   　業務外収入

   　一般の中小企業退職金共済事業等勘定より受入

   　建設業退職金共済事業等勘定より受入

   　清酒製造業退職金共済事業等勘定より受入

   　林業退職金共済事業等勘定より受入

 支    出

   　退職給付金等

   　業務経費

     　　退職金共済事業関係経費

     　　運用費用等

     　　業務委託手数料

   　一般管理費

   　人件費

　　 業務経理へ繰入

   　一般の中小企業退職金共済事業等勘定へ繰入

   　建設業退職金共済事業等勘定へ繰入

   　清酒製造業退職金共済事業等勘定へ繰入

   　林業退職金共済事業等勘定へ繰入

年度計画額 決　算　額 差額 備考

111    76    △ 35    

95    61    △ 35    

16    15    △ 1    

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

111    80    △ 32    

－   －   －   

49    32    △ 18    

49    32    △ 18    

－   －   －   

－   －   －   

1    4    3    

61    44    △ 17    

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

勘定共通



予算（令和７年度）
[別紙４]

清酒製造業退職金共済事業等勘定

区        分

 収    入

　　 給付経理より受入

   　国庫補助金収入

   　業務収入

     　　掛金等収入

     　　運用収入等

   　業務外収入

   　一般の中小企業退職金共済事業等勘定より受入

   　建設業退職金共済事業等勘定より受入

   　清酒製造業退職金共済事業等勘定より受入

   　林業退職金共済事業等勘定より受入

 支    出

   　退職給付金等

   　業務経費

     　　退職金共済事業関係経費

     　　運用費用等

     　　業務委託手数料

   　一般管理費

   　人件費

　　 業務経理へ繰入

   　一般の中小企業退職金共済事業等勘定へ繰入

   　建設業退職金共済事業等勘定へ繰入

   　清酒製造業退職金共済事業等勘定へ繰入

   　林業退職金共済事業等勘定へ繰入

年度計画額 決　算　額 差額 備考

△ 95    △ 61    35    

△ 95    △ 61    35    

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

△ 95    △ 61    35    

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

△ 95    △ 61    35    

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

セグメント間相殺



予算（令和７年度）
[別紙４]

清酒製造業退職金共済事業等勘定

区        分

 収    入

　　 給付経理より受入

   　国庫補助金収入

   　業務収入

     　　掛金等収入

     　　運用収入等

   　業務外収入

   　一般の中小企業退職金共済事業等勘定より受入

   　建設業退職金共済事業等勘定より受入

   　清酒製造業退職金共済事業等勘定より受入

   　林業退職金共済事業等勘定より受入

 支    出

   　退職給付金等

   　業務経費

     　　退職金共済事業関係経費

     　　運用費用等

     　　業務委託手数料

   　一般管理費

   　人件費

　　 業務経理へ繰入

   　一般の中小企業退職金共済事業等勘定へ繰入

   　建設業退職金共済事業等勘定へ繰入

   　清酒製造業退職金共済事業等勘定へ繰入

   　林業退職金共済事業等勘定へ繰入

(単位：百万円)

年度計画額 決　算　額 差額 備考

70    68    △ 2    

－   －   －   

18    17    △ 1    

52    51    △ 0    

38    37    △ 1    

14    14    0    

0    －   △ 0    

0    －   △ 0    

0    －   △ 0    

－   －   －   

0    －   △ 0    

235    178    △ 57    

122    94    △ 28    

49    32    △ 18    

49    32    △ 18    

0    －   △ 0    

－   －   －   

1    4    3    

61    44    △ 17    

－   －   －   

2    4    2    

0    －   △ 0    

－   －   －   

0    －   △ 0    

計



予算（令和７年度）
[別紙５]

林業退職金共済事業等勘定

区        分

年度計画額 決　算　額 差額 備考

 収    入 1,420    1,422    2    

　　 給付経理より受入 －   －   －   

   　国庫補助金収入 37    33    △ 4    

   　業務収入 1,359    1,383    24    

     　　掛金等収入 1,326    1,347    21    

     　　運用収入等 33    36    3    

   　業務外収入 0    －   △ 0    

   　一般の中小企業退職金共済事業等勘定より受入 6    2    △ 4    

   　建設業退職金共済事業等勘定より受入 18    4    △ 14    

   　清酒製造業退職金共済事業等勘定より受入 0    －   △ 0    

   　林業退職金共済事業等勘定より受入 －   －   －   

 支    出 2,038    1,636    △ 401    

   　退職給付金等 1,480    1,452    △ 28    

   　業務経費 10    8    △ 2    

     　　退職金共済事業関係経費 －   －   －   

     　　運用費用等 10    8    △ 2    

     　　業務委託手数料 －   －   －   

   　一般管理費 －   －   －   

   　人件費 －   －   －   

　　 業務経理へ繰入 82    74    △ 8    

   　一般の中小企業退職金共済事業等勘定へ繰入 450    99    △ 351    

   　建設業退職金共済事業等勘定へ繰入 15    3    △ 12    

   　清酒製造業退職金共済事業等勘定へ繰入 0    －   △ 0    

   　林業退職金共済事業等勘定へ繰入 －   －   －   

給付経理



予算（令和７年度）
[別紙５]

林業退職金共済事業等勘定

区        分

 収    入

　　 給付経理より受入

   　国庫補助金収入

   　業務収入

     　　掛金等収入

     　　運用収入等

   　業務外収入

   　一般の中小企業退職金共済事業等勘定より受入

   　建設業退職金共済事業等勘定より受入

   　清酒製造業退職金共済事業等勘定より受入

   　林業退職金共済事業等勘定より受入

 支    出

   　退職給付金等

   　業務経費

     　　退職金共済事業関係経費

     　　運用費用等

     　　業務委託手数料

   　一般管理費

   　人件費

　　 業務経理へ繰入

   　一般の中小企業退職金共済事業等勘定へ繰入

   　建設業退職金共済事業等勘定へ繰入

   　清酒製造業退職金共済事業等勘定へ繰入

   　林業退職金共済事業等勘定へ繰入

年度計画額 決　算　額 差額 備考

116    107    △ 8    

82    74    △ 8    

33    33    －   

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

116    109    △ 7    

－   －   －   

69    57    △ 11    

69    57    △ 11    

－   －   －   

－   －   －   

0    2    2    

47    49    2    

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

勘定共通



予算（令和７年度）
[別紙５]

林業退職金共済事業等勘定

区        分

 収    入

　　 給付経理より受入

   　国庫補助金収入

   　業務収入

     　　掛金等収入

     　　運用収入等

   　業務外収入

   　一般の中小企業退職金共済事業等勘定より受入

   　建設業退職金共済事業等勘定より受入

   　清酒製造業退職金共済事業等勘定より受入

   　林業退職金共済事業等勘定より受入

 支    出

   　退職給付金等

   　業務経費

     　　退職金共済事業関係経費

     　　運用費用等

     　　業務委託手数料

   　一般管理費

   　人件費

　　 業務経理へ繰入

   　一般の中小企業退職金共済事業等勘定へ繰入

   　建設業退職金共済事業等勘定へ繰入

   　清酒製造業退職金共済事業等勘定へ繰入

   　林業退職金共済事業等勘定へ繰入

年度計画額 決　算　額 差額 備考

△ 82    △ 74    8    

△ 82    △ 74    8    

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

△ 82    △ 74    8    

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

△ 82    △ 74    8    

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

セグメント間相殺



予算（令和７年度）
[別紙５]

林業退職金共済事業等勘定

区        分

 収    入

　　 給付経理より受入

   　国庫補助金収入

   　業務収入

     　　掛金等収入

     　　運用収入等

   　業務外収入

   　一般の中小企業退職金共済事業等勘定より受入

   　建設業退職金共済事業等勘定より受入

   　清酒製造業退職金共済事業等勘定より受入

   　林業退職金共済事業等勘定より受入

 支    出

   　退職給付金等

   　業務経費

     　　退職金共済事業関係経費

     　　運用費用等

     　　業務委託手数料

   　一般管理費

   　人件費

　　 業務経理へ繰入

   　一般の中小企業退職金共済事業等勘定へ繰入

   　建設業退職金共済事業等勘定へ繰入

   　清酒製造業退職金共済事業等勘定へ繰入

   　林業退職金共済事業等勘定へ繰入

(単位：百万円)

年度計画額 決　算　額 差額 備考

1,454    1,455    2    

－   －   －   

70    66    △ 4    

1,359    1,383    24    

1,326    1,347    21    

33    36    3    

0    －   △ 0    

6    2    △ 4    

18    4    △ 14    

0    －   △ 0    

－   －   －   

2,071    1,671    △ 400    

1,480    1,452    △ 28    

79    65    △ 14    

69    57    △ 11    

10    8    △ 2    

－   －   －   

0    2    2    

47    49    2    

－   －   －   

450    99    △ 351    

15    3    △ 12    

0    －   △ 0    

－   －   －   

計



予算（令和７年度）
[別紙６]

財形勘定 (単位：百万円)

区        分 年度計画額 決　算　額 差額 備考

 収    入 109,272    91,217    △ 18,055    

   　運営費交付金収入 －   －   －   

   　国庫補助金収入 －   －   －   

   　業務収入 109,271    91,203    △ 18,067    

     　　掛金等収入 －   －   －   

     　　運用収入等 －   －   －   

         勤労者財産形成促進業務収入 109,271    91,203    △ 18,067    

         雇用促進融資業務収入 －   －   －   

   　業務外収入 2    13    12    

   　一般の中小企業退職金共済事業等勘定より受入 －   －   －   

   　建設業退職金共済事業等勘定より受入 －   －   －   

   　清酒製造業退職金共済事業等勘定より受入 －   －   －   

   　林業退職金共済事業等勘定より受入 －   －   －   

 支    出 109,271    91,974    △ 17,296    

   　退職給付金等 －   －   －   

   　業務経費 108,878    91,679    △ 17,200    

     　　退職金共済事業関係経費 －   －   －   

     　　運用費用等 －   －   －   

     　　業務委託手数料 －   －   －   

　　　　 勤労者財産形成促進業務経費 108,878    91,679    △ 17,200    

　　　　 雇用促進融資業務経費 －   －   －   

   　一般管理費 137    78    △ 59    

   　人件費 256    218    △ 38    

   　一般の中小企業退職金共済事業等勘定へ繰入 －   －   －   

   　建設業退職金共済事業等勘定へ繰入 －   －   －   

   　清酒製造業退職金共済事業等勘定へ繰入 －   －   －   

   　林業退職金共済事業等勘定へ繰入 －   －   －   



予算（令和７年度）
[別紙７]

雇用促進融資勘定 (単位：百万円)

区        分 年度計画額 決　算　額 差額 備考

 収    入 119    137    18    

   　運営費交付金収入 27    27    －   

   　国庫補助金収入 44    44    －   

   　業務収入 47    65    18    

     　　掛金等収入 －   －   －   

     　　運用収入等 －   －   －   

         勤労者財産形成促進業務収入 －   －   －   

         雇用促進融資業務収入 47    65    18    

   　業務外収入 －   －   －   

   　一般の中小企業退職金共済事業等勘定より受入 －   －   －   

   　建設業退職金共済事業等勘定より受入 －   －   －   

   　清酒製造業退職金共済事業等勘定より受入 －   －   －   

   　林業退職金共済事業等勘定より受入 －   －   －   

 支    出 72    61    △ 10    

   　退職給付金等 －   －   －   

   　業務経費 44    36    △ 8    

     　　退職金共済事業関係経費 －   －   －   

     　　運用費用等 －   －   －   

     　　業務委託手数料 －   －   －   

　　　　 勤労者財産形成促進業務経費 －   －   －   

　　　　 雇用促進融資業務経費 44    36    △ 8    

   　一般管理費 11    10    △ 1    

   　人件費 16    15    △ 1    

   　一般の中小企業退職金共済事業等勘定へ繰入 －   －   －   

   　建設業退職金共済事業等勘定へ繰入 －   －   －   

   　清酒製造業退職金共済事業等勘定へ繰入 －   －   －   

   　林業退職金共済事業等勘定へ繰入 －   －   －   



収支計画（令和７年度）
[別紙８]

独立行政法人 勤労者退職金共済機構（総括）

区　　　　分

年度計画額 決　算　額 差額 備考

 経常費用 6,532,741    592,765    △ 5,939,976    

   　事業費用 574,264    493,600    △ 80,665    

   　一般管理費 －   －   －   

　　 業務経理へ繰入 17,885    16,555    △ 1,330    

   　貸倒引当金繰入 －   －   －   

   　支払備金繰入 123,251    －   △ 123,251    

   　責任準備金繰入 5,817,322    82,610    △ 5,734,712    

   　事業外費用 17    －   △ 17    

　　 財務費用 －   －   －   

 経常収益 6,528,237    604,690    △ 5,923,547    

   　事業収益 549,274    592,265    42,991    

   　運営費交付金収入 －   －   －   

   　国庫補助金収入 7,364    6,280    △ 1,084    

　　 給付経理より受入 －   －   －   

   　資産見返補助金等戻入 －   －   －   

 　　貸倒引当金戻入 －   －   －   

   　支払備金戻入 115,687    5,913    △ 109,774    

   　責任準備金戻入 5,855,913    232    △ 5,855,681    

   　事業外収益 －   0    0    

   　賞与引当金見返に係る収益 －   －   －   

   　退職給付引当金見返に係る収益 －   －   －   

 純利益（△純損失） △ 4,503    11,926    16,429    

 目的積立金取崩額 －   33    33    

 総利益（△総損失） △ 4,503    11,959    16,462    

【注】百万円未満を四捨五入しているため、計と一致しない場合がある。

給付経理



収支計画（令和７年度）
[別紙８]

独立行政法人 勤労者退職金共済機構（総括）

区　　　　分

 経常費用

   　事業費用

   　一般管理費

　　 業務経理へ繰入

   　貸倒引当金繰入

   　支払備金繰入

   　責任準備金繰入

   　事業外費用

　　 財務費用

 経常収益

   　事業収益

   　運営費交付金収入

   　国庫補助金収入

　　 給付経理より受入

   　資産見返補助金等戻入

 　　貸倒引当金戻入

   　支払備金戻入

   　責任準備金戻入

   　事業外収益

   　賞与引当金見返に係る収益

   　退職給付引当金見返に係る収益

 純利益（△純損失）

 目的積立金取崩額

 総利益（△総損失）

【注】百万円未満を四捨五入しているため、計と一致しない場合がある。

年度計画額 決　算　額 差額 備考

16,814    1,339    △ 15,475    

1,474    1,101    △ 373    

－   －   －   

310    238    △ 72    

－   －   －   

87    0    △ 86    

14,943    －   △ 14,943    

0    －   △ 0    

－   －   －   

16,580    1,260    △ 15,320    

672    790    118    

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

76    14    △ 62    

15,831    455    △ 15,376    

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

△ 234    △ 80    155    

－   1    1    

△ 234    △ 78    156    

特別給付経理



収支計画（令和７年度）
[別紙８]

独立行政法人 勤労者退職金共済機構（総括）

区　　　　分

 経常費用

   　事業費用

   　一般管理費

　　 業務経理へ繰入

   　貸倒引当金繰入

   　支払備金繰入

   　責任準備金繰入

   　事業外費用

　　 財務費用

 経常収益

   　事業収益

   　運営費交付金収入

   　国庫補助金収入

　　 給付経理より受入

   　資産見返補助金等戻入

 　　貸倒引当金戻入

   　支払備金戻入

   　責任準備金戻入

   　事業外収益

   　賞与引当金見返に係る収益

   　退職給付引当金見返に係る収益

 純利益（△純損失）

 目的積立金取崩額

 総利益（△総損失）

【注】百万円未満を四捨五入しているため、計と一致しない場合がある。

年度計画額 決　算　額 差額 備考

1,750    1,810    60    

362    332    △ 30    

392    253    △ 140    

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

－   0    0    

996    1,225    229    

2,062    1,774    △ 289    

2,059    1,769    △ 291    

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

1    0    △ 0    

2    5    2    

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

313    △ 36    △ 349    

－   －   －   

313    △ 36    △ 349    

財形勘定



収支計画（令和７年度）
[別紙８]

独立行政法人 勤労者退職金共済機構（総括）

区　　　　分

 経常費用

   　事業費用

   　一般管理費

　　 業務経理へ繰入

   　貸倒引当金繰入

   　支払備金繰入

   　責任準備金繰入

   　事業外費用

　　 財務費用

 経常収益

   　事業収益

   　運営費交付金収入

   　国庫補助金収入

　　 給付経理より受入

   　資産見返補助金等戻入

 　　貸倒引当金戻入

   　支払備金戻入

   　責任準備金戻入

   　事業外収益

   　賞与引当金見返に係る収益

   　退職給付引当金見返に係る収益

 純利益（△純損失）

 目的積立金取崩額

 総利益（△総損失）

【注】百万円未満を四捨五入しているため、計と一致しない場合がある。

年度計画額 決　算　額 差額 備考

75    60    △ 14    

44    36    △ 8    

30    24    △ 7    

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

－   0    0    

－   －   －   

123    113    △ 11    

6    7    1    

27    26    △ 1    

44    36    △ 8    

－   －   －   

－   0    0    

43    44    1    

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

1    1    △ 0    

2    △ 1    △ 3    

49    52    4    

－   －   －   

49    52    4    

雇用勘定



収支計画（令和７年度）
[別紙８]

独立行政法人 勤労者退職金共済機構（総括）

区　　　　分

 経常費用

   　事業費用

   　一般管理費

　　 業務経理へ繰入

   　貸倒引当金繰入

   　支払備金繰入

   　責任準備金繰入

   　事業外費用

　　 財務費用

 経常収益

   　事業収益

   　運営費交付金収入

   　国庫補助金収入

　　 給付経理より受入

   　資産見返補助金等戻入

 　　貸倒引当金戻入

   　支払備金戻入

   　責任準備金戻入

   　事業外収益

   　賞与引当金見返に係る収益

   　退職給付引当金見返に係る収益

 純利益（△純損失）

 目的積立金取崩額

 総利益（△総損失）

【注】百万円未満を四捨五入しているため、計と一致しない場合がある。

年度計画額 決　算　額 差額 備考

18,794    10,802    △ 7,992    

－   8,811    8,811    

18,794    1,958    △ 16,835    

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

－   33    33    

－   －   －   

18,390    17,004    △ 1,386    

－   －   －   

－   －   －   

195    194    △ 1    

18,195    16,793    △ 1,403    

－   15    15    

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

－   2    2    

－   －   －   

－   －   －   

△ 403    6,202    6,606    

－   －   －   

△ 403    6,202    6,606    

勘定共通



収支計画（令和７年度）
[別紙８]

独立行政法人 勤労者退職金共済機構（総括）

区　　　　分

 経常費用

   　事業費用

   　一般管理費

　　 業務経理へ繰入

   　貸倒引当金繰入

   　支払備金繰入

   　責任準備金繰入

   　事業外費用

　　 財務費用

 経常収益

   　事業収益

   　運営費交付金収入

   　国庫補助金収入

　　 給付経理より受入

   　資産見返補助金等戻入

 　　貸倒引当金戻入

   　支払備金戻入

   　責任準備金戻入

   　事業外収益

   　賞与引当金見返に係る収益

   　退職給付引当金見返に係る収益

 純利益（△純損失）

 目的積立金取崩額

 総利益（△総損失）

【注】百万円未満を四捨五入しているため、計と一致しない場合がある。

年度計画額 決　算　額 差額 備考

△ 18,195    △ 20,340    △ 2,145    

－   △ 2,860    △ 2,860    

－   －   －   

△ 18,195    △ 16,793    1,403    

－   －   －   

－   △ 0    △ 0    

－   △ 687    △ 687    

－   －   －   

－   －   －   

△ 18,195    △ 20,340    △ 2,145    

－   △ 2,860    △ 2,860    

－   －   －   

－   －   －   

△ 18,195    △ 16,793    1,403    

－   －   －   

－   －   －   

－   △ 0    △ 0    

－   △ 687    △ 687    

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

セグメント間相殺



収支計画（令和７年度）
[別紙８]

独立行政法人 勤労者退職金共済機構（総括）

区　　　　分

 経常費用

   　事業費用

   　一般管理費

　　 業務経理へ繰入

   　貸倒引当金繰入

   　支払備金繰入

   　責任準備金繰入

   　事業外費用

　　 財務費用

 経常収益

   　事業収益

   　運営費交付金収入

   　国庫補助金収入

　　 給付経理より受入

   　資産見返補助金等戻入

 　　貸倒引当金戻入

   　支払備金戻入

   　責任準備金戻入

   　事業外収益

   　賞与引当金見返に係る収益

   　退職給付引当金見返に係る収益

 純利益（△純損失）

 目的積立金取崩額

 総利益（△総損失）

【注】百万円未満を四捨五入しているため、計と一致しない場合がある。

(単位：百万円)

年度計画額 決　算　額 差額 備考

6,551,977    586,436    △ 5,965,542    

576,145    501,020    △ 75,125    

19,216    2,235    △ 16,982    

－   －   －   

－   －   －   

123,338    －   △ 123,338    

5,832,265    81,923    △ 5,750,342    

18    34    16    

996    1,225    229    

6,547,198    604,500    △ 5,942,698    

552,011    591,970    39,959    

27    26    △ 1    

7,603    6,511    △ 1,092    

－   －   －   

1    16    16    

45    48    3    

115,764    5,928    △ 109,836    

5,871,744    －   △ 5,871,744    

－   2    2    

1    1    △ 0    

2    △ 1    △ 3    

△ 4,779    18,065    22,844    

－   34    34    

△ 4,779    18,099    22,878    

計



収支計画（令和７年度）
[別紙９]

一般の中小企業退職金共済事業等勘定

区　　　　分

年度計画額 決　算　額 差額 備考

 経常費用 5,476,598    523,214    △ 4,953,384    

   　事業費用 502,711    430,113    △ 72,598    

   　一般管理費 －   －   －   

　　 業務経理へ繰入 12,864    12,638    △ 226    

   　貸倒引当金繰入 －   －   －   

   　支払備金繰入 118,637    －   △ 118,637    

   　責任準備金繰入 4,842,370    80,463    △ 4,761,907    

   　事業外費用 16    －   △ 16    

　　 財務費用 －   －   －   

 経常収益 5,472,392    531,421    △ 4,940,971    

   　事業収益 482,428    520,504    38,077    

   　運営費交付金収入 －   －   －   

   　国庫補助金収入 6,114    5,156    △ 957    

　　 給付経理より受入 －   －   －   

   　資産見返補助金等戻入 －   －   －   

 　　貸倒引当金戻入 －   －   －   

   　支払備金戻入 111,567    5,761    △ 105,807    

   　責任準備金戻入 4,872,284    －   △ 4,872,284    

   　事業外収益 －   0    0    

 純利益（△純損失） △ 4,205    8,208    12,413    

 目的積立金取崩額 －   －   －   

 総利益（△総損失） △ 4,205    8,208    12,413    

給付経理



収支計画（令和７年度）
[別紙９]

一般の中小企業退職金共済事業等勘定

区　　　　分

 経常費用

   　事業費用

   　一般管理費

　　 業務経理へ繰入

   　貸倒引当金繰入

   　支払備金繰入

   　責任準備金繰入

   　事業外費用

　　 財務費用

 経常収益

   　事業収益

   　運営費交付金収入

   　国庫補助金収入

　　 給付経理より受入

   　資産見返補助金等戻入

 　　貸倒引当金戻入

   　支払備金戻入

   　責任準備金戻入

   　事業外収益

 純利益（△純損失）

 目的積立金取崩額

 総利益（△総損失）

年度計画額 決　算　額 差額 備考

12,980    6,550    △ 6,430    

－   5,450    5,450    

12,980    1,076    △ 11,904    

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

－   24    24    

－   －   －   

12,895    12,671    △ 224    

－   －   －   

－   －   －   

31    31    －   

12,864    12,638    △ 226    

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

－   2    2    

△ 85    6,121    6,206    

－   －   －   

△ 85    6,121    6,206    

勘定共通



収支計画（令和７年度）
[別紙９]

一般の中小企業退職金共済事業等勘定

区　　　　分

 経常費用

   　事業費用

   　一般管理費

　　 業務経理へ繰入

   　貸倒引当金繰入

   　支払備金繰入

   　責任準備金繰入

   　事業外費用

　　 財務費用

 経常収益

   　事業収益

   　運営費交付金収入

   　国庫補助金収入

　　 給付経理より受入

   　資産見返補助金等戻入

 　　貸倒引当金戻入

   　支払備金戻入

   　責任準備金戻入

   　事業外収益

 純利益（△純損失）

 目的積立金取崩額

 総利益（△総損失）

年度計画額 決　算　額 差額 備考

△ 12,864    △ 12,638    226    

－   －   －   

－   －   －   

△ 12,864    △ 12,638    226    

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

△ 12,864    △ 12,638    226    

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

△ 12,864    △ 12,638    226    

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

セグメント間相殺



収支計画（令和７年度）
[別紙９]

一般の中小企業退職金共済事業等勘定

区　　　　分

 経常費用

   　事業費用

   　一般管理費

　　 業務経理へ繰入

   　貸倒引当金繰入

   　支払備金繰入

   　責任準備金繰入

   　事業外費用

　　 財務費用

 経常収益

   　事業収益

   　運営費交付金収入

   　国庫補助金収入

　　 給付経理より受入

   　資産見返補助金等戻入

 　　貸倒引当金戻入

   　支払備金戻入

   　責任準備金戻入

   　事業外収益

 純利益（△純損失）

 目的積立金取崩額

 総利益（△総損失）

(単位：百万円)

年度計画額 決　算　額 差額 備考

5,476,714    517,126    △ 4,959,588    

502,711    435,563    △ 67,148    

12,980    1,076    △ 11,904    

－   －   －   

－   －   －   

118,637    －   △ 118,637    

4,842,370    80,463    △ 4,761,907    

16    24    8    

－   －   －   

5,472,424    531,455    △ 4,940,969    

482,428    520,504    38,077    

－   －   －   

6,145    5,188    △ 957    

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

111,567    5,761    △ 105,807    

4,872,284    －   △ 4,872,284    

－   2    2    

△ 4,290    14,329    18,619    

－   －   －   

△ 4,290    14,329    18,619    

計



収支計画（令和７年度）
[別紙１０]

建設業退職金共済事業等勘定

区　　　　分

年度計画額 決　算　額 差額 備考

 経常費用 1,037,432    67,761    △ 969,670    

   　事業費用 69,473    61,831    △ 7,642    

   　一般管理費 －   －   －   

   　業務経理へ繰入 4,847    3,783    △ 1,064    

   　貸倒引当金繰入 －   －   －   

   　支払備金繰入 4,539    －   △ 4,539    

   　責任準備金繰入 958,571    2,147    △ 956,424    

   　事業外費用 1    －   △ 1    

　　 財務費用 －   －   －   

 経常収益 1,037,225    71,345    △ 965,880    

   　事業収益 65,323    70,128    4,805    

   　運営費交付金収入 －   －   －   

   　国庫補助金収入 1,211    1,089    △ 122    

   　給付経理より受入 －   －   －   

   　資産見返補助金等戻入 －   －   －   

 　　貸倒引当金戻入 －   －   －   

   　支払備金戻入 4,058    127    △ 3,931    

   　責任準備金戻入 966,632    －   △ 966,632    

   　事業外収益 －   －   －   

 純利益（△純損失） △ 207    3,583    3,790    

 目的積立金取崩額 －   －   －   

 総利益（△総損失） △ 207    3,583    3,790    

給付経理



収支計画（令和７年度）
[別紙１０]

建設業退職金共済事業等勘定

区　　　　分

 経常費用

   　事業費用

   　一般管理費

   　業務経理へ繰入

   　貸倒引当金繰入

   　支払備金繰入

   　責任準備金繰入

   　事業外費用

　　 財務費用

 経常収益

   　事業収益

   　運営費交付金収入

   　国庫補助金収入

   　給付経理より受入

   　資産見返補助金等戻入

 　　貸倒引当金戻入

   　支払備金戻入

   　責任準備金戻入

   　事業外収益

 純利益（△純損失）

 目的積立金取崩額

 総利益（△総損失）

年度計画額 決　算　額 差額 備考

16,745    1,333    △ 15,412    

1,470    1,096    △ 374    

－   －   －   

307    237    △ 70    

－   －   －   

86    －   △ 86    

14,881    －   △ 14,881    

0    －   △ 0    

－   －   －   

16,515    1,255    △ 15,260    

671    789    118    

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

76    14    △ 62    

15,768    452    △ 15,316    

－   －   －   

△ 231    △ 78    152    

－   －   －   

△ 231    △ 78    152    

特別給付経理



収支計画（令和７年度）
[別紙１０]

建設業退職金共済事業等勘定

区　　　　分

 経常費用

   　事業費用

   　一般管理費

   　業務経理へ繰入

   　貸倒引当金繰入

   　支払備金繰入

   　責任準備金繰入

   　事業外費用

　　 財務費用

 経常収益

   　事業収益

   　運営費交付金収入

   　国庫補助金収入

   　給付経理より受入

   　資産見返補助金等戻入

 　　貸倒引当金戻入

   　支払備金戻入

   　責任準備金戻入

   　事業外収益

 純利益（△純損失）

 目的積立金取崩額

 総利益（△総損失）

年度計画額 決　算　額 差額 備考

5,575    4,064    △ 1,511    

－   3,196    3,196    

5,575    859    △ 4,716    

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

－   9    9    

－   －   －   

5,268    4,139    △ 1,129    

－   －   －   

－   －   －   

114    114    －   

5,154    4,020    △ 1,134    

－   4    4    

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

－   0    0    

△ 307    75    382    

－   －   －   

△ 307    75    382    

勘定共通



収支計画（令和７年度）
[別紙１０]

建設業退職金共済事業等勘定

区　　　　分

 経常費用

   　事業費用

   　一般管理費

   　業務経理へ繰入

   　貸倒引当金繰入

   　支払備金繰入

   　責任準備金繰入

   　事業外費用

　　 財務費用

 経常収益

   　事業収益

   　運営費交付金収入

   　国庫補助金収入

   　給付経理より受入

   　資産見返補助金等戻入

 　　貸倒引当金戻入

   　支払備金戻入

   　責任準備金戻入

   　事業外収益

 純利益（△純損失）

 目的積立金取崩額

 総利益（△総損失）

年度計画額 決　算　額 差額 備考

△ 5,154    △ 4,472    682    

－   －   －   

－   －   －   

△ 5,154    △ 4,020    1,134    

－   －   －   

－   －   －   

－   △ 452    △ 452    

－   －   －   

－   －   －   

△ 5,154    △ 4,472    682    

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

△ 5,154    △ 4,020    1,134    

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

－   △ 452    △ 452    

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

セグメント間相殺



収支計画（令和７年度）
[別紙１０]

建設業退職金共済事業等勘定

区　　　　分

 経常費用

   　事業費用

   　一般管理費

   　業務経理へ繰入

   　貸倒引当金繰入

   　支払備金繰入

   　責任準備金繰入

   　事業外費用

　　 財務費用

 経常収益

   　事業収益

   　運営費交付金収入

   　国庫補助金収入

   　給付経理より受入

   　資産見返補助金等戻入

 　　貸倒引当金戻入

   　支払備金戻入

   　責任準備金戻入

   　事業外収益

 純利益（△純損失）

 目的積立金取崩額

 総利益（△総損失）

(単位：百万円)

年度計画額 決　算　額 差額 備考

1,054,598    68,686    △ 985,911    

70,944    66,123    △ 4,820    

5,575    859    △ 4,716    

－   －   －   

－   －   －   

4,626    －   △ 4,626    

973,452    1,696    △ 971,756    

1    9    8    

－   －   －   

1,053,853    72,267    △ 981,587    

65,994    70,917    4,923    

－   －   －   

1,326    1,203    △ 122    

－   －   －   

－   4    4    

－   －   －   

4,134    142    △ 3,992    

982,400    －   △ 982,400    

－   0    0    

△ 744    3,580    4,324    

－   －   －   

△ 744    3,580    4,324    

計



収支計画（令和７年度）
[別紙１１]

清酒製造業退職金共済事業等勘定

区　　　　分

年度計画額 決　算　額 差額 備考

 経常費用 1,222    153    △ 1,069    

   　事業費用 120    93    △ 27    

   　一般管理費 －   －   －   

   　業務経理へ繰入 92    60    △ 33    

   　貸倒引当金繰入 －   －   －   

   　支払備金繰入 6    －   △ 6    

   　責任準備金繰入 1,004    －   △ 1,004    

   　事業外費用 0    －   △ 0    

　　 財務費用 －   －   －   

 経常収益 1,138    120    △ 1,019    

   　事業収益 56    68    12    

   　運営費交付金収入 －   －   －   

   　国庫補助金収入 1    1    △ 0    

   　給付経理より受入 －   －   －   

   　資産見返補助金等戻入 －   －   －   

 　　貸倒引当金戻入 －   －   －   

   　支払備金戻入 4    2    △ 2    

   　責任準備金戻入 1,077    49    △ 1,028    

   　事業外収益 －   －   －   

 純利益（△純損失） △ 83    △ 33    50    

 目的積立金取崩額 －   33    33    

 総利益（△総損失） △ 83    －   83    

給付経理



収支計画（令和７年度）
[別紙１１]

清酒製造業退職金共済事業等勘定

区　　　　分

 経常費用

   　事業費用

   　一般管理費

   　業務経理へ繰入

   　貸倒引当金繰入

   　支払備金繰入

   　責任準備金繰入

   　事業外費用

　　 財務費用

 経常収益

   　事業収益

   　運営費交付金収入

   　国庫補助金収入

   　給付経理より受入

   　資産見返補助金等戻入

 　　貸倒引当金戻入

   　支払備金戻入

   　責任準備金戻入

   　事業外収益

 純利益（△純損失）

 目的積立金取崩額

 総利益（△総損失）

年度計画額 決　算　額 差額 備考

69    6    △ 62    

4    5    1    

－   －   －   

3    1    △ 2    

－   －   －   

0    0    0    

61    －   △ 61    

0    －   △ 0    

－   －   －   

65    5    △ 60    

1    1    △ 0    

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

0    －   △ 0    

63    4    △ 60    

－   －   －   

△ 4    △ 1    2    

－   1    1    

△ 4    －   4    

特別給付経理



収支計画（令和７年度）
[別紙１１]

清酒製造業退職金共済事業等勘定

区　　　　分

 経常費用

   　事業費用

   　一般管理費

   　業務経理へ繰入

   　貸倒引当金繰入

   　支払備金繰入

   　責任準備金繰入

   　事業外費用

　　 財務費用

 経常収益

   　事業収益

   　運営費交付金収入

   　国庫補助金収入

   　給付経理より受入

   　資産見返補助金等戻入

 　　貸倒引当金戻入

   　支払備金戻入

   　責任準備金戻入

   　事業外収益

 純利益（△純損失）

 目的積立金取崩額

 総利益（△総損失）

年度計画額 決　算　額 差額 備考

112    72    △ 40    

－   65    65    

112    6    △ 105    

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

－   0    0    

－   －   －   

111    76    △ 35    

－   －   －   

－   －   －   

16    15    △ 1    

95    61    △ 35    

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

△ 0    4    4    

－   －   －   

△ 0    4    4    

勘定共通



収支計画（令和７年度）
[別紙１１]

清酒製造業退職金共済事業等勘定

区　　　　分

 経常費用

   　事業費用

   　一般管理費

   　業務経理へ繰入

   　貸倒引当金繰入

   　支払備金繰入

   　責任準備金繰入

   　事業外費用

　　 財務費用

 経常収益

   　事業収益

   　運営費交付金収入

   　国庫補助金収入

   　給付経理より受入

   　資産見返補助金等戻入

 　　貸倒引当金戻入

   　支払備金戻入

   　責任準備金戻入

   　事業外収益

 純利益（△純損失）

 目的積立金取崩額

 総利益（△総損失）

年度計画額 決　算　額 差額 備考

△ 95    △ 61    34    

－   －   －   

－   －   －   

△ 95    △ 61    35    

－   －   －   

－   △ 0    △ 0    

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

△ 95    △ 61    34    

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

△ 95    △ 61    35    

－   －   －   

－   －   －   

－   △ 0    △ 0    

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

セグメント間相殺



収支計画（令和７年度）
[別紙１１]

清酒製造業退職金共済事業等勘定

区　　　　分

 経常費用

   　事業費用

   　一般管理費

   　業務経理へ繰入

   　貸倒引当金繰入

   　支払備金繰入

   　責任準備金繰入

   　事業外費用

　　 財務費用

 経常収益

   　事業収益

   　運営費交付金収入

   　国庫補助金収入

   　給付経理より受入

   　資産見返補助金等戻入

 　　貸倒引当金戻入

   　支払備金戻入

   　責任準備金戻入

   　事業外収益

 純利益（△純損失）

 目的積立金取崩額

 総利益（△総損失）

(単位：百万円)

年度計画額 決　算　額 差額 備考

1,307    170    △ 1,137    

124    164    40    

112    6    △ 105    

－   －   －   

－   －   －   

6    －   △ 6    

1,065    －   △ 1,065    

0    0    0    

－   －   －   

1,220    140    △ 1,080    

57    69    12    

－   －   －   

18    17    △ 1    

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

4    2    △ 3    

1,140    52    △ 1,088    

－   －   －   

△ 87    △ 30    57    

－   34    34    

△ 87    4    91    

計



収支計画（令和７年度）
[別紙１２]

林業退職金共済事業等勘定

区　　　　分

年度計画額 決　算　額 差額 備考

 経常費用 17,490    1,636    △ 15,853    

   　事業費用 1,960    1,563    △ 398    

   　一般管理費 －   －   －   

   　業務経理へ繰入 82    74    △ 8    

   　貸倒引当金繰入 －   －   －   

   　支払備金繰入 69    －   △ 69    

   　責任準備金繰入 15,378    －   △ 15,378    

   　事業外費用 0    －   △ 0    

　　 財務費用 －   －   －   

 経常収益 17,482    1,804    △ 15,678    

   　事業収益 1,467    1,564    98    

   　運営費交付金収入 －   －   －   

   　国庫補助金収入 37    33    △ 4    

   　給付経理より受入 －   －   －   

   　資産見返補助金等戻入 －   －   －   

 　　貸倒引当金戻入 －   －   －   

   　支払備金戻入 58    23    △ 35    

   　責任準備金戻入 15,920    183    △ 15,737    

   　事業外収益 －   －   －   

 純利益（△純損失） △ 8    167    175    

 目的積立金取崩額 －   －   －   

 総利益（△総損失） △ 8    167    175    

給付経理



収支計画（令和７年度）
[別紙１２]

林業退職金共済事業等勘定

区　　　　分

 経常費用

   　事業費用

   　一般管理費

   　業務経理へ繰入

   　貸倒引当金繰入

   　支払備金繰入

   　責任準備金繰入

   　事業外費用

　　 財務費用

 経常収益

   　事業収益

   　運営費交付金収入

   　国庫補助金収入

   　給付経理より受入

   　資産見返補助金等戻入

 　　貸倒引当金戻入

   　支払備金戻入

   　責任準備金戻入

   　事業外収益

 純利益（△純損失）

 目的積立金取崩額

 総利益（△総損失）

年度計画額 決　算　額 差額 備考

128    116    △ 11    

－   99    99    

128    17    △ 110    

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

－   0    0    

－   －   －   

116    118    3    

－   －   －   

－   －   －   

33    33    －   

82    74    △ 8    

－   11    11    

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

△ 12    2    14    

－   －   －   

△ 12    2    14    

勘定共通



収支計画（令和７年度）
[別紙１２]

林業退職金共済事業等勘定

区　　　　分

 経常費用

   　事業費用

   　一般管理費

   　業務経理へ繰入

   　貸倒引当金繰入

   　支払備金繰入

   　責任準備金繰入

   　事業外費用

　　 財務費用

 経常収益

   　事業収益

   　運営費交付金収入

   　国庫補助金収入

   　給付経理より受入

   　資産見返補助金等戻入

 　　貸倒引当金戻入

   　支払備金戻入

   　責任準備金戻入

   　事業外収益

 純利益（△純損失）

 目的積立金取崩額

 総利益（△総損失）

年度計画額 決　算　額 差額 備考

△ 82    △ 74    8    

－   －   －   

－   －   －   

△ 82    △ 74    8    

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

△ 82    △ 74    8    

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

△ 82    △ 74    8    

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

セグメント間相殺



収支計画（令和７年度）
[別紙１２]

林業退職金共済事業等勘定

区　　　　分

 経常費用

   　事業費用

   　一般管理費

   　業務経理へ繰入

   　貸倒引当金繰入

   　支払備金繰入

   　責任準備金繰入

   　事業外費用

　　 財務費用

 経常収益

   　事業収益

   　運営費交付金収入

   　国庫補助金収入

   　給付経理より受入

   　資産見返補助金等戻入

 　　貸倒引当金戻入

   　支払備金戻入

   　責任準備金戻入

   　事業外収益

 純利益（△純損失）

 目的積立金取崩額

 総利益（△総損失）

(単位：百万円)

年度計画額 決　算　額 差額 備考

17,535    1,679    △ 15,856    

1,960    1,662    △ 298    

128    17    △ 110    

－   －   －   

－   －   －   

69    －   △ 69    

15,378    －   △ 15,378    

0    0    0    

－   －   －   

17,515    1,848    △ 15,667    

1,467    1,564    98    

－   －   －   

70    66    △ 4    

－   －   －   

－   11    11    

－   －   －   

58    23    △ 35    

15,920    183    △ 15,737    

－   －   －   

△ 20    170    189    

－   －   －   

△ 20    170    189    

計



収支計画（令和７年度）
[別紙１３]

財形勘定 (単位：百万円)

区        分 年度計画額 決　算　額 差額 備考

 経常費用 1,750    1,810    60    

   　事業費用 362    332    △ 30    

   　一般管理費 392    253    △ 140    

   　貸倒引当金繰入 －   －   －   

   　支払備金繰入 －   －   －   

   　責任準備金繰入 －   －   －   

   　事業外費用 －   0    0    

　　 財務費用 996    1,225    229    

 経常収益 2,062    1,774    △ 289    

   　事業収益 2,059    1,769    △ 291    

   　運営費交付金収入 －   －   －   

   　国庫補助金収入 －   －   －   

   　資産見返補助金等戻入 1    0    △ 0    

 　　貸倒引当金戻入 2    5    2    

   　支払備金戻入 －   －   －   

   　責任準備金戻入 －   －   －   

   　事業外収益 －   －   －   

 純利益（△純損失） 313    △ 36    △ 349    

 目的積立金取崩額 －   －   －   

 総利益（△総損失） 313    △ 36    △ 349    



収支計画（令和７年度）
[別紙１４]

雇用促進融資勘定 (単位：百万円)

区        分 年度計画額 決　算　額 差額 備考

 経常費用 75    60    △ 14    

   　事業費用 44    36    △ 8    

   　一般管理費 30    24    △ 7    

   　貸倒引当金繰入 －   －   －   

   　支払備金繰入 －   －   －   

   　責任準備金繰入 －   －   －   

   　事業外費用 －   0    0    

　　 財務費用 －   －   －   

 経常収益 123    113    △ 11    

   　事業収益 6    7    1    

   　運営費交付金収入 27    26    △ 1    

   　国庫補助金収入 44    36    △ 8    

   　資産見返補助金等戻入 －   0    0    

 　　貸倒引当金戻入 43    44    1    

   　支払備金戻入 －   －   －   

   　責任準備金戻入 －   －   －   

   　事業外収益 －   －   －   

   　賞与引当金見返に係る収益 1    1    △ 0    

   　退職給付引当金見返に係る収益 2    △ 1    △ 3    

 純利益（△純損失） 49    52    4    

 目的積立金取崩額 －   －   －   

 総利益（△総損失） 49    52    4    



資金計画（令和７年度）
[別紙１５]

独立行政法人 勤労者退職金共済機構（総括）

区　　　　分

年度計画額 決　算　額 差額 備考

 資金支出 1,048,978    1,057,305    8,327    

     業務活動による支出 590,637    515,152    △ 75,486    

       　業務支出 590,637    515,152    △ 75,486    

       　人件費 －   －   －   

       　管理諸費 －   －   －   

     投資活動による支出 250,606    360,271    109,665    

     財務活動による支出 －   －   －   

　　 業務外支出 －   －   －   

     次年度への繰越金 207,735    181,882    △ 25,853    

 資金収入 1,048,978    1,057,305    8,327    

     業務活動による収入 517,607    524,185    6,578    

       　業務収入 510,243    516,822    6,578    

       　運営費交付金収入 －   －   －   

      　 国庫補助金収入 7,364    7,364    －   

       　その他の収入 －   －   －   

　　　　 利息の受取額 －   －   －   

     投資活動による収入 364,778    393,191    28,412    

     財務活動による収入 －   －   －   

　　 業務外収入 －   －   －   

     前年度よりの繰越金 166,593    139,929    △ 26,664    

【注】百万円未満を四捨五入しているため、計と一致しない場合がある。

給付経理



資金計画（令和７年度）
[別紙１５]

独立行政法人 勤労者退職金共済機構（総括）

区　　　　分

 資金支出

     業務活動による支出

       　業務支出

       　人件費

       　管理諸費

     投資活動による支出

     財務活動による支出

　　 業務外支出

     次年度への繰越金

 資金収入

     業務活動による収入

       　業務収入

       　運営費交付金収入

      　 国庫補助金収入

       　その他の収入

　　　　 利息の受取額

     投資活動による収入

     財務活動による収入

　　 業務外収入

     前年度よりの繰越金

【注】百万円未満を四捨五入しているため、計と一致しない場合がある。

年度計画額 決　算　額 差額 備考

6,374    6,475    101    

1,754    1,369    △ 385    

1,754    1,369    △ 385    

－   －   －   

－   －   －   

1,708    1,699    △ 9    

－   －   －   

－   －   －   

2,911    3,407    496    

6,374    6,475    101    

525    580    55    

525    580    55    

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

1,600    1,600    0    

－   －   －   

－   －   －   

4,249    4,295    46    

特別給付経理



資金計画（令和７年度）
[別紙１５]

独立行政法人 勤労者退職金共済機構（総括）

区　　　　分

 資金支出

     業務活動による支出

       　業務支出

       　人件費

       　管理諸費

     投資活動による支出

     財務活動による支出

　　 業務外支出

     次年度への繰越金

 資金収入

     業務活動による収入

       　業務収入

       　運営費交付金収入

      　 国庫補助金収入

       　その他の収入

　　　　 利息の受取額

     投資活動による収入

     財務活動による収入

　　 業務外収入

     前年度よりの繰越金

【注】百万円未満を四捨五入しているため、計と一致しない場合がある。

年度計画額 決　算　額 差額 備考

113,199    168,897    55,698    

20,250    4,278    △ 15,972    

19,496    3,673    △ 15,822    

256    236    △ 20    

498    369    △ 129    

－   73,592    73,592    

89,021    87,705    △ 1,316    

－   －   －   

3,928    3,321    △ 607    

113,199    168,897    55,698    

35,195    29,182    △ 6,013    

35,195    29,169    △ 6,027    

－   －   －   

－   －   －   

－   2    2    

0    12    12    

－   73,590    73,590    

74,077    62,035    △ 12,042    

－   －   －   

3,927    4,090    163    

財形勘定



資金計画（令和７年度）
[別紙１５]

独立行政法人 勤労者退職金共済機構（総括）

区　　　　分

 資金支出

     業務活動による支出

       　業務支出

       　人件費

       　管理諸費

     投資活動による支出

     財務活動による支出

　　 業務外支出

     次年度への繰越金

 資金収入

     業務活動による収入

       　業務収入

       　運営費交付金収入

      　 国庫補助金収入

       　その他の収入

　　　　 利息の受取額

     投資活動による収入

     財務活動による収入

　　 業務外収入

     前年度よりの繰越金

【注】百万円未満を四捨五入しているため、計と一致しない場合がある。

年度計画額 決　算　額 差額 備考

208    477    269    

72    71    △ 0    

44    10    △ 35    

16    19    3    

11    42    31    

－   154    154    

－   －   －   

－   －   －   

136    252    116    

208    477    269    

119    137    18    

47    65    17    

27    27    －   

44    44    －   

－   －   －   

－   1    1    

－   154    154    

－   －   －   

－   －   －   

89    187    98    

雇用勘定



資金計画（令和７年度）
[別紙１５]

独立行政法人 勤労者退職金共済機構（総括）

区　　　　分

 資金支出

     業務活動による支出

       　業務支出

       　人件費

       　管理諸費

     投資活動による支出

     財務活動による支出

　　 業務外支出

     次年度への繰越金

 資金収入

     業務活動による収入

       　業務収入

       　運営費交付金収入

      　 国庫補助金収入

       　その他の収入

　　　　 利息の受取額

     投資活動による収入

     財務活動による収入

　　 業務外収入

     前年度よりの繰越金

【注】百万円未満を四捨五入しているため、計と一致しない場合がある。

年度計画額 決　算　額 差額 備考

22,853    25,707    2,854    

18,390    13,204    △ 5,186    

－   3,174    3,174    

2,621    2,754    133    

15,769    7,276    △ 8,493    

－   6,883    6,883    

－   289    289    

－   －   －   

4,463    5,331    867    

22,853    25,707    2,854    

18,390    18,796    405    

18,195    18,601    405    

－   －   －   

195    195    －   

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

4,463    6,911    2,448    

勘定共通



資金計画（令和７年度）
[別紙１５]

独立行政法人 勤労者退職金共済機構（総括）

区　　　　分

 資金支出

     業務活動による支出

       　業務支出

       　人件費

       　管理諸費

     投資活動による支出

     財務活動による支出

　　 業務外支出

     次年度への繰越金

 資金収入

     業務活動による収入

       　業務収入

       　運営費交付金収入

      　 国庫補助金収入

       　その他の収入

　　　　 利息の受取額

     投資活動による収入

     財務活動による収入

　　 業務外収入

     前年度よりの繰越金

【注】百万円未満を四捨五入しているため、計と一致しない場合がある。

年度計画額 決　算　額 差額 備考

△ 18,195    △ 24,608    △ 6,413    

△ 18,195    △ 24,608    △ 6,413    

△ 18,195    △ 24,608    △ 6,412    

－   －   －   

－   △ 1    －   

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

△ 18,195    △ 24,608    △ 6,413    

△ 18,195    △ 24,608    △ 6,413    

△ 18,195    △ 24,608    △ 6,413    

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

セグメント間相殺



資金計画（令和７年度）
[別紙１５]

独立行政法人 勤労者退職金共済機構（総括）

区　　　　分

 資金支出

     業務活動による支出

       　業務支出

       　人件費

       　管理諸費

     投資活動による支出

     財務活動による支出

　　 業務外支出

     次年度への繰越金

 資金収入

     業務活動による収入

       　業務収入

       　運営費交付金収入

      　 国庫補助金収入

       　その他の収入

　　　　 利息の受取額

     投資活動による収入

     財務活動による収入

　　 業務外収入

     前年度よりの繰越金

【注】百万円未満を四捨五入しているため、計と一致しない場合がある。

(単位：百万円)

年度計画額 決　算　額 差額 備考

1,173,417    1,234,253    60,836    

612,908    509,467    △ 103,441    

593,737    498,770    △ 94,966    

2,893    3,010    116    

16,278    7,687    △ 8,591    

252,314    442,598    190,284    

89,021    87,995    △ 1,026    

－   －   －   

219,174    194,193    △ 24,981    

1,173,417    1,234,253    60,836    

553,641    548,271    △ 5,369    

546,010    540,627    △ 5,383    

27    27    －   

7,603    7,603    －   

－   2    2    

0    12    12    

366,378    468,535    102,157    

74,077    62,035    △ 12,042    

－   －   －   

179,321    155,412    △ 23,909    

計



資金計画（令和７年度）
[別紙１６]

一般の中小企業退職金共済事業等勘定

区        分

年度計画額 決　算　額 差額 備考

 資金支出 852,436    858,587    6,151    

     業務活動による支出 514,397    448,329    △ 66,067    

       　業務支出 514,397    448,329    △ 66,067    

       　人件費 －   －   －   

       　管理諸費 －   －   －   

     投資活動による支出 237,280    288,588    51,309    

     財務活動による支出 －   －   －   

　   業務外支出 －   －   －   

     次年度への繰越金 100,759    121,669    20,910    

 資金収入 852,436    858,587    6,151    

     業務活動による収入 454,895    459,952    5,057    

       　業務収入 448,781    453,839    5,057    

       　運営費交付金収入 －   －   －   

      　 国庫補助金収入 6,114    6,114    －   

       　その他の収入 －   －   －   

　　　　 利息の受取額 －   －   －   

     投資活動による収入 304,120    302,533    △ 1,587    

     財務活動による収入 －   －   －   

　　 業務外収入 －   －   －   

     前年度よりの繰越金 93,420    96,102    2,681    

給付経理



資金計画（令和７年度）
[別紙１６]

一般の中小企業退職金共済事業等勘定

区        分

 資金支出

     業務活動による支出

       　業務支出

       　人件費

       　管理諸費

     投資活動による支出

     財務活動による支出

　   業務外支出

     次年度への繰越金

 資金収入

     業務活動による収入

       　業務収入

       　運営費交付金収入

      　 国庫補助金収入

       　その他の収入

　　　　 利息の受取額

     投資活動による収入

     財務活動による収入

　　 業務外収入

     前年度よりの繰越金

年度計画額 決　算　額 差額 備考

15,411    17,808    2,397    

12,895    8,271    △ 4,624    

－   2,037    2,037    

1,856    1,950    94    

11,039    4,284    △ 6,755    

－   5,414    5,414    

－   229    229    

－   －   －   

2,516    3,893    1,377    

15,411    17,808    2,397    

12,895    13,998    1,103    

12,864    13,966    1,103    

－   －   －   

31    31    －   

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

2,516    3,810    1,294    

勘定共通



資金計画（令和７年度）
[別紙１６]

一般の中小企業退職金共済事業等勘定

区        分

 資金支出

     業務活動による支出

       　業務支出

       　人件費

       　管理諸費

     投資活動による支出

     財務活動による支出

　   業務外支出

     次年度への繰越金

 資金収入

     業務活動による収入

       　業務収入

       　運営費交付金収入

      　 国庫補助金収入

       　その他の収入

　　　　 利息の受取額

     投資活動による収入

     財務活動による収入

　　 業務外収入

     前年度よりの繰越金

年度計画額 決　算　額 差額 備考

△ 12,864    △ 15,983    △ 3,119    

△ 12,864    △ 15,983    △ 3,119    

△ 12,864    △ 15,983    △ 3,119    

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

△ 12,864    △ 15,983    △ 3,119    

△ 12,864    △ 15,983    △ 3,119    

△ 12,864    △ 15,983    △ 3,119    

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

セグメント間相殺



資金計画（令和７年度）
[別紙１６]

一般の中小企業退職金共済事業等勘定

区        分

 資金支出

     業務活動による支出

       　業務支出

       　人件費

       　管理諸費

     投資活動による支出

     財務活動による支出

　   業務外支出

     次年度への繰越金

 資金収入

     業務活動による収入

       　業務収入

       　運営費交付金収入

      　 国庫補助金収入

       　その他の収入

　　　　 利息の受取額

     投資活動による収入

     財務活動による収入

　　 業務外収入

     前年度よりの繰越金

(単位：百万円)

年度計画額 決　算　額 差額 備考

854,983    860,411    5,428    

514,428    440,617    △ 73,811    

501,533    434,383    △ 67,150    

1,856    1,950    94    

11,039    4,284    △ 6,755    

237,280    294,002    56,723    

－   229    229    

－   －   －   

103,275    125,562    22,287    

854,983    860,411    5,428    

454,927    457,967    3,040    

448,781    451,822    3,040    

－   －   －   

6,145    6,145    －   

－   －   －   

－   －   －   

304,120    302,533    △ 1,587    

－   －   －   

－   －   －   

95,936    99,912    3,975    

計



資金計画（令和７年度）
[別紙１７]

建設業退職金共済事業等勘定

区        分

年度計画額 決　算　額 差額 備考

 資金支出 191,646    193,842    2,196    

     業務活動による支出 73,991    65,024    △ 8,967    

       　業務支出 73,991    65,024    △ 8,967    

       　人件費 －   －   －   

       　管理諸費 －   －   －   

     投資活動による支出 12,416    70,791    58,375    

     財務活動による支出 －   －   －   

     業務外支出 －   －   －   

     次年度への繰越金 105,240    58,027    △ 47,212    

 資金収入 191,646    193,842    2,196    

     業務活動による収入 61,241    62,720    1,478    

       　業務収入 60,030    61,508    1,478    

       　運営費交付金収入 －   －   －   

      　 国庫補助金収入 1,211    1,211    －   

       　その他の収入 －   －   －   

　　　　 利息の受取額 －   －   －   

     投資活動による収入 59,158    89,158    30,000    

     財務活動による収入 －   －   －   

     業務外収入 －   －   －   

     前年度よりの繰越金 71,247    41,965    △ 29,282    

給付経理



資金計画（令和７年度）
[別紙１７]

建設業退職金共済事業等勘定

区        分

 資金支出

     業務活動による支出

       　業務支出

       　人件費

       　管理諸費

     投資活動による支出

     財務活動による支出

     業務外支出

     次年度への繰越金

 資金収入

     業務活動による収入

       　業務収入

       　運営費交付金収入

      　 国庫補助金収入

       　その他の収入

　　　　 利息の受取額

     投資活動による収入

     財務活動による収入

     業務外収入

     前年度よりの繰越金

年度計画額 決　算　額 差額 備考

6,005    6,106    101    

1,747    1,363    △ 384    

1,747    1,363    △ 384    

－   －   －   

－   －   －   

1,508    1,499    △ 9    

－   －   －   

－   －   －   

2,750    3,244    495    

6,005    6,106    101    

523    579    55    

523    579    55    

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

1,500    1,500    0    

－   －   －   

－   －   －   

3,982    4,028    46    

特別給付経理



資金計画（令和７年度）
[別紙１７]

建設業退職金共済事業等勘定

区        分

 資金支出

     業務活動による支出

       　業務支出

       　人件費

       　管理諸費

     投資活動による支出

     財務活動による支出

     業務外支出

     次年度への繰越金

 資金収入

     業務活動による収入

       　業務収入

       　運営費交付金収入

      　 国庫補助金収入

       　その他の収入

　　　　 利息の受取額

     投資活動による収入

     財務活動による収入

     業務外収入

     前年度よりの繰越金

年度計画額 決　算　額 差額 備考

7,016    7,533    517    

5,268    4,707    △ 561    

－   1,098    1,098    

657    712    55    

4,611    2,897    △ 1,713    

－   1,467    1,467    

－   59    59    

－   －   －   

1,747    1,299    △ 448    

7,016    7,533    517    

5,268    4,573    △ 695    

5,154    4,459    △ 695    

－   －   －   

114    114    －   

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

1,747    2,960    1,212    

勘定共通



資金計画（令和７年度）
[別紙１７]

建設業退職金共済事業等勘定

区        分

 資金支出

     業務活動による支出

       　業務支出

       　人件費

       　管理諸費

     投資活動による支出

     財務活動による支出

     業務外支出

     次年度への繰越金

 資金収入

     業務活動による収入

       　業務収入

       　運営費交付金収入

      　 国庫補助金収入

       　その他の収入

　　　　 利息の受取額

     投資活動による収入

     財務活動による収入

     業務外収入

     前年度よりの繰越金

年度計画額 決　算　額 差額 備考

△ 5,154    △ 5,551    △ 397    

△ 5,154    △ 5,551    △ 397    

△ 5,154    △ 5,551    △ 397    

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

△ 5,154    △ 5,551    △ 397    

△ 5,154    △ 5,551    △ 397    

△ 5,154    △ 5,551    △ 397    

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

セグメント間相殺



資金計画（令和７年度）
[別紙１７]

建設業退職金共済事業等勘定

区        分

 資金支出

     業務活動による支出

       　業務支出

       　人件費

       　管理諸費

     投資活動による支出

     財務活動による支出

     業務外支出

     次年度への繰越金

 資金収入

     業務活動による収入

       　業務収入

       　運営費交付金収入

      　 国庫補助金収入

       　その他の収入

　　　　 利息の受取額

     投資活動による収入

     財務活動による収入

     業務外収入

     前年度よりの繰越金

(単位：百万円)

年度計画額 決　算　額 差額 備考

199,513    201,930    2,418    

75,852    65,543    △ 10,309    

70,584    61,934    △ 8,650    

657    712    55    

4,611    2,897    △ 1,713    

13,924    73,757    59,833    

－   59    59    

－   －   －   

109,736    62,571    △ 47,166    

199,513    201,930    2,418    

61,879    62,321    442    

60,553    60,995    442    

－   －   －   

1,326    1,326    －   

－   －   －   

－   －   －   

60,658    90,658    30,000    

－   －   －   

－   －   －   

76,976    48,952    △ 28,024    

計



資金計画（令和７年度）
[別紙１８]

清酒製造業退職金共済事業等勘定

区        分

年度計画額 決　算　額 差額 備考

 資金支出 608    644    35    

     業務活動による支出 212    184    △ 28    

       　業務支出 212    184    △ 28    

       　人件費 －   －   －   

       　管理諸費 －   －   －   

     投資活動による支出 101    100    △ 0    

     財務活動による支出 －   －   －   

     業務外支出 －   －   －   

     次年度への繰越金 295    359    64    

 資金収入 608    644    35    

     業務活動による収入 52    84    32    

       　業務収入 50    83    32    

       　運営費交付金収入 －   －   －   

      　 国庫補助金収入 1    1    －   

       　その他の収入 －   －   －   

　　　　 利息の受取額 －   －   －   

     投資活動による収入 200    200    0    

     財務活動による収入 －   －   －   

     業務外収入 －   －   －   

     前年度よりの繰越金 356    360    3    

給付経理



資金計画（令和７年度）
[別紙１８]

清酒製造業退職金共済事業等勘定

区        分

 資金支出

     業務活動による支出

       　業務支出

       　人件費

       　管理諸費

     投資活動による支出

     財務活動による支出

     業務外支出

     次年度への繰越金

 資金収入

     業務活動による収入

       　業務収入

       　運営費交付金収入

      　 国庫補助金収入

       　その他の収入

　　　　 利息の受取額

     投資活動による収入

     財務活動による収入

     業務外収入

     前年度よりの繰越金

年度計画額 決　算　額 差額 備考

369    369    △ 0    

7    6    △ 1    

7    6    △ 1    

－   －   －   

－   －   －   

200    200    －   

－   －   －   

－   －   －   

162    163    1    

369    369    △ 0    

1    1    △ 0    

1    1    △ 0    

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

100    100    －   

－   －   －   

－   －   －   

267    267    △ 0    

特別給付経理



資金計画（令和７年度）
[別紙１８]

清酒製造業退職金共済事業等勘定

区        分

 資金支出

     業務活動による支出

       　業務支出

       　人件費

       　管理諸費

     投資活動による支出

     財務活動による支出

     業務外支出

     次年度への繰越金

 資金収入

     業務活動による収入

       　業務収入

       　運営費交付金収入

      　 国庫補助金収入

       　その他の収入

　　　　 利息の受取額

     投資活動による収入

     財務活動による収入

     業務外収入

     前年度よりの繰越金

年度計画額 決　算　額 差額 備考

221    196    △ 26    

111    112    1    

－   34    34    

61    44    △ 17    

50    35    △ 16    

－   1    1    

－   0    0    

－   －   －   

110    82    △ 28    

221    196    △ 26    

111    109    △ 2    

95    93    △ 2    

－   －   －   

16    16    －   

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

110    87    △ 24    

勘定共通



資金計画（令和７年度）
[別紙１８]

清酒製造業退職金共済事業等勘定

区        分

 資金支出

     業務活動による支出

       　業務支出

       　人件費

       　管理諸費

     投資活動による支出

     財務活動による支出

     業務外支出

     次年度への繰越金

 資金収入

     業務活動による収入

       　業務収入

       　運営費交付金収入

      　 国庫補助金収入

       　その他の収入

　　　　 利息の受取額

     投資活動による収入

     財務活動による収入

     業務外収入

     前年度よりの繰越金

年度計画額 決　算　額 差額 備考

△ 95    △ 126    △ 31    

△ 95    △ 126    △ 31    

△ 95    △ 126    △ 31    

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

△ 95    △ 126    △ 31    

△ 95    △ 126    △ 31    

△ 95    △ 126    △ 31    

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

セグメント間相殺



資金計画（令和７年度）
[別紙１８]

清酒製造業退職金共済事業等勘定

区        分

 資金支出

     業務活動による支出

       　業務支出

       　人件費

       　管理諸費

     投資活動による支出

     財務活動による支出

     業務外支出

     次年度への繰越金

 資金収入

     業務活動による収入

       　業務収入

       　運営費交付金収入

      　 国庫補助金収入

       　その他の収入

　　　　 利息の受取額

     投資活動による収入

     財務活動による収入

     業務外収入

     前年度よりの繰越金

(単位：百万円)

年度計画額 決　算　額 差額 備考

1,103    1,082    △ 21    

235    176    △ 59    

124    98    △ 26    

61    44    △ 17    

50    35    △ 16    

301    301    1    

－   0    0    

－   －   －   

567    604    37    

1,103    1,082    △ 21    

69    68    △ 1    

52    51    △ 1    

－   －   －   

18    18    －   

－   －   －   

－   －   －   

300    300    0    

－   －   －   

－   －   －   

734    713    △ 20    

計



資金計画（令和７年度）
[別紙１９]

林業退職金共済事業等勘定

区        分

年度計画額 決　算　額 差額 備考

 資金支出 4,288    4,233    △ 56    

     業務活動による支出 2,038    1,615    △ 423    

       　業務支出 2,038    1,615    △ 423    

       　人件費 －   －   －   

       　管理諸費 －   －   －   

     投資活動による支出 810    792    △ 18    

     財務活動による支出 －   －   －   

     業務外支出 －   －   －   

     次年度への繰越金 1,441    1,827    386    

 資金収入 4,288    4,233    △ 56    

     業務活動による収入 1,418    1,429    11    

       　業務収入 1,381    1,392    11    

       　運営費交付金収入 －   －   －   

      　 国庫補助金収入 37    37    －   

       　その他の収入 －   －   －   

　　　　 利息の受取額 －   －   －   

     投資活動による収入 1,300    1,300    0    

     財務活動による収入 －   －   －   

     業務外収入 －   －   －   

     前年度よりの繰越金 1,570    1,504    △ 66    

給付経理



資金計画（令和７年度）
[別紙１９]

林業退職金共済事業等勘定

区        分

 資金支出

     業務活動による支出

       　業務支出

       　人件費

       　管理諸費

     投資活動による支出

     財務活動による支出

     業務外支出

     次年度への繰越金

 資金収入

     業務活動による収入

       　業務収入

       　運営費交付金収入

      　 国庫補助金収入

       　その他の収入

　　　　 利息の受取額

     投資活動による収入

     財務活動による収入

     業務外収入

     前年度よりの繰越金

年度計画額 決　算　額 差額 備考

205    170    △ 35    

116    114    △ 2    

－   5    5    

47    49    2    

69    60    △ 9    

－   0    0    

－   0    0    

－   －   －   

90    56    △ 34    

205    170    △ 35    

116    116    －   

82    82    －   

－   －   －   

33    33    －   

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

90    55    △ 35    

勘定共通



資金計画（令和７年度）
[別紙１９]

林業退職金共済事業等勘定

区        分

 資金支出

     業務活動による支出

       　業務支出

       　人件費

       　管理諸費

     投資活動による支出

     財務活動による支出

     業務外支出

     次年度への繰越金

 資金収入

     業務活動による収入

       　業務収入

       　運営費交付金収入

      　 国庫補助金収入

       　その他の収入

　　　　 利息の受取額

     投資活動による収入

     財務活動による収入

     業務外収入

     前年度よりの繰越金

年度計画額 決　算　額 差額 備考

△ 82    △ 87    △ 5    

△ 82    △ 87    △ 5    

△ 82    △ 87    △ 5    

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

△ 82    △ 87    △ 5    

△ 82    △ 87    △ 5    

△ 82    △ 87    △ 5    

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

－   －   －   

セグメント間相殺



資金計画（令和７年度）
[別紙１９]

林業退職金共済事業等勘定

区        分

 資金支出

     業務活動による支出

       　業務支出

       　人件費

       　管理諸費

     投資活動による支出

     財務活動による支出

     業務外支出

     次年度への繰越金

 資金収入

     業務活動による収入

       　業務収入

       　運営費交付金収入

      　 国庫補助金収入

       　その他の収入

　　　　 利息の受取額

     投資活動による収入

     財務活動による収入

     業務外収入

     前年度よりの繰越金

(単位：百万円)

年度計画額 決　算　額 差額 備考

4,412    4,316    △ 95    

2,071    1,641    △ 430    

1,955    1,532    △ 423    

47    49    2    

69    60    △ 9    

810    792    △ 18    

－   0    0    

－   －   －   

1,531    1,882    352    

4,412    4,316    △ 95    

1,452    1,458    6    

1,381    1,387    6    

－   －   －   

70    70    －   

－   －   －   

－   －   －   

1,300    1,300    0    

－   －   －   

－   －   －   

1,660    1,559    △ 101    

計



資金計画（令和７年度）

[別紙２０]

財形勘定 (単位：百万円)

区        分 年度計画額 決　算　額 差額 備考

 資金支出 113,199    168,897    55,698    

     業務活動による支出 20,250    4,278    △ 15,972    

       　業務支出 19,496    3,673    △ 15,822    

       　人件費 256    236    △ 20    

       　管理諸費 498    369    △ 129    

     投資活動による支出 －   73,592    73,592    

     財務活動による支出 89,021    87,705    △ 1,316    

     次年度への繰越金 3,928    3,321    △ 607    

 資金収入 113,199    168,897    55,698    

     業務活動による収入 35,195    29,182    △ 6,013    

       　業務収入 35,195    29,169    △ 6,027    

       　運営費交付金収入 －   －   －   

      　 国庫補助金収入 －   －   －   

       　その他の収入 －   2    2    

　　　　 利息の受取額 0    12    12    

     投資活動による収入 －   73,590    73,590    

     財務活動による収入 74,077    62,035    △ 12,042    

     前年度よりの繰越金 3,927    4,090    163    



資金計画（令和７年度）

[別紙２１]

雇用促進融資勘定 (単位：百万円)

区        分 年度計画額 決　算　額 差額 備考

 資金支出 208    477    269    

     業務活動による支出 72    71    △ 0    

       　業務支出 44    10    △ 35    

       　人件費 16    19    3    

       　管理諸費 11    42    31    

     投資活動による支出 －   154    154    

     財務活動による支出 －   －   －   

     次年度への繰越金 136    252    116    

 資金収入 208    477    269    

     業務活動による収入 119    137    18    

       　業務収入 47    65    17    

       　運営費交付金収入 27    27    －   

      　 国庫補助金収入 44    44    －   

       　その他の収入 －   －   －   

　　　　 利息の受取額 －   1    1    

     投資活動による収入 －   154    154    

     財務活動による収入 －   －   －   

     前年度よりの繰越金 89    187    98    



独立行政法人 勤労者退職金共済機構 

 

 

令和７事業年度業務実績等報告書添付資料 

 

 
 

添付資料① 令和７年度資産運用に関する評価報告書 

 

添付資料② 調達等合理化計画 



令和７年度

資産運用に関する評価報告書

令和８年６月 30 日

独立行政法人勤労者退職金共済機構

資 産 運 用 委 員 会            

添付資料①
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はじめに  

 

資 産 運 用 委 員 会 （ 以 下 「 当 委 員 会 」 と い う 。） は 、 中 小 企 業 退

職 金 共 済 法 第 六 十 九 条 の 二 ～ 第 六 十 九 条 の 四 に 基 づ き 、 独 立 行 政

法 人 勤 労 者 退 職 金 共 済 機 構 (以 下 「 機 構 」 と い う 。 )が 行 う 退 職

金 共 済 業 務 に 係 る 業 務 上 の 余 裕 金 の 運 用 に 関 す る 業 務 の

適 正 な 運 営 を 図 る た め に 設 置 さ れ た （ 委 員 名 簿 は P49 参

照 ） 。  

こ の 目 的 を 果 た す た め 、 当 委 員 会 は 、「 資 産 運 用 の 基 本 方 針 」

の 作 成 又 は 変 更 に 関 す る 審 議 や 、 業 務 上 の 余 裕 金 の 運 用

状 況 そ の 他 の 運 用 に 関 す る 業 務 の 実 施 状 況 の 監 視 、 そ の

他 重 要 事 項 に 関 す る 理 事 長 へ の 助 言 ・ 提 言 等 を 行 う こ と

と さ れ て い る 。  

令 和 ７ 年 度 に お い て も 、 ５ 回 開 催 さ れ た 当 委 員 会 の 場 で 、 機 構

の 資 産 運 用 業 務 に つ い て 様 々 な 側 面 ・ 観 点 か ら 審 議 し 、 意 見 を 述

べ て き た と こ ろ で あ る （ 開 催 実 績 は P51 参 照 ）。  

本 報 告 書 は 、 厚 生 労 働 大 臣 の 評 価 に 資 す る た め に 、 令 和 ７ 年 度

中 の 当 委 員 会 の 活 動 を 総 括 し つ つ 、 令 和 ７ 年 度 の 資 産 運 用 実 績 も

踏 ま え て 、 機 構 に よ る 資 産 運 用 業 務 に 対 す る 当 委 員 会 の 見 解 を 取

り ま と め た も の で あ る 。   

な お 、 評 価 の 基 準 と な る 「 資 産 運 用 の 基 本 方 針 」 に つ い て は 、

令 和 ４ 年 ７ 月 に 制 定 、 令 和 ６ 年 ７ 月 に 改 正 さ れ た も の を 使 用 し て

い る 。  

 

 

  

※ 数 値 の 端 数 処 理 に つ い て は 四 捨 五 入 と し て い る 。  
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略語、用語の説明  

 

・  中 退 共  

 一 般 の 中 小 企 業 退 職 金 共 済 制 度 を 指 す 。  

 

・  建 退 共  

 建 設 業 退 職 金 共 済 制 度 を 指 す 。  

 

・  清 退 共  

 清 酒 製 造 業 退 職 金 共 済 制 度 を 指 す 。  

 

・  林 退 共  

 林 業 退 職 金 共 済 制 度 を 指 す 。  

 

・  特 退 共  

 特 定 業 種 退 職 金 共 済 制 度 を 指 す 。 建 設 業 、 清 酒 製 造 業 、

及 び 林 業 が 、 特 定 業 種 と し て 指 定 さ れ て い る 。  

 

・  給 付 経 理  

 中 小 企 業 者 を 対 象 と し た 退 職 金 共 済 事 業 の 経 理 。  

 

・  特 別 給 付 経 理  

 中 小 企 業 者 以 外 の 者 で あ っ て 、 特 定 業 種 に 属 す る 事 業 の

事 業 主 を 対 象 と し た 退 職 金 共 済 事 業 の 経 理 。  

 

・  労 政 審  

 厚 生 労 働 省 労 働 政 策 審 議 会 中 小 企 業 退 職 金 共 済 部 会 を 指

す 。  
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・  付 加 退 職 金  

 中 退 共 に お い て 、 基 本 退 職 金 に 上 積 み す る も の で 、 運 用

収 入 の 状 況 等 に 応 じ て 定 め ら れ る 金 額 。 具 体 的 に は 、 掛 金

納 付 月 数 の 43 月 目 と そ の 後 12 か 月 ご と の 基 本 退 職 金 相 当

額 に 、 厚 生 労 働 大 臣 が 定 め る そ の 年 の 支 給 率 を 乗 じ て 得 た

額 を 、 退 職 時 ま で 累 計 し た 総 額 。 現 在 、 各 年 度 の 利 益 見 込

額 の ２ 分 の １ を 付 加 退 職 金 に 充 て る が 、 利 益 見 込 額 が 単 年

度 累 積 剰 余 金 積 立 目 標 額 の ２ 倍 を 下 回 る 場 合 は 、 当 該 目 標

額 を 優 先 的 に 剰 余 金 の 積 立 て に 充 て る こ と と さ れ て い る 。  

 令 和 ４ 年 度 決 定 分 か ら は 、 制 度 の 財 政 の 安 定 性 を 損 な わ

な い よ う な 取 扱 い に 見 直 す こ と が 適 当 と の 観 点 か ら 、 付 加

退 職 金 に 充 て る 額 に 上 限 1が 設 定 さ れ た 。 そ の 後 、 国 債 利 回

り が 予 定 運 用 利 回 り を 上 回 る な ど 、 金 融 環 境 が 大 き く 変 化

し た こ と に 鑑 み 、 令 和 ７ 年 度 決 定 分 か ら は 、 累 積 剰 余 金 額

が 積 立 目 標 額 を 上 回 っ て い る 場 合 は こ の 上 限 を 適 用 し な い

こ と と さ れ た 。  

 

・  中 期 目 標  

 中 期 目 標 管 理 型 の 独 立 行 政 法 人 に 対 し 、 主 務 大 臣 が 指 示

す る 、 業 務 運 営 に 関 す る 目 標 を 指 す 。 機 構 の 中 期 目 標 期 間

は ５ 年 間 。  

 

・  中 期 計 画  

 独 立 行 政 法 人 が 、 主 務 大 臣 に 指 示 さ れ た 中 期 目 標 を 達 成

す る た め に 定 め る 計 画 で あ り 、 主 務 大 臣 に よ る 認 可 を 受 け

て 策 定 さ れ る 。  

  

 
1 前 年 度 の 決 算 に お け る 累 積 剰 余 金 の 額 × 0 . 0 1（ 0 . 0 1 は 予 定 運 用 利 回 り ）。  
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１ .  概論  

〔 運 用 実 績 〕  

・   機 構 は 、 清 退 共 （ 特 別 給 付 経 理 ） を 除 く ５ 経 理 の 委 託 運

用 部 分 を 合 同 運 用 し て い る 。 令 和 ７ 年 度 に お け る 当 該 ５ 経

理 の 収 益 率 実 績 は 、 基 本 ポ ー ト フ ォ リ オ 設 定 時 の 期 待 収 益

率 2を 上 回 っ た 。  

・   収 益 率 実 績 は 、 自 家 運 用 部 分 に お い て は 、 各 経 理 の 期 待

収 益 率 と 大 き な 差 異 は な か っ た 。 委 託 運 用 部 分 に お い て

は 、 市 場 収 益 要 因 （ 委 託 運 用 の ベ ン チ マ ー ク 収 益 率 と 期 待

収 益 率 の 差 異 、 以 下 同 じ ） が マ イ ナ ス 寄 与 し た も の の 、 超

過 収 益 要 因 （ 委 託 運 用 の 収 益 率 実 績 と ベ ン チ マ ー ク 収 益 率

と の 差 異 、 以 下 同 じ ） が 大 幅 プ ラ ス 寄 与 と な っ た こ と を 背

景 に 、 期 待 収 益 率 を 大 き く 上 回 っ た 。  

・   上 記 の 運 用 実 績 を 受 け た 、 各 経 理 の 令 和 ７ 年 度 末 の 利 益

剰 余 金 を み る と 、 ま ず 中 退 共 （ 給 付 経 理 ） で は 、 5,492 億 円

と 前 年 度 末 対 比 82 億 円 増 加 し た 。 向 こ う ５ 年 間 に 想 定 し 得

る 最 悪 の 状 況 で 発 生 す る 損 失 額 （ 以 下 「 想 定 損 失 額 」 と い

う 。） を 上 回 る 水 準 は 維 持 し て お り 、 財 務 基 盤 に 特 段 の 不 安

は な い 。  

・   建 退 共 （ 給 付 経 理 ） で は 、 利 益 剰 余 金 は 770 億 円 と 前 年

度 末 対 比 36 億 円 増 加 し た 。 中 退 共 同 様 、 想 定 損 失 額 を 上 回

る 水 準 は 維 持 し て お り 、 財 務 基 盤 に 特 段 の 不 安 は な い 。  

・   清 退 共 （ 給 付 経 理 ） で は 、 利 益 剰 余 金 は 23 億 円 と 前 年 度

末 対 比 微 減 と な っ た 。 責 任 準 備 金 の ２ 倍 と い う 極 め て 高 い

水 準 が 維 持 さ れ て お り 、 財 務 基 盤 に 不 安 は な い 。  

・   林 退 共 （ 給 付 経 理 ） で は 、 累 積 欠 損 金 を 解 消 し 、 利 益 剰

余 金 は 0.2 億 円 と な っ た 。 令 和 ２ 年 に 策 定 し た 累 積 欠 損 金

 
2 基 本 ポ ー ト フ ォ リ オ 設 定 時 の 期 待 収 益 率 は 、 １ 年 毎 に 推 計 さ れ 、 ５ 年 間

通 算 の 利 回 り が 必 要 な 利 回 り に 見 合 う 水 準 に な る よ う に 設 定 さ れ て い る 。  
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解 消 計 画 を 上 回 る が 、 想 定 損 失 額 を 確 保 す る 水 準 に は 至 っ

て い な い 。  

〔 機 構 資 産 の 運 用 の 基 本 的 な 方 針 〕  

・   金 融 経 済 環 境 の 変 化 を 踏 ま え 、 基 本 ポ ー ト フ ォ リ オ の 検

証 を 実 施 し 、 令 和 ８ 年 10 月 を 目 途 に 予 定 運 用 利 回 り の 変 更

を 控 え る 建 退 共 の 基 本 ポ ー ト フ ォ リ オ 見 直 し を 行 っ た 。 ま

た 、 分 散 投 資 と 長 期 的 投 資 の 観 点 か ら の 運 用 受 託 機 関 管 理

に 加 え 、 令 和 ６ 年 度 か ら 引 き 続 い て 、 マ ネ ジ ャ ー ・ ス ト ラ

ク チ ャ ー の 見 直 し を 順 次 行 っ て い る 。 ま た サ ス テ ナ ビ リ テ

ィ 対 応 に つ い て も 積 極 的 に 進 め て い る 。 以 上 の よ う に 、 資

産 運 用 の 目 的 と の 関 係 で は 、 適 切 な 対 応 が な さ れ て い る 。  

・   資 産 運 用 の 目 標 と の 関 連 で は 、 今 第 ５ 期 中 期 目 標 に お い

て 、 機 構 の 資 産 運 用 評 価 方 法 が 、 定 性 目 標 と し て プ ロ セ ス

を 評 価 す る 形 に 見 直 さ れ て い る 。 令 和 ７ 年 度 の 運 用 実 績 は

上 述 の と お り 、 各 経 理 と も に 基 本 ポ ー ト フ ォ リ オ の 期 待 収

益 率 を 上 回 る 結 果 と な っ た 。 機 構 は こ の 収 益 上 振 れ に つ い

て 要 因 分 析 を 行 っ て 、 必 要 な 対 応 を 検 討 し て お り 、 適 切 な

行 動 を と っ て い る も の と 評 価 で き る 。  

〔 機 構 資 産 の 運 用 に 関 し 遵 守 す べ き 事 項 〕  

・   受 託 者 責 任 の 考 え 方 に つ い て は 、「 資 産 運 用 の 基 本 方 針 」

等 に 反 映 さ れ る と と も に 、 役 職 員 へ の 周 知 ・ 共 有 が 適 切 に

図 ら れ て い る も の と 評 価 で き る 。  

〔 機 構 資 産 の 運 用 に お け る 長 期 的 な 観 点 か ら の 資 産 の 構 成 に 関

す る 事 項 〕  

・   基 本 ポ ー ト フ ォ リ オ に つ い て は 、 重 要 な 前 提 条 件 で あ る

金 融 経 済 情 勢 の 変 化 に つ い て 検 討 し 、 中 退 共 、 清 退 共 、 林

退 共 に つ い て は 基 本 ポ ー ト フ ォ リ オ を 見 直 す ほ ど の 変 化 は

な い と 判 断 し た 。 一 方 、 予 定 運 用 利 回 り の 変 更 を 控 え る 建

退 共 に つ い て は 、 基 本 ポ ー ト フ ォ リ オ 見 直 し を 実 施 し た 。
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そ れ ぞ れ 適 切 な 手 順 を 踏 ん で 検 討 を 行 っ た も の と 評 価 で き

る 。  

・   運 用 手 法 に つ い て は 、「 金 利 の あ る 世 界 」 の 定 着 に 伴 っ

て 、 資 金 流 動 性 管 理 の 強 化 が 重 要 に な っ て い る と 認 識 し 、

対 応 方 針 策 定 を 行 っ て い る 。 時 宜 に あ っ た 取 組 で あ る と 評

価 す る 。 ま た 、 運 用 資 産 の 多 様 化 に 向 け て オ ル タ ナ テ ィ ブ

投 資 の 検 討 を 開 始 し た こ と に つ い て は 、 引 き 続 き 注 意 深 く

取 り 組 む こ と を 期 待 す る 。  

・   運 用 受 託 機 関 の 選 定 ・ 評 価 に つ い て は 、 定 期 的 な 書 面 報

告 と 面 談 、 更 に は 随 時 の 情 報 提 供 依 頼 な ど を 通 じ て 適 切 に

実 施 さ れ て い る 。 ま た 、 ア ク テ ィ ブ 運 用 に つ い て は 、 令 和

６ 年 度 に 引 き 続 い て 、 マ ネ ジ ャ ー ・ ス ト ラ ク チ ャ ー 見 直 し

を 順 次 進 め て お り 、 ま た マ ネ ジ ャ ー ・ エ ン ト リ ー 制 度 の 導

入 も 行 っ た 。 そ れ ぞ れ 適 切 な 対 応 を 進 め て い る と 評 価 す

る 。  

・   リ ス ク 管 理 に つ い て は 、 資 産 全 体 と し て の リ ス ク 量 （ 即

ち 、 想 定 損 失 額 ） の 定 期 的 把 握 に 加 え 、 リ バ ラ ン ス の 実 施

に よ る 資 産 構 成 割 合 の 適 切 な 管 理 や 、 個 々 の フ ァ ン ド の ト

ラ ッ キ ン グ エ ラ ー （ TE） 3等 を 用 い た リ ス ク テ イ ク 状 況 の モ

ニ タ リ ン グ が 行 わ れ て お り 、 適 切 に 対 応 さ れ て い る も の と

評 価 す る 。 今 後 も リ ス ク 管 理 手 法 及 び 報 告 体 制 に つ い て 、

実 効 性 の 向 上 に 向 け た 継 続 的 な 改 善 を 期 待 す る 。  

〔 ガ バ ナ ン ス 体 制 〕  

・   厚 生 労 働 省 や 労 政 審 に 対 し て は 、 毎 年 度 実 施 し て い る 、

中 退 共 の 付 加 退 職 金 支 給 率 の 算 定 に 向 け た 利 益 見 込 額 等 の

情 報 提 供 な ど 、 必 要 な 資 産 運 用 関 連 デ ー タ を 適 時 適 切 に 提

供 し て き た 。 関 係 機 関 へ の 情 報 提 供 責 任 を 適 切 に 果 た し て

 
3 フ ァ ン ド と ベ ン チ マ ー ク の 収 益 率 の 乖 離 度 合 い を 表 す 数 値 。  
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い る と 評 価 で き る 。  

・  ス チ ュ ワ ー ド シ ッ プ 活 動 に つ い て は 、 平 成 30 年 度 に 活 動

を 活 発 化 さ せ て か ら ８ 年 目 に 入 っ た 。 大 手 金 融 機 関 及 び そ

の グ ル ー プ の ト ッ プ マ ネ ジ メ ン ト と 理 事 長 と の 面 談 （ 以 下

「 ト ッ プ 面 談 」 と い う 。）、 実 務 レ ベ ル で の エ ン ゲ ー ジ メ ン

ト 実 施 部 署 と の 意 見 交 換 と い う 複 層 的 か つ 充 実 し た 活 動 を

継 続 し て い る 点 は 、 積 極 的 に 評 価 で き る 。  

令 和 ７ 年 度 は 日 本 版 ス チ ュ ワ ー ド シ ッ プ ・ コ ー ド 第 三 次

改 訂 版 の 受 入 れ 、 昨 年 に 続 く 責 任 投 資 活 動 報 告 書 の 公 表 、

及 び ア セ ッ ト オ ー ナ ー ・ プ リ ン シ プ ル に 関 す る 取 組 状 況 の

公 表 を 行 っ た 。 公 的 ア セ ッ ト オ ー ナ ー と し て 、 ス チ ュ ワ ー

ド シ ッ プ 責 任 を 十 分 に 果 た す こ と を 目 指 す 姿 勢 は 、 適 切 な

も の と 評 価 で き る 。  

〔 総 括 〕  

・   上 述 の と お り 、 機 構 に お け る 令 和 ７ 年 度 中 の 資 産 運 用

は 、 環 境 変 化 に 的 確 に 対 応 し つ つ 、 運 用 の 目 的 に 則 し 、 運

用 の 目 標 を 踏 ま え て 適 切 に 実 施 さ れ て い る も の と 評 価 で き

る 。  

・   機 構 は 、 基 本 ポ ー ト フ ォ リ オ の 期 待 収 益 率 と 収 益 率 実 績

と の 差 異 の 要 因 を 分 析 し 、 か つ 金 融 経 済 情 勢 等 の 重 要 な 前

提 条 件 の 変 化 を 検 討 し た う え で 、 建 退 共 に つ い て 基 本 ポ ー

ト フ ォ リ オ の 見 直 し を 実 施 し た 。 ま た 令 和 ６ 年 度 に 引 き 続

き 、 マ ネ ジ ャ ー ・ ス ト ラ ク チ ャ ー の 見 直 し を 進 め た 。 こ れ

ら は プ ロ セ ス 責 任 を 果 た し 、 運 用 の 目 標 達 成 に 向 け た 取 組

を 適 切 に 行 っ て い る も の と 評 価 で き る 。  

ま た 同 時 に 、 活 発 な ス チ ュ ワ ー ド シ ッ プ 活 動 を 継 続 し 、

ア セ ッ ト オ ー ナ ー ・ プ リ ン シ プ ル に 関 す る 取 組 状 況 の 公 表

を 行 う な ど 公 的 ア セ ッ ト オ ー ナ ー と し て の 責 任 を 果 た す べ

く 行 動 し て い る こ と も 、 評 価 で き る 。  
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以 上 の 取 組 に つ い て は 当 委 員 会 に お い て 継 続 的 に 確 認 ・

審 議 が 行 わ れ て お り 、 機 構 の 運 用 管 理 体 制 の 整 備 は 着 実 に

進 展 し て い る 。  

・   機 構 が 、 資 金 流 動 性 の 管 理 、 運 用 資 産 の 多 様 化 の 検 討 、

リ ス ク 管 理 の 強 化 、 ALM 4観 点 で の 経 理 の 将 来 収 支 確 認 、 人

材 の 確 保 及 び 育 成 と い っ た 諸 項 目 に つ い て 、 今 後 注 力 し て

い く べ き 分 野 と し て 意 識 し て い る こ と を 確 認 し た 。  

当 委 員 会 と し て は 、 引 き 続 き 、 受 益 者 の 利 益 を 最 優 先

に 、 長 期 的 ・ 安 定 的 な 運 用 の 確 保 に 向 け た 監 視 ・ 助 言 を 行

っ て い く 必 要 が あ る と 考 え る 。  

・   以 下 に 項 目 ご と に 敷 衍 す る 。   

 
4 「 資 産 と 負 債 の 総 合 管 理 」 を 指 す 。 リ ス ク 管 理 手 法 の 一 種 。  
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２ .  運用実績  

（ 1）  中 退 共 （ 給 付 経 理 ）  

ア ． 運 用 実 績  

 
※ 1  必 要 な 利 回 り は 、 予 定 運 用 利 回 り と 業 務 経 費 率 の 和 で あ る 。  
※ 2  基 本 ポ ー ト フ ォ リ オ の 期 待 収 益 率 は 、 金 融 経 済 環 境 の 見 通 し を

前 提 に １ 年 ご と に 推 計 し 、 ５ 年 間 通 算 の 利 回 り が 必 要 な 利 回 り に
見 合 う 水 準 に な る よ う に 設 定 し て い る 。 本 表 の 期 待 収 益 率 （ Ａ ）
は 、 基 本 ポ ー ト フ ォ リ オ 策 定 時 点 の 年 度 別 内 訳 で あ る 。 令 和 ３ 年
度 ～ ５ 年 度 に つ い て は 令 和 ３ 年 度 改 定 の 、 令 和 ６ 年 度 ～ ７ 年 度 に
つ い て は 令 和 ６ 年 度 改 定 の 基 本 ポ ー ト フ ォ リ オ （ ５ 年 間 平 均 期 待
収 益 率 は 1 . 1％ ） に 基 づ く 。  

 
 
 
 
 
 
 

【中退共（給付経理）　運用状況】　（収益率実績は委託手数料控除後） （単位：％）

令和 令和 令和 令和 令和 5年平均

3 4 5 6 7 (R3～

年度 年度 年度 年度 年度 R7）

予定運用利回り（年率） 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00

必要な利回り（年率） 1.10 1.10 1.10 1.10 1.10 1.10

期待収益率　（A) 1.68 1.17 0.99 0.71 1.25 1.16

うち自家運用（簿価） 0.50 0.44 0.36 0.42 0.50 0.44

うち委託運用（時価） 3.23 2.13 1.81 1.10 2.23 2.10

収益率実績      （B） 0.78 △ 0.68 4.50 △ 0.75 1.64 1.08

うち自家運用（簿価） 0.44 0.35 0.39 0.53 0.72 0.49

うち委託運用（時価） 1.25 △ 2.04 10.16 △ 2.36 2.84 1.87

実績－期待　　（B-A） △ 0.90 △ 1.85 3.51 △ 1.47 0.39 △ 0.08

うち自家運用（簿価） △ 0.06 △ 0.09 0.03 0.12 0.22 0.04

うち委託運用（時価） △ 1.98 △ 4.17 8.35 △ 3.46 0.61 △ 0.23

市場収益要因 △ 1.25 △ 4.20 6.43 △ 3.41 △ 0.59 △ 0.67

超過収益要因 △ 0.62 0.12 2.03 0.03 1.28 0.54

資産配分効果 △ 0.48 0.03 1.70 0.17 0.67 0.42

個別資産効果 △ 0.35 0.13 0.26 △ 0.17 0.61 0.10

複合効果 0.20 △ 0.04 0.06 0.03 △ 0.00 0.02

手数料要因 △ 0.11 △ 0.10 △ 0.11 △ 0.08 △ 0.08 △ 0.10

※1

※4

※4

※2、3

※4

【中退共（給付経理）　現行基本ポートフォリオ（R6策定）の年度別期待収益率】 （単位：％）

令和 令和 令和 令和 令和 5年平均

6 7 8 9 10 (R6～

年度 年度 年度 年度 年度 R10）
（７月以降）

期待収益率 0.71 1.25 1.11 1.26 1.25 1.10
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※ 3  令 和 ３ 年 度 は 基 本 ポ ー ト フ ォ リ オ 見 直 し を 行 い 、 1 0 月 に 新 基 本
ポ ー ト フ ォ リ オ に 移 行 し た 。 そ の 後 令 和 ６ 年 度 に も 見 直 し を 行
い 、 ７ 月 に 新 基 本 ポ ー ト フ ォ リ オ に 移 行 し た 。 向 こ う ５ 年 間 の 平
均 期 待 収 益 率 は 、「 資 産 運 用 の 基 本 方 針 」 に 定 め ら れ た 運 用 の 目 標
を 踏 ま え 、 引 き 続 き 、 予 定 運 用 利 回 り 年 1 . 0％ と 業 務 経 費 率 0 . 1％
を 加 え た 必 要 な 利 回 り の 水 準 （ 年 1 . 1％ ） に 設 定 さ れ た 。  

※ 4  自 家 運 用 （ 簿 価 ） に は 生 命 保 険 資 産 と 有 価 証 券 信 託 を 含 む 。  
 

 

 

※    自 家 運 用 （ 簿 価 ） に は 生 命 保 険 資 産 と 有 価 証 券 信 託 を 含 む 。  
 

・   令 和 ７ 年 度 の 資 産 全 体 の 収 益 率 実 績 は +1.64％ と な り 、 同

年 度 の 基 本 ポ ー ト フ ォ リ オ 期 待 収 益 率 +1.25％ を 0.39％ 上 回

っ た 。内 訳 を み る と 、自 家 運 用 、委 託 運 用 と も 、収 益 率 実 績

が 期 待 収 益 率 を 上 回 っ て い る が 、主 と し て 委 託 運 用 の 収 益 率

実 績 が +2.84％ と 、同 期 待 収 益 率 +2.23％ を 上 回 っ た（ +0.61％ ）

こ と が 影 響 し て い る 。資 産 全 体 の 運 用 損 益 額 は +903 億 円 と な

っ た 。 内 訳 は 、 自 家 運 用 が +223 億 円 、 委 託 運 用 が +680 億 円

で あ る 。  

・   委 託 運 用 の 収 益 率 実 績 が 期 待 収 益 率 を 上 回 っ た 要 因 を み

る と 、 市 場 収 益 要 因 が △ 0.59％ と マ イ ナ ス 寄 与 し た 一 方 で 、

超 過 収 益 要 因 が +1.28％ と 大 き く プ ラ ス 寄 与 し た こ と が 影 響

し て い る 。  

・   超 過 収 益 要 因 の 寄 与 の 内 訳 を み る と 、 資 産 配 分 効 果 が

+0.67％ 、個 別 資 産 効 果 が +0.61％ と 、両 効 果 と も に プ ラ ス に

寄 与 し て い る 。  

・   資 産 配 分 効 果 の プ ラ ス は 、収 益 率 が 高 か っ た 国 内 外 の 株 式

の 資 産 構 成 割 合 が 基 本 ポ ー ト フ ォ リ オ 対 比 で 高 め に 推 移 し 、

【中退共（給付経理）　運用損益】　（委託手数料控除後） （単位：億円）

令和 令和 令和 令和 令和 5年累計

3 4 5 6 7 (R3～

年度 年度 年度 年度 年度 R7）

運用損益 410 △ 360 2,388 △ 418 903 2,924

うち自家運用（簿価） 132 105 121 165 223 745

うち委託運用（時価） 279 △ 465 2,267 △ 582 680 2,179

※
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収 益 率 が 低 か っ た 国 内 債 券 の 資 産 構 成 割 合 が 基 本 ポ ー ト フ

ォ リ オ 対 比 で 低 め に 推 移 し た こ と に よ る 。リ バ ラ ン ス ル ー ル

に 則 り 、 年 度 内 に ４ 回 の 資 産 間 リ バ ラ ン ス を 実 施 し て お り

（ 後 述 ５ .（ 4）ウ ．参 照 ）、資 産 配 分 効 果 の 振 れ 幅 は 一 定 程 度

抑 え ら れ た も の と み ら れ る 。  

・   個 別 資 産 効 果 は 、手 数 料 率 を 勘 案 し て も プ ラ ス と な っ て お

り 、全 体 と し て 機 能 し て い る と 評 価 で き る 。引 き 続 き 、運 用

受 託 機 関 を 適 切 に 選 定 、評 価 及 び 管 理 し て い く こ と を 期 待 す

る 。  

 

イ ． 利 益 剰 余 金  

 

※ 1  必 要 な 利 益 剰 余 金 は 、 向 こ う ５ 年 間 を 対 象 と し た モ ン テ カ ル ロ
シ ミ ュ レ ー シ ョ ン に お け る 下 位 １ パ ー セ ン タ イ ル 水 準 の 想 定 損 失
額 で あ り 、 機 構 が 算 出 し た 額 で あ る 。  

※ 2  付 加 退 職 金 は 、 厚 生 労 働 大 臣 が 定 め た 支 給 率 を も と に 機 構 で 算
出 し た 金 額 で あ る 。  
 

・   前 述 の よ う な 運 用 状 況 に よ り 、 令 和 ７ 年 度 の 当 期 損 益 金

の 見 込 額 が プ ラ ス と な り 、 令 和 ７ 年 度 決 定 分 の 付 加 退 職 金

支 給 率 は 0.0061、 金 額 は 282 億 円 と な っ た 。 令 和 ７ 年 度 末

の 利 益 剰 余 金 は 5,492 億 円 と な り 、 令 和 ６ 年 度 末 の 水 準

5,410 億 円 か ら 82 億 円 増 加 し た 。  

・   令 和 ７ 年 度 末 の 利 益 剰 余 金 水 準 は 、 想 定 損 失 額 を 上 回 る

水 準 を 維 持 し て い る 。 財 務 基 盤 に 特 段 の 不 安 は な い も の と

判 断 さ れ る 。   

【中退共（給付経理）　利益剰余金の推移】 （単位：億円）

令和 令和 令和 令和 令和 令和

2 3 4 5 6 7

年度末 年度末 年度末 年度末 年度末 年度末

5,025 5,290 5,218 5,276 4,024 3,120

5,317 5,272 4,475 6,331 5,410 5,492

292 △18 △743 1,055 1,386 2,372

599 - - 45 - 282

必要な利益剰余金　（A)

利益剰余金　（B）

利益剰余金過不足（B-A）

付加退職金

※1

※2
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（ 2）  建 退 共 （ 給 付 経 理 ）  

ア ． 運 用 実 績  

 
※ 1  令 和 ３ 年 1 0 月 １ 日 に 予 定 運 用 利 回 り を 改 定 し た 。 令 和 ３ 年 度

の 予 定 運 用 利 回 り の 数 値 は 、 改 定 後 の も の で あ る 。  
※ 2  必 要 な 利 回 り は 手 帳 更 新 期 間 等 に よ り 変 動 す る た め 、 利 益 剰 余

金 水 準 が 増 減 し な い 水 準 の 利 回 り を 事 後 的 に 計 算 し て 必 要 な 利 回
り と し て い る 。 令 和 ４ 年 度 以 降 は 、 令 和 ４ 年 度 に 見 直 し た 計 算 式
に よ る 数 値 を 記 載 し て い る 。  

※ 3  基 本 ポ ー ト フ ォ リ オ の 期 待 収 益 率 は 、 金 融 経 済 環 境 の 見 通 し を
前 提 に １ 年 ご と に 推 計 し 、 ５ 年 間 通 算 の 利 回 り が 必 要 な 利 回 り に
見 合 う 水 準 に な る よ う に 設 定 し て い る 。 本 表 の 期 待 収 益 率 （ Ａ ）
は 、 基 本 ポ ー ト フ ォ リ オ 策 定 時 点 の 年 度 別 内 訳 で あ る 。 令 和 ３ 年
度 に つ い て は 平 成 2 7 年 度 改 定 の 、 令 和 ４ 年 度 ～ ５ 年 度 に つ い て は
令 和 ４ 年 度 改 定 の 、 令 和 ６ 年 度 ～ ７ 年 度 に つ い て は 令 和 ６ 年 度 改
定 の 基 本 ポ ー ト フ ォ リ オ （ ５ 年 間 平 均 期 待 収 益 率 は 0 . 9 7％ ） に 基
づ く 。  

 
 
 

【建退共（給付経理）　運用状況】　（収益率実績は委託手数料控除後） （単位：％）

令和 令和 令和 令和 令和 5年平均

3 4 5 6 7 (R3～

年度 年度 年度 年度 年度 R7）

予定運用利回り（年率） 1.30 1.30 1.30 1.30 1.30 1.30

必要な利回り（年率） 1.88 0.95 0.95 1.03 1.03 1.17

期待収益率　（A) 1.27 1.03 0.89 0.66 1.05 0.98

うち自家運用（簿価） 0.60 0.53 0.46 0.46 0.51 0.51

うち委託運用（時価） 2.62 2.13 1.81 1.10 2.23 1.98

収益率実績      （B） 1.03 △ 0.35 3.50 △ 0.49 1.29 0.99

うち自家運用（簿価） 0.52 0.44 0.45 0.47 0.52 0.48

うち委託運用（時価） 2.18 △ 2.04 10.16 △ 2.36 2.84 2.06

実績－期待　　（B-A） △ 0.24 △ 1.38 2.61 △ 1.15 0.24 0.01

うち自家運用（簿価） △ 0.08 △ 0.09 △ 0.01 0.01 0.01 △ 0.03

うち委託運用（時価） △ 0.44 △ 4.17 8.35 △ 3.46 0.61 0.08

市場収益要因 △ 1.24 △ 4.20 6.43 △ 3.41 △ 0.59 △ 0.67

超過収益要因 1.03 0.12 2.03 0.03 1.28 0.87

資産配分効果 0.07 0.03 1.70 0.17 0.67 0.53

個別資産効果 0.60 0.13 0.26 △ 0.17 0.61 0.29

複合効果 0.35 △ 0.04 0.06 0.03 △ 0.00 0.06

手数料要因 △ 0.23 △ 0.10 △ 0.11 △ 0.08 △ 0.08 △ 0.12

※1

※4

※4

※3

※4

※5

※2
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※ 4  自 家 運 用 （ 簿 価 ） に は 生 命 保 険 資 産 と 有 価 証 券 信 託 を 含 む 。  
※ 5  令 和 ３ 年 度 は 、 既 存 包 括 信 託 契 約 解 約 の 令 和 ４ 年 ３ 月 ２ 日 ま で

の 手 数 料 で あ る 。  
 

 

 

※    自 家 運 用 （ 簿 価 ） に は 生 命 保 険 資 産 と 有 価 証 券 信 託 を 含 む 。  
 

・   令 和 ７ 年 度 の 資 産 全 体 の 収 益 率 実 績 は +1.29％ と な り 、 同

年 度 の 基 本 ポ ー ト フ ォ リ オ 期 待 収 益 率 +1.05％ を 0.24％ 上 回

っ た 。内 訳 を み る と 、自 家 運 用 、委 託 運 用 と も 、収 益 率 実 績

が 期 待 収 益 率 を 上 回 っ て い る が 、主 と し て 委 託 運 用 の 収 益 率

実 績 が +2.84％ と 、同 期 待 収 益 率 +2.23％ を 上 回 っ た（ +0.61％ ）

こ と が 影 響 し て い る 。  

・   委 託 運 用 に 係 る 評 価 は 、 中 退 共 と 同 様 で あ る 5。  

・   資 産 全 体 の 運 用 損 益 額 は +134 億 円 と な っ た 。 内 訳 は 、 自

家 運 用 が +36 億 円 、 委 託 運 用 が +98 億 円 で あ る 。  

 

 

 

 

 
5 令 和 ４ 年 度 か ら 中 退 共 と 合 同 運 用 を 行 っ て い る た め 。  

【建退共（給付経理）　運用損益】　（委託手数料控除後） （単位：億円）

令和 令和 令和 令和 令和 5年累計

3 4 5 6 7 (R3～

年度 年度 年度 年度 年度 R7）

運用損益 107 △ 36 360 △ 51 134 514

うち自家運用（簿価） 35 31 32 33 36 167

うち委託運用（時価） 72 △ 67 328 △ 84 98 347

※

【建退共（給付経理）　現行基本ポートフォリオ（R6策定）の年度別期待収益率】 （単位：％）

令和 令和 令和 令和 令和 5年平均

6 7 8 9 10 (R6～

年度 年度 年度 年度 年度 R10）
（７月以降）

期待収益率 0.66 1.05 0.97 1.09 1.12 0.97
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イ ． 利 益 剰 余 金   

 

※  必 要 な 利 益 剰 余 金 は 、 向 こ う ５ 年 間 を 対 象 と し た モ ン テ カ ル ロ
シ ミ ュ レ ー シ ョ ン に お け る 下 位 １ パ ー セ ン タ イ ル 水 準 の 想 定 損 失
額 で あ り 、 機 構 が 算 出 し た 額 で あ る 。  
 

・   前 述 の 運 用 実 績 の 結 果 、 令 和 ７ 年 度 末 の 利 益 剰 余 金 は 770

億 円 と な り 、 令 和 ６ 年 度 末 の 水 準 734 億 円 か ら 36 億 円 増 加

し た 。  

・   令 和 ７ 年 度 末 の 利 益 剰 余 金 水 準 は 想 定 損 失 額 を 上 回 る 水

準 を 維 持 し て い る 。 財 務 基 盤 に 特 段 の 不 安 は な い も の と 判

断 さ れ る 。  

  

【建退共（給付経理）　利益剰余金の推移】 （単位：億円）

令和 令和 令和 令和 令和 令和

2 3 4 5 6 7

年度末 年度末 年度末 年度末 年度末 年度末

1,345 829 738 790 613 535

811 725 600 871 734 770

△534 △104 △138 81 121 235

必要な利益剰余金　（A)

利益剰余金　（B）

利益剰余金過不足（B-A）

※
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（ 3）  建 退 共 （ 特 別 給 付 経 理 ）  

ア ． 運 用 実 績  

 
※ 1  令 和 ３ 年 1 0 月 １ 日 に 予 定 運 用 利 回 り を 改 定 し た 。 令 和 ３ 年 度

の 予 定 運 用 利 回 り の 数 値 は 、 改 定 後 の も の で あ る 。  
※ 2  必 要 な 利 回 り は 手 帳 更 新 期 間 等 に よ り 変 動 す る た め 、 利 益 剰 余

金 水 準 が 増 減 し な い 水 準 の 利 回 り を 事 後 的 に 計 算 し て 必 要 な 利 回
り と し て い る 。 令 和 ４ 年 度 以 降 は 、 令 和 ４ 年 度 に 見 直 し た 計 算 式
に よ る 数 値 を 記 載 し て い る 。  

※ 3  基 本 ポ ー ト フ ォ リ オ の 期 待 収 益 率 は 、 金 融 経 済 環 境 の 見 通 し を
前 提 に １ 年 ご と に 推 計 し 、 ５ 年 間 通 算 の 利 回 り が 必 要 な 利 回 り に
見 合 う 水 準 に な る よ う に 設 定 し て い る 。 本 表 の 期 待 収 益 率 （ Ａ ）
は 、 基 本 ポ ー ト フ ォ リ オ 策 定 時 点 の 年 度 別 内 訳 で あ る 。 令 和 ３ 年
度 に つ い て は 平 成 2 7 年 度 改 定 の 、 令 和 ４ 年 度 ～ ５ 年 度 に つ い て は
令 和 ４ 年 度 改 定 の 、 令 和 ６ 年 度 ～ ７ 年 度 に つ い て は 令 和 ６ 年 度 改
定 の 基 本 ポ ー ト フ ォ リ オ （ ５ 年 間 平 均 期 待 収 益 率 は 0 . 8 7％ ） に 基
づ く 。  

 
 
 

【建退共（特別給付経理）　運用状況】　（収益率実績は委託手数料控除後） （単位：％）

令和 令和 令和 令和 令和 5年平均

3 4 5 6 7 (R3～

年度 年度 年度 年度 年度 R7）

予定運用利回り（年率） 1.30 1.30 1.30 1.30 1.30 1.30

必要な利回り（年率） 2.10 1.21 1.21 1.51 1.51 1.51

期待収益率　（A) 1.28 0.90 0.76 0.56 0.96 0.89

うち自家運用（簿価） 0.44 0.33 0.27 0.31 0.37 0.34

うち委託運用（時価） 2.33 2.13 1.81 1.10 2.23 1.92

収益率実績      （B） 0.94 △ 0.51 3.47 △ 0.67 1.24 0.88

うち自家運用（簿価） 0.35 0.21 0.23 0.28 0.34 0.28

うち委託運用（時価） 1.68 △ 2.04 10.16 △ 2.36 2.84 1.96

実績－期待　　（B-A） △ 0.34 △ 1.41 2.71 △ 1.23 0.28 △ 0.01

うち自家運用（簿価） △ 0.09 △ 0.12 △ 0.04 △ 0.03 △ 0.03 △ 0.06

うち委託運用（時価） △ 0.65 △ 4.17 8.35 △ 3.46 0.61 0.04

市場収益要因 △ 1.50 △ 4.20 6.43 △ 3.41 △ 0.59 △ 0.72

超過収益要因 1.08 0.12 2.03 0.03 1.28 0.88

資産配分効果 0.41 0.03 1.70 0.17 0.67 0.60

個別資産効果 0.32 0.13 0.26 △ 0.17 0.61 0.23

複合効果 0.34 △ 0.04 0.06 0.03 △ 0.00 0.05

手数料要因 △ 0.23 △ 0.10 △ 0.11 △ 0.08 △ 0.08 △ 0.12

※1

※4

※4

※3

※4

※2

※5
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※ 4  自 家 運 用 （ 簿 価 ） に は 生 命 保 険 資 産 を 含 む 。  
※ 5  令 和 ３ 年 度 は 、 既 存 包 括 信 託 契 約 解 約 の 令 和 ４ 年 ３ 月 ２ 日 ま で

の 手 数 料 で あ る 。  
 

 

 

※    自 家 運 用 （ 簿 価 ） に は 生 命 保 険 資 産 を 含 む 。  
 

・   令 和 ７ 年 度 の 資 産 全 体 の 収 益 率 実 績 は +1.24％ と な り 、 同

年 度 の 基 本 ポ ー ト フ ォ リ オ 期 待 収 益 率 +0.96％ を 0.28％ 上 回

っ た 。内 訳 を み る と 、自 家 運 用 の 収 益 率 実 績 が 期 待 収 益 率 を

小 幅 に 下 回 っ た（ △ 0.03％ ）一 方 で 、委 託 運 用 の 収 益 率 実 績

が +2.84％ と 、同 期 待 収 益 率 +2.23％ を 上 回 っ た（ +0.61％ ）こ

と が 影 響 し て い る 。  

・   委 託 運 用 に 係 る 評 価 は 、 中 退 共 と 同 様 で あ る 6。  

・   資 産 全 体 の 運 用 損 益 額 は +353 百 万 円 と な っ た 。内 訳 は 、自

家 運 用 が +61 百 万 円 、 委 託 運 用 が +292 百 万 円 で あ る 。  

 
6 令 和 ４ 年 度 か ら 中 退 共 と 合 同 運 用 を 行 っ て い る た め 。  

【建退共（特別給付経理）　運用損益】　（委託手数料控除後） （単位：百万円）

令和 令和 令和 令和 令和 5年累計

3 4 5 6 7 (R3～

年度 年度 年度 年度 年度 R7）

運用損益 293 △ 155 1,019 △ 197 353 1,313

うち自家運用（簿価） 55 44 47 53 61 260

うち委託運用（時価） 239 △ 199 973 △ 250 292 1,054

※

【建退共（特別給付経理）　現行基本ポートフォリオ（R6策定）の年度別期待収益率】 （単位：％）

令和 令和 令和 令和 令和 5年平均

6 7 8 9 10 (R6～

年度 年度 年度 年度 年度 R10）
（７月以降）

期待収益率 0.56 0.96 0.87 1.00 1.03 0.87
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イ ． 利 益 剰 余 金  

 

※  必 要 な 利 益 剰 余 金 は 、 向 こ う ５ 年 間 の モ ン テ カ ル ロ シ ミ ュ レ ー
シ ョ ン に お け る 下 位 １ パ ー セ ン タ イ ル 水 準 の 想 定 損 失 額 で あ り 、
機 構 が 算 出 し た 額 で あ る 。  
 利 益 剰 余 金 が 高 い 水 準 に 達 し て い る た め 、 モ ン テ カ ル ロ シ ミ ュ
レ ー シ ョ ン の 実 施 及 び 必 要 な 利 益 剰 余 金 の 算 出 は 、 令 和 元 年 度 末
以 降 省 略 し て い る 。  
 

・   前 述 の 運 用 実 績 の 結 果 、 令 和 ７ 年 度 末 の 利 益 剰 余 金 は 130

億 円 と な り 、 令 和 ６ 年 度 末 の 水 準 131 億 円 か ら １ 億 円 減 少

し た 。  

・   利 益 剰 余 金 の 水 準 は 、 責 任 準 備 金 （ 153 億 円 ） の ８ 割 強 に

達 し て お り 、 財 務 基 盤 に 不 安 の な い 水 準 を 確 保 し て い る 。  

  

【建退共（特別給付経理）　利益剰余金の推移】 （単位：億円）

令和 令和 令和 令和 令和 令和

2 3 4 5 6 7

年度末 年度末 年度末 年度末 年度末 年度末

- - - - - -

141 136 130 137 131 130

- - - - - -

必要な利益剰余金　（A)

利益剰余金　（B）

利益剰余金過不足（B-A）

※
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（ 4）  清 退 共 （ 給 付 経 理 ）  

ア ． 運 用 実 績   

 
※ 1  必 要 な 利 回 り は 手 帳 更 新 期 間 等 に よ り 変 動 す る た め 、 利 益 剰 余

金 水 準 が 増 減 し な い 水 準 の 利 回 り を 事 後 的 に 計 算 し て 必 要 な 利 回
り と し て い る 。 令 和 ４ 年 度 以 降 は 、 令 和 ４ 年 度 に 見 直 し た 計 算 式
に よ る 数 値 を 記 載 し て い る 。  

※ 2  基 本 ポ ー ト フ ォ リ オ の 期 待 収 益 率 は 、 金 融 経 済 環 境 の 見 通 し を
前 提 に １ 年 ご と に 推 計 し 、 ５ 年 間 通 算 の 利 回 り が 必 要 な 利 回 り に
見 合 う 水 準 に な る よ う に 設 定 し て い る 。 本 表 の 期 待 収 益 率 （ Ａ ）
は 、 基 本 ポ ー ト フ ォ リ オ 策 定 時 点 の 年 度 別 内 訳 で あ る 。 令 和 ３ 年
度 ～ ５ 年 度 に つ い て は 令 和 ３ 年 度 改 定 の 、 令 和 ６ 年 度 ～ ７ 年 度 に
つ い て は 令 和 ６ 年 度 改 定 の 基 本 ポ ー ト フ ォ リ オ （ ５ 年 間 平 均 期 待
収 益 率 は 0 . 6 2％ ） に 基 づ く 。  

 

 

【清退共（給付経理）　運用状況】　（収益率実績は委託手数料控除後） （単位：％）

令和 令和 令和 令和 令和 5年平均

3 4 5 6 7 (R3～

年度 年度 年度 年度 年度 R7）

予定運用利回り（年率） 2.30 2.30 2.30 2.30 2.30 2.30

必要な利回り（年率） 1.99 1.94 1.94 2.21 2.24 2.06

期待収益率　（A) 0.87 0.61 0.51 0.39 0.69 0.61

うち自家運用（簿価） 0.20 0.18 0.14 0.19 0.25 0.19

うち委託運用（時価） 3.23 2.13 1.81 1.10 2.23 2.10

収益率実績      （B） 0.44 △ 0.34 2.57 △ 0.48 0.95 0.62

うち自家運用（簿価） 0.21 0.19 0.16 0.20 0.25 0.20

うち委託運用（時価） 1.25 △ 2.04 10.16 △ 2.36 2.84 1.87

実績－期待　　（B-A） △ 0.43 △ 0.95 2.06 △ 0.88 0.26 0.01

うち自家運用（簿価） 0.01 0.01 0.02 0.01 0.00 0.01

うち委託運用（時価） △ 1.98 △ 4.17 8.35 △ 3.46 0.61 △ 0.23

市場収益要因 △ 1.25 △ 4.20 6.43 △ 3.41 △ 0.59 △ 0.67

超過収益要因 △ 0.62 0.12 2.03 0.03 1.28 0.54

資産配分効果 △ 0.48 0.03 1.70 0.17 0.67 0.42

個別資産効果 △ 0.35 0.13 0.26 △ 0.17 0.61 0.10

複合効果 0.20 △ 0.04 0.06 0.03 △ 0.00 0.02

手数料要因 △ 0.11 △ 0.10 △ 0.11 △ 0.08 △ 0.08 △ 0.10

※1

※2

【清退共（給付経理）　現行基本ポートフォリオ（R6策定）の年度別期待収益率】 （単位：％）

令和 令和 令和 令和 令和 5年平均

6 7 8 9 10 (R6～

年度 年度 年度 年度 年度 R10）
（７月以降）

期待収益率 0.39 0.69 0.63 0.71 0.72 0.62
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・   令 和 ７ 年 度 の 資 産 全 体 の 収 益 率 実 績 は +0.95％ と な り 、 同

年 度 の 基 本 ポ ー ト フ ォ リ オ 期 待 収 益 率 +0.69％ を 0.26％ 上 回

っ た 。内 訳 を み る と 、自 家 運 用 の 収 益 率 実 績 が 期 待 収 益 率 と

ほ ぼ 同 水 準 と な っ た 一 方 で 、 委 託 運 用 の 収 益 率 実 績 が

+2.84％ と 、同 期 待 収 益 率 +2.23％ を 上 回 っ た（ +0.61％ ）こ と

が 影 響 し て い る 。  

・   委 託 運 用 に 係 る 評 価 は 、 中 退 共 と 同 様 で あ る 7。  

・   資 産 全 体 の 運 用 損 益 額 は +32 百 万 円 と な っ た 。 内 訳 は 、 自

家 運 用 が +6 百 万 円 、 委 託 運 用 が +25 百 万 円 で あ る 。  

 

イ ． 利 益 剰 余 金  

 

※  必 要 な 利 益 剰 余 金 は 、 向 こ う ５ 年 間 を 対 象 と し た モ ン テ カ ル ロ
シ ミ ュ レ ー シ ョ ン に お け る 下 位 １ パ ー セ ン タ イ ル 水 準 の 想 定 損 失
額 で あ り 、 機 構 が 算 出 し た 額 で あ る 。  
 利 益 剰 余 金 が 高 い 水 準 に 達 し て い る た め 、 モ ン テ カ ル ロ シ ミ ュ
レ ー シ ョ ン の 実 施 及 び 必 要 な 利 益 剰 余 金 の 算 出 は 、 令 和 ４ 年 度 末
以 降 省 略 し て い る 。  
 

・   前 述 の 運 用 実 績 の 結 果 、 令 和 ７ 年 度 末 の 利 益 剰 余 金 は

 
7 令 和 ２ 年 度 か ら 中 退 共 と 合 同 運 用 を 行 っ て い る た め 。  

【清退共（給付経理）　運用損益】　（委託手数料控除後） （単位：百万円）

令和 令和 令和 令和 令和 5年累計

3 4 5 6 7 (R3～

年度 年度 年度 年度 年度 R7）

運用損益 16 △ 12 89 △ 17 32 108

うち自家運用（簿価） 6 5 4 5 6 26

うち委託運用（時価） 10 △ 17 85 △ 22 25 82

【清退共（給付経理）　利益剰余金の推移】 （単位：百万円）

令和 令和 令和 令和 令和 令和

2 3 4 5 6 7

年度末 年度末 年度末 年度末 年度末 年度末

419 439 - - - -

2,552 2,495 2,411 2,436 2,351 2,318

2,133 2,056 - - - -

必要な利益剰余金　（A)

利益剰余金　（B）

利益剰余金過不足（B-A）

※



 22 

2,318 百 万 円 と な り 、 令 和 ６ 年 度 末 の 水 準 2,351 百 万 円 か ら

33 百 万 円 減 少 し た 。  

・   利 益 剰 余 金 の 水 準 は 、 責 任 準 備 金 （ 1,037 百 万 円 ） の ２ 倍

以 上 に 達 し て お り 、 財 務 基 盤 に 不 安 の な い 水 準 を 確 保 し て

い る 。  

  



 23 

（ 5）  清 退 共 （ 特 別 給 付 経 理 ）  

ア ． 運 用 実 績

 
※ 1  必 要 な 利 回 り は 手 帳 更 新 期 間 等 に よ り 変 動 す る た め 、 利 益 剰 余

金 水 準 が 増 減 し な い 水 準 の 利 回 り を 事 後 的 に 計 算 し て 必 要 な 利 回
り と し て い る 。 令 和 ４ 年 度 以 降 は 、 令 和 ４ 年 度 に 見 直 し た 計 算 式
に よ る 数 値 を 記 載 し て い る 。  

※ 2  期 待 収 益 率 （ Ａ ） は 、 各 年 度 の 基 本 ポ ー ト フ ォ リ オ 検 証 時 の 期
待 収 益 率 で あ る 。  

 

【清退共（特別給付経理）　運用状況】　（収益率実績は委託手数料控除後） （単位：％）

令和 令和 令和 令和 令和 5年平均

3 4 5 6 7 (R3～

年度 年度 年度 年度 年度 R7）

予定運用利回り（年率） 2.30 2.30 2.30 2.30 2.30 2.30

必要な利回り（年率） 0.55 0.52 0.52 0.52 0.48 0.52

期待収益率　（A) 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

うち自家運用（簿価） 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

うち委託運用（時価） - - - - - -

収益率実績      （B） 0.00 - - 0.02 0.06 0.02

うち自家運用（簿価） 0.00 - - 0.02 0.06 0.02

うち委託運用（時価） - - - - - -

実績－期待　　（B-A） 0.00 - - 0.02 0.06 0.02

うち自家運用（簿価） 0.00 - - 0.02 0.06 0.02

うち委託運用（時価） - - - - - -

市場収益要因 - - - - - -

超過収益要因 - - - - - -

資産配分効果 - - - - - -

個別資産効果 - - - - - -

複合効果 - - - - - -

手数料要因 - - - - - -

※1

※2
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・   清 退 共（ 特 別 給 付 経 理 ）に つ い て は 従 来 、自 家 運 用 の 決 済

用 預 金 の み で の 運 用 が 続 い て い た が 、市 中 金 利 上 昇 を 考 慮 し 、

令 和 ６ 年 度 よ り 一 部 を 大 口 定 期 預 金 と し た 。令 和 ７ 年 度 の 資

産 全 体 の 収 益 率 実 績 は +0.06％ 、 運 用 損 益 額 は +0.2 百 万 円 と

な っ た 。  

 

イ ． 利 益 剰 余 金   

 

※  必 要 な 利 益 剰 余 金 は 、 向 こ う ５ 年 間 を 対 象 と し た モ ン テ カ ル ロ
シ ミ ュ レ ー シ ョ ン に お け る 下 位 １ パ ー セ ン タ イ ル 水 準 の 想 定 損 失
額 で あ り 、 機 構 が 算 出 し た 額 で あ る 。  
 利 益 剰 余 金 が 高 い 水 準 に 達 し て い る こ と 、 か つ 委 託 運 用 を 行 わ
ず リ ス ク の 高 い 資 産 を 保 有 し て い な い た め 、 モ ン テ カ ル ロ シ ミ ュ
レ ー シ ョ ン の 実 施 及 び 必 要 な 利 益 剰 余 金 の 算 出 は 省 略 し て い る 。  
 

・   令 和 ７ 年 度 末 の 利 益 剰 余 金 は 203 百 万 円 と な り 、 令 和 ６

年 度 末 の 水 準 204 百 万 円 か ら １ 百 万 円 減 少 し た 。  

・   利 益 剰 余 金 の 水 準 は 、 責 任 準 備 金 （ 59 百 万 円 ） の ３ 倍 以

上 に 達 し て お り 、 財 務 基 盤 に 不 安 の な い 水 準 を 確 保 し て い

る 。  

  

【清退共（特別給付経理）　運用損益】　（委託手数料控除後） （単位：百万円）

令和 令和 令和 令和 令和 5年累計

3 4 5 6 7 (R3～

年度 年度 年度 年度 年度 R7）

運用損益 0.0 - - 0.1 0.2 0.2

うち自家運用（簿価） 0.0 - - 0.1 0.2 0.2

うち委託運用（時価） - - - - - -

【清退共（特別給付経理）　利益剰余金の推移】 （単位：百万円）

令和 令和 令和 令和 令和 令和

2 3 4 5 6 7

年度末 年度末 年度末 年度末 年度末 年度末

- - - - - -

209 208 206 205 204 203

- - - - - -

必要な利益剰余金　（A)

利益剰余金　（B）

利益剰余金過不足（B-A）

※
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（ 6）  林 退 共 （ 給 付 経 理 ）  

ア ． 運 用 実 績  

 
※ 1  令 和 ３ 年 1 0 月 １ 日 に 予 定 運 用 利 回 り を 改 定 し た 。 令 和 ３ 年 度

の 予 定 運 用 利 回 り の 数 値 は 、 改 定 後 の も の で あ る  
※ 2  必 要 な 利 回 り は 手 帳 更 新 期 間 等 に よ り 変 動 す る た め 、 利 益 剰 余

金 水 準 が 増 減 し な い 水 準 の 利 回 り を 事 後 的 に 計 算 し 、 か つ 累 積 欠
損 金 解 消 充 当 分 の 利 回 り を 上 乗 せ し て 、 必 要 な 利 回 り と し て い る
（ た だ し 令 和 ６ 年 度 に つ い て は 、 前 年 度 末 時 点 で 累 積 欠 損 金 が 解
消 さ れ た た め 、 累 積 欠 損 金 解 消 充 当 分 の 利 回 り を 上 乗 せ し て い な
い ）。 令 和 ４ 年 度 以 降 は 、 令 和 ４ 年 度 に 見 直 し た 計 算 式 に よ る 数 値
を 記 載 し て い る 。  

※ 3  基 本 ポ ー ト フ ォ リ オ の 期 待 収 益 率 は 、 金 融 経 済 環 境 の 見 通 し を
前 提 に １ 年 ご と に 推 計 し 、 ５ 年 間 通 算 の 利 回 り が 必 要 な 利 回 り に
見 合 う 水 準 に な る よ う に 設 定 し て い る 。 本 表 の 期 待 収 益 率 （ Ａ ）
は 、 基 本 ポ ー ト フ ォ リ オ 策 定 時 点 の 年 度 別 内 訳 で あ る 。 令 和 ３ 年
度 ～ ５ 年 度 に つ い て は 令 和 ３ 年 度 改 定 の 、 令 和 ６ 年 度 ～ ７ 年 度 に
つ い て は 令 和 ６ 年 度 改 定 の 基 本 ポ ー ト フ ォ リ オ （ ５ 年 間 平 均 期 待
収 益 率 は 0 . 9 4％ ） に 基 づ く 。  

 

【林退共（給付経理）　運用状況】　（収益率実績は委託手数料控除後） （単位：％）

令和 令和 令和 令和 令和 5年平均

3 4 5 6 7 (R3～

年度 年度 年度 年度 年度 R7）

予定運用利回り（年率） 0.10 0.10 0.10 0.10 0.10 0.10

必要な利回り（年率） 1.42 0.64 0.64 0.57 0.73 0.80

期待収益率　（A) 1.46 0.99 0.84 0.59 1.07 0.99

うち自家運用（簿価） 0.32 0.25 0.21 0.26 0.32 0.27

うち委託運用（時価） 3.23 2.13 1.81 1.10 2.23 2.10

収益率実績      （B） 0.67 △ 0.66 4.11 △ 0.86 1.36 0.91

うち自家運用（簿価） 0.30 0.24 0.21 0.24 0.29 0.26

うち委託運用（時価） 1.25 △ 2.04 10.16 △ 2.36 2.84 1.87

実績－期待　　（B-A） △ 0.79 △ 1.65 3.27 △ 1.45 0.29 △ 0.08

うち自家運用（簿価） △ 0.02 △ 0.01 0.00 △ 0.02 △ 0.03 △ 0.02

うち委託運用（時価） △ 1.98 △ 4.17 8.35 △ 3.46 0.61 △ 0.23

市場収益要因 △ 1.25 △ 4.20 6.43 △ 3.41 △ 0.59 △ 0.67

超過収益要因 △ 0.62 0.12 2.03 0.03 1.28 0.54

資産配分効果 △ 0.48 0.03 1.70 0.17 0.67 0.42

個別資産効果 △ 0.35 0.13 0.26 △ 0.17 0.61 0.10

複合効果 0.20 △ 0.04 0.06 0.03 △ 0.00 0.02

手数料要因 △ 0.11 △ 0.10 △ 0.11 △ 0.08 △ 0.08 △ 0.10

※1

※3

※2
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・   令 和 ７ 年 度 の 資 産 全 体 の 収 益 率 実 績 は +1.36％ と な り 、 同

年 度 の 基 本 ポ ー ト フ ォ リ オ 期 待 収 益 率 +1.07％ を 0.29％ 上 回

っ た 。内 訳 を み る と 、自 家 運 用 の 収 益 率 実 績 が 期 待 収 益 率 を

小 幅 に 下 回 っ た（ △ 0.03％ ）一 方 で 、委 託 運 用 の 収 益 率 実 績

が +2.84％ と 、同 期 待 収 益 率 +2.23％ を 上 回 っ た（ +0.61％ ）こ

と が 影 響 し て い る 。  

・   委 託 運 用 に 係 る 評 価 は 、 中 退 共 と 同 様 で あ る 8。  

・   資 産 全 体 の 運 用 損 益 額 は +212 百 万 円 と な っ た 。 内 訳 は 、

自 家 運 用 +26 百 万 円 、 委 託 運 用 が +186 百 万 円 で あ る 。  

 

 

 

 

 

 

 

 
8 平 成 2 8 年 度 か ら 中 退 共 と 合 同 運 用 を 行 っ て い る た め 。  

【林退共（給付経理）　運用損益】　（委託手数料控除後） （単位：百万円）

令和 令和 令和 令和 令和 5年累計

3 4 5 6 7 (R3～

年度 年度 年度 年度 年度 R7）

運用損益 105 △ 104 640 △ 137 212 716

うち自家運用（簿価） 29 23 20 22 26 120

うち委託運用（時価） 76 △ 127 620 △ 159 186 596

【林退共（給付経理）　現行基本ポートフォリオ（R6策定）の年度別期待収益率】 （単位：％）

令和 令和 令和 令和 令和 5年平均

6 7 8 9 10 (R6～

年度 年度 年度 年度 年度 R10）
（７月以降）

期待収益率 0.59 1.07 0.94 1.09 1.09 0.94
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イ ． 利 益 剰 余 金  

 

※  必 要 な 利 益 剰 余 金 は 、 向 こ う ５ 年 間 を 対 象 と し た モ ン テ カ ル ロ
シ ミ ュ レ ー シ ョ ン に お け る 下 位 １ パ ー セ ン タ イ ル 水 準 の 想 定 損 失
額 で あ り 、 機 構 が 算 出 し た 額 で あ る 。  
 

・   前 述 の 運 用 実 績 、 及 び 累 積 欠 損 金 解 消 計 画 に 沿 っ た 運 営

に よ り 、 令 和 ７ 年 度 末 は 累 積 欠 損 金 が 解 消 さ れ 、 23 百 万 円

の 利 益 剰 余 金 を 確 保 し た 。  

・   累 積 欠 損 金 解 消 計 画 で は 令 和 30 年 度 末 を 累 積 欠 損 金 解 消

年 限 と し て い る た め 、 こ の 計 画 を 上 回 る ペ ー ス で 進 捗 し て

い る 。 但 し 、 想 定 損 失 額 を 確 保 す る 剰 余 金 水 準 に は 至 っ て

い な い 。  

 

 

  

【林退共（給付経理）　利益剰余金の推移】 （単位：百万円）

令和 令和 令和 令和 令和 令和

2 3 4 5 6 7

年度末 年度末 年度末 年度末 年度末 年度末

1,234 1,240 1,066 1,209 875 630

△187 △306 △486 116 △ 145 23

△1,421 △1,546 △1,552 △1,093 △1,020 △607

必要な利益剰余金　（A)

利益剰余金　（B）

利益剰余金不足額（B-A）

※
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３ .  機構資産の運用の基本的な方針  

（ 1）  基 本 的 な 考 え 方  

・   令 和 ７ 年 度 は 、 引 き 続 き 分 散 投 資 と 長 期 的 投 資 の 観 点 か

ら 運 用 受 託 機 関 の パ フ ォ ー マ ン ス 管 理 に 継 続 的 に 取 り 組 ん

だ ほ か 、 金 融 経 済 環 境 の 変 化 を 踏 ま え 、 基 本 ポ ー ト フ ォ リ

オ 策 定 時 の 前 提 条 件 に つ い て 確 認 を 行 い 、 そ の 有 効 性 及 び

見 直 し 要 否 を 検 証 し た 。 令 和 ８ 年 10 月 を 目 途 に 予 定 運 用 利

回 り の 変 更 を 予 定 す る 建 退 共 に つ い て は 、 令 和 ８ 年 ４ 月 １

日 付 で の 基 本 ポ ー ト フ ォ リ オ 改 定 を 決 め て い る 。 ま た ア ク

テ ィ ブ 運 用 に つ い て ス タ イ ル 分 散 や ポ ー ト フ ォ リ オ 特 性 の

状 況 を 分 析 し た 上 で 、 令 和 ６ 年 度 か ら 引 き 続 い て 、 マ ネ ジ

ャ ー ・ ス ト ラ ク チ ャ ー の 見 直 し を 順 次 行 い 、 マ ネ ジ ャ ー ・

エ ン ト リ ー 制 度 の 導 入 も 実 現 し た 。  

サ ス テ ナ ビ リ テ ィ を 重 視 し た 運 用 の 観 点 で は 、 責 任 投 資

原 則 （ PRI） 署 名 機 関 と し て 活 発 な ス チ ュ ワ ー ド シ ッ プ 活 動

を 行 い つ つ 、 日 本 版 ス チ ュ ワ ー ド シ ッ プ ・ コ ー ド 第 三 次 改

訂 版 の 受 入 れ 、 前 年 度 に 続 く 「 責 任 投 資 活 動 報 告 書 」 の 公

表 を 行 っ た 。 ま た 公 的 ア セ ッ ト オ ー ナ ー と し て 社 会 的 要 請

に 応 え る 観 点 で は 、「 ア セ ッ ト オ ー ナ ー ・ プ リ ン シ プ ル に 関

す る 取 組 状 況 に つ い て 」 を 公 表 し た 。  

こ れ ら の 活 動 は 、「 資 産 運 用 の 基 本 方 針 」 に 規 定 さ れ た 、

「 専 ら 受 益 者 た る 共 済 契 約 者 及 び 被 共 済 者 の 利 益 の た め に

長 期 的 な 観 点 か ら 安 全 か つ 効 率 的 に 行 う こ と に よ り 、 将 来

に わ た っ て 退 職 金 共 済 事 業 を 安 定 的 に 運 営 し て い く 上 で 必

要 と さ れ る 収 益 を 長 期 的 に 確 保 」 す る と い う 目 的 に 適 う 運

用 が 行 わ れ た も の と 評 価 で き る 。  

 

（ 2）  資 産 運 用 の 目 標  

・   今 第 ５ 期 中 期 目 標 に お い て 、 機 構 の 資 産 運 用 業 務 の 評 価
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方 法 が 、 従 来 の 定 量 的 な 目 標 と し て 単 年 度 の 超 過 収 益 率 の

結 果 を 評 価 す る 形 か ら 、 定 性 的 な 目 標 と し て プ ロ セ ス を 評

価 す る 形 に 見 直 し が 行 わ れ て い る 。  

・   令 和 ７ 年 度 の 運 用 実 績 は 、 ２ .運 用 実 績 で 記 載 し た と お

り 、 各 経 理 と も に 基 本 ポ ー ト フ ォ リ オ の 期 待 収 益 率 を 上 回

る 結 果 と な っ た 。 収 益 の 上 振 れ は 、 主 に 委 託 運 用 部 分 に よ

る も の で あ る 。 委 託 運 用 の 収 益 上 振 れ は 、 超 過 収 益 要 因 の

プ ラ ス 寄 与 が 大 き く 、 市 場 収 益 要 因 の マ イ ナ ス 寄 与 を 補 っ

て 余 り あ っ た 、 と い う も の で あ る 。 超 過 収 益 要 因 の 内 訳 で

は 、 資 産 配 分 効 果 と 個 別 資 産 効 果 の プ ラ ス 寄 与 が 同 程 度 と

な っ た 。  

 市 場 収 益 要 因 は 、 主 と し て 国 内 債 券 の 価 格 下 落 が マ イ ナ

ス に 作 用 し た 。 機 構 は 金 融 経 済 情 勢 の 変 化 に 鑑 み 、 令 和 ６

年 ７ 月 付 で 中 退 共 ・ 建 退 共 ・ 清 退 共 、 林 退 共 の 基 本 ポ ー ト

フ ォ リ オ を 改 定 し て い る 。 令 和 ７ 年 度 の 市 場 収 益 要 因 の ブ

レ は 令 和 ６ 年 度 ま で に 比 べ て 縮 小 し て お り 、 こ の 基 本 ポ ー

ト フ ォ リ オ 改 定 に よ る 一 定 の 効 果 が あ っ た と み ら れ る 。  

 資 産 配 分 効 果 の プ ラ ス 寄 与 は 、 収 益 率 の 高 か っ た 国 内 外

の 株 式 の 資 産 構 成 割 合 が 高 め に 推 移 し た こ と に 因 る が 、 期

中 に ４ 回 、 リ バ ラ ン ス ル ー ル に 基 づ く 資 産 間 リ バ ラ ン ス を

行 っ て お り 、 こ の 影 響 で 振 れ 幅 は 一 定 程 度 抑 え ら れ た も の

と み ら れ る 。  

 個 別 資 産 効 果 は ４ 資 産 ク ラ ス 全 て で プ ラ ス 寄 与 と な っ

た 。 現 在 進 行 中 の マ ネ ジ ャ ー ・ ス ト ラ ク チ ャ ー の 見 直 し

（ 後 述 ５ .（ 2） イ ． 参 照 ） も 含 め て 、 マ ネ ジ ャ ー の 選 定 ・

評 価 ・ 管 理 に は 足 元 で 特 段 の 問 題 は な い と み ら れ る 。  

以 上 、 機 構 は 運 用 実 績 と 期 待 収 益 率 と の 差 異 の 原 因 を 分

析 、 確 認 し 、 そ の 原 因 を 踏 ま え て 必 要 な 対 応 を 検 討 、 実 施

し て い る も の と 評 価 す る 。  
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４ .  機構資産の運用に関し遵守すべき事項  

（ 1）  受 託 者 責 任 の 徹 底  

・   受 託 者 責 任 に つ い て は 、 令 和 ３ 年 ７ 月 に ガ バ ナ ン ス に 係

る 議 論 を 集 約 す る 形 で 制 定 さ れ た 「 資 産 運 用 業 務 に 携 わ る

役 職 員 の 行 動 規 範 」 の 中 に 明 記 さ れ 、 職 員 へ の 意 識 の 浸 透

が 図 ら れ て い る 。  

・   ま た 、 受 託 者 責 任 の あ り 方 に 関 す る 理 解 と 検 討 結 果 は 、

厚 生 労 働 省 と も 共 有 さ れ 、 第 ５ 期 中 期 目 標 に お い て 採 用 さ

れ た 資 産 運 用 業 務 の 評 価 方 法 変 更 に 結 び 付 い て い る こ と

は 、 機 構 の 理 解 や 取 組 姿 勢 の 適 切 さ を 示 す も の と し て 評 価

さ れ る 。  

 

（ 2）  市 場 及 び 民 間 の 活 動 へ の 影 響 に 対 す る 配 慮  

・   資 産 規 模 の 大 き い 公 的 ア セ ッ ト オ ー ナ ー と し て は 、 そ の

資 産 運 用 が 市 場 に 過 大 な 影 響 を 与 え な い よ う 、 十 分 な 留 意

が 必 要 で あ る 。  

令 和 ７ 年 度 は 、 資 産 間 リ バ ラ ン ス を ４ 回 実 施 し て い る 。

い ず れ も 月 末 時 点 で 資 産 構 成 割 合 が 乖 離 許 容 幅 を 超 え た こ

と を 受 け 、 リ バ ラ ン ス ル ー ル に 則 っ て 翌 月 に 実 施 し た も の

で あ る （ 後 述 ５ .（ 4） ウ ． 参 照 ）。 資 産 間 リ バ ラ ン ス を 行 う

際 に は 、 機 構 内 部 は 勿 論 、 資 産 運 用 受 託 機 関 や 資 産 管 理 受

託 機 関 を 含 め て 、 情 報 管 理 を 徹 底 し た 。 ま た 、 売 買 に 際 し

て は 、 十 分 な 期 間 を 取 っ て 取 引 を 行 い 、 市 場 へ の 影 響 を 抑

制 し た 。  

ま た 令 和 ７ 年 度 は 、 マ ネ ジ ャ ー ・ ス ト ラ ク チ ャ ー の 見 直

し に 伴 い 、 外 国 債 券 と 国 内 株 式 に つ い て 、 ア ク テ ィ ブ 運 用

受 託 機 関 の 入 れ 替 え を 実 施 し た 。 そ の 際 、 情 報 管 理 の 徹 底

に 加 え て 、 資 産 の 移 受 管 に つ い て は 可 能 な 限 り 現 物 移 管 を

行 う こ と と し て 、 市 場 へ の 影 響 を 抑 制 し た 。  
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以 上 の よ う に 、 機 構 の 資 産 運 用 に お い て は 常 日 頃 よ り 市

場 へ の 影 響 を 抑 制 す る よ う 適 切 な 措 置 が 採 ら れ て い る も の

と 評 価 さ れ る 。  

 

 

５ .  機構資産の運用における長期的な観点からの資産

の構成に関する事項  

（ 1）  基 本 ポ ー ト フ ォ リ オ  

・   機 構 で は 「 資 産 運 用 の 基 本 方 針 」 に 基 づ い て 毎 年 度 、 基

本 ポ ー ト フ ォ リ オ の 定 例 検 証 を 実 施 し て い る 。 検 証 の 結

果 、 策 定 時 に 想 定 し た 重 要 な 前 提 条 件 が 変 化 し 、 修 正 す る

必 要 が あ る と 認 め ら れ る 場 合 に は 、 基 本 ポ ー ト フ ォ リ オ の

見 直 し を 検 討 す る と し て い る 。  

令 和 ６ 年 度 に 、 基 本 ポ ー ト フ ォ リ オ 策 定 の 重 要 な 前 提 条

件 で あ る 金 融 経 済 情 勢 が 変 化 し た と 判 断 し て 、 同 年 ７ 月 １

日 付 で の 基 本 ポ ー ト フ ォ リ オ 改 定 を 実 施 済 み で あ る 。 令 和

７ 年 度 は 、 こ の 基 本 ポ ー ト フ ォ リ オ に つ い て の 見 直 し の 要

否 を 検 討 し て い る 。  

・   国 内 外 の 景 気 動 向 、 イ ン フ レ 動 向 、 長 期 金 利 等 の 経 済 ・

金 融 予 測 に つ い て 、 基 本 ポ ー ト フ ォ リ オ 策 定 時 の デ ー タ と

直 近 の デ ー タ を 比 較 し た と こ ろ 、 イ ン フ レ 予 想 の 高 止 ま り

や 、 米 ト ラ ン プ 関 税 影 響 、 地 政 学 リ ス ク の 不 透 明 感 等 を 背

景 に 、 予 測 値 の 修 正 は 散 見 さ れ た が 、 重 要 な 前 提 条 件 が 変

化 し た と ま で は 言 え な い 、 と 判 断 し た 。 ま た 、 各 資 産 ク ラ

ス の リ ス ク （ 標 準 偏 差 ） 及 び 資 産 間 の 相 関 係 数 の 長 期 的 な

動 向 の 点 検 を 行 っ た が 、 大 き な 変 化 が あ っ た と は 言 え な

い 、 と 判 断 し た 。 以 上 の 分 析 を 元 に 、 中 退 共 ・ 清 退 共 ・ 林

退 共 に つ い て は 、 現 行 の 基 本 ポ ー ト フ ォ リ オ を 維 持 す る と

結 論 付 け た 。  
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・   建 退 共 に つ い て は 、 令 和 ６ 年 度 の 財 政 検 証 の 結 果 、 令 和

８ 年 10 月 を 目 途 に 予 定 運 用 利 回 り を 1.3％ か ら 1.5％ に 引

き 上 げ る こ と と さ れ た 。 予 定 運 用 利 回 り の 引 き 上 げ を 受 け

て 必 要 な 利 回 り を 改 訂 す る と と も に 、 基 本 ポ ー ト フ ォ リ オ

の 見 直 し を 検 討 し た 。  

現 行 基 本 ポ ー ト フ ォ リ オ は 、 策 定 時 の 期 待 収 益 率 が

0.97％ で あ っ た と こ ろ 、 最 新 の 金 融 経 済 シ ナ リ オ を 元 に 計

算 し 直 す と 、 自 家 運 用 （ 簿 価 ） や 委 託 運 用 内 の 国 内 債 券 の

リ タ ー ン が 向 上 し た こ と に よ り 、 リ タ ー ン 予 想 値 は 1.3%台

ま で 上 昇 し た 。 こ の 結 果 、 現 状 の 基 本 ポ ー ト フ ォ リ オ で 必

要 な 利 回 り を 賄 う こ と が 期 待 で き る こ と に 加 え 、 実 務 的 な

観 点 も 踏 ま え て 、 基 本 ポ ー ト フ ォ リ オ の 大 枠 を 維 持 す る こ

と が 妥 当 と 判 断 し た 。 具 体 的 に は 、 令 和 ８ 年 ４ 月 １ 日 付

で 、 自 家 運 用 資 産 と 委 託 運 用 資 産 の 構 成 割 合 を 現 在 の 実 ポ

ー ト フ ォ リ オ に 合 わ せ た 形 に 基 本 ポ ー ト フ ォ リ オ を 改 定 す

る こ と と し て 、 資 産 移 管 は 行 わ な か っ た 。  

 

【 各 経 理 の 基 本 ポ ー ト フ ォ リ オ 】  

 

 

【建退共（給付経理）】
ポートフォリオ 資産構成割合

期待 リスク 自家運用 委託運用（時価）
収益率 （簿価） 国内債券 国内株式 外国債券 外国株式

改定前 0.97% 1.03% 68.5% 22.9% 2.9% 4.3% 1.4%

改定後 1.35% 1.11% 66.8% 24.1% 3.1% 4.5% 1.5%

※2

※1

※1



 33 

 

 

 
※ 1  中 退 共 （ 給 付 経 理 ）、 清 退 共 （ 給 付 経 理 ）、 林 退 共 （ 給 付 経 理 ）

の 現 行 基 本 ポ ー ト フ ォ リ オ 、 及 び 建 退 共 （ 給 付 経 理 ）、 建 退 共 （ 特
別 給 付 経 理 ） の 改 定 前 基 本 ポ ー ト フ ォ リ オ は 、 令 和 ６ 年 ７ 月 １ 日
付 改 定 の も の 。 建 退 共 （ 給 付 経 理 ）、 建 退 共 （ 特 別 給 付 経 理 ） の 改
定 後 基 本 ポ ー ト フ ォ リ オ は 、 令 和 ８ 年 ４ 月 １ 日 付 改 定 の も の  

※ 2  中 退 共 （ 給 付 経 理 ） は 、 自 家 運 用 （ 簿 価 ） に 生 命 保 険 資 産 と 有
価 証 券 信 託 を 含 む 。 建 退 共 （ 給 付 経 理 ） は 、 自 家 運 用 （ 簿 価 ） に
有 価 証 券 信 託 を 含 む 。  

 

・   こ の 一 連 の 基 本 ポ ー ト フ ォ リ オ 検 証 及 び 改 定 の プ ロ セ ス

は 、「 資 産 運 用 の 基 本 方 針 」 に 即 し た も の で あ り 、 適 切 な 対

応 と 評 価 す る 。  

・   な お 、 基 本 ポ ー ト フ ォ リ オ に お け る 財 務 状 況 （ 剰 余 金 と

想 定 損 失 額 の バ ラ ン ス ） に つ い て は 、 中 退 共 、 建 退 共 で

は 、 現 状 の 財 務 基 盤 お よ び 将 来 シ ミ ュ レ ー シ ョ ン 結 果 に 鑑

み 、 剰 余 金 の 水 準 に 問 題 は な い と 考 え ら れ る 。  

清 退 共 に つ い て も 、 責 任 準 備 金 対 比 、 か つ リ ス ク 対 比 で

十 分 な 剰 余 金 を 有 し て い る た め 、 基 本 ポ ー ト フ ォ リ オ の 見

直 し が 必 要 な 状 況 に は な い も の と 考 え ら れ る 。  

 林 退 共 に つ い て は 、 令 和 ６ 年 度 末 で 再 び 累 積 欠 損 金 の 状

【建退共（特別給付経理）】
ポートフォリオ 資産構成割合

期待 リスク 自家運用 委託運用（時価）
収益率 （簿価） 国内債券 国内株式 外国債券 外国株式

改定前 0.87% 1.03% 68.5% 22.9% 2.9% 4.3% 1.4%

改定後 1.32% 1.19% 64.4% 25.8% 3.3% 4.9% 1.6%

※1

※1

【清退共（給付経理）】
ポートフォリオ 資産構成割合

期待 リスク 自家運用 委託運用（時価）
収益率 （簿価） 国内債券 国内株式 外国債券 外国株式

現行 0.62% 0.74% 77.8% 16.1% 2.1% 3.0% 1.0%※1

【林退共（給付経理）】
ポートフォリオ 資産構成割合

期待 リスク 自家運用 委託運用（時価）
収益率 （簿価） 国内債券 国内株式 外国債券 外国株式

現行 0.94% 1.29% 60.8% 28.4% 3.6% 5.4% 1.8%※1
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態 と な っ た 後 、 令 和 ７ 年 度 末 で は 累 積 欠 損 金 を 解 消 で き

た 。 財 務 基 盤 に 比 し て 多 め の リ ス ク を 取 っ て い る 状 況 に は

変 わ り な い た め 、 必 要 に 応 じ た 見 直 し が 求 め ら れ る 。  

 

（ 2）  運 用 手 法 等 に つ い て  

ア ． 自 家 運 用 の 運 用 手 法  

・   自 家 運 用 は 、 退 職 金 等 支 払 の た め の 流 動 性 を 確 保 す る 役

割 を 担 っ て い る 。 こ の た め 、 資 金 フ ロ ー を 安 定 さ せ る 趣 旨

か ら 、 簿 価 評 価 が 認 め ら れ る 満 期 保 有 を 前 提 と し 、 投 資 戦

略 と し て ラ ダ ー 型 戦 略 9を 採 用 す る こ と で 毎 年 の 償 還 金 額

が ほ ぼ 同 額 と な る よ う に し て い る 。 投 資 期 間 に つ い て は 、

各 制 度 に お け る 掛 金 納 付 期 間 に 応 じ て 設 定 さ れ て い る 。 中

退 共 は 20 年 、 建 退 共 は 15 年 、 清 退 共 、 林 退 共 は 10 年 の ラ

ダ ー 型 運 用 を 目 指 し て い る 。  

・   入 金 と 出 金 の タ イ ミ ン グ の ず れ 等 に 備 え る た め の 銀 行 預

金 等 流 動 性 資 産 に つ い て は 、 基 本 的 に 出 来 る だ け 金 額 を 抑

え て い る 。 令 和 ２ 年 度 以 降 の コ ロ ナ 禍 下 で は 、 資 金 フ ロ ー

の 急 激 な 変 化 に 備 え 、 債 券 投 資 額 を 一 部 抑 制 し 、 各 経 理 と

も 流 動 性 を 厚 め に 確 保 し た 。 そ の 後 、 経 済 活 動 も コ ロ ナ 禍

以 前 の 状 態 に 戻 る 中 、 流 動 性 資 産 残 高 を 段 階 的 に 引 き 下

げ 、 コ ロ ナ 禍 前 の 手 元 流 動 性 の 水 準 に 戻 し て い る 。  

・   な お 機 構 は 、「 金 利 の あ る 世 界 」 の 定 着 化 に 伴 う 資 金 流 動

性 管 理 の 強 化 を 課 題 と し て 認 識 し 、 検 討 を 行 っ て い る 。 ま

ず 一 定 期 間 の 余 裕 金 に つ い て は 、 市 中 金 利 上 昇 を 考 慮 し 、

 
9 債 券 の ポ ー ト フ ォ リ オ 運 用 形 式 の 一 つ 。 償 還 期 限 の 異 な る 債 券 を 、 各 期

間 に ほ ぼ 同 額 ず つ 組 み 込 む 方 式 で あ り 、 期 間 毎 の 償 還 金 額 の 水 準 が 同 一 で

あ る た め 、 残 存 期 間 と 投 資 額 の 関 係 を グ ラ フ に し た 際 に は し ご の よ う な 形

状 と な る こ と か ら 、「 は し ご （ ラ ダ ー ） 型 」 と 呼 ば れ て い る 。 機 構 で は 、 毎

年 度 の 元 利 金 受 取 額 を 平 準 化 さ せ 、 退 職 金 支 払 額 の 変 動 に よ る 収 支 差 の 変

動 が 、 元 利 金 受 取 額 の 変 動 に よ っ て 増 幅 さ れ る こ と を 回 避 す る 目 的 で 採 用

し て い る 。  
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大 口 定 期 預 金 等 の 短 期 運 用 に よ っ て 利 回 り 向 上 を 目 指 し

た 。 中 退 共 （ 給 付 経 理 ） で は 、 生 命 保 険 資 産 の 解 約 に 伴 う

余 裕 金 に つ い て 、 必 要 な 情 報 収 集 に 努 め つ つ 、 ６ 月 に 大 口

定 期 預 金 に 預 入 し た 。 ま た 、 利 上 げ 局 面 に お け る 資 金 効 率

性 の 向 上 を 企 図 し 、 中 退 共 （ 給 付 経 理 ）、 建 退 共 （ 給 付 経

理 ） に お い て 、 収 支 変 動 要 因 を 発 生 サ イ ク ル （ 月 間 ・ 年

間 ） ご と に 整 理 し 、 適 正 な 流 動 性 規 模 の 特 定 を 含 む 対 応 方

針 を 策 定 し た 。  

 金 利 環 境 の 変 化 や 市 場 変 動 が 大 き い 局 面 で は 、 流 動 性 確

保 と 収 益 性 向 上 の バ ラ ン ス に つ い て 、 継 続 的 な 点 検 が 必 要

で あ る 。 上 記 の 機 構 の 取 組 は 適 切 で あ る と 考 え て お り 、 今

後 の 取 組 に も 期 待 し た い 。  

 

イ ． 委 託 運 用 の 運 用 手 法  

・   委 託 運 用 に つ い て は 、 令 和 ４ 年 ４ 月 か ら 清 退 共 （ 特 別 給

付 経 理 ） を 除 く 全 経 理 で 、 包 括 信 託 に 関 す る 合 同 運 用 が 行

わ れ て お り 、 そ の 内 訳 と し て は 国 内 外 の 債 券 ・ 株 式 の 資 産

ご と に 特 化 型 ア ク テ ィ ブ 運 用 と パ ッ シ ブ 運 用 が 併 用 さ れ て

い る 。  

・   ア ク テ ィ ブ 運 用 に つ い て は 、 採 用 時 に 期 待 さ れ た 要 件 が

満 た さ れ て い る か 否 か を 定 性 的 及 び 定 量 的 に 評 価 す る ほ

か 、 個 別 フ ァ ン ド の パ フ ォ ー マ ン ス だ け で な く 、 全 体 と し

て の ス タ イ ル 分 散 の 有 効 性 に つ い て も モ ニ タ リ ン グ し 、 マ

ネ ジ ャ ー ・ ス ト ラ ク チ ャ ー 見 直 し の 要 否 を 継 続 的 に 確 認 し

て い る 。 令 和 ６ 年 ７ 月 の 基 本 ポ ー ト フ ォ リ オ 改 定 で ベ ン チ

マ ー ク 及 び 資 産 構 成 割 合 が 変 更 に な っ た こ と に 加 え 、 前 回

見 直 し 時 （ 平 成 30 年 ～ 令 和 元 年 ） の ス タ イ ル 分 散 や ポ ー ト

フ ォ リ オ 特 性 か ら の 乖 離 が 大 き く な っ た こ と か ら 、 令 和 ６

年 度 よ り マ ネ ジ ャ ー ・ ス ト ラ ク チ ャ ー 見 直 し に 着 手 し た 。
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令 和 ７ 年 度 も 順 次 見 直 し を 続 け 、 外 国 債 券 と 国 内 株 式 に つ

い て 運 用 受 託 機 関 の 入 替 え を 終 え た 。  

運 用 機 関 の 選 考 に 当 た っ て は 、 金 融 の 知 見 の 深 い 理 事 長

及 び 資 産 運 用 担 当 理 事 に 加 え 、 資 産 運 用 の 専 門 人 材 で あ る

運 用 調 査 役 他 の メ ン バ ー で 選 考 委 員 会 を 組 成 し 、 書 面 審 査

や 面 談 で の 質 疑 応 答 を 通 し て 充 実 し た 吟 味 が 行 わ れ て い る

こ と は 、 高 く 評 価 で き よ う 。  

ま た 、 採 用 フ ァ ン ド の 評 価 の 手 法 に つ い て は 、 当 委 員 会

へ の 年 度 評 価 結 果 報 告 等 を 通 じ て 、 各 評 価 項 目 に 沿 っ た 適

切 な チ ェ ッ ク が な さ れ て い る こ と を 確 認 し た 。  

・   令 和 ７ 年 度 は 、 新 た に 運 用 資 産 の 多 様 化 に 向 け て オ ル タ

ナ テ ィ ブ 投 資 の 検 討 を 開 始 し た 。 当 面 は 、 国 内 プ ラ イ ベ ー

ト エ ク イ テ ィ を 投 資 対 象 と す る 方 針 に つ い て 、 今 後 の 検 討

課 題 を 確 認 の う え 了 承 し た 。  

た だ し 、 実 際 の 投 資 に あ た っ て は 、 法 令 面 で 問 題 が 生 じ

な い よ う 整 理 ・ 確 認 を 進 め る 必 要 が あ る 。 加 え て 、 リ ス

ク ・ リ タ ー ン に つ い て 市 場 性 資 産 と 同 等 の 計 測 が 困 難 で あ

る こ と 、 流 動 性 が 低 く パ フ ォ ー マ ン ス に 基 づ く フ ァ ン ド の

入 れ 替 え が 困 難 で あ る こ と 、 市 場 の 透 明 性 が 不 十 分 で 投 資

先 情 報 の 把 握 も 簡 単 で は な い こ と 等 か ら 、 リ ス ク 管 理 手 法

や 投 資 後 の モ ニ タ リ ン グ ・ 評 価 の あ り 方 に つ い て 、 更 な る

工 夫 が 求 め ら れ る 。 こ れ ら の 点 に つ い て は 機 構 に お い て も

認 識 さ れ て お り 、 受 託 者 責 任 の 観 点 等 を 踏 ま え て 、 引 き 続

き 注 意 深 く 取 り 組 む こ と を 期 待 す る 。  

 

ウ ． 委 託 運 用 の 合 同 運 用  

・   委 託 運 用 に つ い て は 、 平 成 28 年 度 よ り 、 最 も 規 模 が 大 き

く 、 既 に 資 産 ご と に 特 化 し た 委 託 形 態 を 採 用 し て い た 中 退

共 の 運 用 に 林 退 共 が 参 加 す る 形 で 合 同 運 用 が 開 始 さ れ た 。
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当 該 合 同 運 用 に 、 清 退 共 が 令 和 ２ 年 度 か ら 、 建 退 共 が 令 和

４ 年 度 か ら 参 加 し て い る 。  

・   委 託 運 用 を 行 っ て い る 全 て の 経 理 が 合 同 運 用 に 参 加 し た

こ と を 受 け 、 運 用 受 託 機 関 の モ ニ タ リ ン グ や ス チ ュ ワ ー ド

シ ッ プ 活 動 は 、 中 退 共 と 特 退 共 を 分 け ず 、 機 構 横 断 的 に 実

施 さ れ て い る 。  

こ の こ と は 、 ノ ウ ハ ウ の 共 有 や 事 務 効 率 性 改 善 等 を 通 じ

て 資 産 運 用 体 制 の 強 化 に 繋 が る も の と し て 評 価 で き る 。  

 

（ 3）  運 用 受 託 機 関 の 選 定 、 評 価 及 び 管 理 等 に つ い て  

・   機 構 は 運 用 受 託 機 関 に 関 し 、 収 益 の 獲 得 能 力 や 運 用 ス タ

イ ル ・ 戦 略 の 将 来 的 な 安 定 性 ・ 継 続 性 に つ い て ど の 程 度 確

信 が 得 ら れ る か と い う 観 点 で 、 複 数 の 定 量 ・ 定 性 情 報 を 用

い て 総 合 的 に 評 価 し て い る 。 具 体 的 に は 、 超 過 収 益 率 や ト

ラ ッ キ ン グ エ ラ ー （ TE） 等 の 状 況 、 投 資 哲 学 や 運 用 プ ロ セ

ス の 一 貫 性 、 組 織 ・ 人 材 や リ ス ク 管 理 体 制 等 を 確 認 し て い

る 。 評 価 が 低 位 に あ る 運 用 受 託 機 関 に つ い て は 、 必 要 に 応

じ て 委 託 継 続 の 可 否 を 検 討 し て お り 、 令 和 ７ 年 度 は １ フ ァ

ン ド を 解 約 し た 。  

・   ま た 、 上 述 の と お り 、 前 回 見 直 し 時 （ 平 成 30 年 ～ 令 和 元

年 ） の ス タ イ ル 分 散 や ポ ー ト フ ォ リ オ 特 性 か ら の 乖 離 が 大

き く な っ た こ と か ら 、 令 和 ６ 年 度 に 引 き 続 き マ ネ ジ ャ ー ・

ス ト ラ ク チ ャ ー 見 直 し を 順 次 行 っ て い る 。 令 和 ７ 年 度 は 外

国 債 券 と 国 内 株 式 の 運 用 受 託 機 関 見 直 し を 実 施 し た 。 そ の

選 定 の 中 で 既 存 契 約 先 の ６ フ ァ ン ド が 選 外 と な り 、 解 約 に

至 っ て い る 。  

・   加 え て 、 マ ネ ジ ャ ー ・ エ ン ト リ ー 制 度 を 導 入 し 、 運 用 機

関 に つ い て の 情 報 を 広 く 調 査 す る と と も に 、 機 構 の 必 要 に

応 じ て 、 適 時 の タ イ ミ ン グ で 選 定 ・ 評 価 を 行 う こ と が で き
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る 体 制 を 整 備 し た 。  

・   各 フ ァ ン ド の パ フ ォ ー マ ン ス 管 理 に つ い て は 、 毎 月 の 報

告 書 の 内 容 確 認 に 加 え 、 半 期 に 一 度 の 報 告 会 を 通 じ て 、 適

切 に 行 わ れ て い る 。 報 告 会 に は 毎 回 、 資 産 運 用 担 当 理 事 、

資 産 運 用 部 長 、 運 用 調 査 役 、 運 用 リ ス ク 管 理 役 他 の 専 門 性

を 有 す る メ ン バ ー が 出 席 し 、 運 用 内 容 を 確 認 し て い る と の

こ と で あ る 。 運 用 や 管 理 の 体 制 に つ い て も 、 年 次 の 調 査 票

に 加 え 、 事 務 ミ ス 発 生 時 や 体 制 変 更 時 の 報 告 書 等 の 提 出 を

受 け て お り 、 適 切 な 把 握 が 行 わ れ て い る も の と 評 価 す る 。  

・   令 和 ７ 年 度 は 、 運 用 受 託 機 関 に よ る 「 運 用 ガ イ ド ラ イ

ン 」 に 反 す る 行 為 が ２ 件 発 生 し た 。 機 構 は 当 該 運 用 受 託 機

関 か ら 速 や か に 発 生 経 緯 、 事 象 の 詳 細 、 運 用 実 績 へ の 影 響

等 の 報 告 を 受 け 、 受 益 者 に と っ て 不 利 益 が 生 じ な い よ う 対

応 し て お り 、 再 発 防 止 策 の 実 効 性 を 今 後 注 視 す る こ と と し

て い る 。 以 上 の 事 後 対 応 は 適 切 な も の と 評 価 で き る 。  
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委 託 機 関 ・ フ ァ ン ド 数 は 令 和 ７ 年 度 末 の 状 況 。  
(  )内 は 期 中 増 減 数 。  

※ 1  合 同 運 用 し て い る の は 、 中 退 共 （ 給 付 経 理 ）、 建 退 共 （ 給 付 経
理 ）、 建 退 共 （ 特 別 給 付 経 理 ）、 清 退 共 （ 給 付 経 理 ）、 林 退 共 （ 給 付
経 理 ） の 、 計 ５ 経 理 。  

※ 2  運 用 機 関 と 管 理 機 関 で 重 複 が あ る た め 、 機 関 数 の 合 計 は 内 訳 と
必 ず し も 一 致 し な い 。  

 

 

（ 4）  機 構 資 産 の 運 用 に お け る リ ス ク 管 理  

ア ． 資 産 全 体  

・   資 産 全 体 の リ ス ク に つ い て は 、 基 本 ポ ー ト フ ォ リ オ の 定

例 検 証 時 に 、 モ ン テ カ ル ロ シ ミ ュ レ ー シ ョ ン に よ る 想 定 損

失 額 の 推 計 を 中 心 と し つ つ 、 リ ー マ ン シ ョ ッ ク 時 と 同 様 の

【令和７年度資産運用・管理委託状況（包括信託）】
合同運用資産 清退共

※1 (特別給付経理)

16(△1) －

 運用機関 16 －
 管理機関 1 －

特化型 －
29 －

 国内債券アクティブ 5 －
 国内債券パッシブ 2 －
 国内株式アクティブ 6 －
 国内株式パッシブ 2 －
 外国債券アクティブ 6 －
 外国債券パッシブ 2 －
 外国株式アクティブ 4 －
 外国株式パッシブ 2 －

27 －
 減額 10 －
 解約 7 －
 増額 2 －
 新規 8 －

0 －
 減額 0 －

うち  解約 0 －
 増額 0 －
 新規 0 －

2 －

 運用シェア変更ファンド数

うち

 管理シェア変更機関数

 法令違反・運用ガイドライン
 抵触事案（件）

 運用を委託している機関数 ※2

うち

 運用形式
 ファンド数

うち
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ス ト レ ス テ ス ト や VaR、 CVaR 分 析 1 0も 補 完 的 に 実 施 し て い

る 。 こ れ ら の 分 析 手 法 を 用 い る こ と に よ り 、 剰 余 金 水 準 と

の 比 較 に お け る リ ス ク テ イ ク 水 準 の 妥 当 性 検 証 が な さ れ て

い る 。  

・   リ ス ク 管 理 に つ い て は 、 上 述 の 手 法 に 加 え て 、 今 後 は 市

場 環 境 の 変 化 を 踏 ま え た 強 化 も 重 要 で あ り 、 そ の 点 は 機 構

も 注 力 す べ き 分 野 と し て 認 識 し て い る 。 令 和 ７ 年 度 は 、 運

用 リ ス ク 管 理 役 が 四 半 期 毎 に 「 運 用 リ ス ク 管 理 活 動 報 告 」

を 作 成 し 、 資 産 運 用 担 当 理 事 宛 の 報 告 を 開 始 し て い る 。 内

容 は 、 自 家 運 用 債 券 の 減 損 可 能 性 や 、 委 託 運 用 に お け る 各

資 産 ク ラ ス 合 計 で の 国 別 ・ 通 貨 別 ・ 残 存 期 間 別 の 構 成 割

合 、 発 行 体 集 中 リ ス ク 等 の 定 期 確 認 と の こ と で あ る 。 ま

た 、 資 産 運 用 担 当 理 事 と 資 産 運 用 部 長 、 同 部 次 長 、 運 用 リ

ス ク 管 理 役 が 出 席 す る 「 運 用 リ ス ク 管 理 フ ォ ー ラ ム 」 を 立

ち 上 げ 、 リ ス ク 管 理 活 動 内 容 の 確 認 や 改 善 に つ い て の 意 見

交 換 を 行 っ て い る 。  

こ の よ う に 一 定 の 取 組 み が み ら れ る が 、 ク レ ジ ッ ト リ ス

ク 等 、 更 な る リ ス ク 管 理 項 目 の 拡 充 を 図 り つ つ 、 役 員 向 け

報 告 を 行 う 会 議 体 の 整 備 等 、 リ ス ク 管 理 体 制 の 実 効 性 向 上

に 向 け た 継 続 的 な 取 組 を 期 待 す る 。  

 

イ ． 自 家 運 用  

・   令 和 ７ 年 度 に お け る 自 家 運 用 の 投 資 対 象 金 融 資 産 は 、 全

て 円 建 て で あ り 、 満 期 前 に 売 却 さ れ た 資 産 は な く 、 基 本 方

針 に 沿 っ た 運 用 が 行 わ れ て い る 。  

 
1 0 市 場 リ ス ク 定 量 化 の 手 法 の 一 つ 。 V a R（ バ リ ュ ー ア ッ ト リ ス ク ） は 、 現

在 の 保 有 資 産 に つ い て 、 将 来 の 一 定 期 間 に お い て 、 一 定 の 確 率 で 超 え な い

と 見 込 ま れ る 損 失 額 を 統 計 的 手 法 に よ り 推 計 し た も の 。 C V a R (条 件 付 バ リ ュ

ー ア ッ ト リ ス ク )は 、 V a R を 超 え る 損 失 が 発 生 し た 場 合 の 平 均 損 失 額 を 統 計

的 手 法 に よ り 推 計 し た も の 。  
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・   将 来 の 償 還 金 額 を 安 定 さ せ る ラ ダ ー 型 ポ ー ト フ ォ リ オ を

構 築 す る た め 、 ７ 年 ～ 20 年 の 残 存 期 間 の 債 券 を 購 入 し て い

る 。  

・   各 経 理 に お い て 毎 年 の 退 職 金 等 支 払 に 必 要 な 流 動 性 を 確

保 す る 金 額 で の ラ ダ ー 型 運 用 に 向 け た 債 券 取 得 が 行 わ れ て

お り 、 残 存 期 間 の 分 散 化 が 図 ら れ て い る 。 発 行 体 別 の 構 成

比 は 、「 資 産 運 用 の 業 務 方 針 」 に お け る 規 定 の 範 囲 内 に 収 ま

っ て お り 、 発 行 体 の 分 散 化 も 実 施 さ れ て い る 。  

・   掛 金 収 入 額 と 退 職 金 支 払 額 の 動 向 に つ い て 適 時 の 情 報 更

新 を 行 い な が ら 、 ALM の 観 点 で ポ ー ト フ ォ リ オ と 将 来 収 支 の

整 合 性 を 長 期 的 に 確 認 し て い く こ と は 、 機 構 も 課 題 認 識 し

て い る 。 令 和 ７ 年 度 は 、 従 来 よ り も 詳 細 な 分 析 も 合 わ せ た

掛 金 収 入 額 と 退 職 金 支 払 額 の 実 績 に つ い て 、 収 支 に 係 る 所

管 部 署 で あ る 中 退 共 事 業 本 部 か ら 資 産 運 用 部 へ の 定 期 的 な

連 携 ・ 報 告 を 開 始 し た と の こ と で あ る 。 事 業 本 部 と 資 産 運

用 部 に て 協 働 し 、 中 期 的 な 収 支 の 予 見 性 向 上 や 負 債 評 価 の

制 度 の 向 上 の た め 、 初 期 的 な フ ィ ジ ビ リ テ ィ ス タ デ ィ に 取

り 組 ん で い る が 、 デ ー タ 制 約 等 の 限 界 も あ る と の こ と で あ

る 。 引 き 続 き 、 取 組 の 進 展 に 期 待 す る 。  

 

【令和７年度末における運用の内訳】
中退共 建退共 建退共 清退共 清退共 林退共

(給付経理） (給付経理）
(特別

給付経理)
(給付経理）

(特別
給付経理)

(給付経理）

46.08 33.87 37.26 27.87 - 42.9

53.92 66.13 62.74 72.13 100.00 57.1

国債 33.58 20.86 17.56 31.33 - 16.10

地方債 5.69 12.49 13.36 - - -

政府保証債 6.75 15.21 19.42 30.12 - 29.86

財投機関債 0.04 3.57 - - - -

金融債 5.42 4.55 1.06 - - -

預金 2.43 9.47 11.34 10.67 100.00 11.14

構成比％

委託運用

自家運用

※1
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※ 1  委 託 運 用 に は 生 命 保 険 資 産 を 含 む 。  
※ 2  端 数 処 理 の 関 係 で 、 構 成 比 の 合 計 が 1 0 0％ に な ら な い こ と が あ

る 。  
 

 

 ※  端 数 処 理 の 関 係 で 、 各 経 理 の 合 計 が 1 0 0％ に な ら な い こ と が あ る 。  

 

ウ ． 委 託 運 用  

・   機 構 は ポ ー ト フ ォ リ オ を 適 切 に 管 理 す る た め 、 委 託 運 用

資 産 の 資 産 構 成 割 合 と 基 本 ポ ー ト フ ォ リ オ と の 乖 離 状 況 を

毎 月 把 握 し 、 必 要 な 場 合 は リ バ ラ ン ス ル ー ル に 則 っ て 調 整

を 行 っ て い る 。  

・   令 和 ７ 年 度 は 、 資 産 間 リ バ ラ ン ス を ４ 回 実 施 し た 。 ま ず

令 和 ７ 年 ７ 月 末 時 点 で 外 国 株 式 の 資 産 構 成 割 合 が 乖 離 許 容

幅 を 超 え て 上 昇 し た こ と を 受 け 、 リ バ ラ ン ス ル ー ル に 則

り 、 ８ 月 に 外 国 株 式 か ら 、 基 本 ポ ー ト フ ォ リ オ か ら の マ イ

ナ ス 乖 離 幅 が 最 も 大 き か っ た 国 内 債 券 へ の 、 一 部 資 産 移 管

を 実 施 し た 。  

次 に 、 10 月 末 時 点 で 国 内 株 式 の 資 産 構 成 割 合 が 乖 離 許 容

【自家運用債券の償還年限別構成割合】 （構成割合：％）
中退共 建退共 建退共 清退共 清退共 林退共

（給付経理） （給付経理）
（特別給付

経理）
（給付経理）

（特別給付
経理）

（給付経理）

令和8年度 7.9 7.6 10.3 10.0 - 12.5
9年度 5.3 8.3 11.0 10.0 - 13.9

10年度 5.3 11.7 10.3 10.0 - 5.6
11年度 5.3 8.7 10.3 15.0 - 22.2
12年度 5.3 6.6 6.8 10.0 - 8.3
13年度 5.3 6.5 10.3 10.0 - 9.7
14年度 5.3 6.6 10.3 10.0 - 4.2
15年度 5.3 6.6 10.3 10.0 - 6.9
16年度 5.3 6.6 10.3 10.0 - 8.3
17年度 5.3 3.5 10.3 5.0 - 8.3
18年度 4.5 5.7 - - - -
19年度 4.5 5.6 - - - -
20年度 4.5 6.6 - - - -
21年度 4.5 6.6 - - - -
22年度 4.5 2.8 - - - -
23年度 4.5 - - - - -
24年度 4.5 - - - - -
25年度 4.5 - - - - -
26年度 4.5 - - - - -
27年度 4.5 - - - - -
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幅 を 超 え て 上 昇 し 、 か つ 国 内 債 券 の 資 産 構 成 割 合 が 乖 離 許

容 幅 を 超 え て 低 下 し た こ と を 受 け 、 リ バ ラ ン ス ル ー ル に 則

り 、 11 月 に 国 内 株 式 か ら 国 内 債 券 へ の 一 部 資 産 移 管 を 実 施

し た 。  

ま た 令 和 ８ 年 １ 月 末 時 点 で 外 国 株 式 の 資 産 構 成 割 合 が 乖

離 許 容 幅 を 超 え て 上 昇 し た こ と を 受 け 、 リ バ ラ ン ス ル ー ル

に 則 り 、 ２ 月 に 外 国 株 式 か ら 、 基 本 ポ ー ト フ ォ リ オ か ら の

マ イ ナ ス 乖 離 幅 が 最 も 大 き か っ た 国 内 債 券 へ の 、 一 部 資 産

移 管 を 実 施 し た 。  

そ し て ２ 月 末 時 点 で 国 内 債 券 の 資 産 構 成 割 合 が 乖 離 許 容

幅 を 超 え て 低 下 し た こ と を 受 け 、 リ バ ラ ン ス ル ー ル に 則

り 、 ３ 月 に 基 本 ポ ー ト フ ォ リ オ か ら の プ ラ ス 乖 離 幅 が 最 も

大 き か っ た 国 内 株 式 か ら 、 国 内 債 券 へ の 一 部 資 産 移 管 を 実

施 し た 。  

・   ま た 、 運 用 受 託 機 関 か ら 徴 求 し て い る 毎 月 の 報 告 書 を 基

に 、 ト ラ ッ キ ン グ エ ラ ー （ TE） の 動 向 を モ ニ タ リ ン グ し 、

各 フ ァ ン ド の リ ス ク テ イ ク が 運 用 ガ イ ド ラ イ ン 及 び 想 定 さ

れ た 運 用 ス タ イ ル に 沿 っ た も の と な っ て い る か を 確 認 す る

な ど 、 フ ァ ン ド 毎 に も 適 切 な リ ス ク 管 理 が 行 わ れ て い る も

の と 評 価 す る 。  

 

 

６ .  ガバナンス体制  

（ 1）  ガ バ ナ ン ス 体 制 の 確 立 及 び 業 務 運 営 の 透 明 性 の 確 保  

・   機 構 の 資 産 運 用 業 務 の 推 進 に 当 た っ て は 、 厚 生 労 働 省 を

は じ め 関 係 機 関 と の 連 携 に よ っ て 、 退 職 金 制 度 の 運 営 ・ 運

用 に 関 わ る 諸 課 題 を 解 決 し な が ら 進 め て い く こ と が 肝 要 で

あ る 。  

・   令 和 ７ 年 度 の 利 益 見 込 額 等 を 基 に 、 ２ 年 ぶ り に 中 退 共 に
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お け る 付 加 退 職 金 支 給 が 決 ま っ た 。 機 構 は 厚 生 労 働 省 勤 労

者 生 活 課 を 通 し て 労 政 審 に 対 し 、 付 加 退 職 金 支 給 率 の 算 定

に 必 要 な 利 益 見 込 額 等 の デ ー タ を 適 時 適 切 に 提 供 し た 。 こ

う し た 対 応 は 、 関 係 機 関 へ の 情 報 提 供 責 任 を 適 切 に 果 た し

た も の と 評 価 で き る 。  

 

（ 2）  ス チ ュ ワ ー ド シ ッ プ 責 任 に 係 る 取 組  

・   機 構 の ス チ ュ ワ ー ド シ ッ プ 活 動 は 、 運 用 受 託 機 関 と そ の

投 資 先 の 企 業 価 値 向 上 を 意 識 し た 建 設 的 な 対 話 を 行 う こ と

に よ っ て 、 制 度 の 受 益 者 の 利 益 向 上 に 資 す る 取 組 で あ る 。

機 構 自 身 も ア セ ッ ト オ ー ナ ー と し て の 責 務 を 果 た す こ と が

重 要 で あ る と 認 識 し て い る 。  

・   機 構 は 、 平 成 29 年 11 月 の 日 本 版 ス チ ュ ワ ー ド シ ッ プ ・

コ ー ド 改 訂 版 の 受 入 れ を 踏 ま え 、 公 的 ア セ ッ ト オ ー ナ ー と

し て 、 平 成 30 年 度 よ り ス チ ュ ワ ー ド シ ッ プ 活 動 へ の 取 組 を

一 段 と 活 発 化 さ せ て お り 、 令 和 ５ 年 度 に は 責 任 投 資 原 則

（ PRI） へ の 署 名 や 、 機 構 に お け る 責 任 投 資 の 考 え 方 や 方 針

を 定 め た 「 責 任 投 資 方 針 」 を 策 定 ・ 公 表 し た 。  

・   令 和 ７ 年 度 に は 、 日 本 版 ス チ ュ ワ ー ド シ ッ プ ・ コ ー ド 第

三 次 改 訂 版 の 受 入 れ を 表 明 し た 。  

・   令 和 ７ 年 度 も 、 エ ン ゲ ー ジ メ ン ト 実 施 部 署 か ら 実 務 レ ベ

ル の 報 告 を 受 け る ス チ ュ ワ ー ド シ ッ プ 活 動 報 告 会 と 、 理 事

長 に よ る 大 手 金 融 機 関 及 び そ の グ ル ー プ に お け る ト ッ プ マ

ネ ジ メ ン ト と の ト ッ プ 面 談 と い う 複 層 的 な 活 動 が 実 施 さ れ

た 。  

 理 事 長 も 参 加 し た ス チ ュ ワ ー ド シ ッ プ 活 動 報 告 会 で は 、エ

ン ゲ ー ジ メ ン ト の 内 容 や 議 決 権 行 使 に お け る 考 え 方 等 に つ

い て 説 明 を 受 け 、意 見 交 換 が 行 わ れ て い る 。企 業 価 値 向 上 に

資 す る 実 効 的 な 取 組 が 行 わ れ て い る か と い う 観 点 で 、当 委 員
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会 と し て 確 認 し て い く 必 要 が あ る と 考 え て い る 。  

ト ッ プ 面 談 で は 、運 用 受 託 機 関 と 親 会 社 の 間 の フ ァ イ ア ー

ウ ォ ー ル に 反 し な い よ う 配 慮 し つ つ 、グ ル ー プ に お け る 資 産

運 用 分 野 を 巡 る 長 期 的 戦 略 や ESG 課 題 等 に つ い て 、意 見 交 換

が 行 わ れ て い る 。  

「 資 産 運 用 立 国」政 策 の 一 環 で も あ る「 資 産 運 用 の高 度 化 」

は わ が 国 の 喫 緊 の 課 題 と も な っ て お り 、運 用 分 野 に お け る 長

期 的 経 営 戦 略 や 資 源 投 入 は 経 営 ト ッ プ や 親 会 社 の 意 向 も 欠

か せ な い た め 、こ の よ う な 取 組 は 運 用 の 質 的 な 維 持・向 上 に

と っ て も 意 義 深 い も の と 考 え る 。  

ま た 、 ESG 課 題 に つ い て は 、 公 的 ア セ ッ ト オ ー ナ ー の 立 場

か ら 、 以 下 の 二 点 を 挙 げ た 。  

一 点 は 厚 生 労 働 省 が 所 管 す る 中 小 企 業 に お け る 従 業 員 の

福 利 厚 生 拡 充 を 目 指 す 独 立 行 政 法 人 と し て 、社 会 要 素 に お い

て 、大 企 業 だ け で な く 中 小 企 業 や 非 正 規 労 働 者 も 含 め た 労 働

環 境 の 改 善 や 多 様 性 へ の 取 組 が 重 要 で あ る と の 問 題 意 識 を

共 有 す る と と も に 、 足 元 の 取 組 状 況 を 確 認 し た 。  

も う 一 点 は 、環 境 要 素 に つ い て で あ る 。林 退 共 を 運 営 す る

機 関 と し て 、 2050 年 カ ー ボ ン ニ ュ ー ト ラ ル を 実 現 す る に は 、

炭 酸 ガ ス の 排 出 量 削 減 だ け で な く 吸 収 を 図 る こ と が 必 要 で

あ り 、そ の 方 策 と し て 日 本 の 国 土 の ３ 分 の ２ を 占 め る 森 林 を 、

日 本 固 有 の 里 山 文 化 も 活 か し て 活 用 す る こ と が 、林 業 の 振 興

に も 繋 が り 望 ま し い と 考 え ら れ る 、と の 意 見 を 述 べ 、実 装 に

向 け た 課 題 や 足 元 の 取 組 状 況 を 共 有 し た 。加 え て 、気 候 変 動

対 応 に お け る ト ラ ン ジ シ ョ ン・フ ァ イ ナ ン ス の 重 要 性 に つ い

て 共 有 す る と と も に 、 具 体 的 な 取 組 状 況 を 確 認 し た 。  

上 記 の テ ー マ に つ い て は 、ト ッ プ 面 談 な ど に お け る 意 見 交

換 を 通 じ 、多 く の ト ッ プ マ ネ ジ メ ン ト と 問 題 意 識 、足 元 の 取

組 状 況 や 課 題 を 共 有 で き た と の こ と で あ る 。公 的 ア セ ッ ト オ
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ー ナ ー と し て 、受 益 者 の 利 益 に 反 し な い 形 で ESG 課 題 な ど に

係 る 発 信 力 を 高 め て い る こ と は 評 価 で き る 。  

・   上 記 に 加 え 令 和 ７ 年 度 に は 、 運 用 受 託 機 関 の ス チ ュ ワ ー

ド シ ッ プ 活 動 へ の 評 価 導 入 （ 投 資 戦 略 に お け る ESG 要 素 の

考 慮 を 含 む ） を 実 施 す る と と も に 、 機 構 の ス チ ュ ワ ー ド シ

ッ プ 活 動 も 含 め た 責 任 投 資 へ の 取 組 状 況 に つ い て 、「 責 任 投

資 活 動 報 告 書 」 と し て 公 表 し た 。  

・   さ ら に 、 ア セ ッ ト オ ー ナ ー の 運 用 ・ ガ バ ナ ン ス ・ リ ス ク

管 理 に 係 る 共 通 の 原 則 （ ア セ ッ ト オ ー ナ ー ・ プ リ ン シ プ

ル ） に 基 づ き 、「 ア セ ッ ト オ ー ナ ー ・ プ リ ン シ プ ル に 関 す る

受 入 れ 及 び 取 組 方 針 の 表 明 に つ い て 」 を 策 定 ・ 公 表 し て お

り 、 令 和 ７ 年 度 に は 当 該 方 針 に 係 る 取 組 状 況 を 取 り ま と

め 、 公 表 し た 。  

・   こ う し た 取 組 は 、 受 益 者 に 対 し て 長 期 安 定 的 な 利 益 を も

た ら す と い う 機 構 の 投 資 目 的 の 範 囲 内 で あ り 、 6.7 兆 円 と い

う 資 産 規 模 を 有 す る 公 的 ア セ ッ ト オ ー ナ ー と し て 、 ス チ ュ

ワ ー ド シ ッ プ 責 任 を 果 た す 上 で 適 切 な も の で あ る と 評 価 で

き る 。  

 

 

７ .  その他機構資産の適切な運用に関し必要な事項  

（ 1）  透 明 性 の 向 上  

・   対 外 公 表 に つ い て は 、 財 務 諸 表 等 は 官 報 に 公 告 し て い る

（ 令 和 ７ 年 ９ 月 ）。 ま た 、 当 委 員 会 の 議 事 要 旨 を は じ め 、 年

度 及 び 四 半 期 毎 の 運 用 実 績 と 資 産 構 成 の ほ か 、 令 和 ６ 年 度

運 用 結 果 報 告 （ 令 和 ７ 年 ９ 月 ）、 令 和 ６ 年 度 責 任 投 資 活 動 報

告 書 （ 令 和 ７ 年 ６ 月 ）、 ア セ ッ ト オ ー ナ ー ・ プ リ ン シ プ ル に

関 す る 取 組 状 況 に つ い て （ 令 和 ７ 年 ６ 月 ）、 日 本 版 ス チ ュ ワ

ー ド シ ッ プ ・ コ ー ド 第 三 次 改 訂 版 の 受 入 れ に つ い て （ 令 和
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７ 年 ９ 月 ）、 等 が ホ ー ム ペ ー ジ 上 で 公 表 さ れ た 。  

・   議 事 要 旨 に つ い て は 、 概 ね 委 員 会 後 ２ か 月 以 内 に 公 表 さ

れ て い る 。  

・   当 委 員 会 の 議 事 録 に つ い て は 、 各 委 員 会 の 開 催 日 か ら ７

年 経 過 し た も の か ら 半 年 分 ず つ 順 次 公 表 す る も の と し て い

る 。 令 和 ７ 年 ７ 月 に は 平 成 29 年 度 第 ６ 回 か ら 平 成 30 年 度

第 ３ 回 ま で の 委 員 会 議 事 録 が 、 令 和 ８ 年 １ 月 に は 平 成 30 年

度 第 ４ 回 か ら 第 ７ 回 ま で の 委 員 会 議 事 録 が 、 ホ ー ム ペ ー ジ

に 掲 載 さ れ た 。  

・   上 記 の と お り 、各 種 資 料 の 公 開 に つ い て は 、適 切 に 実 施 さ

れ て い る と 評 価 す る 。  

 

（ 2）  運 用 管 理 体 制  

・   運 用 業 務 を 行 う 資 産 運 用 部 に は 、 業 務 を 的 確 に 遂 行 で き

る 専 門 的 知 識 及 び 経 験 を 有 す る 担 当 者 と し て 、 運 用 調 査

役 、 運 用 リ ス ク 管 理 役 及 び サ ス テ ナ ビ リ テ ィ 統 括 役 を 配 置

し て い る 。  

・   専 門 的 知 識 を 持 っ た 人 材 の 確 保 及 び 育 成 に つ い て 、 機 構

も 課 題 と し て 認 識 し て い る と の こ と で あ る 。 令 和 ７ 年 度

は 、 人 材 の 確 保 の 観 点 で は 、 資 産 運 用 人 材 の 定 年 退 職 者 の

補 充 と し て 、 専 門 的 な 知 見 を 有 す る ３ 名 を 採 用 し た 。 ま

た 、 人 材 育 成 の 観 点 で は 、 中 堅 ・ 若 手 職 員 向 け に 資 産 運 用

に 関 す る 資 格 取 得 の 支 援 を 継 続 し 、 ま た 責 任 投 資 活 動 の 副

担 当 へ の 任 命 や 部 内 プ ロ ジ ェ ク ト へ の 参 画 等 を 通 じ た OJT

強 化 等 、 取 組 を 着 実 に 進 め た 。 か か る 取 組 に つ い て 評 価 す

る と と も に 、 資 産 運 用 立 国 の 観 点 か ら も 運 用 の 高 度 化 が 求

め ら れ て い る こ と を 踏 ま え つ つ 、 今 後 も 着 実 に 進 め て い く

こ と を 期 待 す る 。 あ わ せ て 、 専 門 人 材 の 育 成 に か か る 制 度

面 で の 取 組 に つ い て も 、 検 討 を 期 待 し た い 。  
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・   機 構 は 、 機 構 資 産 の 運 用 に 関 す る 基 本 方 針 の 案 、 運 用 計

画 及 び 資 産 の 配 分 等 の 重 要 事 項 を 審 議 す る こ と を 目 的 と し

て 、 担 当 役 職 員 で 構 成 す る 資 産 運 用 企 画 会 議 を 設 置 し て い

る 。 従 来 は 原 則 経 理 毎 に 会 議 を 開 催 し て い た が 、 令 和 ５ 年

度 よ り 全 経 理 で 一 本 化 し て い る 。 令 和 ７ 年 度 は 、 月 次 の 定

例 会 議 を 12 回 、 臨 時 会 議 を ７ 回 開 催 し て い る 。  

 

 

以  上   
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資 産 運 用 委 員 会  委 員 名 簿  

第 ５ 期 （ 令 和 ５ 年 10 月 ～ 令 和 ７ 年 ９ 月 ）  

 

    令 和 ５ 年 10 月 時 点    

大
お お

 野
の

 早
さ

 苗
な え

 武 蔵 大 学 副 学 長  

黒
く ろ

 木
き

 彰
しょう

 子
こ

 帝 京 大 学 経 済 学 部 教 授  

菅
す が

 原
わ ら

 周
しゅう

 一
い ち

 文 教 大 学 国 際 学 部 教 授  

玉
た ま

 木
き

 伸
の ぶ

 介
す け

 大 妻 女 子 大 学 短 期 大 学 部 教 授  

馬
ま

 庭
に わ

 昭
あ き

 弘
ひ ろ

 
全 労 済 グ ル ー プ 企 業 年 金 基 金  

常 務 理 事  

 

     ◎ 委 員 長  

     ○ 委 員 長 代 理  

 

（ 五 十 音 順 、 敬 称 略 ）  

  

◎  

○  
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資 産 運 用 委 員 会  委 員 名 簿  

第 ６ 期 （ 令 和 ７ 年 10 月 ～ 令 和 ９ 年 ９ 月 ）  

 

大
お お

 野
の

 早
さ

 苗
な え

 武 蔵 大 学 経 済 学 部 教 授  

黒
く ろ

 木
き

 彰
しょう

 子
こ

 帝 京 大 学 経 済 学 部 教 授  

進
し ん

 藤
ど う

 真
まこと

 
全 国 労 働 金 庫 企 業 年 金 基 金  

常 務 理 事  

菅
す が

 原
わ ら

 周
しゅう

 一
い ち

 文 教 大 学 国 際 学 部 教 授  

玉
た ま

 木
き

 伸
の ぶ

 介
す け

 
大 妻 女 子 大 学 社 会 情 報 学 部  

教 授  

 

     ◎ 委 員 長  

     ○ 委 員 長 代 理  

 

（ 五 十 音 順 、 敬 称 略 ）  

 

  

◎  

○  
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【 令 和 ７ 年 度 資 産 運 用 委 員 会  開 催 実 績 （ 全 ５ 回 ）】  

第 １ 回 （ 令 和 ７ 年 ４ 月 22 日 ）  

・ <審 議 事 項 > 令 和 ６ 年 度 資 産 運 用 に 関 す る 評 価 報 告 書 （ 案 ）  

・ <報 告 事 項 > マ ネ ジ ャ ー ・ ス ト ラ ク チ ャ ー 見 直 し に つ い て  

・ <報 告 事 項 > 令 和 ６ 年 度 責 任 投 資 活 動 報 告 書 （ 案 ）  

第 ２ 回 （ 令 和 ７ 年 ６ 月 10 日 ）  

・ <審 議 事 項 > 令 和 ６ 年 度 資 産 運 用 に 関 す る 評 価 報 告 書 （ 案 ）  

・ <報 告 事 項 > 令 和 ６ 年 ４ 月 ～ 令 和 ７ 年 ３ 月 の 資 産 運 用 実 績 報 告

（ ６ 経 理 ）  

・ <報 告 事 項 > ア セ ッ ト オ ー ナ ー ・ プ リ ン シ プ ル に 関 す る 取 組 状

況 に つ い て  

第 ３ 回 （ 令 和 ７ 年 ９ 月 12 日 ）  

・ <審 議 事 項 > 基 本 ポ ー ト フ ォ リ オ の 定 例 検 証 に つ い て  

・ <報 告 事 項 > 退 職 金 共 済 業 務 に 係 る 業 務 上 の 余 裕 金 の 運 用 状 況

に つ い て （ ６ 経 理 ）  

・ <報 告 事 項 > 日 本 版 ス チ ュ ワ ー ド シ ッ プ ・ コ ー ド 第 三 次 改 訂 へ

の 対 応  

・ <報 告 事 項 > 運 用 資 産 の 多 様 化 に 向 け て  

第 ４ 回 （ 令 和 ７ 年 12 月 25 日 ）  

・ <報 告 事 項 > 退 職 金 共 済 業 務 に 係 る 業 務 上 の 余 裕 金 の 運 用 状 況

に つ い て （ ６ 経 理 ）  

・ <審 議 ・ 報 告 事 項 > 基 本 ポ ー ト フ ォ リ オ の 検 証 及 び 見 直 し に つ

い て  

・ <報 告 事 項 > マ ネ ジ ャ ー ・ ス ト ラ ク チ ャ ー 見 直 し に つ い て  

第 ５ 回 （ 令 和 ８ 年 ２ 月 19 日 ）  

・ <審 議 ・ 報 告 事 項 > 規 程 の 見 直 し に つ い て  

・ <報 告 事 項 > 退 職 金 共 済 業 務 に 係 る 業 務 上 の 余 裕 金 の 運 用 状 況

に つ い て （ ６ 経 理 ）  

・ <審 議 事 項 > 運 用 資 産 の 多 様 化 に 向 け て   
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・ <報 告 事 項 > 令 和 ７ 年 度 責 任 投 資 活 動 に つ い て  



給付経理 特別給付経理 給付経理 特別給付経理

1.64 1.29 1.24 0.95 0.06 1.36

自家運用利回り 0.65 0.51 0.34 0.25 0.06 0.29

委託運用利回り 2.81 2.85 2.83 2.83 - 2.83

903.06 134.30 3.53 0.32 0.00 2.12

自家運用 192.24 35.30 0.61 0.06 0.00 0.26

委託運用 710.82 99.00 2.92 0.25 - 1.86

56,052 10,548 284 33 3 157

※1. 上段の表においては、自家運用は、国内債券（簿価）のほか、預金を含む。委託運用は、包括信託のほか、生命保険（一般勘定）及び有価証券信託を含む。

（単位：％）

1.00 1.30 1.30 2.30 2.30 0.10

1.10 1.03 1.51 2.24 0.48 0.73

56.9 68.5 68.5 77.8 100.0 60.8

31.2 22.9 22.9 16.1 - 28.4

4.0 2.9 2.9 2.1 - 3.6

5.9 4.3 4.3 3.0 - 5.4

2.0 1.4 1.4 1.0 - 1.8

43.1 31.5 31.5 22.2 - 39.2

72.4
(±3.6)

9.3
(±2.3)

13.7
(±1.7)

4.6
(±1.3)

1.62 1.32 1.25 0.94 0.00 1.21

1.44 1.05 1.05 0.75 0.00 1.31

令和６年度末 5,409.98 734.48 130.87 23.51 2.04 △ 1.45

令和７年度末 5,492.05 770.32 130.08 23.18 2.03 0.23

令和６年度末 48,570.07 9,715.92 157.96 10.86 0.63 158.73

令和７年度末 49,374.69 9,737.39 153.45 10.37 0.59 156.90

令和６年度末 11.14 7.56 82.85 216.48 323.81 △ 0.91

令和７年度末 11.12 7.91 84.77 223.53 344.07 0.15

3,120 535 - - - 6.30

※2.

※3.

※4.

※5.

※6.

令和７年４月～令和８年３月の資産運用実績報告

退職金共済事業経理別運用状況（令和８年３月末）

1.運用概要

中退共事業
給付経理

建退共事業 清退共事業 林退共事業
給付経理

運用利回り（手数料控除後）

（％）

運用損益

(億円）

運用資産総額　（億円）

予定運用利回り

必要な利回り（推計値）※3

基
本
ポ
ー

ト
フ
ォ

リ
オ

(

括
弧
内
は
乖
離
許
容
幅

)

自 家 運 用　(簿　価）

委
託
運
用
（

時
価
）

国 内 債 券

国 内 株 式

　　外 国 債 券 ※4

外 国 株 式

委 託 運 用　小計

う
ち
委
託
運
用
（

時
価
）

部
分
の
み

国 内 債 券
72.4

(±3.6)

国 内 株 式
9.3

(±2.3)

　　外 国 債 券　※4
13.7

(±1.7)

外 国 株 式
4.6

(±1.3)

モンテカルロシミュレーション1%tile。令和７年度基本ポートフォリオ検証時の数値（データは令和７年８月時点）。

リターン予想値 ※5

リスク値（標準偏差） ※5

累積剰余(欠損）金
（A)  　(億円）

責任準備金
（B)　　（億円）

リスク・バッファー
比率

（A)／（B)

想定損失額　※6（億円）

中段の表においては、自家運用（簿価）は、国内債券（簿価）のほか、生命保険（一般勘定）、預金を含む。委託運用（時価）は、包括信託のみである。

中退共給付経理は、予定運用利回り+業務経費相当分。その他の経理は、責任準備金必要利回り（資産運用ベース）+業務経費相当分の推計値。なお、

林退共給付経理については、累積欠損金解消計画（令和2年）における累積欠損金解消目安額も加算した推計値。

外国債券については、為替ヘッジを行わない。

令和７年度基本ポートフォリオ検証時の数値（データは令和７年８月時点）。

別紙

1



予定運用利回り （年間）

必要な利回り （推計値、年間）　※2

期待収益率　　（A）

うち自家運用（簿価）

うち委託運用（時価）

収益率実績　　（B）

うち自家運用（簿価）

うち委託運用（時価）

実績 ― 期待　（B-A）

うち自家運用（簿価）

うち委託運用（時価）

市場収益要因

超過収益要因

資産配分効果

個別資産効果

複合効果

手数料要因

※1.

※2.

3.包括信託の内訳 
（単位：％）

※1.

※2.

※3.

　・ 国 内 債 券 　ＮＯＭＵＲＡ－ＢＰＩ総合

　・ 国 内 株 式 　ＴＯＰＩＸ（配当込み）

　・ 外 国 債 券 　FTSE世界国債インデックス（除く日本、除く中国、円ベース） 

　・ 外 国 株 式 　ＭＳＣＩ ＫＯＫＵＳＡＩ（円ベース、配当込み、ＧＲＯＳＳ）

※4. 外国債券については、為替ヘッジを行っていない。

0.1

1.10 1.03 1.51 2.24 0.48 0.73

給付経理

令和７年４月～令和８年３月の資産運用実績報告

（単位：％）

1.25 1.05 0.96 0.69 0.00 1.07

中退共事業
給付経理 特別給付経理 給付経理 特別給付経理

1.0 1.3 1.3 2.3 2.3

建退共事業 清退共事業 林退共事業
給付経理

2.23 2.23 2.23 2.23 - 2.23

0.50

0.29

1.64 1.29 1.24 0.95 0.06 1.36

0.51 0.37 0.25 0.00 0.32

0.72 0.52 0.34 0.25 0.06

2.84 2.84 2.84 2.84 - 2.84

0.39 0.24 0.28 0.26 0.06 0.29

0.22 0.01 △0.03 0.00 0.06 △ 0.03

0.61 0.61 0.61 0.61 - 0.61

△0.59 △0.59 △0.59 △0.59 - △0.59

1.28 1.28 1.28 1.28 - 1.28

0.67 0.67 0.67 0.67 - 0.67

0.61 0.61 0.61 0.61 - 0.61

△0.08

△0.00 △0.00 △0.00 △0.00 - △0.00

△0.08 △0.08 △0.08 △0.08 -

のみである。

林退共給付経理については、累積欠損金解消計画（令和2年）における累積欠損金解消目安額も加算した推計値。

構成割合
ベンチマーク

収益率
(a)

時間加重収益率
(手数料控除前）

(b)

超過収益率
(b-a)

10.16 34.65 39.71 5.06

70.32

合同運用資産

手数料率
(ｃ)

手数料控除後収益率
(b-ｃ)

0.04 △ 5.30

0.19 39.52

合同運用資産は、中退共給付経理、建退共給付経理、建退共特別給付経理、 清退共給付経理及び林退共給付経理の、包括信託による

委託運用部分を、合同して運用しているものである。

単位未満は四捨五入しているため、内訳と計が一致しないことがある。

委託運用（包括信託）の資産クラス毎のベンチマークは、 資産運用の基本方針に定める以下の指標による。

2.運用実績

本表においては、自家運用（簿価）は、国内債券（簿価）のほか、生命保険（一般勘定）、有価証券信託、及び預金を含む。委託運用（時価）は、包括信託

中退共給付経理は、予定運用利回り+業務経費相当分。その他の経理は、責任準備金必要利回り（資産運用ベース）+業務経費相当分の推計値。なお、

国内債券

国内株式

外国債券

0.20 0.03

国内債券 0.08 0.16 △ 0.06

国内株式 0.38 0.28 0.04

29.23 2.64

14.04 12.16

外国株式 0.10

外国株式

合　　計

個別資産効果 資産配分効果 複合効果

0.61 0.67 △ 0.00

100.00 1.64 2.92 1.28

5.48 26.59

0.08 2.84

外国債券 0.04 0.03 △ 0.00

12.52 0.36

△ 5.37 △ 5.27 0.11

0.14 12.39

0.21 29.02

2



（1）経理別資産状況
（単位：億円、％）

構成割合 利回り 構成割合 利回り 構成割合 利回り

51.48 0.67 56.67 0.55 51.40 0.40

2.43 0.10 9.47 0.22 11.34 0.05

44.06 2.83 33.87 2.83 37.26 2.83

2.03 1.84 - - - -

(64.88) 0.04 (36.42) 0.03 - -

100.00 1.64 100.00 1.29 100.00 1.24

構成割合 利回り 構成割合 利回り 構成割合 利回り

61.46 0.28 - - 45.96 0.33

10.67 0.08 100.00 0.06 11.14 0.05

27.87 2.83 - - 42.90 2.83

- - - - - -

- - - - - -

100.00 0.95 100.00 0.06 100.00 1.36

（注1）包括信託は時価総額、その他の資産は帳簿価額である。

（注2）利回りは決算利回りであり、計算式は「収益額/平均残高」である。(費用控除後）

（注3）有価証券信託は自家運用により取得した有価証券の信託による運用であり、内数である。また、構成割合は有価証券に対する構成割合である。

 ※ 「包括信託」の利回りと前ページ「3.包括信託の内訳」に掲載の「手数料控除後収益率」は同じものであるが、算出方法が異なるため、必ずしも一致しない。

（2）経理別 資産構成割合
（単位：％）

構成
割合

基本
ポート

フォリオ

構成
割合

基本
ポート

フォリオ

構成
割合

基本
ポート

フォリオ

構成
割合

基本
ポート

フォリオ

構成
割合

基本
ポート

フォリオ

構成
割合

基本
ポート

フォリオ

55.9 56.9 66.1 68.5 62.7 68.5 72.1 77.8 100.0 100.0 57.1 60.8

44.1 43.1 33.9 31.5 37.3 31.5 27.9 22.2 - - 42.9 39.2

100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

（単位：億円、％）

令和７年４月～令和８年３月の資産運用実績報告

4.資産状況

運用の方法等
中退共事業（給付経理） 建退共事業（給付経理） 建退共事業（特別給付経理）

資産額 資産額 資産額

自家運用
有価証券 28,858 5,977 146

預金 1,364 998 32

運用の方法等
清退共事業（給付経理） 清退共事業（特別給付経理） 林退共事業（給付経理）

資産額 資産額 資産額

(18,723) (2,177) -

合　　　　計 56,052 10,548 284

委託運用

包括信託 24,694 3,572 106

生命保険資産 1,136 - -

有価証券信託

自家運用
有価証券 20 - 72

預金 4 3 18

- - -

合　　　　計 33 3 157

委託運用

包括信託 9 - 68

生命保険資産 - - -

有価証券信託

（注4）包括信託について、会計文書の勘定科目名は「金銭信託」を使用している。

（注5）単位未満は四捨五入しているため内訳と合計額が一致しないことがある。

中退共事業
給付経理

建退共事業 清退共事業
林退共事業
給付経理

給付経理 特別給付経理 給付経理 特別給付経理

国内債券 20,340 71.5 72.4±3.6

国内株式 2,436 8.6 9.3±2.3

自家運用（簿価）

委託運用（時価）

合計

（注6）本表で、自家運用（簿価）は、国内債券（簿価）のほか、生命保険（一般勘定）、預金を含む。委託運用（時価）は、包括信託のみである。

合同運用資産

資産残高 構成割合 基本ポートフォリオ

合計 28,449 100.0 -

外国債券 4,219 14.8 13.7±1.7

外国株式 1,453 5.1 4.6±1.3

3



（3）合同運用資産  資産構成割合の推移

・

・

・

・ 令和8年2月末時点で、国内債
券の資産構成割合が乖離許容
幅の下限を超過した。

このため3月に、国内株式から
国内債券へ一部資産移管する、
資産間リバランスを実施した。

令和７年４月から令和８年３月の資産運用実績報告

令和7年7月末時点で、外国株
式の資産構成割合が乖離許容
幅の上限を超過した。

このため8月に、外国株式から
国内債券へ一部資産移管する、
資産間リバランスを実施した。

令和7年10月末時点で、国内株
式の資産構成割合が乖離許容
幅の上限を超過し、かつ国内債
券の資産構成割合が下限を超
過した。

このため11月に、国内株式から
国内債券へ一部資産移管する、
資産間リバランスを実施した。

令和8年1月末時点で、外国株
式の資産構成割合が乖離許容
幅の上限を超過した。

このため2月に、外国株式から
国内債券へ一部資産移管する、
資産間リバランスを実施した。

資産構成割合

71.5%

66

68

70

72

74

76

78

25/3 25/6 25/9 25/12 26/3

単位：％ 国内債券

72.4%±3.6%

乖離許容幅（上限）

基本ポートフォリオ

乖離許容幅（下限）

資産構成割合

8.6%

6

7

8

9

10

11

12

13

25/3 25/6 25/9 25/12 26/3

単位：％ 国内株式

9.3%±2.3%

乖離許容幅（上限）

基本ポートフォリオ

乖離許容幅（下限）

資産構成割合
14.8%

11

12

13

14

15

16

17

25/3 25/6 25/9 25/12 26/3

単位：％ 外国債券

13.7%±1.7%

乖離許容幅（上限）

基本ポートフォリオ

乖離許容幅（下限）

資産構成割合
5.1%

3

5

7

25/3 25/6 25/9 25/12 26/3

単位：％ 外国株式

4.6%±1.3%

乖離許容幅（上限）

基本ポートフォリオ

乖離許容幅（下限）

4



5 

勤退機構の資産運用業務の評価における留意事項 
― 各種利回りの読み方について ― 

〇 勤退機構における資産運用実績や基本ポートフォリオを評価するに際しては、各経理（共済制度）の
制度上の特徴点と、財務状況を勘案する必要がある点に留意が必要である。 

１. 必要な利回り
必要な利回りとは、「資産運用の基本方針」において「資産運用の目標」として掲げられているもの

であり、「中期的に退職金共済事業の運営に必要な利回り」と定義されている。「資産運用の目標」では、
この「必要な利回り」を「最低限のリスクで確保すること」、が求められている。 
 必要な利回りの内訳は、基本的には「予定運用利回りに従って増加する責任準備金の額」と「業務経
費」の合計の資産に対する割合、で定義される。林退共については、更に「累積欠損金の計画的な解消
を図るための費用」を加えることとしている。 
 中退共の場合は、加入期間と就労期間が基本的に等しいため、予定運用利回りに業務経費率を加えた
ものが必要な利回りになる。 
 一方、特退共については、予定運用利回りと必要な利回りの関係は、次の２．で記すとおり、制度や
経済情勢等様々な影響を受けて変動する。 

２. 予定運用利回りと必要な利回り
中退共については、毎月積み立てられる掛金に対して制度全体として付与されるのが予定運用利回り

（1.0%）であり、それに業務経費率（0.1%）を加えたのが必要な利回りであって、分かり易い構造で
あるが、特退共（建退共、清退共、林退共）における予定運用利回りと必要な利回りの関係は中退共と
は異なるため、留意が必要である。 
特退共（建退共、清退共、林退共）では、期間雇用労働者を対象としているため、就業形態の特殊性

（非連続的就労、職場の異動）から１日分の就労に対して証紙 1 枚を手帳に貼付する仕組みで運営され
ている。証紙貼付日数（掛金納付日数）を業種ごとに定められた１月分の日数（建退共：21 日、清退
共：15 日、林退共：17 日）で割って掛金納付月数を求め、その月数に応じて退職金額が算定されるが、
その際の算定の基礎として平均的な年利として設定されるのが予定運用利回りである。ただし、1年（12
カ月）分（＝手帳 1 冊分）の証紙が貼られるのに要する平均的な期間は 1 年を上回っていることから、
必要な利回りが予定運用利回りよりも低くなり得る。

以 上 
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令和８年６月３０日 

 

令和８年度独立行政法人勤労者退職金共済機構調達等合理化計画 

 
 

「独立行政法人における調達等合理化の取組の推進について」（平成27年 5月25日総務大

臣決定）に基づき、独立行政法人勤労者退職金共済機構（以下「機構」という。）は、事務・事業

の特性を踏まえ、ＰＤＣＡサイクルにより、公正性・透明性を確保しつつ、自律的かつ継続的に

調達等の合理化に取り組むため、令和８年度独立行政法人勤労者退職金共済機構調達等合

理化計画を以下のとおり定める。 

 

１．調達の現状と要因の分析 

(1) 機構における令和７年度の契約状況は、表１のとおりであり、契約件数は 88 件、契約金額 

は 52.6 億円である。そのうち、競争性のある契約は 71 件（全契約の 80.7％）、33.3 億円（同 

63.4％）、競争性のない随意契約は 17 件（同 19.3％）、19.3 億円（同 36.6％）となっている。ま 

た、少額随意契約の基準額等を引き上げたことから、契約件数及び金額は令和６年度と比較 

して大きく減少した。（表１．注３参照）。 

なお、競争性のない随意契約のうち情報システム関係に係る構築業務及び改修業務の契

約件数は８件（前年度比４件増）、契約金額は 3.3 億円（同 2.5 億円増）となった。これらは契

約期間中の追加作業及び改修業務等であるが、現行業者以外の新規業者が行うとした場合、

現行業者の開発または保守業務に支障が生じるおそれがあり、現行業者以外の遂行は困難

と想定されたためである。 

競争性のない随意契約件数は、表２（次ページ）のとおり推移しており、情報システム関係

の契約に次いで多いのは入居するビルに関する契約（専有部分の修繕等を含む）であるが、

契約件数は４件、契約金額は10.0億円である（最も金額が多いのは賃貸借契約（9.5億円））。 

最近の物価高を踏まえた官公需の価格転嫁・取引適正化については、「入札書に記載す

る金額を直近の実勢価格を踏まえた金額とするとともに、契約期間中に最低賃金額の改定を

はじめとする労務費、原材料費、エネルギーコスト等の変動が具体的に見込まれる場合は、

当該変動を見込むこと」等の記載を仕様書等に盛り込んだほか、機構における予定価格にも

同様の価格転嫁を反映させた。 

 

表１ 令和７年度の勤労者退職金共済機構の調達（全体）            （単位：件、億円） 

 
令和６年度 令和７年度 比較増△減 

件数 金額 件数 金額 件数 金額 

競争入札等 
（50.7％） 

71 

（80.5％） 

76.2 

（54.5％） 

48 

（58.4％） 

30.7 

（△32.4％） 

△23 

（△59.7％） 

△45.5 

企画競争・

公募 

（39.3％） 

55 

（3.1％） 

3.0 

（26.1％） 

23 

（4.9％） 

2.6 

（△58.2％） 

△32 

（△12.9％） 

△0.4 

競争性のあ

る契約（小

計） 

（90.0％） 

126 

（83.6％） 

79.2 

（80.7％） 

71 

（63.4％） 

33.3 

（△43.7％） 

△55 

（△57.9％） 

△45.9 

競争性のな

い随意契約 

（10.0％） 

14 

（16.4％） 

15.5 

（19.3％） 

17 

（36.6％） 

19.3 

（21.4％） 

3 

（23.9％） 

3.7 

合 計 
（100％） 

140 

（100％） 

94.8 

（100％） 

88 

（100％） 

52.6 

（△37.1％） 

△52 

（△44.5％） 

△42.2 
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（注 1） 計数は、それぞれ四捨五入しているため、合計において一致しない場合がある。 
金額は、億円単位（四捨五入）にて表記している。 
なお、（％）の算出についても、円単位で計算しているため、表における億円単位での計算と一致しな
い場合がある。 

（注 2） 比較増△減の（ ）書きは、令和７年度の対令和６年度伸率である。 
（注 3） 「予算決算及び会計令」（昭和 22 年勅令第 165 号）の改正（令和７年４月１日施行）により、国におけ 

る少額随意契約の基準額等が引き上げられたことを踏まえ、当機構においても令和７年度より同基準 
額を国と同額に改正した。この改正により、公表対象となる契約金額が令和６年度までは 100 万円超 
（賃借料又は物件の借入 80 万円超）であったが、令和７年度より 200 万円超(賃借料又は物件の借入 
150 万円超）となった（表２～４についても同様）。 

 

 表２ 令和３年度から令和７年度までの競争性のない随意契約の件数の推移 

（単位：件） 

 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

競争性のない

随意契約 

（10.5％） 

16 

（11.0％） 

14 

（8.8％） 

15 

（10.0％） 

14 

（19.3％） 

17 

全体 
（100％） 

153 

（100％） 

127 

（100％） 

170 

（100％） 

140 

（100％） 

88 

 

(2) 機構における令和７年度の一者応札・応募の状況は、表３のとおり、契約件数は 18 件（前

年度比 14 件減）、契約金額は 14.8 億円（同 51.0 億円減）と大きく減少した。契約金額の主な

内訳は、「特退共システム特化部分に関するセンタ設備ハードウェア更改及び保守業務（3.3

億円）」及び「インターネット関連システムに係る更改並びに更改に伴うデータ移行業務（2.9

億円）」である。 

なお、一般競争入札(総合評価落札方式を含む。)により調達した情報システム関係の契約

件数は 9 件（前年度比 15 件減）、契約金額は 10.3 億円（同 53.1 億円減）であり、そのうち一

者応札となった契約件数は 5 件（前年度比 13 件減）、契約金額は 6.6 億円（同 54.2 億円減）

となっている（参考：令和６年度は、一者応札・応募のうち「次期建退共電子申請システムの

構築に係る業務（27.5 億円）」及び「業務系センターハード共通基盤構築及び保守業務（19.3 

億円）」が契約額の８割を占めた。）。 

 

表３ 令和７年度の勤労者退職金共済機構の一者応札・応募状況       （単位：件、億円） 

 令和６年度 令和７年度 比較増△減 

２者以上 
件数 94 （74.6％） 53 （74.6％）    △41 （△43.6％） 

金額 13.4 （16.9％） 18.5 （55.5％）  5.1 （38.2％） 

１者以下 
件数 32 （25.4％） 18 （25.4％）   △14（△43.8％） 

金額 65.8 （83.1％） 14.8 （44.5％）   △51.0 （△77.5％） 

合 計 
件数  126 （100％） 71 （100％）   △55 （△43.7％） 

金額 79.2 （100％） 33.3 （100％）   △45.9 （△57.9％） 

（注1） 計数は、それぞれ四捨五入しているため、合計において一致しない場合がある。 
金額は、億円単位（四捨五入）にて表記している。 
なお、（％）の算出についても、円単位で計算しているため、表における億円単位での計算と一致しない場
合がある。 

（注2） 合計欄は、競争契約（一般競争、指名競争、企画競争、公募）を行った計数である。 
（注3） 比較増△減の（ ）書きは、令和７年度の対令和６年度伸率である。 
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表４ 平成 30 年度から令和７年度までの一者応札・応募の全体に占める割合    （単位：件） 

                                                平成 30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

１ 者

応札・

応募 

（44.6％） 

78 

（18.8％） 

22 

（24.4％） 

31 

（23.4％） 

32 

（15.0％） 

17 

（45.2％） 

70 

（25.4％） 

32 

（25.4％） 

18 

全体 
（100％） 

175 

（100％） 

117 

（100％） 

127 

（100％） 

137 

（100％） 

113 

（100％） 

155 

（100％） 

126 

（100％） 

71 

   （注1） 平成 30 年度から令和４年度までは第４期中期目標期間 

   （注2） 令和５年度及び令和７年度は第５期中期目標期間 

 

２．重点的に取り組む分野（【  】は評価指標） 

上記１の現状分析等を含め総合的な検討を行った結果、令和８年度においては、以下の取

組を重点的に実施することにより調達の改善に努めることとする。【当該取組の実施状況】 

＜競争性のない随意契約に係る取組＞ 

調達の目的、金額、合理性及び必要性等を勘案し、会計規程に定められた随意契約事由 

に該当するかを慎重に検討する。 

＜一者応札・応募に係る取組＞ 

①  一般競争入札を適正に実施する観点から、新規業者を含む複数業者の参加を促し市

場の競争性を働かせるため、要求部署が早期に決裁文書を起案し、十分な公告期間と

履行期間の確保に努める。また、競争参加資格等に過度の制限を設けないよう資格要

件の点検を実施するとともに、入札公告を掲載後、資格要件を満たしている業者に対し

て情報提供を行い、入札参加を勧奨する。 

②  入札説明書等を受領したものの応札しなかった業者に対し、入札辞退届への理由の

記載を求めるとともに、聞き取りを実施し改善策を検討する。 

③  価格とともに、品質等の要素も評価することが必要と認められた場合においては、総

合評価落札方式により調達を行うこととし、必要に応じ意見招請を実施する。 

④  前回の同種の入札において一者応札・応募であった入札等を実施する場合は、調達

の目的、金額、合理性等について適切であるか、より慎重に検討する。また、仕様書に

記載する要件については、緩和しても支障がないか精査を行い、仕様書に反映するも

のとする。 

 

＜官公需法に基づく価格転嫁・取引適正化の取組＞ 

① 適切な予定価格の作成 

需給の状況、原材料及び人件費（調達地域における人件費、社会保険料（事業主負

担分及び労働者負担分）相当額を適切に含み、かつ、最低賃金又はその近傍の人件

費単価の被用者が用いられる可能性のある役務の発注については、各都道府県にお

ける最低賃金の改定額（契約期間中に最低賃金額の改定が見込まれる場合には、そ

の改定見込額を含む。）についても反映した額）等を踏まえた積算に基づき、消費税及

び地方消費税を計上し、適切に予定価格を作成するものとする。特に、同様の事業で

ほとんど同じ予定価格を長年見直すことなく実施している事業がある場合は、最新の

実勢価格等を踏まえた積算を行うこととし、複数年度にわたる契約については、入札

の際に作成する予定価格に期中の価格変動を適切に見込む必要があることに留意す

ることとする。 
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なお、物品の運送を伴う役務、物品の買入れ等に係る発注に当たっては、燃料や原

材料等の市況価格の変動が激しい商品について、特に最新の実勢価格や需給状況

（例えば季節要因）等を考慮するよう努めるものとする。 

② ダンピング防止の周知・ 低入札価格調査制度の適切な活用等 

適切なコストの積み上げによる価格での入札が行われるようダンピング防止の周知

に努め、基準価格を下回る入札が行われた場合には、低入札価格調査制度を活用し、

入札価格の内訳書、履行体制、経営の状況の聴取等により入札価格の妥当性につい

て確認するものとする。 

特に、人件費率の高い役務契約については、適正な履行確保の観点から、低入札価

格調査基準価格を下回る価格により落札した者と契約する場合における措置として、

人件費が明記された入札価格内訳書の徴収を徹底し、最低賃金額を下回る人件費で

ないことに留意するとともに、落札の決定があった旨の公表の徹底を行うものとする。 

低入札価格調査を行うに際しては、入札価格の内訳書における人件費、原材料費、

エネルギーコスト等について、実勢価格に沿った単価になっているかを確認し、業務に

必要な工数が適切に計上されているかを確認するものとする。 

③ 労務費、原材料費、エネルギーコスト等の上昇への対応 

物件及び役務の契約について、契約の途中で需給の状況又は原材料費、エネルギ 

ーコスト等の実勢価格に変化が生じた場合には、契約金額を変更する必要があるか否 

かについて検討し、契約変更の実施も含め、適切に対応するものとする。 

また受注者から労務費、原材料費、エネルギーコスト等の上昇に伴う契約金額の変 

更について申出があった場合にはその可否について迅速かつ適切に協議を行うもの 

とし、その旨の条項をあらかじめ契約に入れるなど、受注者からの申出が円滑に行わ 

れるよう配慮するものとする。 

 

＜その他の取組＞ 

①  調達に当たっては、「官公需についての中小企業者の受注の確保に関する法律」（昭

和 41 年法律第 97 号）に基づく中小企業の受注機会への配慮や「国等による障害者就

労施設等からの物品等の調達の推進等に関する法律」（平成 24 年法律第 50 号）等の

諸施策との整合性に留意するものとしている。 

②  少額随意契約の判断に当たっては、原則として複数の業者から見積りを取り、少額随

意契約の金額要件に定める金額以下の見積りを提示した者が過半数となる場合には

最低価格を提示した者と少額随意契約を結び、同見積りを提示した者が過半数に至ら

なかった場合には一般競争入札を行うものとすることを明確化している。 

③  財務省主計局長が各省各庁会計課長へ発出された令和７年３月28日付け「少額随意

契約等の適切な運用の確保等について」において、「少額随意契約において競争性及

び透明性を確保し、かつ適切な手続きが遵守されるよう、今後３～５年以内に少額随意

契約を内部監査の重点監査対象とし、複数見積りを徴取しているか、不適切な分割契

約がないかなどの観点から監査を行うこととしている。」ことを踏まえ、令和７年度に内

部監査を実施し、令和８年度においても内部監査を実施することとしている。 
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３．調達に関するガバナンスの徹底（【  】は評価指標） 

以下の（1）～（3）の取組により、調達に関するガバナンスを徹底する。【当該取組の実施状況】 

(1) 競争性のない随意契約及び一者応札・応募に関する内部統制の確立 

要求部署においては、競争性のない随意契約と判断される調達案件及び前回の同種の入

札において一者応札・応募であった調達案件等（※）について、「調達等合理化検討チーム」に

調達の内容等に関する事前説明を行い、点検を受けることとしている。 

（※）その他、政府調達相当額以上の調達額が見込まれる案件についても、事前説明・点検の対象とし

ている。 

 

(2) 契約監視委員会による事後点検 

競争性のない随意契約及び一者応札・応募等の契約結果について、契約監視委員会によ

り点検を受けることとしている。 

 

(3) 不祥事の発生の未然防止・再発防止のための取組 

① 調達に関する相互牽制機能を働かせるため、要求部署が決裁文書を起案し、契約事務 

担当課（以下「調達部署」という。）を含めた複数の課を経由し調達の必要性、調達内容等に 

関してチェックを行い、当該業務担当理事及び総務担当理事までの決裁を得た後に、入札 

を実施している。 

落札業者決定後、調達部署は調達に係る原議書とは別に契約に係る決裁文書を起案し、 

総務担当理事までの決裁を得た後に、やむを得ない理由がある場合を除いて要求部署と 

は独立して契約事務を進めることとしている。 

② 額が多い等特に重要な調達案件は、理事長までの決裁を要することとしている。 

③ 要求部署は調達部署による予定価格算定の参考とするために業者から見積りを取る場 

合には、単価を含む算出根拠についてできるだけ詳細な内訳の提出を依頼し、説明を受け 

た上で内容の妥当性を精査し、調達部署に情報を提供する。この場合、原則として複数の 

業者から見積りを取り、内容について比較、分析を行う。なお、情報システム案件について 

は、要求部署は調達内容及び調達価格の妥当性等について精査する際、必ず CIO 補佐官 

等によるチェックも受けることとしている。 

④ 調達部署は、予定価格の算定に当たっては、要求部署が徴取した見積り等を基に、内容 

の妥当性を精査し、参考として予定価格を算定することとしている。 

⑤ 調達等業務に長期間従事することによる不正行為のリスクを未然に防止するため、定期 

的な人事ローテーションを実施している。さらに、コンプライアンスに関する役職員向けの研 

修等を活用して、調達に係る遵守事項等について周知徹底を図っている。 

 

４．自己評価の実施 

調達等合理化計画の自己評価については、各事業年度に係る業務の実績等に関する評価

の一環として、年度終了後に実施し、自己評価結果を厚生労働大臣に報告し、厚生労働大臣の

評価を受ける。厚生労働大臣による評価結果を踏まえ、その後の調達等合理化計画の改定・

策定等に反映させるものとしている。 
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５．推進体制 

(1) 推進体制 

本計画に定める各事項を着実に実施するため、総務担当理事を総括責任者とする調達等合

理化検討チームにより調達合理化に取り組んでいる。  

総括責任者：総務担当理事 

副総括責任者：総務部長 

メンバー：総務部次長、勤労者財産形成部次長、総務課長及び総括責任者が指名する職員 

 

(2) 契約監視委員会の活用 

監事及び外部有識者によって構成する契約監視委員会において、当計画の策定及び自己評

価の際の点検を行うとともに、競争性のない随意契約及び一者応札・応募に該当する個々の契

約案件の事後点検を行い、その審議概要を公表するものとしている。 

 また、契約監視委員会における指摘事項については、関係部署のみならず機構全体へ周知・

徹底を図っている。 

 

６．その他 

調達等合理化計画及び自己評価結果等については、機構のホームページにて公表する。 

なお、計画の進捗状況を踏まえ、新たな取組の追加等があった場合には、調達等合理化計

画を改定する。 

また、「競争の導入による公共サービスの改革に関する法律」（平成 18年法律第 51号）の対

象事業に選定された場合には、適切に対応する。 
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